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土砂災害の前兆現象としてのニオイの発生に関する 

室内実験と考察 
 

 

 土田 孝 1・土肥聖平 2・内田龍彦 3 
  
1 土田地盤工学研究所代表（tkstsuchida@mse.biglobe.ne.jp） 
2 日本工営株式会社（a8897@n-koei.co.jp） 
3 広島大学大学院先進理工系科学研究科准教授（utida@hiroshima-u.ac.jp） 

 

和文要約 

ニオイの発生が土砂災害の前兆現象の一つであることはよく知られているが，前兆となるメカニ

ズムは解明されていない。ニオイの発生源を調べるため広島県内の土砂災害の履歴を有する複数の

自然まさ土斜面において，深さ 0～3m の間隙空気のニオイを調べたところ高いニオイ強度が観測

された。そこで，降雨が地盤に浸透する過程および下層から表層への地下水の供給により，表層地

盤の間隙空気が地表に放出されて地表面でニオイが発生し，土砂災害の前兆となる可能性を検討し

た。ニオイ物質を混入した模型地盤を用いて，底部からの浸透実験と降雨浸透実験を行い，地表面

でのニオイの発生を調べた。いずれの実験においても，地下水の上昇により間隙空気が地表に放出

される過程での地表面のニオイ強度の増加は，ほとんど無いかあるいは非常に小さかったが，地下

水位が地表面付近まで上昇すると地表面で計測したニオイ強度は急速に増加した。実地盤で同様の

ことが起こるとすれば，表層付近までの地下水位が上昇した場合，ニオイの発生と斜面の危機的状

況とが関連付けられる。しかし，多くの実斜面では地下水位が地表面付近に達する以前に崩壊する

可能性があり，実験結果はニオイが前兆となりにくいことを示すともいえる。以上の考察は，地盤

模型の規模，実験環境等について限られた条件での室内試験結果に基づいており，ニオイの発生と

地下水上昇の関連付けについては，今後さらに検討が必要である。 

 

キーワード：土砂災害，前兆現象，ニオイ，降雨浸透，地下水位 

 

 

１．はじめに －土石流の前兆現象としてのニオイに関

する既往の知見と地盤内で計測したニオイ強度－ 

土砂災害が発生する際にはいくつかの前兆現象がある

ことが知られている。表-1は，国土交通省が設置した「土

砂災害警戒避難に関わる土砂災害前兆情報検討委員会」

の報告書による前兆現象の分類であるが，視覚，聴覚，

嗅覚など五感ごとに整理されている（国土交通省砂防部，

2006）。また，前兆現象に気づいて早期に避難し，被災を

免れた事例についても報告されている。災害の前にこれ

ら前兆現象があることは政府や自治体の防災部局におい

ても周知の努力がなされている（内閣府, 2022）。 

上述の国土交通省の報告書は，2004 年と 2005 年に国

内で発生した土砂災害の中で前兆現象が報告された土石

流災害 52件，がけ崩れ 12件を対象として，前兆現象の

種類，現象と災害の発生時間との関係等を分析している。

図-1は，土石流災害の前兆現象 154（同一の災害におい

て複数の前兆現象が報告される場合もある）について，

表-1で分類した現象ごとの件数と割合を示している．土

石流災害で頻繁に観測されているのは，地鳴りや山鳴り，

転石同士がぶつかり合う音などの聴覚的現象，流水の濁

表-1 土砂災害と前兆現象の種類（国土交通省砂防部，2006） 

五感 土石流 崖崩れ 

視覚 

・渓流付近の斜面が崩れ出

す 
・落石が生じる 
 

・がけに割れ目が見える. 
・崖からパラパラ小石が

落ちる. 
・斜面がはらみだす 

・川の水が異常に濁る 
・雨が降り続いているのに

水位が下がる 
・土砂の流出 

・表面流が生じる 
・がけから水が噴出する 
・湧水が濁りだす 

・濁水に流木が混じりだす ・樹木が傾く 
・渓流内の火花  

聴覚 

・地鳴り 
・山鳴り 
・転石のぶつかり合う音 

・樹木の根が切れる音が

する 
・樹木が揺れる音がする 
・地鳴りがする 

嗅覚 
・腐った土のにおいがす

る 
－ 
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りおよび河川水位の上昇などの視覚的現象であり，以上

の 4現象で 154例の 48%を占めている。本研究が取り上

げるニオイについては，「土臭いニオイ」，「卵が腐ったよ

うなニオイ」など異臭の発生が災害前にあったとする報

告がなされており，図-1では 154件中 6件約 4%となっ

ている。ニオイ発生の原因について，同報告書では渓流

の上流で土石流が発生したこと，土石流で発生した石や

倒木が擦れることによる発火を挙げている。 

2018年西日本豪雨災害においても，土石流災害の前に

異臭があったとする被災者の証言が報告されている(海

堀・柳迫, 2019)。表-2はそれらの一部を示したものであ
る。表に示すように，異臭は「青臭いニオイ」，「土のニ

オイ」であり，発生時間は a), b), d)の報告では土石流の直

前に異臭を感じたものであるが，c),e)では 20~30 分前に

被災者が居住する地域一帯でニオイが発生していたこと

を示唆している。このように土石流発生のかなり前での

ニオイの発生は，上流ですでに土石流が発生していたと

いう理由では十分に説明できないと考えられる。 

このように土砂災害の前兆現象として異臭が発生する

場合があることは広く知られている一方で，異臭発生の

メカニズムについて詳しく検討した例は少ない。本研究

は，これまで筆者らが前兆現象としてのニオイの発生に

ついて実施した現地調査と室内実験の結果より，ニオイ

発生のメカニズムについて検討を行ったものである。 

 

２．地盤内に分布するニオイ強度の調査 

土のニオイに関しては，1965年に土壌に生息する微生

物である放線菌のストレプトマイセス属が産生する代謝

産物ゲオスミンが土臭さを発することが報告された

(Gerber and Lechvalier, 1965)。ただし，ゲオスミンは降雨

のあとの地面のカビ臭いニオイを発生させる有機化合物

であり，災害の前に発生する「卵が腐ったようなニオイ」，

「土臭いニオイ」，「青臭いニオイ」とはやや異なると考

えられる。土壌生化学および微生物学の知見によると，

森林土壌には多数の微生物が存在し，1 g の土壌には数

万種，数千万から数億の細菌が生息していると推定され

ている (Roesch et al., 2007, 磯部, 2018)。近年，遺伝子情

報を用いた研究により，土壌中に代謝機能を持つ未知の

微生物が多く存在することが明らかになっている。地中

 

図-1 土石流の前兆現象の報告件数のまとめ（国土交通省砂

防部，2006より作成） 

表-2 2018年西日本豪雨災害における広島県内の被災者から
のニオイに関する体験談（海堀・柳迫，2019） 

a) 玄関を開けたら土臭く青臭い匂いがしていた。その
後まもなくドーンと音がして泥水が家の周囲に流れ

てきた。 

b) 異様な土の匂いを感じ塀越しに外を見ると，道路の
上を川のように水が流れており車も流されてきた。

驚いていると背後でドカーンと大きな音とともに土

石流が流れてきた。 

c) 豪雨が心配で自宅の母に電話すると，土のニオイが
する，という言葉がありすぐ避難するよう伝えた。

30分経った頃母から電話で「山からすごい音が聞こ
える。山の奥から土石流が流れてきた」という連絡

があった（母は避難して無事であった）。 

d) 渓流の出口付近で橋梁の工事をしていた。7月6日
の18時ころ現場で異臭を感じ直ちに全員に避難の指
示を出し避難した。退避直後に土石流が流出した。 

e) 渓流の出口付近の住宅で被災した。土石流が発生す
る20分くらい前に山側の通気口を開けたところ異臭
を感じた。 

     
(a) 軽量動的コーン貫入試験機（LWDCPT）             (b) LWDCPTの貫入孔を用いたニオイ強度の測定 

図-2 地盤内のニオイ強度の測定方法（土田他，2013） 
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の微生物の多様性から，地中の臭気はさまざまな微生物

の代謝によって生成されるニオイ物質の複合体であると

考えられている (Hug et al., 2016, 豊田ほか, 2018)。  

筆者らは災害時に発生するニオイの由来が地盤内に存

在するニオイにあると仮定し，過去に土石流が発生した

地域において地盤内のニオイを測定した結果を報告して

いる（土田ほか，2013）。調査方法は，自然の山中の地盤

の強度を測定する調査機器である軽量動的コーン貫入試

験を用い，地盤内の貫入抵抗を計測する際にできた貫入

孔にニオイ計測器を挿入し深度方向のニオイ強度の分布
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図-2に地盤内のニオイ強度の測定方法を示す。図-2(a)
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ムチ，カレー，インスタントコーヒーでは 300～1460と

なっており，本測定器で 100以上の相対数値を示す場合

はほぼ個人差が無くにおいを認識できると考えられる。 
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に，豪雨によって土砂災害が発生する前に，地表面で地

表-3  XP-329ⅢRで計測した物質のニオイ強度の例 

対象物 におい強度 対象物 におい強度 

紅 茶 170～340 納 豆 450 
キムチ 500前後 ゆず 80～160 
カレー粉 300～860 靴の中のニオイ 290～580 
インスタント

コーヒー 
320～1460 

プラスチック

成型品 
110～290 

 

 
図-3 地盤内のニオイの測定例（土田他，2013） 
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盤内の強いニオイを感じる理由について考察する。 

 

３.降雨時の地盤内の水分状態の変化と間隙空気の挙動

に関する検討 
（１）連続降雨時の降雨浸透過程 
 土は土粒子と土粒子間の間隙によって構成されている。

土の間隙には水あるいは空気が存在するが，全間隙体積

中の水の体積の割合は飽和度と呼ばれている。無降雨が

続くと間隙中の空気の体積が増加して飽和度が低下する。

降雨が続くと，表層から雨水が間隙に浸透し，空気と水

が置き換わって飽和度が増加する。降雨が浸透する過程

で，間隙中にあった空気は最終的には表層から放出され

るが，間隙中の空気が強いニオイを有する場合，間隙空

気の放出によって，ニオイが発生することが考えられる。 

降雨が継続するときに，雨水が地盤内に浸透し地下水

位を形成して空気を放出する過程は図-5 を用いて以下

のように説明できる。 

過程 1：不飽和地盤に降雨強度R (mm/h）の降雨が地

盤内に浸透し始めると，上層から順に地盤の含水比

wが上昇し，同時に浸透した間隙水が下層へ浸透す

る速度を規定する不飽和透水係数 k (mm/h)が飽和
度の上昇とともに増加する。kが降雨強度Rと一
致すると，上層からの浸透による流入量と下層

への流出量が等しい平衡状態となる。ここで

は，このときの含水比を平衡含水比wEQ.，土層

を平衡含水比帯と称する。図-5のように不飽和
地盤に一定の降雨強度の雨が連続する条件の場

合は，降雨強度Rが大きいほど平衡状態の透水係
数に達するため飽和度が増加する必要があるので，

wEQ.が大きくなる。 

過程 2：平衡含水比帯が表層で形成されると，この層

は含水比wEQを一定に保ちながら下層に向かって拡

がっていく。この過程で水と置き換わった間隙の空

気は上昇し，地表面から放出される。 

過程 3：平衡含水比帯の下端が基盤（不透水層）に到達

すると，間隙水は下に浸透できず停留し，間隙中に

残っていた空気を追い出して飽和帯を形成する。飽

和帯の上端が地下水位である。 

過程 4：降雨がさらに続くと，基盤から上層に向かっ

て飽和帯すなわち地下水位が上昇し，残留してい

た空気は追い出されて地表面から放出される。地

盤が斜面である場合，地下水位の上昇にともなっ

て崩壊リスクが高まる。降雨が減少あるいは停止

した場合は，飽和帯の間隙水は地形の傾斜にした

がって低部に移動し，地下水位は低下する。 

以上の降雨浸透の過程は，室内の降雨浸透実験，広島

大学内のかがら山斜面において 2001年から行っている

地盤内の体積含水率，サクションの観測結果より確認さ

れている（ティハ，2005，Tsuchida他，2014）。 

降雨が地盤内に浸透し，基盤から飽和帯が形成され地

下水位が上昇して間隙中に残存した空気が地表面に放出

される過程を説明したが，最近，豪雨時に別のメカニズ

ムで地下水上昇が起こることがわかってきている。 

（２）豪雨時における下層から表層への浸透現象 

風化花崗岩や風化流紋岩に覆われた山地では，過去に

渓流であったところや土石流によって大量の崖錐が堆積

した箇所の上に表層土が堆積している場合が多い。通常

の雨では表層に浸透した雨水が崖錐堆積層に到達する

と，この層を通じて下流に流下している。すなわち，崖

錐堆積層は浸透した雨水を集めて下流に流下する帯水層

の役割を果たしている。近年，豪雨時に表層地盤よりも

 
図-4 ニオイ強度と強熱減量の関係（土田他，2013） 

 

 
図-5 連続した降雨が継続するときに，雨水が地盤内に浸透し地盤内に地下水位を形成する過程（Tsuchida他，2014a） 
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深い帯水層あるいは基盤層に水が浸透しこれらの層を浸

透した水が，斜面の下部において表層に向かって上向き

に浸透する現象が起こっていることがわかってきた。 

図-6は 2014年広島土砂災害の被災箇所の調査に基

づいて森脇ら，土田らが示した表層土の下の崖錐堆積

層（帯水層）から上向きの水の浸透が発生するメカニズ

ムである（森脇他, 2015, 土田他, 2016, Tsuchida他, 

2019）。図-6(a)は通常の雨の場合であり、表層から浸透

した雨水は帯水層を流下していく。帯水層に流入する雨

水が層の流下能力を上回るような豪雨の場合，図-6(b)
のように標高が低い箇所の崖錐堆積層は標高が高い箇所

との水頭差によって被圧される。この結果，斜面の中腹

や下部において崖錐堆積層の水が表層のまさ土層に上向

きに浸透する現象が起こる。この現象により下層からの

水の浸透で表層が押し出されて崩壊したと考えられる痕

跡は，2014年 8月の広島土砂災害の調査，2018年西日

本豪雨災害の土石流災害の調査において報告されている

(Tsuchida 他，2016，Hashimoto他, 2018）。 

 小橋らは，2014年広島 8月豪雨により土砂災害の被

害を受けた広島市安佐北区可部町にある高松山に観測地

点を設置し，地盤内に土壌水分計，圧力式水位計，水温

計による観測を継続して行った。 

図-7は 2018年 7月の西日本豪雨における観測結果で

ある（小橋他，2019）。もっとも強い雨は 7月 6日 12

時から 19時までの 7時間であり，観測地で 125 mmの

林外降雨を観測した。深度 30，60，90 cmで水温を測定

しているが，表層から降雨が浸透しているとき土中の水

温は緩やかに上昇し， 7月 6日の 19時付近までは水温

の上昇傾向が続いた。これは気温より温度が高い地表面

付近の土の間隙を通過する上からの浸透が続いているこ

とを示すと考えられる。 

降雨がいったん途切れた直後の 19時 20分からの約 2

時間で地下水位が -91cmから -60c mまで急上昇し，そ

の後の 23時頃に元の高さに戻った。地下水位の上昇開

始から 40分後の 20時から深度 90 cmでの水温が急激に

低下し，20時 50分には深度 60cmの水温が急激に低下

した。深度 60cmでは水温の低下が 22時 20分まで継続

しその後温度は再び上昇したが，深度 90cmでは水温の

低下が 24時まで継続した。このように地下水の上昇と

連動して下層から上層にかけて水温が低下し，地下水が

元の値に戻る過程では水温の回復（上昇）が上層から下

層に進行した。これらの深度と水温の関係をみると，水

温の低下は明らかに表層の下部にある帯水層から上向き

に地下水が浸透したことを示していると考えられる。23

時に地下水位は元の高さに戻ったが，7月 7日 1時から

連続降雨が発生すると 4時 10分から再び地下水位が上

昇し，この時も 5時 40分から深度 90cm，60㎝の順で

水温が低下しており，帯水層からの上向きの地下水浸透

があったと考えられる。なお，深度 30㎝における水温

には変化がないので，上向きの地下水浸透は深度 30㎝

と 60 cmの間までしか到達しなかったと推察される。 

2018年西日本豪雨では，観測地点周辺で斜面崩壊は

発生しなかったが，地下水位の上昇と水温低下が観測さ

れた時間帯に広島県内で多数の土石流災害が発生してお

り，これらの地点でも同様の現象が起こったと推察され

る。以上のような表層地盤の底部から上向きの地下水浸

透がある場合，地盤内の空気が地表面から放出されてニ

オイの発生につながることが考えられる。 

 
４．ニオイ物質を含む地盤の地下水位上昇過程における

ニオイ発生に関する室内実験（実験1） 
 ３章では，豪雨時の雨水浸透と地下水位の上昇によ

り，地盤内の間隙空気が地表面から放出される過程につ

いて考察した。次に，室内模型実験によって地下水位上

昇時の地表面でのニオイの発生を検討した（実験 1）。 

（１）実験方法 
強いニオイを有する物質を混合した土を含む模型地盤

を作成し，底部から水を浸透させたときの地盤表面の臭

 

図-6 土石流が発生したまさ土斜面の地盤の構成と降雨浸透（森
脇他2015,土田他，2016，Tsuchida他,2019, Hashimoto他,2020） 

 

 

図-7 斜面の林地で観測された降雨量と土中水の温度の関係
（ほか，2019） 
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気強度を測定した。 図-8 に実験装置の概要を示すが，

内径 30 cm，高さ 20 cmの円筒形の土槽内に，ニオイ物

質を混合した土を含む高さ 10 cm の模型地盤を作成し

た。土槽底部のポーラストーンから水を供給し土層内の

水位を上昇させ，地表中央から 2.0 cmの位置でニオイ強

度を測定した。 

実験に使用した土は，広島大学構内のががら山で採取

した平均粒径 0.90 mm，細粒分 8.7%のまさ土（間隙比 0.90，

飽和度 30 %に調整）であり，飽和透水係数は 6.04× 10−5 

m/sであった。ニオイ物質を混合した土層は，調整したま

さ土 3,534 cm3に 4.75 mm ふるいで通過させた市販のキ

ムチ 400 g (320 cm3)を混合し層厚が 5 cmになるように作

成し，そのニオイ強度は 380であった。なお，キムチ混

同土の透水特性については試験を行なっていないが，キ

ムチの粒径とまさ土の粒径を考慮すると，ほぼ同じと考

えられる。 

実験は以下の 2つの土層構成で行った。。  

土層構成A：上部まさ土層 5 cm，下部キムチ混合土層

5 cm。 

土層構成 B: 上部まさ土層 2 cm，中央キムチ混合土  

5 cm，下部まさ土層 3 cm。 

浸透中は，模型地盤内に流入した水の重量を測定する

ことにより，模型地盤内の水位を算出すると同時に目視

でも地中での水位の位置を確認した。浸透は水位が模型

地盤の表面に達するまで継続した。 

（２）実験結果 
図-9 は 土層構成A，地下水上昇速度 0.31 cm/minの時

の，底部からの地下水位の高さと地表面でのニオイ強度

の関係である。本実験では模型地盤を作成後の 24 時間

で地表面のニオイ強度が 30 に増加した。底部から浸透

を開始すると，地盤内の水位はほぼ一定の速度で上昇し

約 21 分後に地表面に達した。この間，模型地盤の間隙

中のニオイを含む空気は底部からの浸透水と置き換わっ

て表層から排出されたはずであるが，水位が 8 cm に達

するまでニオイ強度は平均 43.6でほぼ一定であり，ニオ

イ強度の増加は観測されなかった。地盤内の水位が 8 cm 

に達すると，ニオイ強度は急激に増加し，水位が地表に

到達する直前に測定された最大ニオイ強度は 184 であ

った。 

図-10は地下水上昇速度を0.68 cm/minに増加させたと

きの実験結果である。浸透開始直前に 19.0であったニオ

イ強度は，浸透開始後平均 16.7 でほぼ一定で推移した。 

水位が8.0 cmになった時点でニオイ強度の増加が始まり，

水位が表層に到達したときに 240まで上昇した。これら

の結果は，図-9 とほぼ一致しており，水位上昇速度の増
加は，表面でのニオイ発生にはほとんど影響がなかった。 

図-11は，厚さ 5 cmのキムチ混合土層を表面から 2 cm 

の深さに設置した土層構成 B における実験結果である。

地下水上昇速度は図-9 と図-10 の速度のほぼ平均である
0.43 cm/minとした。本試験では，キムチ混合土層が表層

から近いためと思われるが，模型地盤を準備してから浸

透開始までの 24 時間中に表面のニオイ強度が 136 に

 
図-8 ニオイ物質を含む模型地盤の底部からの浸透実験 

 
 図-9 底部浸透実験のニオイ強度と地盤内水位の関係 
   (水位上昇0.31 cm/min, ニオイ物質深度5-10cm) 

 
図-10 底部浸透実験のニオイ強度と地盤内水位の関係  
 (水位上昇0.68 cm/min, ニオイ物質深度5-10cm) 

 
図-11 底部浸透実験のニオイ強度と地盤内水位の関係 

      (水位上昇0.43 cm/min, ニオイ物質深度2-7 cm) 

10cm

30cm

2.0cm20cm

ニオイ強度
測定器

模型土槽

貯水
タンク水

ポンプ

まさ土, e=0.90, Sr=30% 

まさ土とキムチの混合土

台秤

0

50

100

150

200

250

300

0 2 4 6 8 10

ニ
オ
イ
強
度
の
測
定
値

平均ニオイ強度
43.6

底部からの地盤内水位の高さ(cm)

地下水上昇速度
: 0.31cm/min

ニオイ強度の
急増開始点

0

50

100

150

200

250

300

0 2 4 6 8 10

ニ
オ
イ
強
度
の
測
定
値

底部からの地盤内水位の高さ(cm)

地下水上昇速度
: 0.68cm/min

平均ニオイ強度
16.7

ニオイ強度の
急増開始点

0

100

200

300

400

0 2 4 6 8 10

10cm 5cm
2cm

Masado 

Masado-Kimchi mixture
Masado 

Odor
device

ニ
オ
イ
強
度
の
測
定
値

底部からの地盤内水位の高さ(cm)

平均ニオイ強度
136.0

ニオイ強度の
急増開始点

地下水上昇速度
: 0.43cm/min

災害情報　No.22-1  202416



6 

 

気強度を測定した。 図-8 に実験装置の概要を示すが，

内径 30 cm，高さ 20 cmの円筒形の土槽内に，ニオイ物

質を混合した土を含む高さ 10 cm の模型地盤を作成し

た。土槽底部のポーラストーンから水を供給し土層内の

水位を上昇させ，地表中央から 2.0 cmの位置でニオイ強

度を測定した。 

実験に使用した土は，広島大学構内のががら山で採取

した平均粒径 0.90 mm，細粒分 8.7%のまさ土（間隙比 0.90，

飽和度 30 %に調整）であり，飽和透水係数は 6.04× 10−5 

m/sであった。ニオイ物質を混合した土層は，調整したま

さ土 3,534 cm3に 4.75 mm ふるいで通過させた市販のキ

ムチ 400 g (320 cm3)を混合し層厚が 5 cmになるように作

成し，そのニオイ強度は 380であった。なお，キムチ混

同土の透水特性については試験を行なっていないが，キ

ムチの粒径とまさ土の粒径を考慮すると，ほぼ同じと考

えられる。 

実験は以下の 2つの土層構成で行った。。  

土層構成A：上部まさ土層 5 cm，下部キムチ混合土層

5 cm。 

土層構成 B: 上部まさ土層 2 cm，中央キムチ混合土  

5 cm，下部まさ土層 3 cm。 

浸透中は，模型地盤内に流入した水の重量を測定する

ことにより，模型地盤内の水位を算出すると同時に目視

でも地中での水位の位置を確認した。浸透は水位が模型

地盤の表面に達するまで継続した。 

（２）実験結果 
図-9 は 土層構成A，地下水上昇速度 0.31 cm/minの時

の，底部からの地下水位の高さと地表面でのニオイ強度

の関係である。本実験では模型地盤を作成後の 24 時間

で地表面のニオイ強度が 30 に増加した。底部から浸透

を開始すると，地盤内の水位はほぼ一定の速度で上昇し

約 21 分後に地表面に達した。この間，模型地盤の間隙

中のニオイを含む空気は底部からの浸透水と置き換わっ

て表層から排出されたはずであるが，水位が 8 cm に達

するまでニオイ強度は平均 43.6でほぼ一定であり，ニオ

イ強度の増加は観測されなかった。地盤内の水位が 8 cm 

に達すると，ニオイ強度は急激に増加し，水位が地表に

到達する直前に測定された最大ニオイ強度は 184 であ

った。 

図-10は地下水上昇速度を0.68 cm/minに増加させたと

きの実験結果である。浸透開始直前に 19.0であったニオ

イ強度は，浸透開始後平均 16.7 でほぼ一定で推移した。 

水位が8.0 cmになった時点でニオイ強度の増加が始まり，

水位が表層に到達したときに 240まで上昇した。これら

の結果は，図-9 とほぼ一致しており，水位上昇速度の増
加は，表面でのニオイ発生にはほとんど影響がなかった。 

図-11は，厚さ 5 cmのキムチ混合土層を表面から 2 cm 

の深さに設置した土層構成 B における実験結果である。

地下水上昇速度は図-9 と図-10 の速度のほぼ平均である
0.43 cm/minとした。本試験では，キムチ混合土層が表層

から近いためと思われるが，模型地盤を準備してから浸

透開始までの 24 時間中に表面のニオイ強度が 136 に

 
図-8 ニオイ物質を含む模型地盤の底部からの浸透実験 

 
 図-9 底部浸透実験のニオイ強度と地盤内水位の関係 
   (水位上昇0.31 cm/min, ニオイ物質深度5-10cm) 

 
図-10 底部浸透実験のニオイ強度と地盤内水位の関係  
 (水位上昇0.68 cm/min, ニオイ物質深度5-10cm) 

 
図-11 底部浸透実験のニオイ強度と地盤内水位の関係 

      (水位上昇0.43 cm/min, ニオイ物質深度2-7 cm) 
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増加した。浸透開始後は，地盤内水位が 8.6cmに達する

まではニオイ強度は±15程度の増減を繰り返したが，表

面のニオイ強度の平均はほとんど変化しなかった。水位

が約 8.6 cm に近づくと，ニオイ強度は急速に増加し，地

盤内水位が地表まで上昇したときは 332であった。ニオ

イ強度の最大値は土層構成Aの場合よりも大きく，これ

はキムチ混合土が表層に近いため，この層を浸透して表

面に達した水のニオイ強度も大きかったためと推察され

る。 

以上の実験は，図-8 に示す円形土槽の上部が開いた条

件で実施しており，実験室内の空気の流れの影響を受け

る条件で実施していた。図-9～図-11 の浸透開始後のニ

オイ強度をみると，ほぼ一定で推移する中でばらつきが

みられており，実験室内の気流の変化の影響を受けてい

ると推測された。そこで実験室内の気流の影響を除去す

るため，土槽の上部をビニールシートで覆い粘着テープ

で止めた条件で浸透実験を行った。 

図-12 は土層構成A，地下水上昇速度 0.29cm/minのと

きの実験結果である。図をみると， 地下水位が 9 cm に

達したときにニオイ強度が急激に増加する傾向は図-9～

図-11 と同様であるが，浸透開始からニオイ強度の急増

にいたる間のニオイ強度の変動は明らかに減少しており，

実験室内の気流を遮断した効果と考えられる。浸透開始

後のニオイ強度は開始前の71.0から一貫して増加し続け，

ニオイ強度の急増が始まるときには 114.0 であった。こ

れは，底部からの浸透と地下水上昇によって置換され表

層から放出された間隙空気によるニオイ強度の増加と推

測される。このことから，図-9～図-11 の実験では底部

から浸透と地盤内水位の上昇による間隙空気の放出が起

こっていたものの，試験室内の気流の影響でニオイが希

釈され，地表面においてニオイ強度の増加が計測されな

かったと考えられる。 

以上の結果をまとめると，すべての実験で地盤内水位

が底部から約 8～9 cm (土槽の表面からは 1～2 cm下)に

達したときにニオイ強度の急激な増加が起こった。これ

は，間隙空気のニオイの放出というよりも，土層表面か

ら 2.0 cm の高さにあるニオイ強度測定器が，ニオイ物質

を含む間隙水のニオイを検知したためと考えられる。一

方，図-12 のように土槽の上部を密閉した条件では，浸

透開始後ニオイ強度が地盤内水位の上昇とともに一貫し

て上昇し，これはキムチ混合土の間隙中の空気が地表面

から放出されたことによると考えられる。したがって，

地盤表面での気流による希釈効果を防止すれば，地盤内

水位の上昇に伴う間隙空気の放出によって地表面のニオ

イ強度の増加が起こりうるといえる。ただ，今回の実験

ではこの過程でのニオイ強度の増加は，地下水位が表層

付近に達した後の急激な増加に比べてはるかに小さかっ

た. つまり，本実験では地表面での強いニオイ発生の主

たる原因はニオイを含む間隙空気の放出ではなく，ニオ

イを含む地下水の地表への接近であったといえる。 

 

５．ニオイ物質を含む地盤の降雨と浸透の過程における

ニオイ発生に関する室内実験（実験 2） 
（１）実験方法 
４章の実験では，降雨が無く地盤内の地下水位が上昇

するときのニオイの発生を検討した。次に，降雨が継続

して雨水が浸透する過程でのニオイの発生を調べること

を目的とした降雨浸透実験（実験 2）の結果を示す。 

図-13 に実験装置の概要を示すが，径 30 cm，高さ 1 m

のアクリル製土槽の底に高さ 3 cm のニオイ物質を置い

た。ニオイ物質の上に厚さ 97cm の模型地盤を，初期飽

和度 30%に含水比を調整した豊浦砂を 5cmずつ 20層に

分け，間隙比が 0.75～0.80となるように締め固めて作成

した。この間隙比での豊浦砂の飽和透水係数は 1.02× 

10-4 m/s であった。 

模型地盤の上部に設置した室内降雨発生装置は，空気

圧と水圧を調整することでノズルから径約 0.3 mm の水

滴を噴射する装置である。したがって，雨滴の大きさは

実際の雨とは異なっている。模型地盤内にはプロファイ

 

図-12 底部浸透実験のニオイ強度と地盤内水位の関係 (土
槽上部をシートで密閉。水位上昇0.29 cm/min, ニオイ物
質深度5-10 cm) 

 

図-13 降雨浸透過程のニオイ検知実験装置 
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ル土壌水分計を設置し，深度 10 cm，20 cm，30 cm，50 

cm，90 cmにおける体積含水率を測定した。ニオイ測定

器は，吸引用テフロンチューブの先端が模型地盤表面の

中心から 2 cmの高さにくるように設置した。４章ではま

さ土試料を使用したのに対して本実験で豊浦砂を使用し

たのは，まさ土試料を使用した予備実験では降雨開始後

地盤表面に細粒分が分離して堆積し，地盤内への浸透が

進行せず図-5 に示した降雨浸透過程を再現できなかっ

たためである。また，本実験のような一次元降雨浸透実

験では，強い雨の場合，浸透した雨水と間隙空気の置換

がスムーズに進行せず間隙空気が封入される現象も起こ

りうるが，このことも降雨浸透過程が再現できなかった

一因と考えられる。模型地盤の土試料を細粒分の少ない

豊浦砂に変更して予備実験を行った結果，降雨強度 20 

mm/hの条件において，土層底部に設置した水圧計で計測

した地下水位の位置と土壌水分計の値がよく対応し，降

雨進行過程をほぼ再現することができることを確認した

（水圧計は時々間隙空気圧の影響を思われる大きな圧力

変動を示したが一時的であり，すぐに地下水位の水圧に

戻った）。 

模型地盤の底部に設置したニオイ物質は，ニオイ強度

が大きいこと，ニオイ物質が空気よりも重く水に溶けに

くいことが必要条件となるが，以下の 2つを使用した。 

ケース A：高吸水性ポリマーとアロマオイルを配合し

た市販のゼリー状芳香剤。2cmの距離で測定したニオ

イ強度は 868である。 

ケース B：東広島浄化センターの下水処理に使用され

た活性汚泥により発酵させた米ぬか。ニオイ強度は

631である。微生物の塊である活性汚泥で発酵させた

米ぬかのニオイの特性が地盤中のニオイに近いと考

えて使用した． 

模型地盤を作成してから 24 時間後に，降雨強度 20 

mm/hの降雨を開始し，各深度における水分量と地表面の

ニオイ強度を測定した。  

（２）実験結果と考察 
ニオイ物質として芳香剤を使用した実験（ケース A）

では土層作成後の 24時間で地表面のニオイ強度が 66ま

で上昇していた。図-14 は，降雨開始後の時間に対する
地盤の体積含水量の変化である。図に示すように，降雨

開始から 30 分後には，図-5 で説明した平衡含水帯 

(EWCZ)が地表面近くに形成された。本実験の平衡含水比

帯は体積含水率で約 20% であったが，その下端は 30 

分，60 分，90 分とほぼ一定の速度で下降し 120 分後に

は下端の深度が約 90 cmとなった。その後，平衡含水比

帯は土層底部 (97cm) に到達し，底部から地盤の飽和が

始まった。240分には深度 90 cmが飽和しており，飽和

した地盤に自由水面が形成されたと考えられる。その後，

自由水面の高さ（地下水位）はほぼ一定の割合で上昇し，

480分で深さ 50 cm，540分で深さ 30 cm，600分で深さ

20cm， それぞれ 720 分で 深さ 10 cm となって，最終

的に地下水位が地表面近くに達した。 

図-15 は，5 つの深度における降雨開始後の時刻と飽

和度の関係である。 図は，平衡含水比帯における飽和度

が 50±3%程度で一定となっていること，下層から飽和

度が 100%に達して飽和帯が形成され地下水位が上昇し

ていることを示しており，図-5に示す降雨浸透過程が進

行している。図-16は，深度 10 cm，20 cm，30 cm，50 cm，

90 cm における平衡含水比帯下端の到達時間と地下水上

 
図-14 降雨浸透実験における各深度での体積含水率の変 

（ケースＡ，降雨強度20mm/h） 

 

 
図-15 5 か所の深度における飽和度および地表面ニオ
イ強度と降雨時間の関係 (ケースA) 

 
図-16 各深度における平衡含水比帯下端と地下水位の到達

時間と降雨時間の関係 (ケースA) 

 

-20

0

20

40

60

80

100
0 10 20 30 40 50 60

0
30
60
120
150
180
210
240
360
420
480
540
600
720

体積含水率 (%)

地
表
面
か
ら
の
深
さ

(c
m

)

初期
状態
T=0

飽和帯の

体積含水率

降雨時間
T (min)

T=720

ケース A(芳香剤）
降雨強度 20mm/h

地表面

平衡含水

比帯の体

積含水率

0

50

100

150

200

250

0

20

40

60

80

100

0 100 200 300 400 500 600 700 800

飽
和
度

,
S r

(%
) 

降雨時間 T (min)

深度d=
90cm
のSr d=10cm

d=50cm d=
30cm

d=20cm

平衡含水比帯

ケースA（芳香剤）
降雨強度20mm/h

ニ
オ
イ
強
度
、

I o

Io

0

50

100

150

200

2500

20

40

60

80

100
0 100 200 300 400 500 600 700 800

降雨時間 T (min)

平衡含水比帯
下端の下降速度
0.66cm/min

地
表
面
か
ら
の
深
さ

(c
m

)

ケースA
（芳香剤）

地下水位上昇
速度0.22cm/min

ニ
オ
イ
強
度
、

I o

ニオイ強度

災害情報　No.22-1  202418



8 

 

ル土壌水分計を設置し，深度 10 cm，20 cm，30 cm，50 

cm，90 cmにおける体積含水率を測定した。ニオイ測定

器は，吸引用テフロンチューブの先端が模型地盤表面の

中心から 2 cmの高さにくるように設置した。４章ではま

さ土試料を使用したのに対して本実験で豊浦砂を使用し

たのは，まさ土試料を使用した予備実験では降雨開始後

地盤表面に細粒分が分離して堆積し，地盤内への浸透が

進行せず図-5 に示した降雨浸透過程を再現できなかっ

たためである。また，本実験のような一次元降雨浸透実

験では，強い雨の場合，浸透した雨水と間隙空気の置換

がスムーズに進行せず間隙空気が封入される現象も起こ

りうるが，このことも降雨浸透過程が再現できなかった

一因と考えられる。模型地盤の土試料を細粒分の少ない

豊浦砂に変更して予備実験を行った結果，降雨強度 20 

mm/hの条件において，土層底部に設置した水圧計で計測

した地下水位の位置と土壌水分計の値がよく対応し，降

雨進行過程をほぼ再現することができることを確認した

（水圧計は時々間隙空気圧の影響を思われる大きな圧力

変動を示したが一時的であり，すぐに地下水位の水圧に

戻った）。 

模型地盤の底部に設置したニオイ物質は，ニオイ強度

が大きいこと，ニオイ物質が空気よりも重く水に溶けに

くいことが必要条件となるが，以下の 2つを使用した。 

ケース A：高吸水性ポリマーとアロマオイルを配合し

た市販のゼリー状芳香剤。2cmの距離で測定したニオ

イ強度は 868である。 

ケース B：東広島浄化センターの下水処理に使用され

た活性汚泥により発酵させた米ぬか。ニオイ強度は

631である。微生物の塊である活性汚泥で発酵させた

米ぬかのニオイの特性が地盤中のニオイに近いと考

えて使用した． 

模型地盤を作成してから 24 時間後に，降雨強度 20 

mm/hの降雨を開始し，各深度における水分量と地表面の

ニオイ強度を測定した。  

（２）実験結果と考察 
ニオイ物質として芳香剤を使用した実験（ケース A）

では土層作成後の 24時間で地表面のニオイ強度が 66ま

で上昇していた。図-14 は，降雨開始後の時間に対する
地盤の体積含水量の変化である。図に示すように，降雨

開始から 30 分後には，図-5 で説明した平衡含水帯 

(EWCZ)が地表面近くに形成された。本実験の平衡含水比

帯は体積含水率で約 20% であったが，その下端は 30 

分，60 分，90 分とほぼ一定の速度で下降し 120 分後に

は下端の深度が約 90 cmとなった。その後，平衡含水比

帯は土層底部 (97cm) に到達し，底部から地盤の飽和が

始まった。240分には深度 90 cmが飽和しており，飽和

した地盤に自由水面が形成されたと考えられる。その後，

自由水面の高さ（地下水位）はほぼ一定の割合で上昇し，

480分で深さ 50 cm，540分で深さ 30 cm，600分で深さ

20cm， それぞれ 720 分で 深さ 10 cm となって，最終

的に地下水位が地表面近くに達した。 

図-15 は，5 つの深度における降雨開始後の時刻と飽

和度の関係である。 図は，平衡含水比帯における飽和度

が 50±3%程度で一定となっていること，下層から飽和

度が 100%に達して飽和帯が形成され地下水位が上昇し

ていることを示しており，図-5に示す降雨浸透過程が進

行している。図-16は，深度 10 cm，20 cm，30 cm，50 cm，

90 cm における平衡含水比帯下端の到達時間と地下水上

 
図-14 降雨浸透実験における各深度での体積含水率の変 

（ケースＡ，降雨強度20mm/h） 

 

 
図-15 5 か所の深度における飽和度および地表面ニオ
イ強度と降雨時間の関係 (ケースA) 

 
図-16 各深度における平衡含水比帯下端と地下水位の到達

時間と降雨時間の関係 (ケースA) 
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昇過程での地下水位到達時間を示している（いずれも各

時間と土壌水分計のデータから内奏しても求めた）。比較

のために，地盤面におけるニオイ強度も示している。図

より，平衡含水比帯の下降速度は 0.66 cm/min，地下水位

の上昇速度は 0.22 cm/分であった。降雨開始直後にニオ

イ強度は 66 から 0 に低下したが，これはニオイ成分が

雨水に吸収されて空気中のニオイ成分が減少したためと

考えられる。その後ニオイ強度は 0のまま全く変化しな

かったが，本実験では降雨装置を使用したため土槽上部

は実験室内に開放されているので，気流によってニオイ

が希釈された可能性もある。ニオイ強度は地下水位が地

表近くまで到達したときに急増し，最終的には 160にな

った。このニオイ強度の急増は，ニオイ物質を含む地下

水が地表に露出したことによるものであると考えられる。 

図-17 と図-18 は，活性汚泥で発酵させた米ぬかをニ
オイ物質として用いたケース B の実験結果である。本

実験では，プロファイル式土壌水分計の深度 50cm と 

90cm のセンサーが故障したため，これらの水深の水分

変化は測定できなかった。 図-17 には 3 つの深さでの

飽和度を降雨時間とともに示すが，図-15 と同様に降雨

開始後上層から順に飽和度50%程度の平衡含水比帯が形

成されている。実験の後半では，520 分で 30 cm の深さ

が飽和し，550 分で 20 cm の深さが，600 分で 10 cm の

深さがそれぞれ飽和した。 図-18は，10 cm，20 cm，30 

cm の深さおける平衡含水比帯下端および地下水位の到

達時間である。平衡含水比帯下端の下降速度 0.42cm/min

と地下水位上昇速度 0.31 cm/min はケースAと若干異な

るが，ケース Bの降雨浸透過程もケース A と同様に図

-5 で示した過程に従っていた。ニオイの発生をみると，

降雨開始前の表面のニオイ強度は 172 であったが，降雨

開始後にケースAのようなニオイ強度の減少はなくほぼ

一定の状態が継続した。降雨時間 600 分に地下水位が地

表面以下 10～20cmに達したときにケースAと同様にニ

オイ強度 300まで急激に増加した。 

以上のように，降雨浸透実験における地表面でのニオ

イ強度は地下水位が地表面近くに達するまでほとんど変

化がなく，水位が地表面近く（ケースAではほぼ地表面，

ケースBでは地表面下10 cm）に達したときに急増した。

この点は４章の実験結果と共通している。本実験ではお

り，強いニオイの主たる原因は，ニオイを含む地下水の

地表への接近であったと考えられる。 

 

６．まとめ 
ニオイの発生が土砂災害の前兆現象の一つであること

はよく知られているが，前兆となるメカニズムは十分に

解明されていない。 土砂災害の履歴を有する自然斜面に

おいて，深さ 0～3mの土中の間隙空気から高いニオイ強

度が観測されたことから，土砂災害が発生する前に強い

ニオイが感知されることがある原因について，「豪雨によ

って地盤中の地下水位が上昇し，その過程でニオイを有

する土中の間隙空気が地表面に放出される」というメカ

ニズムを仮定し，その可能性について 2つの室内模型実

験によって検討を行った。実験 1では高さ 10cmの模型

地盤の底部から水を浸透させて地盤内水位が上昇したと

きの地表面付近のニオイ強度を測定した。実験 2では，

高さ 1m の土層を用い，一定の強さの降雨のもとで地表

面から雨水が浸透する過程で地表面付近のニオイ強度の

測定を行った。本研究から得られた知見をまとめると以

下のようになる。 

1) 底部から水を浸透させた実験１では，浸透開始から

地表面のニオイ強度の変化がほとんどなく，地盤内水

位が表層近くの 8～9cm になったときニオイ強度が急

激に上昇した。ニオイ強度の増加は，ニオイ物質を含む

地下水が地表近くまで到達したためと考えられる。 

2) 土層上部をシートで覆い実験室内の空気の流れから

遮断した条件で実験 1 を実施すると，浸透開始直後か

ら地表面のニオイ強度が徐々に増加した。これは地表

面に放出された空気のニオイ成分が実験室内の気流で

希釈されなかったためと考えられ，下部からの浸透と

で放出された空気による地表面のニオイ強度の増加は，

起こっていた。しかし，今回の実験ではこの過程のニオ

イ強度の増加は，地下水位が地表面近くに達したとき

の増加に比べてはるかに小さかった。 

 

図-17 3か所の深度における飽和度および地表面ニオイ強
度と降雨時間の関係 (ケースB) 

 

図-18 各深度における平衡含水比帯下端と地下水位の到達時間

と降雨時間の関係 (ケースB) 
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3) 降雨浸透過程での地表面のニオイ強度を測定した実

験 2 では，降雨浸透過程では地表面のニオイ強度の変

化は全く無く，実験１と同様に地下水位が地表近くに

達したときに急激にニオイ強度が増加した。。 

4) 両実験において，下部からの浸透による地下水位の

上昇，降雨浸透により土中の間隙空気が地表から放出

される過程における地表面のニオイ強度の増加は，ほ

とんど無いかあるいは非常に小さかった。一方，地下水

位が地表面に近づくとニオイ物質を含む地下水の接近

によりニオイ強度は急速に増加した。以上の結果から，

ニオイ物質が存在する地盤内で地下水位が上昇した場

合，地表面でのニオイの発生は，ニオイ物質を含む地下

水の水位が地表近くに達したときに起こるといえる。 

以上のように，当初仮定した「地下水位が上昇する過

程でニオイを有する土中の間隙空気が地表面に放出され

る」ことによる地表面のニオイの発生は，今回行った室

内試験でははっきりと確認できず，間隙空気が地表から

放出される過程でのニオイ強度の増加はほとんどないか

非常に小さかった。しかし，ニオイ物質を含んで上昇し

た地下水の水位が地表面近くに達したときには，地下水

が含むニオイ物質により，地表面のニオイ強度は大きく

増加した。一般に，斜面内の地下水位が地表面付近まで

上昇することは斜面安定上危機的な状態を意味している

(Tsuchida 他，2014a)。したがって，これが実地盤のスケ

ールで起こるとすれば，ニオイの発生が地下水上昇とそ

れによる土砂災害の発生と関連付けることができる。一

方，実斜面の安定解析結果では，地下水位が表面付近に

到達する以前に，たとえば層厚 3 mの斜面の場合であれ

ば地表面から 1 mあるいは 50 cmの深さまで地下水位が

上昇すると安全率が 1.0 以下となる場合が多い。今回の

室内試験結果では地下水が上昇してニオイを含む間隙空

気が地表に放出されても，地下水位が地表面のごく近傍

まで達しないとニオイ強度の顕著な上昇はなかった。こ

の結果は，ニオイ物質がある地盤で地下水位が上昇して

も地表面でニオイが感知される以前に土砂災害が発生す

ることになり，むしろニオイの発生が前兆となりにくい

ことを示すといえる。 

以上の考察は，地盤模型の規模，実験環境およびニオ

イの臭気特性について限られた条件での室内試験結果に

基づいたものである。ニオイの発生と地下水挙動を関連

付けることの可否を検証するためには，厳密な環境での

スケールの大きい室内試験や，実際に前兆としてニオイ

が発生した災害発生箇所で地盤中のニオイと地下水の挙

動の調査を実施するなどの，さらなる検討が必要である。 
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ABSTRACT 
 

It is well known that the generation of odor is one of the premonitory phenomena of landslide disasters, but the 

premonitory mechanism has not been fully elucidated. To find the source of odors, we investigated pore air odors at 

depths of 0 to 3 m on multiple natural slopes, and observed high odor intensity. During heavy rains, pore air in the soil 

is released to the surface due to the infiltration of rainfall from above into the ground and the supply of groundwater 

from the lower layer to the upper layer. If the pore air has a strong odor, it is conceivable that this release will generate 

the odor on the ground surface and be a precursor of landslide disasters. In order to examine this possibility, we made 

a model ground mixed with odorants, and conducted a water supply experiment from the bottom and a rainfall 

infiltration experiment while measuring the odor on the ground surface. In both experiments, there was little increase 

in odor intensity on the ground surface during the process of pore air being released to the ground surface, however 

when the groundwater level rose near the ground surface, the odor intensity increased rapidly. If these were to take 

place on an actual scale of ground, the occurrence of odors at the ground surface would be associated with critical 

slope conditions due to the rise of groundwater. On the other hand, considering that many actual slopes will fail before 

the groundwater level reaches near the ground surface, the experimental results may show that the occurrence of odors 

is unlikely to be a precursor. Further investigation is required to determine whether there is a link between the 

occurrence of odors and groundwater rise. 

 

Keywords：：landslide disaster, premonitory phenomenon, odor, rainfall infiltration, groundwater level 

 

災害情報　No.22-1  202422



12 

 

 

Laboratory Experiments and Considerations on the Occurrence of Odors  

as Precursors of Landslide Disasters 

 

Takashi TSUCHIDA1・Shohei DOHI2・Tatsuhiko UCHIDA3 
  

1 Tsuchida Geotechnical Laboratory（tkstsuchida@mse.biglobe.ne.jp） 
2 Nippon Koei Corporation（a8897@n-koei.co.jp） 
3 Graduate School of Advanced Science and Engineering, Hiroshima University  (utida@hiroshima-u.ac.jp） 
 
 
 

 
 

 

ABSTRACT 
 

It is well known that the generation of odor is one of the premonitory phenomena of landslide disasters, but the 

premonitory mechanism has not been fully elucidated. To find the source of odors, we investigated pore air odors at 

depths of 0 to 3 m on multiple natural slopes, and observed high odor intensity. During heavy rains, pore air in the soil 

is released to the surface due to the infiltration of rainfall from above into the ground and the supply of groundwater 

from the lower layer to the upper layer. If the pore air has a strong odor, it is conceivable that this release will generate 

the odor on the ground surface and be a precursor of landslide disasters. In order to examine this possibility, we made 

a model ground mixed with odorants, and conducted a water supply experiment from the bottom and a rainfall 

infiltration experiment while measuring the odor on the ground surface. In both experiments, there was little increase 

in odor intensity on the ground surface during the process of pore air being released to the ground surface, however 

when the groundwater level rose near the ground surface, the odor intensity increased rapidly. If these were to take 

place on an actual scale of ground, the occurrence of odors at the ground surface would be associated with critical 

slope conditions due to the rise of groundwater. On the other hand, considering that many actual slopes will fail before 

the groundwater level reaches near the ground surface, the experimental results may show that the occurrence of odors 

is unlikely to be a precursor. Further investigation is required to determine whether there is a link between the 

occurrence of odors and groundwater rise. 

 

Keywords：：landslide disaster, premonitory phenomenon, odor, rainfall infiltration, groundwater level 

 

「想起の場」における「赦し」の意義 
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和文要約 

 

本研究は災害という出来事を背負う場としての「想起の場」において、「赦し」という概念がもつ

意義を明らかとしたものである。「想起の場」は多様な記憶メディアが複合的に配置された空間であ

り、そうした集積が多声性を保障する可能性をもつ反面、接続の仕方によっては中核施設にその意

味付けを回収されてしまうという危険性をもってもいる。そのため、多様な人びとに開かれた空間

となっていることと同時に、それによって単一の物語へと収斂させることを防ぎ続けることが「想

起の場」の成立のためには重要な要素となる。この点において「赦し」とは、出来事への関わり方

を再帰的に自己決定することで、人びとが応答責任を背負うことを自認し続けながらも、結果責任

や過度の応答責任に永続的にとらわれることからの緩和を認めることであり、このことは個人の内

面における「苦」との向き合い方の発見という意味での「癒し」に向けて、受苦に対する心理的障

壁を緩和する可能性をもつ。このことは「想起の場」を慰霊や継承など多様な目的をもった人びと

が応答責任のもとに行き交うような開かれた場へと展開させ、行為の接続という意味でのコミュニ

ケーションが生みだされる可能性をより高めるといえる。 

 

 

キーワード：想起の場、継承、癒し、赦し、苦難 

 

１．はじめに 

本研究は災害という出来事を背負う場としての「想起

の場」において、「赦し」という概念がもつ意義を明らか

としたものである。この点について本研究は、先行研究

の整理を通して「パティ・マトス(受苦を通して学ぶこと)」

(小野 2009:16)を鍵概念として、「想起の場」では「赦し」

に支えられることで、他者の受苦の経験に触れて日常が

揺らがされるという経験がより多くの人びとに可能とな

り、そのことが災害の継承の可能性を切りひらくという

点を明らかとした。 

本研究ではこうした理論的な検討を行うにあたって、

周辺領域から災禍をめぐって行われたさまざまな研究に

学びながら、その知見を災害へと落とし込むという方法

論をとっている。そのため議論に際しては、多くの概念

や事例を参照していることもあり、本論へと入る前にこ

の場で簡潔に本研究の要旨を整理しておくこととしたい。 

本研究は災害の記憶と継承において重視されてきた教

訓、換言すれば将来的な被害軽減への貢献という防災・

減災（以下、防災）上の目的がもつ問題に焦点を当てた

ものである。教訓化するということは、出来事から要点

のみを抽出し簡潔に整理するということであり、そこで

は枝葉とみなされる出来事の詳細は取り除かれていく。 

しかし、記憶と継承においてはこのような出来事の詳

細を重視する立場もある。たとえば、重要な他者の死と

いったトラウマティックな経験、すなわち「苦」の緩和

と軽減を中核に据えて考え実践することを重視するなら

ば、その死と向き合うためには出来事の詳細を把握し、

なぜそこで死を迎えなければならなかったのかというこ

とを問う必要に迫られる。この 2つの立場は、出来事の

保存に対する方向性が異なっているため、ときには相容

れない状況も起こりうる。しかし、多様な人びとの交錯

が多声的なコミュニケーションを生みだす「想起の場」

という空間においては「癒し」、すなわち個人の内面にお

ける「苦」との向き合い方の発見(小林 2023)によって、

両者の併存が可能となりうる。しかしながら、それは同

時に記憶と継承の場に「苦」が持ち込まれるということ

であり、それによる二次受傷を前提とした「パティ・マ

トス(受苦を通して学ぶこと)」(小野 2009:16)」、受苦を通

して学ぶ場となることは避けられない。 

災害における記憶と継承の目的の一端が、将来の災害

における被害軽減という実践的な目標にある以上、この

ような苦しみを前提とすることで、災害の記憶と継承へ

の接触が消極的なものとなることは避けなければならな

い。したがって、災害への記憶と継承への接触を拡大す

るため、パティ・マトスには被継承者の二次受傷の軽減

という意味での「赦し」、つまり、われわれが災害という
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出来事の記憶を背負うという責任を負いつつ、同時に悲

劇の発生を許してしまった責任から緩和されることとい

う機能が必須となる。ここでいう「赦し」とは、災害に

対する結果責任や過度の応答責任に永続的にとらわれる

ことからの緩和を図ることであり、とくに本研究ではそ

れを自らが自らに対して認めるということに着目をして

いる。これは出来事に対して自らがどのような関わりを

もつかについて、人びとが再帰的に自己決定する権利を

もち、そしてそれを誰からも否定されないことだと換言

することもできる。パティ・マトスの実践はそのような

地平において、出来事をともに想起し、「共感共苦」(フォ

ルジュ 2000:22)することで、人びとが立場を超えてとも

に癒えていく道筋を開こうとするものであり、アスマン

の「対話的想起」(アスマン 2019)にも接続される概念で

ある。 

このような経験を通して災害を学ぶことによって、人

びとは自らの考え方、災害と向き合う姿勢を揺らがされ

る契機に出会うことになる。その時、癒しや赦しといっ

た機能を用意するためには、まずもって多様な人びとの

交錯が生み出す多声的なコミュニケーションが重要であ

り、またそれが継続的に用意されている必要がある。災

害の記憶と継承にはさまざまな取り組みが存在するもの

の、これらの条件を満たすものであり、かつ、現在すで

に整備がなされているものとしては災害継承施設を中心

とした「想起の場」が、1つの有効な事例として考えられ

る。本研究の要旨はこのようなものであり、以下では先

行研究を通じて、順を追って詳細な議論を行っていきた

い。 

 

２．「癒し」と「赦し」 

(１)研究の背景 

小林は災害に関する記憶と継承の問題について、「想起

の場」という概念を提起している。「想起の場」とは、「ミ

ュージアムやアーカイブ施設、遺構(戦跡)、モニュメント、

メモリアル、アートといった様々なメディアが、複合的

に形成する想起のための実空間」(小林 2023)であり、慰

霊空間であり、多様な価値観・記憶が対話する空間でも

あるという複合的な役割を有した場である。わが国にお

いては、たとえば「都立横網町公園」(関東大震災および

東京大空襲)、「原爆ドーム」「平和の礎」(第 2 次世界大

戦)、「震災復興祈念公園」(東日本大震災)などがその代表

的事例とみなせるだろう(小林 2022a)。 

自然災害を含め、一般に災禍とは社会的・集合的な出

来事であり、多数の人びとがその出来事に関係づけられ

ることになる。そのため災禍の記憶とは多声的であり、

またその被害の過酷さや複雑さのために相互の理解が困

難であることも指摘されている(たとえば岡部ら 2021;岡

部 2019)。 

わが国において、災害における「想起の場」は記憶や

慰霊など多様な意味付けが複層的に与えられてはきたが、

その利用実態としては防災につながる体験や教訓継承の

ための空間、すなわち防災に関する教育の場であるとい

う理解が主流となってきた(阪本 2023)。  

しかし、あらためて慰霊空間としての「癒し」の機能

に着目したとき、人びとが災害に対する「なんらかの形

で行為が接続されていく過程」(北田2011:139)という意味

でのコミュニケーションを通して、災害という出来事を

共有していく場として、「想起の場」は大きな可能性をも

つことが指摘をされている(小林 2023)。ただし、このよ

うな「想起の場」の可能性を実際のものとすることは、

少なくとも記憶と継承の空間と慰霊の空間という、それ

ぞれ自体が成立の難しさをもつ 2つの空間を同時に、そ

れも相互に関わり合う形で成立させるという難しさを有

する。 

(２)「癒し」と「赦し」 

この難しさを捉え、乗り越えていくために「癒し」に

加えて「赦し」の議論が必要となる。端的に述べれば「癒

し」とは、個人の内面における「苦」との向き合い方の

発見(小林 2023)であり、「苦」からの全面的な解放のこと

ではない。後述するように「苦」からの完全な解放はき

わめて難しく、折り合いを付けていくことがあわせて重

要視され、そのために心理療法などの取り組みが発達を

している(窪寺 2017;藤森・矢守 2012)。小林は、このよう

な「苦」との相対を個人にとどめるのではなく、多様な

人びとのコミュニケーションのなかに見出そうとするこ

とが「想起の場」における「癒し」の可能性であると指

摘している(小林 2023)。「想起の場」は記憶を背負う空間

でもあるため、多様な人びとが行き交うことができ、こ

のようなコミュニケーションの場として利用可能性が高

い。 

一方で、災禍の記憶を背負っているがために来訪者は

この場を訪れる際、トラウマの二次受傷を避けられない

という課題が存在する(田中 2021)。災禍の体験者ではな

くとも、このような空間に共感や継承を目的として訪れ

る者は多いが、多かれ少なかれトラウマの二次受傷が不

可避であるとすれば、関わりをもつことでむしろそれ以

上の関わりを絶とうとする人びとが発生する可能性(白

井 2020)がある。一方、二次受傷を経てなお関わりを保と

うとする人びとも存在し、社会はこのような人びとの心

理に注意を払う必要もある(田中 2018)。 

もちろん、そうであるならば「想起の場」の意義とい

う立論自体を回避し、記憶・継承と慰霊のそれぞれを独

立させるような形が望ましいという考え方や、災害の記

憶・継承においてはあくまで発生メカニズムなどの自然

科学的知識や、被害抑止に資する教訓のみを伝えるにと

どめるという考え方もありうる。森岡(2003)が指摘する

ように、現代社会は日常生活のなかからできるだけ「死」

や「苦」の影を排除しようとする社会だから、上記のよ

うな反論の方が社会の潮流には適しているといえよう。

実際に防災教育では、とくに子供に対する教育として災
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出来事の記憶を背負うという責任を負いつつ、同時に悲

劇の発生を許してしまった責任から緩和されることとい

う機能が必須となる。ここでいう「赦し」とは、災害に

対する結果責任や過度の応答責任に永続的にとらわれる

ことからの緩和を図ることであり、とくに本研究ではそ

れを自らが自らに対して認めるということに着目をして

いる。これは出来事に対して自らがどのような関わりを

もつかについて、人びとが再帰的に自己決定する権利を

もち、そしてそれを誰からも否定されないことだと換言

することもできる。パティ・マトスの実践はそのような

地平において、出来事をともに想起し、「共感共苦」(フォ

ルジュ 2000:22)することで、人びとが立場を超えてとも

に癒えていく道筋を開こうとするものであり、アスマン

の「対話的想起」(アスマン 2019)にも接続される概念で

ある。 

このような経験を通して災害を学ぶことによって、人

びとは自らの考え方、災害と向き合う姿勢を揺らがされ

る契機に出会うことになる。その時、癒しや赦しといっ

た機能を用意するためには、まずもって多様な人びとの

交錯が生み出す多声的なコミュニケーションが重要であ

り、またそれが継続的に用意されている必要がある。災

害の記憶と継承にはさまざまな取り組みが存在するもの

の、これらの条件を満たすものであり、かつ、現在すで

に整備がなされているものとしては災害継承施設を中心

とした「想起の場」が、1つの有効な事例として考えられ

る。本研究の要旨はこのようなものであり、以下では先

行研究を通じて、順を追って詳細な議論を行っていきた

い。 

 

２．「癒し」と「赦し」 

(１)研究の背景 

小林は災害に関する記憶と継承の問題について、「想起

の場」という概念を提起している。「想起の場」とは、「ミ

ュージアムやアーカイブ施設、遺構(戦跡)、モニュメント、

メモリアル、アートといった様々なメディアが、複合的

に形成する想起のための実空間」(小林 2023)であり、慰

霊空間であり、多様な価値観・記憶が対話する空間でも

あるという複合的な役割を有した場である。わが国にお

いては、たとえば「都立横網町公園」(関東大震災および

東京大空襲)、「原爆ドーム」「平和の礎」(第 2 次世界大

戦)、「震災復興祈念公園」(東日本大震災)などがその代表

的事例とみなせるだろう(小林 2022a)。 

自然災害を含め、一般に災禍とは社会的・集合的な出

来事であり、多数の人びとがその出来事に関係づけられ

ることになる。そのため災禍の記憶とは多声的であり、

またその被害の過酷さや複雑さのために相互の理解が困

難であることも指摘されている(たとえば岡部ら 2021;岡

部 2019)。 

わが国において、災害における「想起の場」は記憶や

慰霊など多様な意味付けが複層的に与えられてはきたが、

その利用実態としては防災につながる体験や教訓継承の

ための空間、すなわち防災に関する教育の場であるとい

う理解が主流となってきた(阪本 2023)。  

しかし、あらためて慰霊空間としての「癒し」の機能

に着目したとき、人びとが災害に対する「なんらかの形

で行為が接続されていく過程」(北田2011:139)という意味

でのコミュニケーションを通して、災害という出来事を

共有していく場として、「想起の場」は大きな可能性をも

つことが指摘をされている(小林 2023)。ただし、このよ

うな「想起の場」の可能性を実際のものとすることは、

少なくとも記憶と継承の空間と慰霊の空間という、それ

ぞれ自体が成立の難しさをもつ 2つの空間を同時に、そ

れも相互に関わり合う形で成立させるという難しさを有

する。 

(２)「癒し」と「赦し」 

この難しさを捉え、乗り越えていくために「癒し」に

加えて「赦し」の議論が必要となる。端的に述べれば「癒

し」とは、個人の内面における「苦」との向き合い方の

発見(小林 2023)であり、「苦」からの全面的な解放のこと

ではない。後述するように「苦」からの完全な解放はき

わめて難しく、折り合いを付けていくことがあわせて重

要視され、そのために心理療法などの取り組みが発達を

している(窪寺 2017;藤森・矢守 2012)。小林は、このよう

な「苦」との相対を個人にとどめるのではなく、多様な

人びとのコミュニケーションのなかに見出そうとするこ

とが「想起の場」における「癒し」の可能性であると指

摘している(小林 2023)。「想起の場」は記憶を背負う空間

でもあるため、多様な人びとが行き交うことができ、こ

のようなコミュニケーションの場として利用可能性が高

い。 

一方で、災禍の記憶を背負っているがために来訪者は

この場を訪れる際、トラウマの二次受傷を避けられない

という課題が存在する(田中 2021)。災禍の体験者ではな

くとも、このような空間に共感や継承を目的として訪れ

る者は多いが、多かれ少なかれトラウマの二次受傷が不

可避であるとすれば、関わりをもつことでむしろそれ以

上の関わりを絶とうとする人びとが発生する可能性(白

井 2020)がある。一方、二次受傷を経てなお関わりを保と

うとする人びとも存在し、社会はこのような人びとの心

理に注意を払う必要もある(田中 2018)。 

もちろん、そうであるならば「想起の場」の意義とい

う立論自体を回避し、記憶・継承と慰霊のそれぞれを独

立させるような形が望ましいという考え方や、災害の記

憶・継承においてはあくまで発生メカニズムなどの自然

科学的知識や、被害抑止に資する教訓のみを伝えるにと

どめるという考え方もありうる。森岡(2003)が指摘する

ように、現代社会は日常生活のなかからできるだけ「死」

や「苦」の影を排除しようとする社会だから、上記のよ

うな反論の方が社会の潮流には適しているといえよう。

実際に防災教育では、とくに子供に対する教育として災

害の悲劇的な側面が教育内容の根幹に位置することは、

子供たちの上達を促す教育の観点からは問題があるとい

う批判もある(山名・矢野 2017)。 

ここで重要なことは、われわれは何のためにこのよう

な記憶・継承の問題を問うのか、ということである。前

述の通り、災害研究は防災に資するものとして記憶・継

承の問題を扱ってきた(阪本 前掲)。そのこと自体は、災

害研究という文脈ではある意味で当然の解釈であり、記

憶・継承と防災を接続するという視点をもつことは大変

に重要であろう。 

しかし、そもそもの議論として記憶・継承は、結果と

して教育に繋がっているのであって、教育のために記憶・

継承が試みられているのではない。このような点につい

て、たとえば戦争責任をめぐって記憶と継承のポリティ

クスに向き合い続けてきた戦後ドイツでは、世代を超え

て出来事を伝えていくことの必要性のなかで教育の重要

性が提起されつつ、同時に多様な記憶が行き交う追悼の

ための施設で出来事を固定的に扱い教育するという矛盾

について議論がなされてきた(たとえば山名 2022;對馬

2011)。 

災害や戦争、公害といった負の記憶は、それを忘れて

しまいたいという圧力に常にさらされている(荻野 2002)。

記憶を忘れ去ることの方法の 1つは、悲劇から目を逸ら

す展示様式を作り出し、被害の克服や教訓の継承を前面

に押し出すことで、いまだ被害が継続している出来事を

終わったものとしてみなすような記憶のノスタルジー化

である(たとえば平井 2015;金子 2011)。ノスタルジーは回

顧であると同時に、それを通じて未来にも影響力を与え

るものであり、想起へと利用することには責任が伴う

(Boym2001)。批判されているような、災禍を発展のため

に求められた必要な被害であったものとして想起させる

種のノスタルジー化は、すでに被害が引き起こされてし

まったという現実に対して社会が応答責任を感じ取る契

機を、それがもはや終わった問題であるとみなさせるこ

とによって覆い隠す危険性をもつ。 

このように記憶・継承と教育という 2つの目的につい

て、その主従を逆転させてしまうことは、より教育に資

するような記憶を選別し、展示を構築するという形で、

記憶の操作にもつながる可能性がある。同種の批判は東

日本大震災においてもすでに行われている(たとえば今

井・朝日新聞福島総局 2021;金谷 2018)が、その検証の機

会も十分ではないまま、他の災害における被災地に引き

継がれてしまっている点でこの問題は災害において現実

の課題になりつつあるといえる(小林 2022a)。 

ここであらためて継承とは何かということを述べるな

らば、継承とは、体験者の忘れないでほしいという声に

対する応答責任として記憶を引き受けることである(蘭

ら 2021)。災禍の継承とは、出来事に対する共感共苦（フ

ォルジュ前掲）の契機を切りひらき、出来事に関わると

いう行為が何らかの形で接続されていくことである。傷

つくことは苦しい、しかし、その苦しさによって継承へ

の道が開かれるというとき、われわれは教育とは別の問

題として、このような苦しさを前提とした継承の試みを

途絶えさせるべきではないのではないか。だとするなら

ば、この苦しさを軽減するための「赦し」というものが

検討される必要がある。なぜなら、われわれが災害とい

う出来事の記憶を背負うという責任を負いつつ、同時に

悲劇の発生を許してしまった責任から緩和されること、

その中核に「赦し」という概念の存在があらわれてくる

からである。すなわち、われわれが出来事に共感し、継

承すること、そして「苦」と向き合うことを、死者や被

害者の呼びかけにこたえる応答責任だと考えるとき、ど

こまでが担うべき責任であり、どこからがそうではない

のか、という責任の限定を「赦し」によって行うことで、

傷つくことの苦しさを軽減できるのではないか、という

問いである。 

(３)受苦を通して学ぶ 

かつて、モーリス=ブランショ(1995)は災禍をめぐって、

痛みを通して学ぶことの重要性を指摘したが、近年では

小野(2022)がこのような受苦や「赦し」の問題にかかわる

議論の動向を、「パティ・マトス(受苦を通して学ぶこと)」

(小野 前掲:16)を鍵概念としながら整理している。小野は

人が経験をするとは「苦悩したあとで初めて学ぶ」(小野 

前掲:116)という性質を元来は有しているが、「近代科学は、

それが『まもるべき判断の柱』であったことを忘れて、

確実なものの知、予測可能な知へと置き換えてしまう」

(小野 前掲:116)ことで、問題を「ただひたすら機能主義

的になにかをホショウ(保証／保障／補償の三重の意味

で)」(小野 前掲:123)することに閉じ込めてしまうことを

批判する。小野にとってそれは、問題を人間から引き離

しパティ・マトスを奪い去るものとして理解され、その

オルタナティブなあり方を水俣病における「赦し」「悶え

加勢(悶えてなりと加勢せねば)」(石牟礼 2013;田中 2020)

の事例にみている。 

ここで、小野の議論を理解するために水俣病について

検討をしておきたい。水俣病は熊本県水俣市において発

生した、チッソ水俣工場から排出された有機水銀を原因

とする公害問題である。1956年には最初の被害が確認さ

れているものの、被害認定の遅れや水俣市内における被

害者への差別、社会的に問題の解釈を仮構することで決

着を図ろうと試みられたこと(宮澤 1997;小林 2007)など

から、被害者が社会的に抑圧をされ(山腰 2007)、結果的

に被害の拡大を許してしまったことが知られている。こ

の間、水俣病被害者は健康被害のみならず、差別によっ

ても二重に苦しむことになるが、そうした長期にわたる

公害問題の継続のなかで獲得されていったのが、加害者

が赦しを請うことに先んじて、被害者が加害者に赦しを

請う姿勢であり、またその姿勢に寄り添おうとする石牟

礼道子の「悶え加勢(悶えてなりと加勢せねば)」の姿勢で

あった 1)。たとえば小野は、水俣病被害者が加害企業の

災害情報　No.22-1  2024 25



チッソを断罪しようとするのではなく、平穏な日常から

かけ離れてしまったという意味で「チッソもわれわれ患

者も同じく悲哀の境涯にある、とでもいいたげな達観を

示す」(小野 前掲:183)状況がみられたことを指摘してい

る。 

それではなぜ、このような問題に対して被害者が加害

者に赦しを請うという転倒した行いが、問題に対する解

決として獲得されていったのだろうか。ここには水俣病

被害者が、公害の結果責任を問うというよりは、水俣病

という公害問題そのものの解明を進め、このような出来

事の再来を防ぐという地平に、苦しみ続けながらも立っ

たことがその 1つの要因として挙げられる。ここにおい

て水俣病被害者は、「断罪するためにではなく、この問題

の核心に迫る地平に自分はおろかチッソや国にも降りて

きてもらうためには、彼らの謝罪を先取りして自分自身

が許しを与えるほかない<中略>謝罪を受けたのちに赦

すということではなく、赦しの贈与が謝罪に先立つ<中略

>そればかりか、『被害者』の側が、赦しを与えるより前

に『加害者』の側に赦しを請う」(小野 前掲:189)という

転倒したふるまいが見出された。 

このことから分かるように、水俣病被害者は決して自

らの結果責任について加害者たるチッソ、もしくは被害

拡大の一因を作り出した国へと赦しを請うたわけではな

い。しかし、問題の解決という地平に立ったとき、結果

責任という問題の捉え方からの解放、加害者と被害者が

水俣病という出来事への応答責任をともに引き受けてい

くためには、そのような姿勢への転換を図るほかないと

いう折り合いをつけ、このようなふるまいに至ったので

ある。そこに至るまでの身悶えするような苦悩、換言す

れば悪戦苦闘と呼ぶほかない体験のなかに、このような

ふるまいが初めて見出されたのである(緒方 2001)。こう

した姿は戦争などでの戦後の関係再構築のなかでも見ら

れることが指摘されており、「赦し」のあり方として近年

にあらためて関心が集まっている(たとえば林 2022)。 

ここで重要なことは「赦し」において、結果責任を超

えて問題そのものと向き合うために、被害者が加害者に

赦しを請うことを契機として、加害者が被害者に赦しを

請うという姿勢を引き出すことには、その前段として、

自らを赦すという段階が存在するということであろう。 

つまり、被害者にとって自らの健康被害が法的・社会

的に認められ、補償されることは悲願である。しかし、

水俣病のような深刻な公害問題の再発を防ぐためには、

そのために加害者に結果責任を問い続けるという方向性

に対して折り合いをつけ、加害者と被害者の立場を超え

てともに考えるという地平を作り出す必要がある。そう

したともに考えるという地平を作り出すために、結果責

任を問い続けることを捨て去るという選択を取る自分を、

自分自身がまず認めるということ、ここにこそ身悶え、

悪戦苦闘と呼ぶべき苦悩の経験が存在したといえるだろ

う。 

小野が「パティ・マトス(受苦を通して学ぶこと)」(小

野 前掲:16)を通じて示したことは、このような苦悩の経

験という苦しくとも避けるべきではない問題への向き合

い方の重要性であり、それが近代科学を背景とした問題

の解体と整理では失われやすいということであった。先

述したような災害の記憶と継承の問題を考えるとき、こ

のようなパティ・マトスという考え方は、何が問題とな

っているのかを考えるための重要な視点になる 2)が、一

方でそれは受苦を避けられないという心理的障壁の高さ、

来訪者の減少という動きにも通じる可能性がある。 

しかし、繰り返しにはなるが「想起の場」は多様な来

訪者が行き交うことのなかにコミュニケーションの契機

が生まれるものであるから、パティ・マトスの実践の場

としての「想起の場」を成立させるためには、この矛盾

を解消、もしくは緩和させることが求められる。ここで

は、そのための方策として「赦し」という概念に焦点を

当てる。 

「赦し」という概念はもともと、引き起こしてしまっ

た事態に対して自らが応えようとしていくという応答責

任に注目するものであった 3)。現在では法的責任をめぐ

る条件闘争についての和解を示す言葉として扱われてい

ることが批判されているものの、ここでは概念の本来の

枠組みに立ち戻って、応答責任という面から検討を進め

ていきたい。 

「赦し」について本研究に直接の関係をもつ、記憶と

いう分野から述べるのであれば、アライダ=アスマン

(2019)はホロコーストやアパルトヘイトといった赦しえ

ぬ罪が存在する問題を念頭に、建設的忘却・治療的忘却

という概念で「赦し」の重要性に触れている。これらの

忘却は単純にある出来事についての想起の機会が失われ

ていくという捉え方や、記憶を管理し積極的に消し去ろ

うとする否定的な捉え方ではなく、出来事に関わりをも

つ、もしくはもとうとする人びとが、客観的な視点から

ともに緩和や克服を目指していくという対話的に進む建

設的な想起のあり方である。アスマンはもとより、われ

われが加害者・被害者といった対立構造を超えて、想起

を通じて出来事を克服していく対話的想起の可能性を論

じており、このような視点で条件闘争ではない応答責任

としての「赦し」に着目をしている。 

同じくホロコーストのような赦しえぬものに対して、

哲学の領域から「赦し」を論じてきたのが、たとえばハ

ンナ=アーレント(1994)やジャック＝デリダ(2015)である。

両者はいずれも条件闘争として「赦し」を考えることに

批判的な立場を示したが、とりわけアーレントは、なさ

れた出来事をともに担い、応答することで、罪と不正か

ら人間を解放し、新たな始まりの契機とすることを「赦

し」だと捉え、「赦し」は本来的に和解、すなわち条件闘

争によって結果責任を確定させることとは対極的な考え

方であることを主張していたことが、アーレント研究に

おいて明らかとなってきている(たとえば本間 2012;亀喜
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チッソを断罪しようとするのではなく、平穏な日常から

かけ離れてしまったという意味で「チッソもわれわれ患

者も同じく悲哀の境涯にある、とでもいいたげな達観を

示す」(小野 前掲:183)状況がみられたことを指摘してい

る。 

それではなぜ、このような問題に対して被害者が加害

者に赦しを請うという転倒した行いが、問題に対する解

決として獲得されていったのだろうか。ここには水俣病

被害者が、公害の結果責任を問うというよりは、水俣病

という公害問題そのものの解明を進め、このような出来

事の再来を防ぐという地平に、苦しみ続けながらも立っ

たことがその 1つの要因として挙げられる。ここにおい

て水俣病被害者は、「断罪するためにではなく、この問題

の核心に迫る地平に自分はおろかチッソや国にも降りて

きてもらうためには、彼らの謝罪を先取りして自分自身

が許しを与えるほかない<中略>謝罪を受けたのちに赦

すということではなく、赦しの贈与が謝罪に先立つ<中略

>そればかりか、『被害者』の側が、赦しを与えるより前

に『加害者』の側に赦しを請う」(小野 前掲:189)という

転倒したふるまいが見出された。 

このことから分かるように、水俣病被害者は決して自

らの結果責任について加害者たるチッソ、もしくは被害

拡大の一因を作り出した国へと赦しを請うたわけではな

い。しかし、問題の解決という地平に立ったとき、結果

責任という問題の捉え方からの解放、加害者と被害者が

水俣病という出来事への応答責任をともに引き受けてい

くためには、そのような姿勢への転換を図るほかないと

いう折り合いをつけ、このようなふるまいに至ったので

ある。そこに至るまでの身悶えするような苦悩、換言す

れば悪戦苦闘と呼ぶほかない体験のなかに、このような

ふるまいが初めて見出されたのである(緒方 2001)。こう

した姿は戦争などでの戦後の関係再構築のなかでも見ら

れることが指摘されており、「赦し」のあり方として近年

にあらためて関心が集まっている(たとえば林 2022)。 

ここで重要なことは「赦し」において、結果責任を超

えて問題そのものと向き合うために、被害者が加害者に

赦しを請うことを契機として、加害者が被害者に赦しを

請うという姿勢を引き出すことには、その前段として、

自らを赦すという段階が存在するということであろう。 

つまり、被害者にとって自らの健康被害が法的・社会

的に認められ、補償されることは悲願である。しかし、

水俣病のような深刻な公害問題の再発を防ぐためには、

そのために加害者に結果責任を問い続けるという方向性

に対して折り合いをつけ、加害者と被害者の立場を超え

てともに考えるという地平を作り出す必要がある。そう

したともに考えるという地平を作り出すために、結果責

任を問い続けることを捨て去るという選択を取る自分を、

自分自身がまず認めるということ、ここにこそ身悶え、

悪戦苦闘と呼ぶべき苦悩の経験が存在したといえるだろ

う。 

小野が「パティ・マトス(受苦を通して学ぶこと)」(小

野 前掲:16)を通じて示したことは、このような苦悩の経

験という苦しくとも避けるべきではない問題への向き合

い方の重要性であり、それが近代科学を背景とした問題

の解体と整理では失われやすいということであった。先

述したような災害の記憶と継承の問題を考えるとき、こ

のようなパティ・マトスという考え方は、何が問題とな

っているのかを考えるための重要な視点になる 2)が、一

方でそれは受苦を避けられないという心理的障壁の高さ、

来訪者の減少という動きにも通じる可能性がある。 

しかし、繰り返しにはなるが「想起の場」は多様な来

訪者が行き交うことのなかにコミュニケーションの契機

が生まれるものであるから、パティ・マトスの実践の場

としての「想起の場」を成立させるためには、この矛盾

を解消、もしくは緩和させることが求められる。ここで

は、そのための方策として「赦し」という概念に焦点を

当てる。 

「赦し」という概念はもともと、引き起こしてしまっ

た事態に対して自らが応えようとしていくという応答責

任に注目するものであった 3)。現在では法的責任をめぐ

る条件闘争についての和解を示す言葉として扱われてい

ることが批判されているものの、ここでは概念の本来の

枠組みに立ち戻って、応答責任という面から検討を進め

ていきたい。 

「赦し」について本研究に直接の関係をもつ、記憶と

いう分野から述べるのであれば、アライダ=アスマン

(2019)はホロコーストやアパルトヘイトといった赦しえ

ぬ罪が存在する問題を念頭に、建設的忘却・治療的忘却

という概念で「赦し」の重要性に触れている。これらの

忘却は単純にある出来事についての想起の機会が失われ

ていくという捉え方や、記憶を管理し積極的に消し去ろ

うとする否定的な捉え方ではなく、出来事に関わりをも

つ、もしくはもとうとする人びとが、客観的な視点から

ともに緩和や克服を目指していくという対話的に進む建

設的な想起のあり方である。アスマンはもとより、われ

われが加害者・被害者といった対立構造を超えて、想起

を通じて出来事を克服していく対話的想起の可能性を論

じており、このような視点で条件闘争ではない応答責任

としての「赦し」に着目をしている。 

同じくホロコーストのような赦しえぬものに対して、

哲学の領域から「赦し」を論じてきたのが、たとえばハ

ンナ=アーレント(1994)やジャック＝デリダ(2015)である。

両者はいずれも条件闘争として「赦し」を考えることに

批判的な立場を示したが、とりわけアーレントは、なさ

れた出来事をともに担い、応答することで、罪と不正か

ら人間を解放し、新たな始まりの契機とすることを「赦

し」だと捉え、「赦し」は本来的に和解、すなわち条件闘

争によって結果責任を確定させることとは対極的な考え

方であることを主張していたことが、アーレント研究に

おいて明らかとなってきている(たとえば本間 2012;亀喜

2009)。重要なことは、哲学の領域でこのように論じられ

てきた「赦し」とは、ホロコーストのような結果責任と

いう考え方では到底、解決の困難な出来事のなかで、「パ

ティ・マトス(受苦を通して学ぶこと)」(小野 前掲:16)の

なかに赦されぬものをこそ赦すことの可能性を見出そう

としたものだったといえる(小松原 2012;2014)。 

もちろん、災害の記憶と継承における「苦」は、この

ような水俣病やホロコーストといった問題で経験された

ことと同一のものばかりではない。自然災害による死者

の場合、自然現象に根本的な原因が存在するため自治体

の過失を問う声などはあるにせよ、災害の全体像を加害

者と被害者の対立関係という構図から捉えることは基本

的にはないといってよいだろう。 

また、記憶と継承に関しても、たとえば遺族が死者と

向かい合う際の「苦」と、遺族がその経験を被災地外の

人びとに語るということで体験される「苦」は異なるも

のであり、誰にとっての受苦なのか、誰にとっての赦し

なのか、といったことも多様性があるという批判もある

かもしれない。 

このことについて、ここで端的に回答しておくとする

ならば、本研究における「赦し」とはまずもって自らが

自らを赦すこと、つまり出来事への関わり方について再

帰的に自己決定することを認めることで、出来事と関わ

り続ける道を開くということにある。ホロコーストや水

俣病の事例において赦しえぬものを赦すという時、それ

が可能になる瞬間は、結果責任を問うという姿勢に折り

合いをつけて、応答責任をともに引き受けるという地平

を作ろうとするある種の政治的な判断を行う際に起こり、

とりわけそれを選び取る自らの存在を自らが認めるとき、

つまり赦すときから発生することをすでに確認した。 

災害の場合、たしかに加害者と被害者の対立構造は描

かれづらいものの、出来事と向き合っていくという点で

このように折り合いをつけていく自らの存在を自らが認

めるということは、体験の有無を問わず災害という出来

事に関わりをもつという意味での当事者すべてにパテ

ィ・マトスの契機を開くものだといえる。換言すれば、

それは災害という出来事への関わり方について再帰的に

自己決定する権利を、出来事に関わる人、関わろうとす

る人のすべてに認める、「癒し」につながる考え方だとい

えるだろう(小林 2023)。災害を想起することの本質が「苦」

であるからといって、たとえばトラウマの二次受傷をす

べての人びとが耐えられる訳ではなく、それは他の受苦

の体験でも同様であろう。重要なことは応答責任をとも

に引き受けるという地平をいかに作り出すのか、それに

よって知識や体験の有無にかかわらずに災害へ関わりを

もつ人びと、関わりをもとうとする人びとの間のコミュ

ニケーションをいかにして展開していくのかということ

であり、すべての人びとが同じように「苦」を背負うと

いうことでは当然ながらない。 

 

３．「赦し」とは何か 

(１)災害における責任からの緩和としての「赦し」 

 なぜ、そのようにいうことができるのか。次に災害と

いう視点から、このことについて議論を整理していきた

い。述べてきたように、本研究では結果責任ではなく応

答責任に焦点を当てている。このような視点から捉えた

「赦し」とは、対象が応答責任を背負うことを自認し続

けながらも、結果責任や過度の応答責任に永続的にとら

われることからの緩和を認めることだといえる。すなわ

ち「赦し」とは、生きることを困難にするほどの責任か

ら人を緩和という形で解放することであり、なかでも本

研究ではとくに自らが自らの責任を緩和すること、自ら

が自らを赦すという点に着目している。事故、虐殺、公

害、災害、いずれの事態においても起こってしまった出

来事は変えられない。そのなかには到底、赦しえぬもの

も存在する。 

 しかし、赦しえぬものをそれゆえに赦さぬという姿勢

を取り続けるとき、その出来事に関わる人びとは結果責

任を問い続けることへ永続的にとらわれてしまう。そし

て、出来事に関わるということがそうしたものであるな

らば必然、出来事に関わりをもてる人びとは限定されて

いくことになり、たとえば記憶と継承を通じて防災の進

展を期待するということも困難となるはずである。だが、

災害の記憶と継承がその目的の 1つとして防災を抱えて

いる以上、災害への関わりには共感共苦が必要であると

しても、それを原因として人びとが災害に関わることを

避けるという事態は回避されなければならない。だとす

るならば、災害という出来事への関わり方についての再

帰的な自己決定権を、出来事に関わる人、関わろうとす

る人のすべてに認め、パティ・マトスの契機を開くこと

が求められるだろう。 

 他方、このような「赦し」のあり方に対しては、少な

くとも 2つの反論がありうる。1点目は、「苦」の多寡に

関わらず災害に触れることでの受苦そのものを拒否する

という姿勢であり、このような人びとは出来事に対する

応答責任というよりは、むしろ和解という方法で結果責

任を明確化したうえで贖罪することを通して、責任その

ものを消し去ろうとし、もしくは出来事そのものを忘れ

るという方法を選びとろうとすると考えられる(ゼレ

1999)。 

しかし、仮に忘れるという方法をとったところで、応

答責任から逃れられるわけではない。戦後日本社会にお

ける戦争責任や記憶の問題で指摘されてきたように、本

人が忘れようとも応答責任は過去の経験だけでなく、新

たな経験によって呼び覚まされることもあれば、他の主

体のそれと共振して思い起こされることもある(坪井

2022)。美馬は「持続する傷跡とは、過去の傷が過ぎ去ら

ないうちに傷つけられ続けている場所」(美馬 2022:349)

だと述べるが、ある主体が忘れるという選択を取ろうと

も、応答責任はそれを引き受けることを求め続け、主体
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を苦悩に苛ませるのである。このような状況に対して、

忘れることではなく、想起し、共感共苦することで、と

もに癒えていく道筋を開こうとするものとして、たとえ

ばアスマンは「対話的想起」(アスマン 2019)の考え方を

提起しており、小林はその災害におけるあり方として「想

起の場」(小林 2023;2022a)を提唱した。 

災害の場合、予見可能性が限定的な自然現象を発端と

するため、明らかな過失が認められる場合を除いて、少

なくとも行政訴訟においては法的責任、つまり結果責任

は不問に付される事例が一般的となっている(小林

2022b;2022c)。近年では事実究明のために訴訟や検証委員

会という手段がとられる事例も増加し、遺族側の訴えが

認められるものもみられているが、これらも基本的に事

実究明と再発抑止を目的としたものとなっている(岡本

2019)。もちろん自然現象を発端とするとはいえ、現実に

は災害の被害は社会的文脈としての脆弱性に影響を受け

ていることが指摘されている(Wisner et al.1994)。その意味

では、被害を止められなかった社会の側に少なくとも倫

理的責任としての応答責任は存在し、検証という手法の

広がりは個別の災害における法的責任の有無を問うとい

うよりは、このような社会の応答責任を要請するもので

あるといえる。 

 2 点目としてはたとえば遺族など、より責任を重く受

け止めるべきと自らを赦すことができないという人びと

の存在が考えられる。重要な他者を失った人びと、とり

わけ助けることができなかったという思いをもつ遺族に

とって事実究明は心の整理のために求められつつも、後

述する事故遺族の事例のように、その応答責任はきわめ

て強いものとして受け止められる。しかし、被害者が死

亡している場合(石井 2022)や行方不明となっている場合

(中森 2017)においては、当事者に対して赦しを与える主

体が存在しない。すなわち、赦される機会が存在しない

ということになる。このような人びとが自らを赦すとい

うことは当然ながら簡単なことではなく、またそのこと

を批判されるべきでもない。 

たとえば石井(前掲)は、京都市の小学校で発生したプ

ールでの児童死亡事故をめぐる研究において、近しい者

の不遇の死が遺族の戻るべき日常そのものを失わせ、時

間が止まった感覚に陥らせることを指摘している。時間

が止まっていることは、「死者がまだ生きているように感

じられること－それらは残された者にとって剥き出しの

痛みであると同時に、死者とまだつながっているという、

決して手放しがたい絆の感覚でもある」(石井前掲:599)の

であり、遺族は耐え難い苦痛を感じながらも、その苦痛

によって死者とのつながりを維持もしている。 

だが同時に石井は、遺族と学校側との関わりのなかで、

死の忘却にもとづくかつての日常の回帰ではなく、「喪わ

れてもなお『まだここにいる』故人の存在を通してつな

がりあった者たちが、それぞれの仕方で『なぜ』と問い

かけ、日常の秩序を揺るがせる力を育み続けることで創

りだされるような、新たな共同性」(石井前掲:629)の構築

という未来の可能性を示している。 

遺族が応答責任をその内部に抱え込み続けるだけでは

なく、それはそれとして消えない傷を抱えながらも、周

囲の当事者との共同想起を通じて自らを赦す、つまり過

度の応答責任を緩和させることが可能性として開かれて

いるという点で、自らを赦すことができない人びとにと

っても「赦し」は重要な意義をもつことが石井の研究で

は示されている。 

このように周囲の人びとと、ともに死を問い続けるこ

とが遺族の「赦し」への契機となるということは、災害

における死別体験者の研究においてもすでにみられてい

る(たとえば福田 2020;安井 2018;金菱 2014)。金菱(2000)は

これを「霊性」(若松 2015)、この世にないものとの関係

性を問うことであり、当事者が災害のその後を生きてい

くために重要な視点であると指摘する。本研究が対象と

するような「想起の場」でも、災害遺構などにそうした

意味が与えられることがある(田中 2022)。 

反面でこれらの事例にみられるように、周囲との関係

性が構築できるという場合ばかりではないだろう。たと

えば遺族が強く応答責任を受け止め、苦しみ続けている

というとき、その周囲の人びとは出来事に関わることの

難しさに当惑し、関わりづらさを覚えるということもあ

るだろう。また、周囲の人びとが死を問い続けるという

ことに対して、実際に共同想起の道をともに辿ることが

可能かということも難しさを抱えている。たとえば金菱

(2014)が提起した「メメントモリ(死を想え)」というメッ

セージは、明らかにトラウマの二次受傷を前提としてい

る。ここまでの議論に沿うならば、このようなメッセー

ジを受け止め、その「苦」に対して共感共苦を背負う人

びともいれば、その「苦」を受け止めきれずに忌避を選

び取る人びとも存在すると考えられる。 

そうしたなかで人びとを当事者として巻き込むことが

難しくなれば、時間の経過とともにその出来事が当事者

にとってどれほど痛ましい出来事であったとしても、社

会においてその出来事が想起されることは減少していき、

忘れ去られていくことになる。もちろん、そうして時間

の経過とともに忘れ去られていくことでよい、悲しみの

記憶を残すべきではないという見方も存在するだろうが、

繰り返すように継承ということを問うのならば、そうで

はない方法論を考えだす必要性が存在する。 

以上のように考えたとき、継承という観点から「想起

の場」をより公共的に開くような形の「赦し」のあり方

として、トルコを事例とした木村周平の研究が参考にな

る。木村は、トルコで発生したコジャエリ地震の記念碑

が「忘れるな」という言葉のみを刻み、主語も述語も明

瞭ではないという事例を「空白は欠落ではなく、誘い」

(木村 2013:70-71)、「出来事に対する受動的な経験の共有

を求める倫理的な要請」(木村 前掲:255)であったと指摘

する。このような要請のもと、災害の経験の有無にかか
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を苦悩に苛ませるのである。このような状況に対して、

忘れることではなく、想起し、共感共苦することで、と

もに癒えていく道筋を開こうとするものとして、たとえ

ばアスマンは「対話的想起」(アスマン 2019)の考え方を

提起しており、小林はその災害におけるあり方として「想

起の場」(小林 2023;2022a)を提唱した。 

災害の場合、予見可能性が限定的な自然現象を発端と

するため、明らかな過失が認められる場合を除いて、少

なくとも行政訴訟においては法的責任、つまり結果責任

は不問に付される事例が一般的となっている(小林

2022b;2022c)。近年では事実究明のために訴訟や検証委員

会という手段がとられる事例も増加し、遺族側の訴えが

認められるものもみられているが、これらも基本的に事

実究明と再発抑止を目的としたものとなっている(岡本

2019)。もちろん自然現象を発端とするとはいえ、現実に

は災害の被害は社会的文脈としての脆弱性に影響を受け

ていることが指摘されている(Wisner et al.1994)。その意味

では、被害を止められなかった社会の側に少なくとも倫

理的責任としての応答責任は存在し、検証という手法の

広がりは個別の災害における法的責任の有無を問うとい

うよりは、このような社会の応答責任を要請するもので

あるといえる。 

 2 点目としてはたとえば遺族など、より責任を重く受

け止めるべきと自らを赦すことができないという人びと

の存在が考えられる。重要な他者を失った人びと、とり

わけ助けることができなかったという思いをもつ遺族に

とって事実究明は心の整理のために求められつつも、後

述する事故遺族の事例のように、その応答責任はきわめ

て強いものとして受け止められる。しかし、被害者が死

亡している場合(石井 2022)や行方不明となっている場合

(中森 2017)においては、当事者に対して赦しを与える主

体が存在しない。すなわち、赦される機会が存在しない

ということになる。このような人びとが自らを赦すとい

うことは当然ながら簡単なことではなく、またそのこと

を批判されるべきでもない。 

たとえば石井(前掲)は、京都市の小学校で発生したプ

ールでの児童死亡事故をめぐる研究において、近しい者

の不遇の死が遺族の戻るべき日常そのものを失わせ、時

間が止まった感覚に陥らせることを指摘している。時間

が止まっていることは、「死者がまだ生きているように感

じられること－それらは残された者にとって剥き出しの

痛みであると同時に、死者とまだつながっているという、

決して手放しがたい絆の感覚でもある」(石井前掲:599)の

であり、遺族は耐え難い苦痛を感じながらも、その苦痛

によって死者とのつながりを維持もしている。 

だが同時に石井は、遺族と学校側との関わりのなかで、

死の忘却にもとづくかつての日常の回帰ではなく、「喪わ

れてもなお『まだここにいる』故人の存在を通してつな

がりあった者たちが、それぞれの仕方で『なぜ』と問い

かけ、日常の秩序を揺るがせる力を育み続けることで創

りだされるような、新たな共同性」(石井前掲:629)の構築

という未来の可能性を示している。 

遺族が応答責任をその内部に抱え込み続けるだけでは

なく、それはそれとして消えない傷を抱えながらも、周

囲の当事者との共同想起を通じて自らを赦す、つまり過

度の応答責任を緩和させることが可能性として開かれて

いるという点で、自らを赦すことができない人びとにと

っても「赦し」は重要な意義をもつことが石井の研究で

は示されている。 

このように周囲の人びとと、ともに死を問い続けるこ

とが遺族の「赦し」への契機となるということは、災害

における死別体験者の研究においてもすでにみられてい

る(たとえば福田 2020;安井 2018;金菱 2014)。金菱(2000)は

これを「霊性」(若松 2015)、この世にないものとの関係

性を問うことであり、当事者が災害のその後を生きてい

くために重要な視点であると指摘する。本研究が対象と

するような「想起の場」でも、災害遺構などにそうした

意味が与えられることがある(田中 2022)。 

反面でこれらの事例にみられるように、周囲との関係

性が構築できるという場合ばかりではないだろう。たと

えば遺族が強く応答責任を受け止め、苦しみ続けている

というとき、その周囲の人びとは出来事に関わることの

難しさに当惑し、関わりづらさを覚えるということもあ

るだろう。また、周囲の人びとが死を問い続けるという

ことに対して、実際に共同想起の道をともに辿ることが

可能かということも難しさを抱えている。たとえば金菱

(2014)が提起した「メメントモリ(死を想え)」というメッ

セージは、明らかにトラウマの二次受傷を前提としてい

る。ここまでの議論に沿うならば、このようなメッセー

ジを受け止め、その「苦」に対して共感共苦を背負う人

びともいれば、その「苦」を受け止めきれずに忌避を選

び取る人びとも存在すると考えられる。 

そうしたなかで人びとを当事者として巻き込むことが

難しくなれば、時間の経過とともにその出来事が当事者

にとってどれほど痛ましい出来事であったとしても、社

会においてその出来事が想起されることは減少していき、

忘れ去られていくことになる。もちろん、そうして時間

の経過とともに忘れ去られていくことでよい、悲しみの

記憶を残すべきではないという見方も存在するだろうが、

繰り返すように継承ということを問うのならば、そうで

はない方法論を考えだす必要性が存在する。 

以上のように考えたとき、継承という観点から「想起

の場」をより公共的に開くような形の「赦し」のあり方

として、トルコを事例とした木村周平の研究が参考にな

る。木村は、トルコで発生したコジャエリ地震の記念碑

が「忘れるな」という言葉のみを刻み、主語も述語も明

瞭ではないという事例を「空白は欠落ではなく、誘い」

(木村 2013:70-71)、「出来事に対する受動的な経験の共有

を求める倫理的な要請」(木村 前掲:255)であったと指摘

する。このような要請のもと、災害の経験の有無にかか

わらず、災害のことを語るということが慰霊祭などの催

しのなかで実践されており、そうした災害に関連した継

続的な催しを通しながら、人びとがコミュニケーション

のなかで「差異を帯びた者同士がつながる回路」(木村 前

掲:255)を構築することに繋がっている。このような主語

-述語関係を曖昧にすることによって、経験の共有に対し

て倫理的な要請を行うという仕方は、たとえばチェルノ

ブイリ原発事故における「помни(ポームニ)」(尾松

2018:40)、「記憶せよ」という言葉や、広島平和都市記念

碑における「安らかに眠って下さい 過ちは繰返しませぬ

から」の言葉などにもみられる。 

クルト＝ドゥブーフは、われわれが記念碑に記憶を託

すことによって安心し、忘却を引き起こすことを「人び

とは石碑を立てる。そこには『二度と再び』とか『二度

と忘れない』といった言葉が刻まれる。そして人びとは

忘れるべきでなかったことを忘れる」(ドゥブーフ

2020:223)と批判した。重要なことは、このような記念碑

が想起を励起し、人びとを集わせ、記憶をめぐる多様な

コミュニケーションを実現させることにある。本研究が

対象とする「想起の場」は、こうした記念碑を含んで構

築される複合的な空間であり、来訪者は忘れない、継承

する、癒えるなど多様な目的をもって行き交う。そして、

行き交うことによって生まれるコミュケーションがそれ

ぞれの目的を達する相互扶助となり、また新たな視点を

切りひらくような契機となる。 

(２)「赦し」によって揺らぎを生む「想起の場」 

ところで近年ではこのような記憶に関するメディアの

保存・公開が進んでいることから、災禍を人間の負の歴

史とみなした学びのための観光、いわゆるダークツーリ

ズム(井出 2018)も流行をはじめ、「想起の場」を多様な人

びとが行き交う機会がさらに増してきている。「想起の場」

における「赦し」はこのような観光を目的とした人びと

に対して来訪者の心理的障壁を下げる効果が期待される

だろう。同時にそうであるからこそ、ダークツーリズム

によって生みだされる負の側面、すなわち防災であれ継

承や慰霊であれ、災禍が起こった土地が観光によって消

費されるのみとなるようなある種の暴力性 (遠藤

2018:169)に対する警戒が必要となる(ツヴァイゲンバー

グ 2022)。 

遠藤は、ダークツーリズムをもって「他者の“死”や

“苦しみ”を理解することは不可能」(遠藤 2018:174)だと

指摘したうえで、しかし同時に「“死”や“苦しみ”を背

負ってきた他者とかかわり、慈しみ、愛おしみ、彼らと

ともに生きることはできる」のだとして、「ツーリスト自

身の日常を揺るがせ、再考をうながし、他者の“死”や

“苦しみ”に寄り添い、大切にするための『ふるまい』

を学ぶことはできる。<中略>状況を再帰的に考え直させ

ていくことで、ツーリストはダークツーリズムを通じ他

者と共生する技法を学ぶの」(遠藤 2018:174-175)だと、そ

の意義を示している。マリタ＝スターケンもこのような

日常の揺らぎ、本研究に則すならば「パティ・マトス(受

苦を通して学ぶこと)」(小野 前掲:16)を重視しない、死者

を単一化、類型化、序列化し、観光の対象に押し込めて

しまうような「悲嘆の消費主義」に対して強く批判を行

っている。(スターケン 2004:435-442)。 

ここで、日常の揺らぎという点に注目してみたい。人

間の移動をめぐる研究において、こうした揺らぐという

経験は、自らが環境を外部から観察しているのではなく、

環境の内部に入り込んでいるということを自覚する契機

になると指摘されている(橋本 2020;土井 2015)。フェルグ

ンスト(2008:117-120)はこれを、道を見失うという体験に

みている。不安の反面で、本来進むべき道が存在しない

ために即興的な探索という自由をもたらす道に迷うとい

う経験に対して、道を見失うとは本来進むべき道筋があ

るにもかかわらず、それが途切れてしまったという体験

であり、周囲との関係の断絶だといえる。われわれは、

道を見失うことではじめて、道を再発見するために周囲

の環境を仔細に把握しはじめる。災害ユートピアの存在

を指摘したことで知られるソルニット(2019)も、「迷う

(Lost)」という言葉でこのような体験に関心を寄せている。

こうした考え方は、ジョン＝アーリ(2003)が指摘したよ

うな、現代社会におけるカタログ化された場所の消費に

対して 1つの対抗軸を作り出している。所与の枠組みと

して与えられた体験を解釈するための物語や順路が、あ

る瞬間に形を失いまったく意味をなさなくなることで、

はじめてわれわれは自ら周囲の環境を仔細に把握し始め

る。そしてわれわれは、そのことを通じて環境との対話、

自分なりの体験の解釈の枠組みを構築していくことがで

きるというこの考え方は、ここまで述べてきた「想起の

場」における「癒し」や「赦し」にも、継承との接続に

も大きく関わるものだといえよう。 

すでに述べたように、災禍の継承を出来事に対する共

感や継承の契機を切りひらき、出来事に関わるという行

為が何らかの形で接続されていくことだと考えるのなら

ば、すべての来訪者に対して「癒し」や「赦し」、「苦」

との向き合い方の構築や、そこにおける過度の応答責任

からの緩和を支えることが必要になる。もとより、「苦」

と向き合うあり方、出来事を継承しようとするあり方は

個別性が高いものである。そのため、「救いの約束」(福田 

前掲)や「震災メメントモリ」(金菱 前掲)のように、そこ

に意味付けを行う物語を提示したとしても、ある方法論

がすべての人びとに適応できるというわけではない。む

しろ福田(前掲)が述べるように、ある人にとっての「救い

の約束」が別の誰かにとっては責任を迫るもの、ある種

の呪いとなることもありえる。そのこと自体は避けられ

ないとしても、できる限り「癒し」や「赦し」を支える

ならば、「想起の場」のような多様な人びとが行き交う場

の形成や、そのネットワーク化によって、災禍という出

来事の意味の多様さに触れる回廊を用意するという考え

方は 1つの回答ではあるだろう。それは同時に、これま
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では教訓化という形であまりにも固定化され過ぎたため

に、道を見失いようがない状態であったことや、逆にこ

れまでは人びと自身が自ら道を探さなければならないほ

ど辿るべき道が判然としていなかったために道に迷うと

いう体験しか得られなかったことに比して、ネットワー

ク化によって朧気ながらも辿るべき道が浮かび上がるこ

とで、道を見失うという体験の場が生みだされるという

ことでもある。 

 

４．「想起の場」における「赦し」の意義 

最後に、本研究の知見を整理して議論を閉じることと

したい。すでに冒頭でも述べたことではあるが、本研究

では「想起の場」と呼ばれる災害の記憶と継承を担う空

間について、災害に対する結果責任や過度の応答責任に

永続的にとらわれることからの緩和を図ること、とりわ

け自らが自らに対して緩和を認めるということという意

味をもつ「赦し」という概念の意義を明らかとしたもの

である。 

災害をふくむ災禍を記憶し、継承する、ということは

人びとに、関わってしまったことの責任を引き受けなけ

ればならないという応答責任を呼び覚ます。それは被害

がすでに生みだされてしまったという意味で救われるこ

と、解放されることの困難な責任である。だからこそ災

禍の記憶は忘れ去ってしまいたいという圧力にもさらさ

れる(萩野 2002)。「赦し」とはそのような精神的な負荷の

大きさに対して、過度の応答責任からの緩和という形で

まず関わることを支えるものである。 

そうした記憶と継承をめぐる議論のうち、たとえば「想

起の場」のようにそれらを担う空間を考えると、そこに

は将来的な再発防止や被害軽減を目的とした継承の立場、

遺族などの当事者が被害者と向き合う場所としての記憶、

もしくは慰霊の立場などさまざまな意味が込められる。

1 つの空間でそうした多様な立場が交錯することは、記

憶と継承にとって重要なコミュニケーションではあるも

のの、そこではトラウマティックな経験に触れることが

余儀なくされるため、その苦しさに堪えられないという

人びとの存在が予想されてしまう。 

しかし、見てきたようにいずれの立場においても、人

びとが多様に関わることの重要性が存在するため、「想起

の場」はこのような二次受傷を緩和させる機能が必要と

なる。すでに小林(2023)はこの点について「癒し」という

機能を提起しているが、本研究では「癒し」を有効化す

るためには、さらに「赦し」の機能が必要であることを

小野のパティ・マトスの概念などを手がかりとして示し

てきた。 

繰り返しとはなるが、本研究でいう「赦し」とは「苦」

からの解放を意味するわけではない。たとえば水俣病の

被害者が公害問題の再発防止を考えるために、結果責任

を問い続けるという立場を脱して、応答責任にともに応

えつづけるという立場を選び取ろうとしたように、「赦し」

とは出来事との関わり方を再帰的に選び取っていくこと

を認めるということである。災害における「想起の場」

から考えるのであれば、結果責任や過度の応答責任から

の解放ではなく緩和、と呼ぶことができるだろう。 

関わり方を選び取るということは、どのような立場の

人びとにとっても簡単なことではないが、それを選び取

るということそれ自体が出来事に対する応答責任にこた

えていくことの 1つの契機となり、またその選択を相互

に認め合うことで多声的なコミュニケーションが開かれ

てもいく。そのような地平においてパティ・マトスが実

践されていくことは、出来事をともに想起し、共感共苦

することで、人びとが立場を超えてともに癒えていく道

筋を開く可能性をもち、アスマンの「対話的想起」のよ

うな記憶と継承の議論にも接続されていく。 

そしてまた、これから出来事に関わろうとする人びと

にとっての学びとしても、「想起の場」が述べたような「癒

し」と「赦し」の機能をもつことは重要なものとなる。

多声的なコミュニケーションが実現されている空間では、

たとえば教訓化のように出来事から要点のみを抽出した

としても、それに対して多様な解釈や批判が返されるこ

とになる。もちろん、防災上で求められる知識を教訓化

という形で整理し、提示することは、被害抑止という面

で重要性を有していることはいうまでもないが、そのこ

とに終始してしまうことの問題はすでに述べてきたとお

りである。対して、上述のようなコミュニケーションは、

教訓は教訓として認めながらも、同時に教訓という形で

単純化された知識の背後にある複雑さに気付かせ、提示

された教訓、そして自身の理解や考え方の正当性を揺ら

がせる契機となりうる。このような契機がその後のパテ

ィ・マトスという道を開くことにつながる。 

こうした本研究の知見は、もちろんこれまでの先行研

究においてさまざまに議論がなされてきたものではある。

しかし、先行研究では本研究が提示したような、責任の

緩和という「赦し」こそが、災禍という出来事への向き

あい方を再帰的に自己決定するという「癒し」を切り開

き、応答責任を引き受けるという記憶と継承のあり方を

可能にするという立論は明確にはなされてこなかった。

この点を災害という文脈から明らかにしたことが本研究

の新規性であるといえるだろう。 

記憶や継承の議論では、死別体験者の経験する悲しみ

にかぎらず、他者の苦しみは共有不可能であるというこ

とが指摘をされ続けてきており、そのなかでいかに継承

を構想するかが注目をされてきた(蘭ら 2021)。もちろん

出来事から一般化された教訓を抽出し、それについての

教育プログラムを組み上げることで、表面的に知識を継

承することは可能となる。しかし、継承はコミュニケー

ションであり、継承の引き受け手が揺り動かされ、行為

の接続に自ら繋げていくことが重要であると考えるなら

ば、まさに出来事に関わることを通して揺り動かされる

という経験が不可欠となる。反面、繰り返しとはなるが、
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では教訓化という形であまりにも固定化され過ぎたため

に、道を見失いようがない状態であったことや、逆にこ

れまでは人びと自身が自ら道を探さなければならないほ

ど辿るべき道が判然としていなかったために道に迷うと

いう体験しか得られなかったことに比して、ネットワー

ク化によって朧気ながらも辿るべき道が浮かび上がるこ

とで、道を見失うという体験の場が生みだされるという

ことでもある。 

 

４．「想起の場」における「赦し」の意義 

最後に、本研究の知見を整理して議論を閉じることと

したい。すでに冒頭でも述べたことではあるが、本研究

では「想起の場」と呼ばれる災害の記憶と継承を担う空

間について、災害に対する結果責任や過度の応答責任に

永続的にとらわれることからの緩和を図ること、とりわ

け自らが自らに対して緩和を認めるということという意

味をもつ「赦し」という概念の意義を明らかとしたもの

である。 

災害をふくむ災禍を記憶し、継承する、ということは

人びとに、関わってしまったことの責任を引き受けなけ

ればならないという応答責任を呼び覚ます。それは被害

がすでに生みだされてしまったという意味で救われるこ

と、解放されることの困難な責任である。だからこそ災

禍の記憶は忘れ去ってしまいたいという圧力にもさらさ

れる(萩野 2002)。「赦し」とはそのような精神的な負荷の

大きさに対して、過度の応答責任からの緩和という形で

まず関わることを支えるものである。 

そうした記憶と継承をめぐる議論のうち、たとえば「想

起の場」のようにそれらを担う空間を考えると、そこに

は将来的な再発防止や被害軽減を目的とした継承の立場、

遺族などの当事者が被害者と向き合う場所としての記憶、

もしくは慰霊の立場などさまざまな意味が込められる。

1 つの空間でそうした多様な立場が交錯することは、記

憶と継承にとって重要なコミュニケーションではあるも

のの、そこではトラウマティックな経験に触れることが

余儀なくされるため、その苦しさに堪えられないという

人びとの存在が予想されてしまう。 

しかし、見てきたようにいずれの立場においても、人

びとが多様に関わることの重要性が存在するため、「想起

の場」はこのような二次受傷を緩和させる機能が必要と

なる。すでに小林(2023)はこの点について「癒し」という

機能を提起しているが、本研究では「癒し」を有効化す

るためには、さらに「赦し」の機能が必要であることを

小野のパティ・マトスの概念などを手がかりとして示し

てきた。 

繰り返しとはなるが、本研究でいう「赦し」とは「苦」

からの解放を意味するわけではない。たとえば水俣病の

被害者が公害問題の再発防止を考えるために、結果責任

を問い続けるという立場を脱して、応答責任にともに応

えつづけるという立場を選び取ろうとしたように、「赦し」

とは出来事との関わり方を再帰的に選び取っていくこと

を認めるということである。災害における「想起の場」

から考えるのであれば、結果責任や過度の応答責任から

の解放ではなく緩和、と呼ぶことができるだろう。 

関わり方を選び取るということは、どのような立場の

人びとにとっても簡単なことではないが、それを選び取

るということそれ自体が出来事に対する応答責任にこた

えていくことの 1つの契機となり、またその選択を相互

に認め合うことで多声的なコミュニケーションが開かれ

てもいく。そのような地平においてパティ・マトスが実

践されていくことは、出来事をともに想起し、共感共苦

することで、人びとが立場を超えてともに癒えていく道

筋を開く可能性をもち、アスマンの「対話的想起」のよ

うな記憶と継承の議論にも接続されていく。 

そしてまた、これから出来事に関わろうとする人びと

にとっての学びとしても、「想起の場」が述べたような「癒

し」と「赦し」の機能をもつことは重要なものとなる。

多声的なコミュニケーションが実現されている空間では、

たとえば教訓化のように出来事から要点のみを抽出した

としても、それに対して多様な解釈や批判が返されるこ

とになる。もちろん、防災上で求められる知識を教訓化

という形で整理し、提示することは、被害抑止という面

で重要性を有していることはいうまでもないが、そのこ

とに終始してしまうことの問題はすでに述べてきたとお

りである。対して、上述のようなコミュニケーションは、

教訓は教訓として認めながらも、同時に教訓という形で

単純化された知識の背後にある複雑さに気付かせ、提示

された教訓、そして自身の理解や考え方の正当性を揺ら

がせる契機となりうる。このような契機がその後のパテ

ィ・マトスという道を開くことにつながる。 

こうした本研究の知見は、もちろんこれまでの先行研

究においてさまざまに議論がなされてきたものではある。

しかし、先行研究では本研究が提示したような、責任の

緩和という「赦し」こそが、災禍という出来事への向き

あい方を再帰的に自己決定するという「癒し」を切り開

き、応答責任を引き受けるという記憶と継承のあり方を

可能にするという立論は明確にはなされてこなかった。

この点を災害という文脈から明らかにしたことが本研究

の新規性であるといえるだろう。 

記憶や継承の議論では、死別体験者の経験する悲しみ

にかぎらず、他者の苦しみは共有不可能であるというこ

とが指摘をされ続けてきており、そのなかでいかに継承

を構想するかが注目をされてきた(蘭ら 2021)。もちろん

出来事から一般化された教訓を抽出し、それについての

教育プログラムを組み上げることで、表面的に知識を継

承することは可能となる。しかし、継承はコミュニケー

ションであり、継承の引き受け手が揺り動かされ、行為

の接続に自ら繋げていくことが重要であると考えるなら

ば、まさに出来事に関わることを通して揺り動かされる

という経験が不可欠となる。反面、繰り返しとはなるが、

基本的にパティ・マトスの立場に立つ記憶と継承は孤独

で苦しいものだといえる。トラウマティックな経験をし

た当事者にとっても、二次受傷という形でその経験に触

れることで広い意味での当事者となっていく人びとにと

っても、その「苦」から完全に解放されるということは

難しい。 

しかし、学校事故を対象とした石井の研究が示したよ

うに、人びとが広く関われるように開いたなかに、「苦」

との向き合い方の構築としての「癒し」が見出される可

能性が生まれることもある。学校事故という出来事に巻

き込まれた人びとは、それぞれが出来事の中で置かれた

立場も、死者との関係性も異なるものであったため、そ

の立場によらず、巻き込まれたものとしての責任をどう

考えるのかということについて、その責任を圧倒的な孤

独のなかで個人として引き受けざるを得なかった。しか

し同時に、亡き人とともに進んでいくしかない痛みを抱

え、回復の物語を目指すという段階にさえ簡単にはたど

り着けない状態にあるなかで、人びとは相互に独立はし

ていながらも、等しく個人として責任を引き受けること

を選び取った者として、「同行者」(石井 2022:307)ともな

っていった。 

ここでいう「同行者」(石井 2022:307)とは、おそらく直

接的に関わりあうという関係性ばかりではないではない

だろう。たとえ直接は言葉を交わさなかったとしても、

もしくは出来事に関わろうとする目的自体が違っていた

としても、同じ空間をさまざまな仕方で交錯し、同じよ

うに出来事と向き合い、パティ・マトスの実践を図る人

びとの存在が感じ取れること、同行者が存在するとはそ

のようなことであり、たとえば水俣病を描いた石牟礼道

子も「道行き」 (田中 2020;岩岡 2016;石牟礼 2013)という

言葉で同様のことを述べている。換言すれば、「苦」と向

き合うために相互に寄り添うことということもでき、「癒

し」と「赦し」はこのような形で人びとの出来事への関

わりを支えることができる。そして関わりが支えられる

からこそ、「出来事に意味を与えること、そして悲しみを

悲しみとして受け止めることによって、人は喪失に押し

つぶされることなく、喪失と共に生きることができる」

(三田 2019:115）とされるように、受苦の経験のなかに災

害のその後を生きていくという可能性が開かれることも

ある。 

このように「想起の場」は単純に多様な記憶メディア

が複合的に配置され、多声性を高めているというばかり

ではなく、人びとの開かれたコミュニケーションを通し

て、慰霊や記憶、継承といった多様な意味を交錯させな

がら、出来事の克服と緩和、対話的想起を実現させる可

能性に満ちている空間である。とはいえ、本研究は概念

の提示に留まっており、今後はこのような概念の実態に

ついて実証を進めていく必要があるが、この点について

は別稿を期すこととしたい。 
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補注 

1) 「悶え加勢」は「他者の悲惨や苦悩に否応なく適応してしま
うという点で共感の極致でありながら、他方で、ただオロ

オロとするほかない無力さと救いえなさにも苛まれる」(小

野 前掲:194)という姿勢であり、そのことに悶えながらも、

それでもなお苦しむ他者の傍に立つことを諦めないとい

う心性でもある。小野は「悶え加勢」を日本厄災史におけ

る一つの到達点としての「<赦しの思想>」(小野 前掲:190)

であると評し、その特徴を以下の 4点にまとめている。す

なわち、「①人のかなしみを自分のかなしみとして悶える

という受苦の相互浸透があること」「②有能性や有力性に

おいてではなく、むしろ無力さの極限においてなにかに関

わること」「③共有や救済の不可能性の自覚から生まれる

かなしみから出発していること」「④悶えに際しての無力

は個人のみならず祖先の遺産として引き継がれているこ

と」(小野 前掲:191-192)である。 

2) たとえばわれわれは自然災害を含む、災禍によって被災し
た人びとを想うとき、こうした人びとを犠牲者と呼ぶこと

がある。災禍による死者を犠牲と呼ぶことは、たとえば日

露戦争におけるポーツマス条約をめぐる国会質疑などで

見られているが、災害に関しては第 70 回帝国議会衆議院

本会議(1937 年 3月 30日)における深澤豐太郎の質問から

認められる。ただし、これは関東大震災における帝都復興

事業後の復興建築會社の経営実態について批判するもの

である。災害による死者を犠牲者と呼んだ事例としては、

戦後の第 92回帝国議会衆議院本会議(1947年3月13日)に

おいて、寺尾豐が南海地震の被害状況を「一瞬にして、數

百戸に上る家屋と、漁民の生命と、多數の船舶を流失し、

灣内は、家や家財道具や犧牲者、木材等の漂流物により全

海面を埋め盡し、その慘状實に目をおおわしむるものがあ

りました」と述べているものが最初となる。以降、災害に

よる死者を犠牲者と呼ぶことが一般的なものとなってい

くが、このような表現にも災害においてパティ・マトスを

問う必要性が垣間見える。犠牲とは基本的には神に捧げら

れる生きた動物、生贄のことを指し(モース&ユベール

1990)、「そうしたくはないのにそうしなければならない」

(田村 2018:115)ことを迫られ、服従させられた存在だと捉

えられている。したがって、死者を犠牲者と呼ぶときには、

「死にたくないのに死なねばならない存在として何者か

を認定することは、根本における不同意(死の拒否)と、強い

られた同意(死の受容)を両方同時に発動する仕組み」(田村

前掲:115)の存在を背景に認めていることとなる。もちろん、

そのようなものとして災害による死者を犠牲者とあえて

呼ぶことも可能ではあるが、人為的な災禍である戦争など

とは異なり、自然災害の場合には「死にたくないのに死な

ねばならない存在」(田村前掲:115)は、たとえば古来の人柱
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のようなものとしては認められても、現代社会では基本的

には想定されることはない。しかしながら、災害による死

者を語る際に犠牲者という呼び方は一般的なものともな

っていることを考えたとき、多くの場合そこでは、将来の

自然災害による被害を軽減するために、その命をもって多

くの教訓を残してくれた存在として死者を捉えていると

いうことに気付かされる。しかし、死者をそのような存在

として捉えてしまうことが災害の記憶と継承において許

されるのかということは実のところ、ほとんど議論がなさ

れていない。やはりここにも、災害の記憶と継承が防災と

いう実践的な目標を置いてきたことの問題が見出される

のであり、災害という出来事とより率直に向き合うような

パティ・マトスの必要性が垣間見える。 

3) 「赦し」という概念はもともと宗教学の領域から議論が発
展したものであり、現在ではより実践的な問題としての和

解、修復的司法などにも展開している(たとえば本間2012)。

しかし、たとえば南アフリカにおけるアパルトヘイト問題

の解決を目指した真実和解委員会では、法的責任や賠償金

などの条件闘争のための言葉として「赦し」が利用された

と指摘されているように、現在の「赦し」は本来的に考え

られていたものとは距離があることが指摘されてもいる

(渡部 2020;片山 2019;柴嵜 2009)。本来の「赦し」の議論に

もとづくならば、注目すべきは司法を通じて確定される結

果責任としての罪ではなく、罪に対する応答責任、すなわ

ち引き起こしてしまった事態に対して自らが応えようと

していくことこそが重要だといえる。 
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ABSTRACT 
 

This research clarifies the significance of the concept of forgiveness in places of remembrance as a space for 

the inheritance of disasters. A place of remembrance is a space where a variety of memory media are arranged, which 

guarantees the diversity of memories, but also risks the core institution controlling the meaning of the memories. 

Therefore, it is important that a place of remembrance is a space open to the public and prevents convergence on a 

single narrative. Forgiveness is a recursive self-determination of how to relate to events, which allows the subject to 

bear responsibility, but also permitting relief from excessive obligation. This has the potential to ease psychological 

barriers to acceptance of suffering towards healing in the sense of discovering how to face suffering within the 

individual. This makes a place of remembrance an open space where people with diverse objectives, such as 

commemoration and inheritance, can come and go under their responsibility and increases the possibility of creating 

communication in the sense of a connection of actions. 
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和文要約 

 

2019年の「南海トラフ地震防災対策推進基本計画」の変更に伴い、現在、自治体において南海ト

ラフ地震臨時情報が発表された際の対応計画の策定が進んでいる。本研究では、「南海トラフ地震防

災対策推進地域」に指定されている全自治体（29都府県及び 707市町村）を対象として対応計画の

有無や内容を尋ねる調査を実施した。分析の結果、自治体の対応計画の記載内容には自治体によっ

て多寡があること、特に避難に関する項目は津波のリスクが相対的に大きい「南海トラフ地震津波

避難対策特別強化地域」の市町村でより多く記載されている傾向があること、事前避難対象地域の

設定において地域特性に応じた工夫がみられること、津波のリスクが相対的に大きい市町村におい

ては、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）と南海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）のい

ずれか一方の場合にのみ「高齢者等避難」を発令する傾向があること等がわかった。対応計画の多

様性に関するこれらの知見は、実際に南海トラフ地震臨時情報が発表された際の自治体の対応行動

を予め想定し、社会的混乱の防止を図っていくうえで重要なものである。特に、国やマスメディア

には、自治体の対応行動に、各自治体での事前検討を通じた「自治体の対応計画に基づく多様性」

が見込まれることを周知する役割が期待される。 

 

 

キーワード：南海トラフ地震臨時情報、自治体、対応計画 

 

 

１．研究の背景 

2019 年 5 月に、「南海トラフ地震防災対策推進基本計

画」が変更され、南海トラフ地震の発生可能性が平常時

と比べて相対的に高まったと評価された場合に、気象庁

が「南海トラフ地震臨時情報」（以下、単に「臨時情報」

と記す）を発表することとなった。そして、「南海トラフ

地震防災対策推進地域」に指定されている自治体には、

それぞれの地域防災計画（のなかの「南海トラフ地震防

災対策推進計画」）において臨時情報が発表された場合の

対応を定めるように努めることが求められることとなっ

た（消防庁 2019）。ここで、「南海トラフ地震防災対策

推進地域」とは、南海トラフ巨大地震の発生時に震度６

弱以上の震度が想定されている地域等、29 都府県及び

707 市町村を指す。指定基準の詳細については、内閣府

ホームページ（2014）を参照されたい。また、臨時情報

の運用開始に至るまでの、東海地震の警戒宣言や「南海

トラフ地震に関連する情報（臨時）」を含めた経緯につい

ては下山ら（2021）が概説している。 

本稿では、この臨時情報に関する自治体の対応計画（以

下、単に「対応計画」と記す）に焦点を当てる。臨時情

報の対応にあたっては、社会的混乱の防止が重要である

とされている（南海トラフ沿いの異常な現象への防災対

応検討ワーキンググループ 2018）。実際に臨時情報が発

表された際、自治体はそれぞれの対応計画に準拠しなが

ら対応行動を行うことが見込まれるため、対応計画が自

治体によってどのように異なるのか、もしくは、同じな

のかを予め把握しておくことは各自治体の対応行動を社

会で共有することにつながり、社会的混乱の抑制に貢献
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するものと考えられる。なお、2022年にNHKが自治体

を対象に実施した調査（NHK 2022）の自由記述欄にお

いては「自治体ごとに対応が違うのは問題である」との

意見がみられ、後ほど紹介する著者らが実施した調査の

自由記述欄でも「避難情報に関して近隣市町村とのずれ

が生じると広報周知の際に混乱となるのではないか」と

いう意見がみられている。自治体の対応計画の多様性（具

体的にどのような項目において、どのような違いがある

のか）を明らかにすることは、これらの懸念に対する対

応についても示唆を与えると思われる。 

以上に加えて、安本ら（2020）によると、地方自治体

がどのような情報を出すかによって住民の避難の意思は

大きく変化するとされており、各自治体の対応行動を把

握しておくことは、臨時情報が発表された際の住民の行

動を想定するためにも重要である。Hirano et al.(2023)が住

民を対象に行なった臨時情報に関する調査においても、

臨時情報の対策をする上で自治体のアウトリーチ活動が

重要だと指摘されている。また、臨時情報への自治体の

対応計画の概要を把握することで、2022 年 12 月に運用

が開始された「北海道・三陸沖後発地震注意情報」（気象

庁 2022）に関する対応を自治体が検討する際の有益な

材料を得られると考えられる。 

自治体を対象とした臨時情報に関する最新の調査とし

ては、NHK（2022）や共同通信社（2022）が存在する。

しかしながら、これらは「南海トラフ地震津波避難対策

特別強化地域（30cm 以上の津波浸水が地震発生から 30

分以内に生じると想定されている地域等、14都県 139市

町村）」の市町村のみが対象となっている。対応計画につ

いての質問内容も、事前避難に関する内容等、計画の一

部を尋ねたものである。また、内閣府は「南海トラフ地

震防災対策推進地域」に指定されている全ての自治体を

対象として、2019年５月の「南海トラフ地震防災対策推

進基本計画」の変更を踏まえた「南海トラフ地震防災対

策推進計画」の変更状況等についての調査を毎年行って

いる（内閣府 2022）。しかしながら、この調査結果にお

いては、変更が完了した自治体数と、臨時情報が発表さ

れた際の事前避難対象地域の指定等が完了した市町村数

が集計されているのみで、自治体の対応計画の詳細内容

についての言及はない。 

そこで、著者らは「南海トラフ地震防災対策推進地域」

に指定されている 29都府県及び 707市町村を対象とし、

対応計画の全体像や課題を明らかにするための新たな調

査を実施することとした。本稿では、主として同調査の

結果の分析をもとに、臨時情報に関する対応計画におけ

る、自治体間の、違いの有無ならびに様態を明らかにす

ることを目指す。なお、対応計画の策定に関しては、国

が自治体向けのガイドラインを発行している。このガイ

ドラインは「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた

防災対応検討ガイドライン」（内閣府（防災担当） 2021）

と題されたもので、以下、本稿ではこの文献を「国のガ

イドライン」と呼ぶこととする。国のガイドラインにお

いては、地方公共団体・指定公共機関・不特定多数の者

が利用する施設・危険物を取扱う施設等を管理又は運営

する者等が、とるべき防災対応を計画としてあらかじめ

定めておくために参考となる事項が包括的に記載されて

いる。また、都府県においても、著者らが南海トラフ地

震防災対策推進地域の 29 都府県のホームページを参照

したところ、5県（岐阜県・静岡県・愛知県・徳島県・香

川県）において対応計画策定のためのガイドライン等の

存在が確認できた（岐阜県 2020、静岡県危機管理部 

2020、愛知県防災安全局 2020、徳島県 2018、徳島県

教育委員会 2020、香川県危機管理総局危機管理課 

2021）。これらのガイドライン等が自治体の対応計画にど

のように影響しているかについては、この後、調査結果

を紹介・考察する中でその都度述べる。 

 

２．調査の概要 

本章では、著者らが実施した調査や結果の概要につい

て述べる。調査は、「南海トラフ地震防災対策推進地域」

に指定されている全 736自治体（29都府県及び 707市町

村）を対象として実施した。調査実施期間は 2022年 9月

26日～2022年 11月 14日である。回答のあった自治体数

は 469自治体（23都府県と 446市町村）で、回答率は約

63.7%であった。なお、調査実査は（株）サーベイリサー

チセンターに依頼した。質問の内容は、各自治体におけ

る対応計画の有無、対応計画作成に関する懸念、国から

の支援の必要性、対応計画に記載されている内容、事前

避難対象地域の設定基準等である。なお、対応計画とい

う用語に関して、国から策定を求められている「南海ト

ラフ地震防災対策推進計画」ではなく敢えて対応計画と

いう用語を用いた理由は、自治体の地域防災計画におい

て、「南海トラフ地震防災対策推進計画」に相当する箇所

以外にも臨時情報に関する記載がある場合や、地域防災

計画ではない別の独立した計画として自治体が臨時情報

に関する対応を定めている場合があることが、事前の予

備的な調査の結果から見込まれたためである。 

回答結果の詳細を述べる前に、対応計画の策定状況等

に関する結果を簡単に述べておきたい。対応計画を有す

ると回答した自治体は、回答のあった 469自治体のうち

396自治体（84.4%）であった。（なお、割合の数値は小数

第二位を四捨五入したものである。以下も同様。）都府県

については、回答のあった 23自治体の全てが対応計画を

策定していた。市町村については、回答のあった 446自

治体のうち 373自治体（83.6%）が対応計画を策定してい

た。今回調査対象となった市町村を、区分①：南海トラ

フ地震津波避難対策特別強化地域の市町村（139市町村、

うち回答あり 92）、区分②：①の自治体に隣接する市町

村（①と陸上の境界を有している市町村）（109 市町村、

うち回答あり 79）、区分③：①と②以外の市町村（459市

町村、うち回答あり 275）の 3 種類に区分すると、対応
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するものと考えられる。なお、2022年にNHKが自治体

を対象に実施した調査（NHK 2022）の自由記述欄にお

いては「自治体ごとに対応が違うのは問題である」との

意見がみられ、後ほど紹介する著者らが実施した調査の

自由記述欄でも「避難情報に関して近隣市町村とのずれ

が生じると広報周知の際に混乱となるのではないか」と

いう意見がみられている。自治体の対応計画の多様性（具

体的にどのような項目において、どのような違いがある

のか）を明らかにすることは、これらの懸念に対する対

応についても示唆を与えると思われる。 

以上に加えて、安本ら（2020）によると、地方自治体

がどのような情報を出すかによって住民の避難の意思は

大きく変化するとされており、各自治体の対応行動を把

握しておくことは、臨時情報が発表された際の住民の行

動を想定するためにも重要である。Hirano et al.(2023)が住

民を対象に行なった臨時情報に関する調査においても、

臨時情報の対策をする上で自治体のアウトリーチ活動が

重要だと指摘されている。また、臨時情報への自治体の

対応計画の概要を把握することで、2022 年 12 月に運用

が開始された「北海道・三陸沖後発地震注意情報」（気象

庁 2022）に関する対応を自治体が検討する際の有益な

材料を得られると考えられる。 

自治体を対象とした臨時情報に関する最新の調査とし

ては、NHK（2022）や共同通信社（2022）が存在する。

しかしながら、これらは「南海トラフ地震津波避難対策

特別強化地域（30cm 以上の津波浸水が地震発生から 30

分以内に生じると想定されている地域等、14都県 139市

町村）」の市町村のみが対象となっている。対応計画につ

いての質問内容も、事前避難に関する内容等、計画の一

部を尋ねたものである。また、内閣府は「南海トラフ地

震防災対策推進地域」に指定されている全ての自治体を

対象として、2019年５月の「南海トラフ地震防災対策推

進基本計画」の変更を踏まえた「南海トラフ地震防災対

策推進計画」の変更状況等についての調査を毎年行って

いる（内閣府 2022）。しかしながら、この調査結果にお

いては、変更が完了した自治体数と、臨時情報が発表さ

れた際の事前避難対象地域の指定等が完了した市町村数

が集計されているのみで、自治体の対応計画の詳細内容

についての言及はない。 

そこで、著者らは「南海トラフ地震防災対策推進地域」

に指定されている 29都府県及び 707市町村を対象とし、

対応計画の全体像や課題を明らかにするための新たな調

査を実施することとした。本稿では、主として同調査の

結果の分析をもとに、臨時情報に関する対応計画におけ

る、自治体間の、違いの有無ならびに様態を明らかにす

ることを目指す。なお、対応計画の策定に関しては、国

が自治体向けのガイドラインを発行している。このガイ

ドラインは「南海トラフ地震の多様な発生形態に備えた

防災対応検討ガイドライン」（内閣府（防災担当） 2021）

と題されたもので、以下、本稿ではこの文献を「国のガ

イドライン」と呼ぶこととする。国のガイドラインにお

いては、地方公共団体・指定公共機関・不特定多数の者

が利用する施設・危険物を取扱う施設等を管理又は運営

する者等が、とるべき防災対応を計画としてあらかじめ

定めておくために参考となる事項が包括的に記載されて

いる。また、都府県においても、著者らが南海トラフ地

震防災対策推進地域の 29 都府県のホームページを参照

したところ、5県（岐阜県・静岡県・愛知県・徳島県・香

川県）において対応計画策定のためのガイドライン等の

存在が確認できた（岐阜県 2020、静岡県危機管理部 

2020、愛知県防災安全局 2020、徳島県 2018、徳島県

教育委員会 2020、香川県危機管理総局危機管理課 

2021）。これらのガイドライン等が自治体の対応計画にど

のように影響しているかについては、この後、調査結果

を紹介・考察する中でその都度述べる。 

 

２．調査の概要 

本章では、著者らが実施した調査や結果の概要につい

て述べる。調査は、「南海トラフ地震防災対策推進地域」

に指定されている全 736自治体（29都府県及び 707市町

村）を対象として実施した。調査実施期間は 2022年 9月

26日～2022年 11月 14日である。回答のあった自治体数

は 469自治体（23都府県と 446市町村）で、回答率は約

63.7%であった。なお、調査実査は（株）サーベイリサー

チセンターに依頼した。質問の内容は、各自治体におけ

る対応計画の有無、対応計画作成に関する懸念、国から

の支援の必要性、対応計画に記載されている内容、事前

避難対象地域の設定基準等である。なお、対応計画とい

う用語に関して、国から策定を求められている「南海ト

ラフ地震防災対策推進計画」ではなく敢えて対応計画と

いう用語を用いた理由は、自治体の地域防災計画におい

て、「南海トラフ地震防災対策推進計画」に相当する箇所

以外にも臨時情報に関する記載がある場合や、地域防災

計画ではない別の独立した計画として自治体が臨時情報

に関する対応を定めている場合があることが、事前の予

備的な調査の結果から見込まれたためである。 

回答結果の詳細を述べる前に、対応計画の策定状況等

に関する結果を簡単に述べておきたい。対応計画を有す

ると回答した自治体は、回答のあった 469自治体のうち

396自治体（84.4%）であった。（なお、割合の数値は小数

第二位を四捨五入したものである。以下も同様。）都府県

については、回答のあった 23自治体の全てが対応計画を

策定していた。市町村については、回答のあった 446自

治体のうち 373自治体（83.6%）が対応計画を策定してい

た。今回調査対象となった市町村を、区分①：南海トラ

フ地震津波避難対策特別強化地域の市町村（139市町村、

うち回答あり 92）、区分②：①の自治体に隣接する市町

村（①と陸上の境界を有している市町村）（109 市町村、

うち回答あり 79）、区分③：①と②以外の市町村（459市

町村、うち回答あり 275）の 3 種類に区分すると、対応

計画策定状況との関連がみられた（カイ二乗検定におけ

るχ2(2) = 6.930、p < .05）。策定率は①が 89.1%、②が 89.9%、

③が 80.0%であった。（上記の市町村区分を、本稿ではこ

れ以降、単に「市町村 3区分」と呼ぶこととする。）なお、

調査結果からは、対応計画の策定が進んでいない市町村

は、人口規模が小さく、防災関係部署の職員数が少ない

傾向があること等もわかっており（Goltz et al. 2023）、

今後これらの自治体へのさらなる支援等の方策も必要と

思われるものの、本稿では詳述しない。以降本稿におい

ては、本稿の目的に即して既に策定されている対応計画

の内容に注目していく。 

 

３．自治体の対応計画の内容 

（１）記載項目の全般的な傾向 

著者らが実施した調査においては、「避難指示の発令」

「災害対策本部の設置」「水や食料の備蓄に関する呼びか

け」といった、南海トラフ地震臨時情報が発表された場

合の対応として想定される 26種類の項目を挙げ、対応計

画のなかにそれらに関する記載があるかを尋ねた（表-1

参照）。26 種類の項目の選定にあたっては、国のガイド

ラインを参照するなかで臨時情報への対応において重要

な観点と思われた、「避難および避難生活」「日頃の備え

の再確認」「対策本部の立ち上げと運営」「関係機関との

連携」「平常時活動の一部取り止め・変更」という 5つに

関する内容が全て含まれるよう留意したうえで、著者ら

で実施した議論も踏まえて最終決定を行った。また、著

者らが設定した 26 項目以外に対応計画に含まれている

内容があれば自由に記述するよう依頼した。 

なお、本調査では対応計画の内容を尋ねるにあたって、

「南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）」の場合と「南

海トラフ地震臨時情報（巨大地震注意）」の場合とを分け

て作成しているかをまず尋ねている。内閣府・気象庁

（2019）によれば、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震

警戒）とは、「南海トラフ沿いの想定震源域内のプレート

境界において M8.0 以上の地震が発生したと評価した場

合」に発表される情報である。また、南海トラフ地震臨

時情報（巨大地震注意）とは、「南海トラフ地震の想定震

源域内のプレート境界においてM7.0以上、M8.0未満の

地震が発生したと評価した場合」「想定震源域のプレート

境界以外や、想定震源域の海溝軸外側 50km 程度までの

範囲でＭ7.0 以上の地震が発生したと評価した場合」「ひ

ずみ計等で有意な変化として捉えられる、短い期間にプ

レート境界の固着状態が明らかに変化しているような通

常とは異なるゆっくりすべりが観測された場合」に発表

される情報である。表-1では、同表の下部にも注記して

いるように、巨大地震警戒の場合と巨大地震注意の場合

の、対応の場合分けを行っている自治体と、行っていな

い自治体とを区分して結果を集計している。 

分析にあたっては、まず、26種類の項目のうち、どの

項目が比較的多くの自治体で記載されており、また、ど

の項目はあまり記載されていないのかを確認した。あら

ためて表-1を参照されたい。表-1には、各項目がいくつ

の自治体の対応計画に記載されているかを示した。記載

されている割合に関して、「場合分けあり：巨大地震警戒」

「場合分けあり：巨大地震注意」「場合分けなし」のいず

れかにおいて上位 5位以内に入っている項目は「災害対

策本部の設置に関する記載（表-1におけるNo.20の項目。

以下、括弧内に同様に表-1中でのNo.を記載。）」「家庭で

の備えの促進に関する記載（No.6）」「幹部職員の参集体

制に関する記載（No.19）」「各家庭における避難場所・避

難経路等の確認に関する呼びかけ（No.12）」「備蓄品の確

認・点検に関する記載（No.4）」「各家庭における水や食

料の備蓄に関する呼びかけ（No.7）」であった。また、同

様に下位 5位以内に入っている項目は「地元の大学や研

究者と連携した対策に関する記載（No.21）」「不要不急の

社会経済活動の延期（たとえば、緊急でない手術の延期

や危険物の製造の一時停止）の呼びかけに関する記載

（No.25）」「住民に対する不要不急の活動の取り止めや延

期の呼びかけに関する記載（No.24）」「耐震性の低い道路

や橋、建物の使用の停止に関する記載（No.23）」「『臨時

情報』発表時の対応に関する事前訓練に関する記載

（No.22）」「事前避難者のための備蓄品の提供に関する記

載（No.5）」「『臨時情報』発表後、一定期間が経過しても

地震が発生しなかった場合の対応に関する記載（No.26）」

であった。全体の概観として、日頃の備えの再確認や対

応体制の確立といった基本的な対応は多くの自治体で記

載されている一方で、不要不急の活動抑制の呼びかけと

いった、平常時の社会活動へ特別なはたらきかけを行う

ような対応に関しては記載されていない傾向があること

がうかがえる。なお、著者らが設定した 26項目以外で対

応計画に含まれているという回答があった内容としては、

いずれもごく少数ではあったものの、「滞留旅客等に関す

る記載」「工事中の建築物への措置」「広域応援の検討」

等があった。市町村 3区分と各項目の記載有無の関連が

存在するかの確認も行った。26種類の項目についてカイ

二乗検定（または期待度数の値に応じてフィッシャーの

正確確率検定）ならびに残差分析を実施したところ、顕

著なものとしては、「巨大地震警戒」の場合において、区

分①の市町村では「『避難指示』の発令に関する記載

（No.1）」「『高齢者等避難』の発令に関する記載（No.2）」

が存在する傾向があり、区分③の市町村ではこれら 2項

目の記載が存在しない傾向があることがわかった。また、

場合分けなしの市町村においては、区分①の市町村に

「『高齢者等避難』の発令に関する記載（No.2）」が存在

する傾向がみられた。（なお、フィッシャーの正確確率検

定で p < .05となった項目はなかった。）これらのことか

ら、区分①の市町村においては、避難指示や高齢者等避

難といった、自治体からの避難の呼びかけを行う対応を

計画内で規定している市町村が多い傾向があることがわ

かる。 
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No
.

項
目

警
戒

注
意

警
戒

注
意

1
「

避
難

指
示

」
の

発
令

に
関

す
る

記
載

87
38

57
34
.0
%

12
14
.8
%

17
40
.7
%

7
**
*

2
「

高
齢

者
等

避
難

」
の

発
令

に
関

す
る

記
載

85
30

47
33
.2
%

13
11
.7
%

21
33
.6
%

12
**
*

**
3

事
前

避
難

し
た

住
民

の
避

難
所

運
営

の
支

援
に

関
す

る
記

載
10
3

36
33

40
.2
%

8
14
.1
%

18
23
.6
%

18
*

*
4

備
蓄

品
の

確
認

・
点

検
に

関
す

る
記

載
12
7

10
2

63
49
.6
%

5
39
.8
%

5
45
.0
%

5
5

事
前

避
難

者
の

た
め

の
備

蓄
品

の
提

供
に

関
す

る
記

載
49

27
20

19
.1
%

21
10
.5
%

22
14
.3
%

21
6

家
庭

で
の

備
え

の
促

進
に

関
す

る
記

載
14
7

14
0

70
57
.4
%

2
54
.7
%

2
50
.0
%

2
7

各
家

庭
に

お
け

る
水

や
食

料
の

備
蓄

に
関

す
る

呼
び

か
け

10
4

92
65

40
.6
%

7
35
.9
%

7
46
.4
%

3
8

各
家

庭
に

お
け

る
連

絡
手

段
や

集
合

場
所

の
再

確
認

に
関

す
る

呼
び

か
け

10
8

93
55

42
.2
%

6
36
.3
%

6
39
.3
%

8
*

*

9
各

家
庭

に
お

け
る

地
震

発
生

時
の

安
全

行
動

（
例

：
机

の
下

に
隠

れ
る

、
身

を
伏

せ
る

、
な

ど
）

の
再

確
認

に
関

す
る

呼
び

か
け
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49
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21
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%
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19
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%

14
27
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%

15

10
各

家
庭
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お

け
る

出
火
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延
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の

防
止

対
策

に
関

す
る

呼
び

か
け

57
51

29
22
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%
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%

12
20
.7
%

20

11
各

家
庭
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お

け
る

非
常

持
出

品
（

食
料

、
水

、
常

備
薬

、
懐

中
電

灯
、
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帯

ラ
ジ

オ
等

）
の

準
備

に
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す
る

呼
び

か
け
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%
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.1
%

9
33
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%

11

12
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家
庭
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お

け
る

避
難

場
所

・
避
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経

路
等

の
確

認
に

関
す

る
呼

び
か

け
12
8

10
3

64
50
.0
%

4
40
.2
%

4
45
.7
%

4
*

13
「

臨
時

情
報

」
に

関
す

る
情

報
提

供
や

住
民

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

促
進

に
関

す
る

記
載

（
広

報
担

当
者

の
選

任
、

気
象

庁
か

ら
の

情
報

の
説

明
、

マ
ス

メ
デ

ィ
ア

へ
の

状
況

説
明

や
最

新
情

報
の

提
供

、
デ

マ
情

報
の

打
ち

消
し

な
ど

）
82

70
34

32
.0
%

14
27
.3
%

10
24
.3
%

17

14
町

内
会

や
自

主
防

災
組

織
と

連
携

し
た

対
応

行
動

に
関

す
る

記
載

71
49

44
27
.7
%

15
19
.1
%

13
31
.4
%

13
15

気
象

庁
や

都
道

府
県

庁
と

連
携

し
た

対
応

行
動

に
関

す
る

記
載

89
74

48
34
.8
%

10
28
.9
%

8
34
.3
%

10
16

企
業

や
産

業
界

と
連

携
し

た
対

応
行

動
に

関
す

る
記

載
63

41
42

24
.6
%

16
16
.0
%

16
30
.0
%

14
17

学
校

、
そ

の
他

公
共

施
設

と
連

携
し

た
対

応
行

動
に

関
す

る
記

載
97

59
55

37
.9
%

9
23
.0
%

11
39
.3
%

9
18

民
間

の
福

祉
施

設
と

連
携

し
た

対
応

行
動

に
関

す
る

記
載

57
35

36
22
.3
%

18
13
.7
%

20
25
.7
%

16
19

幹
部

職
員

の
参

集
体

制
に

関
す

る
記

載
13
8

12
1

62
53
.9
%

3
47
.3
%

3
44
.3
%

6
20

災
害

対
策

本
部

の
設

置
に

関
す

る
記

載
18
5

14
5

81
72
.3
%

1
56
.6
%

1
57
.9
%

1
21

地
元

の
大

学
や

研
究

者
と

連
携

し
た

対
策

に
関

す
る

記
載

5
4

4
2.
0%

26
1.
6%

26
2.
9%

26
22

「
臨

時
情

報
」

発
表

時
の

対
応

に
関

す
る

事
前

訓
練

に
関

す
る

記
載

40
36

30
15
.6
%

22
14
.1
%

19
21
.4
%

19
23

耐
震

性
の

低
い

道
路

や
橋

、
建

物
の

使
用

の
停

止
に

関
す

る
記

載
26

12
10

10
.2
%

23
4.
7%

24
7.
1%

23
*

24
住

民
に

対
す

る
不

要
不

急
の

活
動

の
取

り
止

め
や

延
期

の
呼

び
か

け
に

関
す

る
記

載
20

19
9

7.
8%

24
7.
4%

23
6.
4%

24

25
不

要
不

急
の

社
会

経
済

活
動

の
延

期
（

た
と

え
ば

、
緊

急
で

な
い

手
術

の
延

期
や

危
険

物
の

製
造

の
一

時
停

止
）

の
呼

び
か

け
に

関
す

る
記

載
9

9
5

3.
5%

25
3.
5%

25
3.
6%

25

26
「

臨
時

情
報

」
発

表
後

、
一

定
期

間
が

経
過

し
て

も
地

震
が

発
生

し
な

か
っ

た
場

合
の

対
応

に
関

す
る

記
載

52
48

19
20
.3
%

20
18
.8
%

15
13
.6
%

22

**
* p

＜
0.

00
1,

 **
 p

＜
0.

01
, *

 p
＜

0.
05

※
な

お
、

「
場

合
分

け
あ

り
」

は
、

「
南

海
ト

ラ
フ

地
震

臨
時

情
報

（
巨

大
地

震
警

戒
）

」
の

場
合

の
対

応
と

「
南

海
ト

ラ
フ

地
震

臨
時

情
報

（
巨

大
地

震
注

意
）

」
の

　
場

合
の

対
応

を
分

け
て

計
画

を
作

成
し

て
い

る
自

治
体

。
「

場
合

分
け

な
し

」
は

、
こ

の
場

合
分

け
を

行
っ

て
い

な
い

自
治

体
。

市
町

村
3区

分
と

記
載

有
無

の
関

連

場
合

分
け

な
し

場
合

分
け

あ
り

記
載

の
あ

っ
た

自
治

体
数

記
載

の
あ

っ
た

自
治

体
の

割
合

（
左

列
）

と
記

載
率

の
順

位
（

右
列

）

注
意

警
戒

場
合

分
け

な
し

場
合

分
け

あ
り

場
合

分
け

あ
り

（
N=

25
6）

場
合

分
け

な
し

(N
=1
40
)

表
-1
 
自
治
体
に
お
け
る
南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情
報
に
関
す
る
対
応
計
画
の
記
載
状
況
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No
.

項
目

警
戒

注
意

警
戒

注
意

1
「

避
難

指
示

」
の

発
令

に
関

す
る

記
載

87
38

57
34
.0
%

12
14
.8
%

17
40
.7
%

7
**
*

2
「

高
齢

者
等

避
難

」
の

発
令

に
関

す
る

記
載

85
30

47
33
.2
%

13
11
.7
%

21
33
.6
%

12
**
*

**
3

事
前

避
難

し
た

住
民

の
避

難
所

運
営

の
支

援
に

関
す

る
記

載
10
3

36
33

40
.2
%

8
14
.1
%

18
23
.6
%

18
*

*
4

備
蓄

品
の

確
認

・
点

検
に

関
す

る
記

載
12
7

10
2

63
49
.6
%

5
39
.8
%

5
45
.0
%

5
5

事
前

避
難

者
の

た
め

の
備

蓄
品

の
提

供
に

関
す

る
記

載
49

27
20

19
.1
%

21
10
.5
%

22
14
.3
%

21
6

家
庭

で
の

備
え

の
促

進
に

関
す

る
記

載
14
7

14
0

70
57
.4
%

2
54
.7
%

2
50
.0
%

2
7

各
家

庭
に

お
け

る
水

や
食

料
の

備
蓄

に
関

す
る

呼
び

か
け

10
4

92
65

40
.6
%

7
35
.9
%

7
46
.4
%

3
8

各
家

庭
に

お
け

る
連

絡
手

段
や

集
合

場
所

の
再

確
認

に
関

す
る

呼
び

か
け

10
8

93
55

42
.2
%

6
36
.3
%

6
39
.3
%

8
*

*

9
各

家
庭

に
お

け
る

地
震

発
生

時
の

安
全

行
動

（
例

：
机

の
下

に
隠

れ
る

、
身

を
伏

せ
る

、
な

ど
）

の
再

確
認

に
関

す
る

呼
び

か
け

54
49

39
21
.1
%

19
19
.1
%

14
27
.9
%

15

10
各

家
庭

に
お

け
る

出
火

や
延

焼
の

防
止

対
策

に
関

す
る

呼
び

か
け

57
51

29
22
.3
%

17
19
.9
%

12
20
.7
%

20

11
各

家
庭

に
お

け
る

非
常

持
出

品
（

食
料

、
水

、
常

備
薬

、
懐

中
電

灯
、

携
帯

ラ
ジ

オ
等

）
の

準
備

に
関

す
る

呼
び

か
け

88
72

47
34
.4
%

11
28
.1
%

9
33
.6
%

11

12
各

家
庭

に
お

け
る

避
難

場
所

・
避

難
経

路
等

の
確

認
に

関
す

る
呼

び
か

け
12
8

10
3

64
50
.0
%

4
40
.2
%

4
45
.7
%

4
*

13
「

臨
時

情
報

」
に

関
す

る
情

報
提

供
や

住
民

と
の

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
の

促
進

に
関

す
る

記
載

（
広

報
担

当
者

の
選

任
、

気
象

庁
か

ら
の

情
報

の
説

明
、

マ
ス

メ
デ

ィ
ア

へ
の

状
況

説
明

や
最

新
情

報
の

提
供

、
デ

マ
情

報
の

打
ち

消
し

な
ど

）
82

70
34

32
.0
%

14
27
.3
%

10
24
.3
%

17

14
町

内
会

や
自

主
防

災
組

織
と

連
携

し
た

対
応

行
動

に
関

す
る

記
載

71
49

44
27
.7
%

15
19
.1
%

13
31
.4
%

13
15

気
象

庁
や

都
道

府
県

庁
と

連
携

し
た

対
応

行
動

に
関

す
る

記
載

89
74

48
34
.8
%

10
28
.9
%

8
34
.3
%

10
16

企
業

や
産

業
界

と
連

携
し

た
対

応
行

動
に

関
す

る
記

載
63

41
42

24
.6
%

16
16
.0
%

16
30
.0
%

14
17

学
校

、
そ

の
他

公
共

施
設

と
連

携
し

た
対

応
行

動
に

関
す

る
記

載
97

59
55

37
.9
%

9
23
.0
%

11
39
.3
%

9
18

民
間

の
福

祉
施

設
と

連
携

し
た

対
応

行
動

に
関

す
る

記
載

57
35

36
22
.3
%

18
13
.7
%

20
25
.7
%

16
19

幹
部

職
員

の
参

集
体

制
に

関
す

る
記

載
13
8

12
1

62
53
.9
%

3
47
.3
%

3
44
.3
%

6
20

災
害

対
策

本
部

の
設

置
に

関
す

る
記

載
18
5

14
5

81
72
.3
%

1
56
.6
%

1
57
.9
%

1
21

地
元

の
大

学
や

研
究

者
と

連
携

し
た

対
策

に
関

す
る

記
載

5
4

4
2.
0%

26
1.
6%

26
2.
9%

26
22

「
臨

時
情

報
」

発
表

時
の

対
応

に
関

す
る

事
前

訓
練

に
関

す
る

記
載

40
36

30
15
.6
%

22
14
.1
%

19
21
.4
%

19
23

耐
震

性
の

低
い

道
路

や
橋

、
建

物
の

使
用

の
停

止
に

関
す

る
記

載
26

12
10

10
.2
%

23
4.
7%

24
7.
1%

23
*

24
住

民
に

対
す

る
不

要
不

急
の

活
動

の
取

り
止

め
や

延
期

の
呼

び
か

け
に

関
す

る
記

載
20

19
9

7.
8%

24
7.
4%

23
6.
4%

24

25
不

要
不

急
の

社
会

経
済

活
動

の
延

期
（

た
と

え
ば

、
緊

急
で

な
い

手
術

の
延

期
や

危
険

物
の

製
造

の
一

時
停

止
）

の
呼

び
か

け
に

関
す

る
記

載
9

9
5

3.
5%

25
3.
5%

25
3.
6%

25

26
「

臨
時

情
報

」
発

表
後

、
一

定
期

間
が

経
過

し
て

も
地

震
が

発
生

し
な

か
っ

た
場

合
の

対
応

に
関

す
る

記
載

52
48

19
20
.3
%

20
18
.8
%

15
13
.6
%

22

**
* p

＜
0.

00
1,

 **
 p

＜
0.

01
, *

 p
＜

0.
05

※
な

お
、

「
場

合
分

け
あ

り
」

は
、

「
南

海
ト

ラ
フ

地
震

臨
時

情
報

（
巨

大
地

震
警

戒
）

」
の

場
合

の
対

応
と

「
南

海
ト

ラ
フ

地
震

臨
時

情
報

（
巨

大
地

震
注

意
）

」
の

　
場

合
の

対
応

を
分

け
て

計
画

を
作

成
し

て
い

る
自

治
体

。
「

場
合

分
け

な
し

」
は

、
こ

の
場

合
分

け
を

行
っ

て
い

な
い

自
治

体
。

市
町

村
3区

分
と

記
載

有
無

の
関

連

場
合

分
け

な
し

場
合

分
け

あ
り

記
載

の
あ

っ
た

自
治

体
数

記
載

の
あ

っ
た

自
治

体
の

割
合

（
左

列
）

と
記

載
率

の
順

位
（

右
列

）

注
意

警
戒

場
合

分
け

な
し

場
合

分
け

あ
り

場
合

分
け

あ
り

（
N=

25
6）

場
合

分
け

な
し

(N
=1
40
)

表
-1
 
自
治
体
に
お
け
る
南
海
ト
ラ
フ
地
震
臨
時
情
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に
関
す
る
対
応
計
画
の
記
載
状
況
 

 

表-2 自治体の対応計画に記載のある項目数の分布 

 
  0～5 

項目 
6～10 
項目 

11～15 
項目 

16項目 
以上 

合計 
記載項目数

の平均値 
記載項目数

の標準偏差 

場合分けあり

の自治体 

巨大地震警戒の場合 97 82 49 28 256 8.19 5.59 

巨大地震注意の場合 149 57 30 20 256 6.12 5.40 

場合分けなしの自治体 61 35 25 19 140 7.70 5.73 

 

表-3 市町村における事前避難対象地域の設定基準 

 
 区分① 区分② 区分③ 合計 

南海トラフ巨大地震の津波浸水想定区域全体を「事前避難対象地域」としている 17 0 4 21 

南海トラフ巨大地震において浸水深30㎝以上の津波が30分以内に到達することが想定さ
れている地域を「事前避難対象地域」としている 

20 1 9 30 

上記以外の基準で「事前避難対象地域」を設定している 17 7 14 38 

「事前避難対象地域」を設定していない 27 60 184 271 

不明 1 3 9 13 

合計 82 71 220 373 

 

次に、対応計画に記載があると回答のあった項目の総

数に注目した。その分布を表-2に示す。表-2では、巨大

地震警戒の場合と巨大地震注意の場合の対応の場合分け

を行っている自治体と、行っていない自治体とを区分し

て、記載のある項目数を示した。0~5項目の自治体から、

16項目以上の自治体に至るまで、自治体によって記載の

ある項目数に大きな違いがあることがわかる。また、巨

大地震警戒の場合と巨大地震注意の場合とを比較すると、

巨大地震警戒の場合のほうが、記載項目数が多い傾向が

あった（t検定における t(255) = 10.606、p < .001）。前章で

導入した市町村 3区分と記載項目数との関連については、

分析を行ったものの統計的に有意な関連の存在は見出せ

なかった。さらに、市町村の人口規模と記載項目数との

関連についても分析を試みたものの、この観点からも統

計的に有意な関連の存在は見出せなかった。なお、前章

では人口規模が小さい市町村は対応計画の策定が進んで

いない傾向があると述べた。本章で人口規模と対応計画

の記載項目数との関連は見出せなかったことから、人口

規模が小さい市町村であっても、対応計画を一旦策定す

れば、そこに記載されている項目数は人口規模が大きい

市町村と大きく変わっているとは言えないということが

示唆されていると考えられる。 

 

（２）事前避難対象地域の設定基準 

 前節では、避難指示や高齢者等避難の発令といった避

難に関する項目の記載の有無が、市町村３区分によって

異なる傾向があることがわかった。避難に関連する事項

として、本調査では事前避難対象地域を設定している場

合の設定基準についても尋ねている。本節ではこの設問

の回答結果を分析する。まず、表-3に同設問に対する回

答数の分布を示した。 

 国のガイドラインにおいては、浸水深 30㎝以上の津波

が 30 分以内に到達することが想定されている地域を事

前避難の検討対象とすることが基本的な考え方とされて

いる。そして、津波浸水想定区域から避難可能範囲を除

いた地域を事前避難対象地域とすることとされている。

この検討の結果として、津波浸水想定区域や浸水深 30㎝

以上の津波が 30 分以内に到達することが想定されてい

る地域をそのまま事前避難対象地域としている市町村が

21+30＝51あることがわかる。なお、「津波の」浸水深 30

㎝以上が 30 分以内に到達することが想定されている地

域は、第 1章で述べたように原則として国によって「南

海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」（区分①）に指

定されているはずである。そこで上記の質問で浸水深

30cm以上の津波が 30分以内に到達する地域を事前避難

対象地域としていると回答した、区分②や区分③の市町

村名の確認を念のため行ったところ、堤防沈下等に伴う

津波以外での浸水による浸水想定区域を含めて回答がな

された結果であると考えられた。 

 本設問では、「上記以外の基準で『事前避難対象地域』

を設定している」と回答した市町村も 38存在しており、

これらの市町村には、自由記述形式で具体的な内容を尋

ねている。記述内容を分類したところ、土砂災害を考慮

している市町村が 12、堤防沈下等による津波以外での浸

水を考慮している市町村が 8、住宅の耐震性（古い建物

の多さ）を考慮している市町村が 5 あった。なお、第 1

章で触れた県が作成している対応計画の策定ガイドライ

ンにおいては、次のような内容で事前避難対象地域の設

定の考え方が記載されている。まず、岐阜県のガイドラ

イン（岐阜県 2020）は、県の地域特性を踏まえて山間
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ており、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発

表された際に、土砂災害特別警戒区域に居住する住民に

対して事前の避難を促すこととしている。また、後発地

震発生に伴う堤防沈下によって河川水の越流により 30

㎝以上の浸水が 30 分以内に生じることが想定される地

域に居住する避難行動要支援者に対しても、事前の避難

を開始するよう促すこととされている。これらはいずれ

も国のガイドラインには規定されていない事項である。

愛知県のガイドライン（愛知県防災安全局 2020）も、

木曽三川下流・西三河南部・東三河南部に広がる海抜ゼ

ロメートル地帯における災害リスクを考慮し、地震動に

伴う堤防沈下等の影響によって 30 ㎝以上の浸水が地震

発生から 30分以内に生じる地域を、南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震警戒）が発表された際の事前避難の検討

対象とすることとしている。さらに、香川県のガイドラ

イン（香川県危機管理総局危機管理課 2021）において

も、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）の場合の

対応として、津波に限らず堤防崩壊等により 30cm 以上

の浸水が 30分以内に生じる地域を「高齢者等事前避難対

象地域」とし、大津波警報・津波警報・津波注意報が解

除された後、同地域に対して、「高齢者等避難」を発令し、

要配慮者については避難を継続することとしている。な

お、愛知県や香川県のガイドラインにおいては、岐阜県

のような土砂災害を想定した措置については規定されて

いない。 

 これらの県ガイドラインの影響をみるため、本設問で

「上記以外の基準で『事前避難対象地域』を設定してい

る」と回答した市町村の所属する都府県を確認したとこ

ろ、土砂災害を考慮している市町村や津波以外での浸水

を考慮している市町村は、上記の岐阜県・愛知県・香川

県以外の都府県内にも存在した。また、これ以外の市町

村独自の事前避難対象地域の設定例としては、いずれも

1 自治体ずつではあるものの、国のガイドラインより余

裕をみて 30 センチ以上の浸水が「60 分以内」に発生す

る地域を事前避難の検討対象にした例、老朽ため池下流

の浸水危険地域を考慮した例、液状化による避難困難を

考慮した例も存在していた。以上より、各基礎自治体単

位において地域特性等を踏まえた事前避難対象地域の設

定がなされている場合があることがわかる。これらの知

見は、他自治体にとっても、事前避難対象地域の検討や

改善において参考になるものではないかと思われる。ま

た、静岡県においては、昼と夜とで事前避難の対象とな

る地域・住民の設定を変えることを可としたり（健常者

は夜間のみ事前避難を行う等）、福祉施設や医療施設等に

おいて、安全が確保される場合は浸水しない上層階への

垂直避難も事前避難として可としたり、といった点での

詳細な運用もなされている（静岡県危機管理部 2020） 

ことを付言しておく。 

 

表-4 警戒と注意の場合分けの有無と市町村 3区分との 

関係 

 
 区分① 区分② 区分③ 総計 

場合分けあり 64 44 132 240 

場合分けなし 18 27 88 133 

総計 82 71 220 373 

 

 

（３）巨大地震警戒の場合と巨大地震注意の場合の違い 

 国のガイドラインにおいては、南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒）の場合には明らかにリスクが高い事

項については社会全体としてそれを回避する防災対応を

取るとされている一方で、南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）の場合には日頃からの地震への備えを再確

認する等を中心とした防災対応を取ることとされている。

本節では、これらのことが各自治体によってどのように

解釈され、対応計画にあらわれているのかを検討する。 

 先述のように、本調査では「南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震警戒）」の場合と「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）」の場合とを分けて対応計画を作成している

かを尋ねている。この設問への回答結果を表-4 に示す。 

 市町村３区分とこの場合分けの有無には関連があり

（χ2(2) = 8.697、p < .05）、区分①の市町村では場合分け

ありが有意に多く、区分③の市町村では区分①と区分②

の市町村に比べて場合分けなしの比率が有意に高い。こ

れは、津波等のリスクが高い区分①の市町村においては

「明らかにリスクが高い事項を回避」するための巨大地

震警戒の対応を十分に検討する必要がある一方で、そう

ではない市町村においては巨大地震警戒の場合も巨大地

震注意の場合も「日頃からの地震への備えを再確認」す

ることが対応の中心となるため、場合分けして対応計画

を作成する必要性が大きくないことを反映しているもの

と考えられる。 

 次に、「場合分けあり」の自治体において、警戒の場合

と注意の場合の「書き分け」を行っているか、すなわち、

警戒の場合と注意の場合とで、項目の記載有無を変更し

ているかどうかに注目しよう。警戒の場合と注意の場合

の記載パターンには、次の 4つが存在する。すなわち、

警戒の場合と注意の場合の、ある項目の記載の有無を[警

戒の場合の記載有無・注意の場合の記載有無]と表記する

こととしたとき、パターンA：[あり・あり]、パターンB：

[あり・なし]、パターンC：[なし・あり]、パターンD：

[なし・なし]の４つが存在する。本調査で尋ねた 26項目

について、上記の各パターンに該当する自治体数を表-5

にまとめた。 

 警戒の場合と注意の場合とで「書き分け」を行ってい

るのはパターンＢとパターンＣである。表-5を概観する

と、警戒と注意の少なくともいずれかの場合に記載があ

るパターンA、パターンB、パターンCを比較したとき、 
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ており、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）が発

表された際に、土砂災害特別警戒区域に居住する住民に

対して事前の避難を促すこととしている。また、後発地

震発生に伴う堤防沈下によって河川水の越流により 30

㎝以上の浸水が 30 分以内に生じることが想定される地

域に居住する避難行動要支援者に対しても、事前の避難

を開始するよう促すこととされている。これらはいずれ

も国のガイドラインには規定されていない事項である。

愛知県のガイドライン（愛知県防災安全局 2020）も、

木曽三川下流・西三河南部・東三河南部に広がる海抜ゼ

ロメートル地帯における災害リスクを考慮し、地震動に

伴う堤防沈下等の影響によって 30 ㎝以上の浸水が地震

発生から 30分以内に生じる地域を、南海トラフ地震臨時

情報（巨大地震警戒）が発表された際の事前避難の検討

対象とすることとしている。さらに、香川県のガイドラ

イン（香川県危機管理総局危機管理課 2021）において

も、南海トラフ地震臨時情報（巨大地震警戒）の場合の

対応として、津波に限らず堤防崩壊等により 30cm 以上

の浸水が 30分以内に生じる地域を「高齢者等事前避難対

象地域」とし、大津波警報・津波警報・津波注意報が解

除された後、同地域に対して、「高齢者等避難」を発令し、

要配慮者については避難を継続することとしている。な

お、愛知県や香川県のガイドラインにおいては、岐阜県

のような土砂災害を想定した措置については規定されて

いない。 

 これらの県ガイドラインの影響をみるため、本設問で

「上記以外の基準で『事前避難対象地域』を設定してい

る」と回答した市町村の所属する都府県を確認したとこ

ろ、土砂災害を考慮している市町村や津波以外での浸水

を考慮している市町村は、上記の岐阜県・愛知県・香川

県以外の都府県内にも存在した。また、これ以外の市町

村独自の事前避難対象地域の設定例としては、いずれも

1 自治体ずつではあるものの、国のガイドラインより余

裕をみて 30 センチ以上の浸水が「60 分以内」に発生す

る地域を事前避難の検討対象にした例、老朽ため池下流

の浸水危険地域を考慮した例、液状化による避難困難を

考慮した例も存在していた。以上より、各基礎自治体単

位において地域特性等を踏まえた事前避難対象地域の設

定がなされている場合があることがわかる。これらの知

見は、他自治体にとっても、事前避難対象地域の検討や

改善において参考になるものではないかと思われる。ま

た、静岡県においては、昼と夜とで事前避難の対象とな

る地域・住民の設定を変えることを可としたり（健常者

は夜間のみ事前避難を行う等）、福祉施設や医療施設等に

おいて、安全が確保される場合は浸水しない上層階への

垂直避難も事前避難として可としたり、といった点での

詳細な運用もなされている（静岡県危機管理部 2020） 

ことを付言しておく。 

 

表-4 警戒と注意の場合分けの有無と市町村 3区分との 

関係 

 
 区分① 区分② 区分③ 総計 

場合分けあり 64 44 132 240 

場合分けなし 18 27 88 133 

総計 82 71 220 373 

 

 

（３）巨大地震警戒の場合と巨大地震注意の場合の違い 

 国のガイドラインにおいては、南海トラフ地震臨時情

報（巨大地震警戒）の場合には明らかにリスクが高い事

項については社会全体としてそれを回避する防災対応を

取るとされている一方で、南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）の場合には日頃からの地震への備えを再確

認する等を中心とした防災対応を取ることとされている。

本節では、これらのことが各自治体によってどのように

解釈され、対応計画にあらわれているのかを検討する。 

 先述のように、本調査では「南海トラフ地震臨時情報

（巨大地震警戒）」の場合と「南海トラフ地震臨時情報（巨

大地震注意）」の場合とを分けて対応計画を作成している

かを尋ねている。この設問への回答結果を表-4 に示す。 

 市町村３区分とこの場合分けの有無には関連があり

（χ2(2) = 8.697、p < .05）、区分①の市町村では場合分け

ありが有意に多く、区分③の市町村では区分①と区分②

の市町村に比べて場合分けなしの比率が有意に高い。こ

れは、津波等のリスクが高い区分①の市町村においては

「明らかにリスクが高い事項を回避」するための巨大地

震警戒の対応を十分に検討する必要がある一方で、そう

ではない市町村においては巨大地震警戒の場合も巨大地

震注意の場合も「日頃からの地震への備えを再確認」す

ることが対応の中心となるため、場合分けして対応計画

を作成する必要性が大きくないことを反映しているもの

と考えられる。 

 次に、「場合分けあり」の自治体において、警戒の場合

と注意の場合の「書き分け」を行っているか、すなわち、

警戒の場合と注意の場合とで、項目の記載有無を変更し

ているかどうかに注目しよう。警戒の場合と注意の場合

の記載パターンには、次の 4つが存在する。すなわち、

警戒の場合と注意の場合の、ある項目の記載の有無を[警

戒の場合の記載有無・注意の場合の記載有無]と表記する

こととしたとき、パターンA：[あり・あり]、パターンB：

[あり・なし]、パターンC：[なし・あり]、パターンD：

[なし・なし]の４つが存在する。本調査で尋ねた 26項目

について、上記の各パターンに該当する自治体数を表-5

にまとめた。 

 警戒の場合と注意の場合とで「書き分け」を行ってい

るのはパターンＢとパターンＣである。表-5を概観する

と、警戒と注意の少なくともいずれかの場合に記載があ

るパターンA、パターンB、パターンCを比較したとき、 

表-5 警戒の場合と注意の場合との記載パターンの分布 

 
項目No. パターンA パターンB パターンC パターンD 

1 37 50 1 168 

2 27 58 3 168 

3 34 69 2 151 

4 96 31 6 123 

5 27 22 0 207 

6 129 18 11 98 

7 89 15 3 149 

8 93 15 0 148 

9 48 6 1 201 

10 49 8 2 197 

11 69 19 3 165 

12 102 26 1 127 

13 68 14 2 172 

14 47 24 2 183 

15 74 15 0 167 

16 40 23 1 192 

17 58 39 1 158 

18 33 24 2 197 

19 119 19 2 116 

20 143 42 2 69 

21 4 1 0 251 

22 36 4 0 216 

23 12 14 0 230 

24 19 1 0 236 

25 8 1 1 246 

26 48 4 0 204 

※「項目No.」は、表-1で使用した各項目のNo.と対応している 

 

概ね該当数がパターンA＞パターンB＞パターンCとな

っていることが見てとれる。ただし、パターン A＜パタ

ーンBとなっている項目もいくつか存在している。それ

らは、「『避難指示』の発令に関する記載（No.1。以下も

同様に、表-5中の項目No.を括弧内に記載した。）」「『高

齢者等避難』の発令に関する記載（No.2）」「事前避難し

た住民の避難所運営の支援に関する記載（No.3）」「耐震

性の低い道路や橋、建物の使用の停止に関する記載

（No.23）」である。巨大地震警戒の場合に特に求められ

ている、明らかにリスクが高い事項を回避する防災対応

として、これらの記載がなされていると考えることがで

きる。 

次に、各項目を記載している市町村における、書き分 

けの有無と市町村３区分との関連の有無を確認するため、

「パターンＡの該当数」ならびに「パターンＢの該当数

とパターンＣの該当数の和」と、市町村３区分とのクロ

ス表においてカイ二乗検定（または期待度数の値に応じ

てフィッシャーの正確確率検定）ならびに残差分析を実

施した。その結果、「『高齢者等避難』の発令に関する記

載（No.2）」のみにおいて、市町村 3区分と書き分けの有

無との関連がみられ（χ2(2) = 6.263、p < .05）、区分①の

市町村において「パターンＢの該当数とパターンＣの該

当数の和（＝書き分けあり）」が有意に多かった。（なお、

フィッシャーの正確確率検定でp < .05となった項目はな

かった。）これは、津波リスクが相対的に大きな区分①の

市町村では、警戒と注意のいずれか一方の場合にのみに

おいて「高齢者等避難」の発令を記載している傾向があ

るということであり、これらの市町村が避難において特

に配慮が必要な高齢者等について後発地震発生の可能性

の大小を考慮しながら段階的な対応を行おうとしている

ことを示唆していると考えられる。なお、既に述べたよ

うに、パターンCは巨大地震注意の場合にのみ記載があ

り、巨大地震警戒の場合には記載がないというパターン

である。ここで、「高齢者等避難」の発令に関する記載が

パターン Cの 3自治体について、「避難指示」の発令に

関する記載（No.1）のパターンを確認したところ、いず

れの自治体もパターン B（巨大地震警戒の場合のみ記載

あり）であった。このことから、これらの 3自治体では、

巨大地震警戒の場合は「避難指示」、巨大地震注意の場合

は「高齢者等避難」という形で、対応の場合分けを行っ

ていると考えられる。 

 

４．考察とまとめ 

前章までで得られた知見をまとめよう。本研究では、

自治体における対応計画に関して、①自治体単位での記

載項目の違い、②事前避難対象地域の設定基準の違い、

③警戒と注意の「書き分け」の仕方の違い、という 3つ

の観点から対応計画の内容を分析してきた。自治体の対

応計画は、記載項目の多寡が自治体によって異なるほか、

区分①の市町村では巨大地震注意の場合における「『避難

指示』の発令に関する記載」「『高齢者等避難』の発令に

関する記載」が存在する傾向があり、区分③の市町村で

はこれら 2項目の記載が存在しない傾向があった。また、

事前避難の対象地域の設定については、県ガイドライン

に則って土砂災害や津波以外の浸水を考慮している自治

体が存在するほか、県ガイドラインに規定されていなく

ても土砂災害や津波以外の浸水、また、老朽化した建物

の多さ等を考慮している自治体が存在した。巨大地震警

戒の場合と巨大地震注意の場合を比較すると、避難に関

連する項目等は巨大地震警戒の場合のみに記載されてい
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齢者等避難」の発令に関して、警戒の場合と注意の場合
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 以上を踏まえて、本研究で得られた自治体の対応計画

における自治体間の、違いの有無ならびに様態に関する

知見についてまとめたい。まず、記載内容に多寡がみら

れたことから、対応計画の多様性が一定程度存在してい

る。記載内容の全般的な傾向は必ずしも明確ではないも

のの、例外的に、避難に関する項目については、津波の
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リスクが相対的に大きい市町村でより多く記載されてい

る傾向がある。避難に関する規定をより詳細に確認して

いくと、事前避難対象地域の設定においては、国や県の

ガイドラインにおける原則以外の設定方法で地域特性に

応じた設定がなされている場合がある。そして、津波の

リスクが相対的に大きい市町村においては、警戒の場合

と注意の場合それぞれにおける、高齢者等の事前避難の

必要性を見極めたうえでの対応を想定している様子がう

かがえる。現時点における自治体間の対応計画の違いは、

全体としては市町村それぞれの非系統的な違いによるも

のが大きいものの、避難に関する事項に限っては、津波

のリスクが相対的に大きい市町村で詳細な検討がなされ、

その結果を踏まえた記載がなされている傾向にある。一

方、避難以外の項目については、対応計画の多様性に関

する明確な傾向はほぼ見出せず、今後、自治体の境界を

超えて影響が及ぶ事項（たとえば、道路や鉄道など広域

にわたる事項の運用、他自治体からの利用者が多い施設

の運営等）を中心として自治体間の調整を行っていく必

要が存在している可能性は否定できない。 

本稿の第 1章では、「対応計画が自治体によってどのよ

うに異なるのか、もしくは、同じなのかを予め把握して

おくことは各自治体の対応行動を社会で共有することに

つながり、社会的混乱の抑制に貢献するものと考えられ

る」と述べた。この観点から、特に避難に関する対応計

画が（市町村での事前検討の結果として）自治体間で異

なっており、それに基づく実際の対応行動も自治体間で

異なる可能性があることを、臨時情報が発表された際の

社会的状況に関する想定のなかに織り込んでおく必要が

あると思われる。このように考えたとき、南海トラフ地

震臨時情報が実際に発表された場合の当座の社会的混乱

を防止するために国レベルで重要と思われることは、自

治体ごとに対応が異なるという事実について、その背景、

理由も含めて、社会に重点的に伝えることではないかと

考えられる。南海トラフ地震臨時情報に関する対応計画

には一定の多様性が存在しているため、実際の自治体の

対応行動にも多様性が生じることが見込まれる。日本に

おける新型コロナウイルス感染症の流行初期の対応にお

いては、特に流行が始まった 2020年 3月や 4月ごろにお

いて、県境をまたぐ移動の自粛要請や外出自粛要請とい

った対応行動が各都道府県レベルで別個に実施され、要

請に従わない市民への、市民による攻撃的行為（「自粛警

察」と呼称された）もみられるといった社会的混乱が生

じた（松原 2021）。本稿は、南海トラフ地震臨時情報の

発表時に「自粛警察」が出現すると論じようとするもの

ではないものの、この例にも通じるように、自治体ごと

の対応行動が様々であった場合、たとえば高齢者等避難

の発令の有無が近隣の自治体間で異なっているといった

ような場合には、（臨時情報の場合は流行初期の新型コロ

ナウイルス感染症対応とは異なって）実際は対応計画に

基づいた対応行動であるにも関わらず、各自治体が場当

たり的な対応行動をとって社会的混乱が生じている状況

であるととらえられかねない。したがって、南海トラフ

地震臨時情報に関する自治体の対応行動の多様性はあく

まで各自治体において事前検討がなされたうえでの「自

治体の対応計画に基づく多様性」であることを伝え、社

会的混乱の防止を図ることが、国やマスメディアにとっ

ての重要な役割となるのではないかと考えている。 

 なお、本研究の限界としては、対象とした全ての自治

体からは回答が得られていないこと、自治体の対応計画

に記載されている事項がそのまま臨時情報の発表時に自

治体の対応行動として実行されるとは限らないこと、本

調査の結果はあくまで自治体の担当者が著者らの調査票

を解釈して回答した結果であり全ての対応計画の文面そ

のものを確認できているわけではないこと等が挙げられ

る。また、本研究の知見はあくまで調査実施時点のデー

タに基づいたものであり、現在対応計画を策定していな

い自治体が、今後新たに計画策定を行うことも想定でき

る。現在存在する対応計画も、今後の社会情勢の変化や

訓練等を踏まえて改訂されていくことが見込まれる。現

に、住民やマスメディア関係者を対象に臨時情報に関す

る訓練を行った既往研究（たとえば、大谷ら（2022）や

岡田ら（2022）、Sugiyama & Yamori(2022)など）も存在し

ており、今後、これらを通じて得られた知見も踏まえな

がら対応計画が改善されていくと思われる。以上を踏ま

えつつ、今後も継続的に社会全体として南海トラフ地震

臨時情報に関する対応を検討し改善を図っていくことが

必要であると考えている。 

 

謝辞：調査にご協力いただきました自治体の皆様に厚く

御礼申し上げます。なお、本研究は米日財団ならびに

JSPS外国人研究者招へい事業（長期）の助成を受けてい

ます。 
 

参照文献 
愛知県防災安全局（2020）南海トラフ地震臨時情報発表時にお

ける防災対応の内「巨大地震警戒時の事前避難」の検討手

引き, https://www.pref.aichi.jp/uploaded/life/343988_1399115_

misc.pdf. （参照年月日：2023.6.26）  

岐阜県（2020）南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応指針,

 https://www.pref.gifu.lg.jp/uploaded/attachment/280508.pdf.（参

照年月日：2023.4.30） 

Goltz, J. D., Yamori, K., Shiroshita, H., Sugiyama, T., Matsubara,

 Y., & Nakayachi, K. (2023) Operational Earthquake Forec

asting in Japan: A Study of Municipal Government Planning

 for an Earthquake Advisory or Warning in the Nankai Reg

ion (A Report to the US-Japan Foundation and the Japan S

ociety for the Promotion of Science). 

Hirano, K., Fukushima, Y., Maruya, H., Kido, M., & Sugiura, M.

 (2023) The Anticipated Nankai Trough Earthquake and Tsu

nami in Japan: Determinant Factors of Residents’ Pre-Event 

災害情報　No.22-1  202442



リスクが相対的に大きい市町村でより多く記載されてい

る傾向がある。避難に関する規定をより詳細に確認して

いくと、事前避難対象地域の設定においては、国や県の

ガイドラインにおける原則以外の設定方法で地域特性に

応じた設定がなされている場合がある。そして、津波の

リスクが相対的に大きい市町村においては、警戒の場合

と注意の場合それぞれにおける、高齢者等の事前避難の

必要性を見極めたうえでの対応を想定している様子がう

かがえる。現時点における自治体間の対応計画の違いは、

全体としては市町村それぞれの非系統的な違いによるも

のが大きいものの、避難に関する事項に限っては、津波

のリスクが相対的に大きい市町村で詳細な検討がなされ、

その結果を踏まえた記載がなされている傾向にある。一

方、避難以外の項目については、対応計画の多様性に関

する明確な傾向はほぼ見出せず、今後、自治体の境界を

超えて影響が及ぶ事項（たとえば、道路や鉄道など広域

にわたる事項の運用、他自治体からの利用者が多い施設

の運営等）を中心として自治体間の調整を行っていく必

要が存在している可能性は否定できない。 

本稿の第 1章では、「対応計画が自治体によってどのよ

うに異なるのか、もしくは、同じなのかを予め把握して

おくことは各自治体の対応行動を社会で共有することに

つながり、社会的混乱の抑制に貢献するものと考えられ

る」と述べた。この観点から、特に避難に関する対応計

画が（市町村での事前検討の結果として）自治体間で異

なっており、それに基づく実際の対応行動も自治体間で

異なる可能性があることを、臨時情報が発表された際の

社会的状況に関する想定のなかに織り込んでおく必要が

あると思われる。このように考えたとき、南海トラフ地

震臨時情報が実際に発表された場合の当座の社会的混乱

を防止するために国レベルで重要と思われることは、自

治体ごとに対応が異なるという事実について、その背景、

理由も含めて、社会に重点的に伝えることではないかと

考えられる。南海トラフ地震臨時情報に関する対応計画

には一定の多様性が存在しているため、実際の自治体の

対応行動にも多様性が生じることが見込まれる。日本に

おける新型コロナウイルス感染症の流行初期の対応にお

いては、特に流行が始まった 2020年 3月や 4月ごろにお

いて、県境をまたぐ移動の自粛要請や外出自粛要請とい

った対応行動が各都道府県レベルで別個に実施され、要

請に従わない市民への、市民による攻撃的行為（「自粛警

察」と呼称された）もみられるといった社会的混乱が生

じた（松原 2021）。本稿は、南海トラフ地震臨時情報の

発表時に「自粛警察」が出現すると論じようとするもの

ではないものの、この例にも通じるように、自治体ごと

の対応行動が様々であった場合、たとえば高齢者等避難

の発令の有無が近隣の自治体間で異なっているといった

ような場合には、（臨時情報の場合は流行初期の新型コロ

ナウイルス感染症対応とは異なって）実際は対応計画に

基づいた対応行動であるにも関わらず、各自治体が場当

たり的な対応行動をとって社会的混乱が生じている状況

であるととらえられかねない。したがって、南海トラフ

地震臨時情報に関する自治体の対応行動の多様性はあく

まで各自治体において事前検討がなされたうえでの「自

治体の対応計画に基づく多様性」であることを伝え、社

会的混乱の防止を図ることが、国やマスメディアにとっ

ての重要な役割となるのではないかと考えている。 

 なお、本研究の限界としては、対象とした全ての自治

体からは回答が得られていないこと、自治体の対応計画

に記載されている事項がそのまま臨時情報の発表時に自

治体の対応行動として実行されるとは限らないこと、本

調査の結果はあくまで自治体の担当者が著者らの調査票

を解釈して回答した結果であり全ての対応計画の文面そ

のものを確認できているわけではないこと等が挙げられ

る。また、本研究の知見はあくまで調査実施時点のデー

タに基づいたものであり、現在対応計画を策定していな

い自治体が、今後新たに計画策定を行うことも想定でき

る。現在存在する対応計画も、今後の社会情勢の変化や

訓練等を踏まえて改訂されていくことが見込まれる。現

に、住民やマスメディア関係者を対象に臨時情報に関す

る訓練を行った既往研究（たとえば、大谷ら（2022）や

岡田ら（2022）、Sugiyama & Yamori(2022)など）も存在し

ており、今後、これらを通じて得られた知見も踏まえな

がら対応計画が改善されていくと思われる。以上を踏ま

えつつ、今後も継続的に社会全体として南海トラフ地震

臨時情報に関する対応を検討し改善を図っていくことが

必要であると考えている。 

 

謝辞：調査にご協力いただきました自治体の皆様に厚く

御礼申し上げます。なお、本研究は米日財団ならびに

JSPS外国人研究者招へい事業（長期）の助成を受けてい

ます。 
 

参照文献 

愛知県防災安全局（2020）南海トラフ地震臨時情報発表時にお

ける防災対応の内「巨大地震警戒時の事前避難」の検討手

引き, https://www.pref.aichi.jp/uploaded/life/343988_1399115_

misc.pdf. （参照年月日：2023.6.26）  

岐阜県（2020）南海トラフ地震臨時情報発表時の防災対応指針,

 https://www.pref.gifu.lg.jp/uploaded/attachment/280508.pdf.（参

照年月日：2023.4.30） 

Goltz, J. D., Yamori, K., Shiroshita, H., Sugiyama, T., Matsubara,

 Y., & Nakayachi, K. (2023) Operational Earthquake Forec

asting in Japan: A Study of Municipal Government Planning

 for an Earthquake Advisory or Warning in the Nankai Reg

ion (A Report to the US-Japan Foundation and the Japan S

ociety for the Promotion of Science). 

Hirano, K., Fukushima, Y., Maruya, H., Kido, M., & Sugiura, M.

 (2023) The Anticipated Nankai Trough Earthquake and Tsu

nami in Japan: Determinant Factors of Residents’ Pre-Event 

Evacuation Intentions, Journal of Disaster Research, 18(3), p

p.233-245. 

香川県危機管理総局危機管理課（2021）南海トラフ地震臨時情

報発表時の香川県内における防災対応方針（令和 3年 5月

一部改定）, https://www.pref.kagawa.lg.jp/documents/3824/taio

uhoushin.pdf.（参照年月日：2023.5.27） 

気象庁（2022）「北海道・三陸沖後発地震注意情報」について, h

ttps://www.data.jma.go.jp/eqev/data/nceq/info_guide.html.（参照

年月日：2023.4.30） 

共同通信社（2022）南海トラフ臨時情報、理解進まず 7割超、

139 市町村調査, https://nordot.app/936592042577133568.（参

照年月日：2023.2.12） 

松原悠（2021）新型コロナウイルス感染症の流行に伴う「自粛

警察」についての一考察 : 言説空間の変容に注目して, 災

害と共生, 5(1), pp.13-27. 

内閣府（2022）南海トラフ地震防災対策推進基本計画の変更（令

和元年５月）を踏まえた南海トラフ地震防災対策推進計画

の変更状況等について（令和４年４月１日時点）, https://w

ww.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/nankai_henkou_r404.pdf.（参

照年月日：2023.5.27） 

内閣府・気象庁（2019）リーフレット「南海トラフ地震 -その

時の備え-」, https://www.jma.go.jp/jma/kishou/books/nteq/leafl

et_nteq.pdf.（参照年月日：2023.6.5）  

内閣府ホームページ（2014）「南海トラフ地震防災対策推進地域」

及び「南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域」の指定

基準について, https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/nanka

itrough_chizu.pdf.（参照年月日：2023.6.20） 

内閣府（防災担当）（2021）南海トラフ地震の多様な発生形態に

備えた防災対応検討ガイドライン【第１版】（令和3年5月

一部改定）, https://www.bousai.go.jp/jishin/nankai/pdf/honbun_

guideline2.pdf.（参照年月日：2023.5.27） 

南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応検討ワーキンググル

ープ（2018）南海トラフ沿いの異常な現象への防災対応の

あり方について（報告）, https://www.bousai.go.jp/jishin/nank

ai/taio_wg/pdf/h301225honbun.pdf.（参照年月日：2023.5.27） 

NHK（2022）「南海トラフ地震臨時情報」に関する自治体アンケ

ート, https://www3.nhk.or.jp/news/special/saigai/select-news/20

220307_01.html.（参照年月日：2023.2.12） 

岡田恵実・高橋拓也・荒木裕子・新井伸夫・平山修久（2022）

南海トラフ地震臨時情報を住民と一緒に考える勉強会の実

践, 地域安全学会梗概集, 50, pp.237-240. 

大谷竜・入江さやか・中鉢奈津子・福島洋・横田崇・堀高峰・橋

本徹夫・林能成・隈本邦彦・岩田孝仁・谷原和憲・兵藤守・

橋本学（2022）南海トラフ地震情報の報道における論点の

抽出を目的としたワークショップの試み—「西半割れ」ケー

ス—, 日本地震工学会論文集, 22(2), pp.2_88-2_108. 

下山利浩・福山由朗・鈴木翔太・岩村公太（2021）南海トラフ

地震臨時情報の提供開始, 験震時報, 85(2), pp.1-22. 

静岡県危機管理部（2020）南海トラフ地震の多様な発生形態に

備えた防災対応検討静岡県版ガイドライン, https://www.pre

f.shizuoka.jp/bosaikinkyu/sonae/earthquake/nankaitorafu/103540

6.html.（参照年月日：2023.4.30） 

消防庁（2019）南海トラフ地震防災対策推進計画作成例等の送

付について（通知）, https://www.fdma.go.jp/laws/tutatsu/item

s/190731_bousai_64.pdf.（参照年月日：2023.5.27） 

Sugiyama, T., & Yamori, K. (2022) Analysis of Regional Respo

nse and Development of Disaster Prevention Teaching Mater

ials for “Nankai Trough Earthquake Extra Information”, Jour

nal of Integrated Disaster Risk Management, 12(1), pp.24-38. 

徳島県（2018）徳島県南海トラフ沿いの異常な現象への防災対

応方針, https://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2020012300095/fil

es/taiouhoushin.pdf.（参照年月日：2023.5.27） 

徳島県教育委員会（2020）「南海トラフ地震臨時情報」発表時の

学校における対応方針（令和２年３月一部改定）, https://an

shin.pref.tokushima.jp/docs/2020012300095/files/gakkoutaiouho

ushinR2.pdf.（参照年月日：2023.5.27） 

安本真也・石濱陵・森野周・関谷直也（2020）「南海トラフ地震

に関連する情報」に対する住民の反応, 災害情報, 18(1), pp.

95-105. 

（原稿受付 2023.6.30) 

（登載決定 2023.11.10）

災害情報　No.22-1  2024 43



 

Diversity in Local Government Plans for Response to “Nankai 

Trough Earthquake Extra Information” 
 

 

Yu MATSUBARA１・James D. GOLTZ２・Katsuya YAMORI３ 

・Hideyuki SHIROSHITA４・Takashi SUGIYAMA５・Kazuya NAKAYACHI６ 
  
１Data Science and AI Innovation Research Promotion Center, Shiga University 
（yu-matsubara@biwako.shiga-u.ac.jp） 
２Disaster Prevention Research Institute, Kyoto University（jamesgoltz@gmail.com） 
３Disaster Prevention Research Institute, Kyoto University（yamori@drs.dpri.kyoto-u.ac.jp） 
４Faculty of Social Safety Sciences, Kansai University（hideyuki@kansai-u.ac.jp） 
５Faculty of Human-Environment Studies, Kyushu University（sugyiama.takashi.294@m.kyushu-u.ac.jp） 
６Faculty of Psychology, Doshisha University（knakayac@mail.doshisha.ac.jp） 

 

 

ABSTRACT 
 

In 2019, the Japanese government revised the Basic Plan to Promote Nankai Trough Earthquake Measures by 

adding a special alerting component. Local governments in the Nankai region are now formulating plans to respond 

to “Nankai Trough Earthquake Extra Information” meaning that seismic activity has increased the short-term 

probability of a large possibly tsunami-genic earthquake. In this study, we will reveal the current status of local 

governments planning. We conducted a survey of all municipalities designated as high hazard areas (29 prefectures 

and 707 municipalities) asking whether they have response plans and their contents. The results showed that the 

response plans varied from municipality to municipality in terms of numbers of response actions included in the plan, 

and that items related to evacuation tended to be included more in municipalities in the designated tsunami high hazard 

areas, and that the setting of “proactive evacuation area” was devised in accordance with regional characteristics such 

as lowland area or mountainous area etc. In addition, municipalities in the designated tsunami high hazard areas tend 

to issue "evacuation of vulnerable people" only in the case of either the Nankai Trough Earthquake Extra Information 

(Megathrust Earthquake Alert; also translated as Major Earthquake Warning) or the Nankai Trough Earthquake Extra 

Information (Megathrust Earthquake Attention; also translated as Major Earthquake Advisory). These findings on the 

diversity of response plans are important for increasing visibility and transparency and reducing uncertainty in people’s 

expectations of local government response actions. Since some people may view the diversity of response actions as 

disorder and lack of a uniform response, the national government and mass media should play a role in publicizing 

that the diversity must be seen as reflecting the diverse conditions and unique issues that prevail at the local level. 
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和文要約 

 

本研究は、既往研究では開発されてこなかった防災教育ツールとして、3D都市データ化が遅れて

いる離島内の広範囲を扱う AR コンテンツの開発及び評価実験を行うことで、AR による現実世界

での災害リスク対処の疑似体験が災害リスクの内容理解に与える影響やその有用性を明らかにする

ことを目的としている。その背景には、正常性バイアスの問題、xR技術を用いた防災教育ツールの

開発可能性、都市 3D マップサービスに頼らない、地方での簡便な開発プロセスの検討が必要とさ

れている点が挙げられる。 

本研究において、xR技術と既往研究について整理した知見を踏まえ、ARアプリ開発とその評価

実験を行った結果、大規模範囲を扱う AR コンテンツの開発の可能性、そして開発アプリには正常

性バイアスの是正に効果があるなどの有用性が示唆された。今後の展望として、より多くの被験者

での効果検証が必要であると共に、安定的な運用に課題はあるものの、避難行動分析への活用可能

性や、没入型ARデバイスを用いた限りなく現実に近い疑似避難体験の提供可能性が期待される。 

 

 
キーワード：AR、ハザードマップ、特徴点位置合わせ、災害教育ツール、避難シミュレータ 

 

 

１．はじめに 

（１）研究の背景と目的 

自然災害による被害を最小限に留めるには、災害発生

時の適切な避難行動が求められる。そのために予測され

ている災害リスクを正しく理解しておくことがまずは必

要である。さらには、正常性バイアスを排し、我々の想

定を超える災害が発生する可能性にも配慮しておくこと

も重要となろう。 

事前の災害リスク理解を支援する防災教育ツールの開

発はその一助となる。近年ではデジタル技術が急速に進

化しており、防災教育ツール開発に関しても xR 技術を

利用したものの発展がめざましく、中でも一人称視点で

災害を疑似体験できるツールは防災学習に効果が高いも

のとして期待されている。また、開発を促進するための

環境として、国土交通省が牽引する PLATEU1)など、3D

形状の都市モデルの整備が目覚ましく、その活用法に関

する研究が進められているが、一方で 3D データ化に地

域格差が発生している課題がある。3Dデータ化が遅れて

いる地域として、過疎化や高齢化が進む地方や離島が挙

げられる。 

齋藤(2018)は、防災教育の目的とデジタル支援ツール

の組み合わせを概観したうえで、４段階の目的（自然現

象などのハザードを知る・地域のハザードを知る・リス

ク対処を検討する・リスク対処を疑似体験する）と 2種

のデジタル技術（位置情報に関するデジタルツール・現

実感に関するデジタルツール）の組み合わせに整理され

るとした。その組み合わせを図化し、本研究と関連する

近年の AR開発コンテンツの主たる試みを取り上げ、目

的とツール種別、対象エリアの情報データ基盤整備特性
2)の観点からプロットしたものが図-1である。まず位置情

報に関するデジタルツールと現実感に関するデジタルツ

ールを複合的に活用したものに、東京大学生産技術研究

所加藤孝明研究室(2014)、ウェザーニュース(2020)、四日

市市防災情報 (2023) がある。これらは主として地域の
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ハザードを知る領域に該当し、位置情報を用いたハザー

ドマップ機能に加え、浸水高さを現実感のある CGを用

いて表現した ARコンテンツだが、場所対応のモデルが

必要な土砂災害等のCGは用いられていない。 

次に、リスク対処の疑似体験領域に該当するものとし

て、上杉ら(2023)、板宮ら(2018) 、孫ら(2017) が挙げられ

る。上杉ら(2023)は、クイズ形式で該当箇所の災害リスク

が学べる災害対応ゲームに該当し、地域のハザードを知

ることからリスク対処の疑似体験までをカバーしている

といえる。位置情報技術を活用した防災教育に加え、各

端末の移動ログから閲覧状況の可視化も実現している。

しかし、現実感のある CG は用いられていない。孫ら

(2017)、板宮ら(2018)は防災訓練を目的としてツール開発

を行っている。孫ら(2017)は位置情報技術を活用し、広範

囲における津波避難の疑似体験を提供し、個別の避難履

歴分析機能も実装されているが、現実感のある CG表現

はない。一方、板宮ら(2018)は現実感のあるCG表現を没

入型デバイスで提供するが、建物内の火災や一律の浸水

表現に留まっており、地域を通した広範囲での実装には

至っていない。 

また、田中ら(2020)による VR 開発事例はリスク対処

の疑似体験領域に該当し、CG 表現により臨場感のある

避難体験の提供に加え、行動履歴記録を用いて地下街全

体を通した避難行動分析の活用可能性を示唆している。 

 
図-1 既往コンテンツの整理と本研究の位置づけ 

 

しかし、利用技術の制約から、「リスク対処を疑似体験す

る」の領域における位置情報に関するデジタル技術と現

実感に関するデジタルツールの両者を用い、田中ら

(2020)と同様の効果をもたらしうる AR 防災教育ツール

開発事例は見当たらない。加えて、これらの既往コンテ

ンツの中に、3D 都市データ化などデジタルツールの開

発に寄与する情報データ基盤が脆弱な地域での開発と活

用を目的としたものはないこともわかる。以上より、情

報データ基盤が脆弱な地域で広範囲における避難の疑似

体験を提供するAR コンテンツは独自性があるといえる。 

そこで、本研究は、既往研究では開発されてこなかっ

た種類でかつ地域格差をカバーしうるものとして、さら

に将来的には災害リスクの正しい理解に留まらず、正常

性バイアスを排し、我々の想定を超える災害が発生する

可能性への配慮を促す防災教育ツールへと展開できるよ

うなシステムの開発の端緒として、まずフィールド各所

で予想される災害リスクをその場で視覚的に疑似体験で

きるAR コンテンツの開発とその閲覧経験による正常性

バイアスの是正を含む教育的効果の検証を目的とする。 

 

（２）研究の対象と方法 

研究対象は、福岡県宗像市大島（以下、大島）である。

宗像市(2022)によれば、大島は、地震断層が存在し台風に

よる風水害も頻発する島しょ地域である。災害時には孤

立する危険性が高く、自助・共助が重要となるため、被

災者主体による避難活動を支援する防災教育の必要性が

指摘できる。そのための ARコンテンツの開発では、フ

ィールドが小規模に収まることからツールの試作・実装

が行いやすい。一方で、ツール開発に足る都市の 3D デ

ータサービスが遅れている地域であり、災害リスク管理

の観点から、都市部と同程度のサービス 2)を簡便な工程

で提供するツール開発が必要とされる。 

研究方法の概要を表-1に示す。まず、既存技術の整理

と本研究での開発目標設定を行った後、AR コンテンツ

を開発する。3D データ化が未実施の地域でも、制作環

境・費用・人工の観点から簡便に実装可能にするために、

情報処理を専門としない個人が入手し扱えるスペックと

価格の機器やソフトウェアを用い、実装者 1人（建築系

大学院生）、3 ヶ月（実働 40 日）で開発を行なった。ま

た、開発工程は、再現性があり他地域でも展開可能とな

るよう配慮した。なお、閲覧デバイスは普及性を考慮し、

スマートフォンとした。次いで、開発 ARアプリの評価

実験を行い、GPSを用いた行動軌跡の収集とアンケート

結果の分析を通して開発コンテンツの効果を検証する。 
表-1 研究方法の概要 

 
 

２．既存技術の整理と開発目標の設定 

（１）三次元的ハザード表現に必要な情報の不足 

三次元的に災害ハザードを表現する際に必要となる報

とその課題は以下の大きく 3つがある。 
① ハザード情報 

一般性と簡便性の観点から、全国自治体が提供する典

型的な二次元のハザードマップ及び地域防災計画に示さ
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（１）三次元的ハザード表現に必要な情報の不足 

三次元的に災害ハザードを表現する際に必要となる報

とその課題は以下の大きく 3つがある。 
① ハザード情報 

一般性と簡便性の観点から、全国自治体が提供する典

型的な二次元のハザードマップ及び地域防災計画に示さ

れる災害ハザード情報 3)を利用することを念頭に、ARコ

ンテンツとして災害ハザードを表現する。一般的方法と

しては、ハザードマップに表現されたハザードの二次元

的な範囲と高さ情報で災害オブジェクトの造形を、そし

て時間等の情報で津波到達や土砂災害、倒壊建物といっ

た災害発生のタイミングをそれぞれ定義することとなる。 

津波・水没等は水面高さと時間を調節するのみで表現

できる。なお、津波は地域防災計画等の資料 3)から到達

時刻を利用できる。一方で、土砂は一般的に勾配を持っ
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れた二次元的な発生範囲のみの情報では制作が不可能で
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個人で扱える範囲の機器・ソフトウェ
アを利用して開発

格差の是正が図れる

AR型の避難シュミレータが実現して
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→ AR型の避難シュミレータが実現

特徴点位置合わせ技術を用いる 技術的課題や展望等が考察できる
Unity + VuforiaSDKで開発 開発工程が公開できる

AR型の避難シュミレータの効果が
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→ AR型の避難シュミレータの効果が
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VR実装事例では効果がある可能性
が示唆されている

開発コンテンツを利用し、評価実験を
行う

効果を明らかにし、課題や展望等が
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技術的課題から任意のオブジェクトを
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４．AR避難シミュレータアプリの開発 

（１）実装範囲 

津波や土砂崩れ、建物倒壊などが複数地点で想定され、

指定避難所も立地するエリアで、適切な災害時避難が大

きな課題となる大島フェリーターミナル近傍の島唯一の

住宅密集地約 850 m×800 mを実装範囲とした。（図-2） 

（２）実装工程 

実装工程を図-3、利用した機材とソフトウェアの一覧

を表-4に示す。事前に 3Dスキャン、特徴点検出処理、

災害ハザードモデルの作成を行った後、ゲームエンジン

Unity10)にAR開発プラットフォームVuforia SDK11)を組み

合わせて実装することで、AR アプリが開発できる。な

お、災害ハザードモデルは以下の通りに定義した。 

① イメージ検出 ②平面検出 ③特徴点検出

対
応
関
係

マーカー
↕

オブジェクト

カメラ画像(平面検出)
↕

オブジェクト

カメラ画像(特徴点)
↕

モデル空間(スキャンデータ)
↕

オブジェクト
概
要

事前定義された画像等を用いた
マーカー方式

連続したカメラ画像から平面を検
出することによるマーカーレス方式

カメラ画像と３Dモデルの特徴点検
出によるマーカーレス方式

長
所

・開発が容易
・開発事例が多い

・特定のマーカーを用意する必要
がない
・開発事例が多い

・特定のマーカーを用意する必要が
ない
・特定のオブジェクトを呼び出し可能
・連続的な位置合わせが可能

短
所

・描画ずれが起こる
・オブジェクト毎にマーカーが必要

・特定のオブジェクトを呼び出し不
可能

・3Dスキャンが必要
・開発事例が少ない
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津波は宗像市(2022) 地域防災計画に基づき3段階の高

さ表現 12)を行った。（図-4 左）家屋の倒壊判定は小林ら

(2023)の解析結果を援用し、全壊判定となった 3 棟を表

現した。（図-4中央）土砂災害は、宗像市(2023)ハザード

マップ情報から範囲を定義した。ここで、ハザードマッ

プに加え公開されている国交省資料のみでは高さを定義

できなかったため、がけ崩れ特別警戒区域は三浦ら

(2021)の解析結果をもとに 1.2 m とした 8)。がけ崩れ警戒

区域は参照できる先行研究が見当たらなかったことから、

0.4 m と仮定 13)し作成した。（図-4右） 

   
図-2 実装範囲と主要地点 

 

 
図-3 実装工程 

 
表-4 利用機材とソフトウェア一覧 

製製品品名名 OOSS・・ババーージジョョンン メメーーカカーー カカテテゴゴリリ・・利利用用用用途途

BLK360 G1 2.1.1 Leica社 3Dスキャナ

iPad Air 4 iPadOS 16.1.1 Apple社 スキャン用タブレット

Raytreck R7 windows10 21H2 ドスパラ社 開発・デバッグ用PC 

galaxyS22/S21-5G Android12/13 Samsung社 実験用スマホ

ソソフフトトウウェェアア名名 ババーージジョョンン

マターポート 5.41(iPad OS)
Unity 2021.3.7f1
Vuforia SDK 10.11
Vuforia Area Target Generator 10.10.2
Rhino7 7.25.22326
ARCHICAD26 26.0.0 Graphisoft社

メメーーカカーー

Matterport社
Unity Technologies社
PTC社
PTC社
Robert McNeel & Associates社

 

 

 
図-4 津波（左）、倒壊家屋（中央）、土砂災害（右） 

５．AR 避難シミュレータ実証実験とその効果検証 

AR 避難シミュレータ実証実験とその効果検証調査に

関する一連の工程を表-5に示す。 

表-5 評価実験の実施工程とアンケート内容 

手順１ 事前アンケートの実施
　1.防災リテラシー(災害理解力・いざという時の行動力・災害のわがごと意識)
　2.地理的把握力(予想される災害ハザード・利用避難経路の地図への描き込み)

　3.想定意識(起こり得る災害や被害の規模に関する想定)

手順２ 評価実験の実施
　・ 十分に間隔をあけて、順番にスタート地点を出発。
　・ 要支援者役と被験者の安全管理を兼ねるスタッフと一緒に避難。

手順３ ゴール地点に到着後、事後アンケートを実施。
　1.防災リテラシー(災害理解力・いざという時の行動力・災害のわがごと意識)
　2.地理的把握力(予想される災害ハザード・利用避難経路の地図への描き込み)

　3.想定意識(起こり得る災害や被害の規模に関する想定)
　4.評価アンケート(ARシミュレータの評価・意見・感想)

実

験

日

事

前

日

実施工程

 
 

（１）実証実験の実施内容 

実証実験には、島在住の方々に AR避難シミュレータ

アプリを実装した疑似避難を行ってもらった。詳細を表

-6に示す。年齢層によるリスク対処の違いを比較するた

めに、島民の中から小中学生 9名と、社会人 5名 14)が参

加した。 

表-6 実証実験の参加者と避難想定 

　・大島学園の小中学生9名（6年生2名、7年生7名）
　・社会人5名（30～40歳2名、50～60歳１名、60歳～2名）
　・ アンケート２のシチュエーションと同様の想定で避難を行う。
　・ 避難行動要支援者役は大学生スタッフが行う。

実施内容

参加者

避難
想定  

 

実験では、津波が発生する恐れのある地震発生直後、

フェリーターミナルをスタート地点として、避難行動要

支援者 15)とともに、指定避難所である大島コミュニティ

センターと大島学園のいずれかへ避難してもらう想定と

した。そのため、段差が無く舗装されている道路のみを

利用することを制約条件とした。（図-2）小中学生は、十

分に間隔を開けて実施した。なお、他の被験者と遭遇す

ることがあってもスマホ画面に映った CGをもとに、あ

くまで自分の意志で判断を行うよう説明を行った上で実

施した。社会人は別日に完全個別で実施した。閲覧機材

は自撮り棒に装着したスマートフォン 16)とした。（図-5） 

 

図-5 評価実験の様子 

 

（２）効果検証のためのアンケート調査内容 

実験前には属性による災害リテラシーの違いを確認す

る。次に、評価実験の前後で、避難に利用する経路の変

化、災害に対する意識の変化を比較する。以上を目的と

し、「アンケート１・２・３」を実験前後で行った。また、

実験後に「アンケート４」を行い、被験者にシミュレー

タの評価や、意見を得ることとした。 

① 「災害リテラシーに関するアンケート」 

本調査は、松川ら(2021)で実施された防災リテラシー
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（２）効果検証のためのアンケート調査内容 

実験前には属性による災害リテラシーの違いを確認す

る。次に、評価実験の前後で、避難に利用する経路の変

化、災害に対する意識の変化を比較する。以上を目的と

し、「アンケート１・２・３」を実験前後で行った。また、

実験後に「アンケート４」を行い、被験者にシミュレー

タの評価や、意見を得ることとした。 

① 「災害リテラシーに関するアンケート」 

本調査は、松川ら(2021)で実施された防災リテラシー

の評価方法を参考 17)に、質問内容及び尺度を作成した。

全設問を表-7に示す。「災害を理解する能力」「いざとい

う時の行動を行う能力」の 2種を測定する調査である。

回答は１「全く〇〇できない」から 4「よく〇〇できる」

の 4尺度とした。 

表-7 災害リテラシーに関するアンケート（設問内容一覧） 

 
 

② 「災害に関する地理的把握アンケート」 

シミュレータ実験の前後で災害ハザード位置の理解と、

利用したい避難経路の変化を測定する調査である。全設

問を表-8に示す。まず、被災のシチュエーションを説明、

次に実験を行う範囲内で津波、家屋の倒壊、がけ崩れを

赤丸で囲んでもらい、最後に被験者が予測したハザード

から総合的に判断して指定避難所 2か所それぞれに避難

する際の経路をなぞってもらう。 

表-8 災害に関する地理的把握アンケート（設問内容一覧） 

 
 

③「災害に関する想定意識アンケート」 

羽鳥(2016)18)で実施された想定意識、メタ想定意識の評

価方法を参考に、質問及び尺度を作成した。全設問を表-

9 に示す。正常性バイアスの回避に必要な、想定外の災

害に対する危機意識を測定するための調査である。 

土砂や津波災害に関連する事象として、1)人的被害、2)

住宅被害、3)ライフライン施設被害、4)土木建造物被害 5)

津波による最大浸水深さ、6)津波による浸水範囲の 6 つ

を採り上げ、それぞれの事象に対する被験者の想定意識

及びメタ想定意識を測定する。各項目においてまず想定

される被害の程度を回答してもらった後、想定した被害

を超える可能性を評価してもらう形式で、前者は想定意

識、後者はメタ想定意識を測る指標に相当する。1)人的被

害を例に挙げると想定意識を測る設問では 1「ほとんど

被害を受けない」から 4「ほとんど被害を受ける」の 4尺

度で、メタ想定意識を測る設問においても 1「全くあり

得ない」から 4「非常にあり得る」の 4尺度とした。 
表-9 災害に関する想定意識アンケート（設問内容一覧） 

 
 

③ 「ARシミュレータに関する評価アンケート」 

本シミュレータの主観的な数値評価と災害のわがごと

意識を測定するための 4 尺度での数値評価を板宮(2018)

と秦ら(2015)を参考に作成した。全設問を表-10 に示す。

なお、本シミュレータの情報量や表現方法が適切か否か、

また被験者が評価実験に取り組む際に着目した事項を確

認するため記述式の設問を独自に作成した。 

表-10  評価アンケート（設問内容一覧） 

 
 

６．実験結果の分析・考察 

（１）防災リテラシー調査結果の概要 

まず、災害に対するリテラシーの自己評価に関して、属 

1 地震が起こると、多くの建物が倒れるおそれがある地区がどこか知っている。
2 被災したとき、宗像市や役場からどんな支援が受けられるかを知っている。
3 被災したとき、宗像市や役場からどんな支援が受けられるかを知っている。
4 わたしの住んでいる地域で過去にどのような災害が起こったか知っている。
5 地震・津波や洪水について十分な知識を持っている。
6 わたしの住んでいる家がどのくらいの大きな地震に耐えられるか知っている。

1 災害時、避難するかしないかの判断が適切にできる。
2 災害時、まわりの人が避難していなくても、自分の判断で避難するかしないか決められる。
3 地震が起こったとき、命を守る行動を、とっさにとれる。
4 災害が発生したとき、スムーズに避難できる。
5 災害時には、まずは、自分の身の安全は自分で守るべきだと思う。

アンケート1 設問内容
（1）災害を理解する能力

（2）いざという時の行動をおこなう能力

あなたが大島港フェリーターミナルにいるときに、地震が起きました。きたる津波に備えて、居合わせ
た要支援者を連れて高台の避難所に逃げなければいけません。地震に伴い、津波に加えて家屋
の倒壊とがけ崩れの発生が考えられます。あなたは、危険な箇所を避けながら避難所を目指す必
要があります。

1 避難に使うと危険だと思う箇所を赤丸で囲んでください。

2 赤丸の場所にはどんな危険が考えられるかを、数字で書いてください。
（①津波　②家屋の倒壊　③がけ崩れ）

3 あなたが大島学園に避難する際、避難経路に利用したいと思う道路を青色の矢印でなぞってくだ
さい。

4 あなたがコミュニティセンターに避難する際、避難経路に利用したいと思う道路を緑色の矢印でな
ぞってください。

アンケート2 設問内容
（1）シチュエーションの説明

（2）質問
地図上の黒枠の範囲内を対象に描き込んで回答してください。

1 地震・津波災害がおこったとき、大島診療所のある地域では、どのくらいの人が被害を受けると
思いますか。

2 質問１で答えたあなたの予想よりも、もしかしたら、さらに多くの人が被害を受ける可能性はある
と思いますか。

1 地震・津波災害がおこったとき、大島診療所のある地域では、どのくらいの住宅が倒れると思い
ますか。

2 質問１で答えたあなたの予想よりも、もしかしたら、さらに多くの住宅が倒れる可能性はあると思
いますか。

1 地震・津波災害がおこったとき、大島診療所のある地域では、水道や電気などを送るライフライ
ン施設は、どの程度の被害を受けると思いますか。

2 質問１で答えたあなたの予想よりも、もしかしたら、さらに大きな被害を受ける可能性はあると思
いますか。

1 地震・津波災害がおこったとき、大島診療所のある地域では、道路や橋などの土木建造物は、
どの程度の被害を受けると思いますか。

2 質問１で答えたあなたの予想よりも、もしかしたら、さらに大きな被害を受ける可能性はあると思
いますか。

1 津波が発生したときに大島診療所のある地域では、地面からどの程度の深さで浸水すると思い
ますか。

2 質問１で答えたあなたの予想よりも、もしかしたら、さらに深く浸水する可能性はあると思います
か。

1 津波が発生したときに大島診療所のある地域では、どのくらいの建物が浸水すると思いますか。

2 質問１で答えたあなたの予想よりも、もしかしたら、さらに多くの建物が浸水する可能性があると
思いますか。

アンケート3 設問内容
（1）人的被害について

（2）住宅被害について

（3）ライフライン施設被害について

（4）土木建造物被害について

（5）津波による最大浸水想定について

（6）津波による浸水範囲想定について

1 ARシミュレータを体験して、危機感を感じましたか。
2 ARシミュレータを体験して、被害がイメージできましたか。
3 ARシミュレータを体験して学んだことを、家族に教えてあげたいと思いましたか。
4 ARシミュレータを体験して、災害に備える行動を起こそうと思いましたか。

1 注目した情報について
(例えば、被害の種類・津波の高さや土砂の量・範囲・災害があとどれくらい続いているのか...)

2 被害情報の量や表現方法について
(例えば、被害の表し方、津波と土砂の重なり方...)

1 「2. 災害に関する地理的把握アンケート」に回答する際、ARシミュレータのどのような体験を手が
かりにしましたか。回答に役立ったことはありましたか。

1 良かった点や不満に感じた点、予想外だった点など自由にお答えください

（1）避難シュミレータの4段階評価

（2）シュミレータの表現方法に関する意見（記述式）

（3）避難経路選択に手がかりにしたこと・役立ったこと（記述式）

（4）感想（記述式）

ARシミュレータを用いた避難体験に取り組む際、どのような情報に注目しましたか。また、情報の量や
表現の仕方は適切であったと思いますか。

アンケート4 設問内容
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性による違いの有無を確認する。表-7に示した「災害を

理解する能力」「いざという時の行動を行う能力」の因子

ごとに集約・集計した平均値を図-6に、各設問の平均値

を図-7に示す。全体では、「いざという時の行動を行う能

力」に関する設問で高い値を示す傾向にあり、属性別で

は社会人の方が防災リテラシーの自己評価が高いこと、

特にQ2-3の設問で差が大きいことが分かる。これより、

以下の実験の効果に関する考察では属性差にも着目しな

がら進める。 

 

図-6 災害リテラシーアンケート結果（全設問毎の平均値） 

 

 
図-7 年齢2属性での災害リテラシー比較（因子毎の平均値） 

 

（２）実証実験結果の概要 

被験者の想定利用経路は主たる街路と地形から図-8の

通り、大きく山側経路・中央経路・東側経路・海側経路

の 4つの選択肢 19)が考えられる。 

実際の被験者全員の行動軌跡と災害の位置関係を図-

10に示す。まず、開始 3分で津波が島に到達したことか

ら海沿いの経路の利用を避け、集落内に避難する行動が

多数見られた。次に土砂 4・5などに遭遇し、土砂の中を

通過する者と引き返す者とが見られた。前者はその後ス

ムーズにゴールした。一方、後者は引き返した先で水位

が上昇した津波に遭遇、さらに経路変更を複数回行い、

もと来た道へ戻る、別の経路を利用するなどしながらゴ

ールした。なお、全員が大島学園にゴールしている 20)。 

引き返し行動の有無は、災害に関わる自身の想定への

懐疑、ひいては実験効果に関する調査結果への何らかの

影響が考えられるため、実証実験の行動軌跡から、引き

返す行動を表-11 のように行う者と行わない者に分類し

たうえで、引き返しの有無と最終的な利用経路の組み合

わせから、図 9に示す 4種類の行動類型に分類し、効果

に関する調査結果との関係を見ることとする。なお、各

行動類型の特徴は以下の通りである。 

表-11  引き返し行動の有無（全員） 

引引きき返返しし あありり ななしし

小中学生 6 3
社会人 3 2
合計 9 5  

 

類型 1（小中学生 3名・社会人 1名）は、引き返しな

しで中央経路を利用する。まず、スタート地点から海側

を歩行中に津波に遭遇し中央経路に入る。その後、土砂

5に遭遇するが通過を判断し、そのままゴールしている。 

類型 2（小中学生 4名・社会人 1名）は、中央経路を

引き返した後に再度中央経路を利用している。この類型

では類型 1と同様に中央経路に入るが、その後土砂 5に

遭遇し、一旦引き返す。その後再び津波と土砂 4に遭遇

し、引き返す判断をする。結果、もと来た中央経路に戻 

り土砂 5を通過しゴールする。 

類型 3（小中学生 1名・社会人 1名 21））は、山側経路

を引き返した後に中央経路を利用したパターンである。

図-8  利用経路の分類と呼称名の定義 

図-9  行動類型の分類 図-10  行動軌跡と災害の位置関係 
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性による違いの有無を確認する。表-7に示した「災害を

理解する能力」「いざという時の行動を行う能力」の因子

ごとに集約・集計した平均値を図-6に、各設問の平均値

を図-7に示す。全体では、「いざという時の行動を行う能

力」に関する設問で高い値を示す傾向にあり、属性別で

は社会人の方が防災リテラシーの自己評価が高いこと、

特にQ2-3の設問で差が大きいことが分かる。これより、

以下の実験の効果に関する考察では属性差にも着目しな

がら進める。 
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（２）実証実験結果の概要 

被験者の想定利用経路は主たる街路と地形から図-8の

通り、大きく山側経路・中央経路・東側経路・海側経路

の 4つの選択肢 19)が考えられる。 

実際の被験者全員の行動軌跡と災害の位置関係を図-

10に示す。まず、開始 3分で津波が島に到達したことか

ら海沿いの経路の利用を避け、集落内に避難する行動が

多数見られた。次に土砂 4・5などに遭遇し、土砂の中を

通過する者と引き返す者とが見られた。前者はその後ス

ムーズにゴールした。一方、後者は引き返した先で水位

が上昇した津波に遭遇、さらに経路変更を複数回行い、

もと来た道へ戻る、別の経路を利用するなどしながらゴ

ールした。なお、全員が大島学園にゴールしている 20)。 

引き返し行動の有無は、災害に関わる自身の想定への

懐疑、ひいては実験効果に関する調査結果への何らかの

影響が考えられるため、実証実験の行動軌跡から、引き

返す行動を表-11 のように行う者と行わない者に分類し

たうえで、引き返しの有無と最終的な利用経路の組み合

わせから、図 9に示す 4種類の行動類型に分類し、効果

に関する調査結果との関係を見ることとする。なお、各

行動類型の特徴は以下の通りである。 

表-11  引き返し行動の有無（全員） 

引引きき返返しし あありり ななしし

小中学生 6 3
社会人 3 2
合計 9 5  

 

類型 1（小中学生 3名・社会人 1名）は、引き返しな

しで中央経路を利用する。まず、スタート地点から海側

を歩行中に津波に遭遇し中央経路に入る。その後、土砂

5に遭遇するが通過を判断し、そのままゴールしている。 

類型 2（小中学生 4名・社会人 1名）は、中央経路を

引き返した後に再度中央経路を利用している。この類型

では類型 1と同様に中央経路に入るが、その後土砂 5に

遭遇し、一旦引き返す。その後再び津波と土砂 4に遭遇

し、引き返す判断をする。結果、もと来た中央経路に戻 

り土砂 5を通過しゴールする。 

類型 3（小中学生 1名・社会人 1名 21））は、山側経路

を引き返した後に中央経路を利用したパターンである。

図-8  利用経路の分類と呼称名の定義 

図-9  行動類型の分類 図-10  行動軌跡と災害の位置関係 

まず、津波に遭遇する前に山側経路に入るが、その後土

砂 1や 2に遭遇し引き返す。海側経路に戻ると津波が到

達しており、速やかに中央経路に入る。その後土砂 5に

遭遇し、通過を判断しそのままゴールする。 

類型 4（小中学生 1名・社会人 2名）は、中央経路を

引き返した後に東側経路を利用したパターンである。こ

の類型では類型 1と同様に中央経路に入るが、その後土

砂 5 に遭遇し、一旦引き返す。その後再び津波と土砂 4

に遭遇し、通過して東側経路に入る。その後土砂 9、土砂

8に遭遇するもそのまま通過し、ゴールする。 

（３）アプリ動作状況の調査結果 

 実証実験時に画面録画した動画データを用いてアプリ

動作状況の調査を行った。図-11 に AR 避難シミュレー

タアプリが各ハザードポイントの特徴点を端末で認識し、

3Dモデルが正しく表示された割合（描画率）を示す。 

 

図-11  端末で３Dモデルが正しく描画された割合 

 

これより、津波、倒壊家屋 1～3、土砂 1～3は 90％以

上正しく描画されたことがわかる。土砂 5は 87.5％でこ

れらに次ぎ、土砂 4は 57％、土砂 9は 66％、土砂 6は

56％、土砂 7・8 は 20％以下であった。描画率を左右す

る要因として各ハザードが該当するエリアの空間特性が

考えられる。津波、倒壊家屋 1～3、土砂 1~3・5が該当

するエリアは住居が多く、特徴点を拾いやすかったため

描画率が上がったと考えられる。一方、同じ住戸が多い

エリアに位置する土砂４の該当するエリアは細長い路地

で、形状が影響して遠景に描画されることが多くなり、

スキャナのスキャン精度により発生する誤差の影響を受

け、近景の特徴点を拾っても遠景の描画がずれ正しく描

画されていないように見えたものと推測される。スキャ

ナの精度向上とゲームエンジン統合時に特徴点検出用

3D モデルの位置関係を正確に調整する必要が示唆され

る。 

また、描画率の低い土砂 6～9はどれも建物が少ないエ

リアに該当しており、経路の片側に建物がある土砂 6・9

よりも建物が無い土砂 7・8で低い結果となった。このこ

とから、緑地でも特徴点検出が行えるような内部的な処

理方法の一新が必要であろう。 

 なお、特徴点となりそうな建物が少ない土砂 6・7・8で

は、三角コーンを用いたイメージマーカーを併用してい

た。描画率は図-11 より、土砂 6 で 50％、土砂 7・8 で

100％となった。土砂 6だけ描画率が下がった原因は直射

日光にあると考えられる。カメラをかざしても反応しな

かったシーンでは必ず直射日光が強く当たっており、目

視でもコーンの色が変わることが確認された。将来はな

るべくイメージマーカーは用いず、特徴点検出のみでCG

を描画していく方針で開発を進める必要があろう。 

（４）各事前・事後アンケート調査結果の概要 

① 地理的把握についての調査結果 

表-12に事前および事後の想定経路の関係を示す。全体

の傾向として、事前アンケートではほぼ全員が街中の経

路を選択した。中央経路が 9名、山側経路が 3名であり、

東側経路と海側経路はそれぞれ１名ずつとなった。津波

を速やかに回避するために、遠回りになる東側経路や、

危険が大きい海側経路を避けたと考えられる。 

実証実験の前後で、14名中 8名に想定避難経路の変化

が見られたことは注目される。事後アンケート結果から、

10 名が最終的に利用したい経路として中央経路を回答

しており、津波に遭遇したことが原因と考えられる。ヒ

アリング結果からも、「津波が思ったよりも早く来た」と
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表-12 利用経路の変化（全体） 

事事前前 事事後後 人人数数 ヒヒアアリリ ンンググ結結果果(( 抜抜粋粋))
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次に、被験者が閲覧した災害ハザードの定着率 22)を行

動ログと事後アンケートから集計したものを図-12 に示
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も徒歩 10分程度かかることと、一人称視点で順に災害ハ
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たと考えられる。なお、土砂 6～土砂 8 が他の土砂と比

較して定着率が低いが、この 3つは（３）でも述べた通

り、建物が少なく草木が多いことから描画率が低かった

ハザードであることが原因であると考えられる。しかし、

それ以外にも定着率の低いハザードが散見されることか

ら、一度の閲覧で完璧に災害ハザードの位置を記憶する

ことは難しく、表現のクオリティを向上させることなど、
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図-12 閲覧した災害ハザードの定着率 
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② 想定意識についての調査結果 

被験者全体の想定・メタ想定意識 18)における平均の前

後変化を表-13に示す。想定意識は住宅被害と土木建造物

被害を除き、メタ想定意識はライフライン施設被害を除

き向上しており、本シミュレータアプリの有用性が示唆

された。なお、住宅被害と土木建造物被害で想定意識が

下がった理由は、制作した災害ハザードの種類不足 23)が

原因であると考えられる。 
表-13 想定意識とメタ想定意識の平均値の前後変化（全体） 

事前 事後 事前 事後

1 . 人的被害 3.21 < 3.50 3.29 < 3.71
2 . 住宅被害 3.07 > 2.86 3.14 < 3.21
3 . ライフライン施設被害 2.92 < 3.07 3.29 = 3.29
4 . 土木建造物被害 3.00 > 2.92 3.07 < 3.36
5 . 津波最大浸水深 2.36 < 2.57 3.14 < 3.21
6 . 津波浸水範囲 2.93 < 3.36 3.21 < 3.36

想定意識 メ タ想定意識

 

 

（５）実証実験後の評価アンケート結果の概要 

図-13にAR避難シミュレータに関する評価アンケー

ト（表-10）「（１）シミュレータの 4段階評価」の結果

を示す。各設問は、シミュレータによって被害がイメー

ジできたか及び災害のわがこと化に役立ったかを主観的

に評価してもらうものとして設定した。これより全設問

の平均値は 3.55と高く、Q 1・Q2から危機感や被害の

イメージのしやすさ、Q3・Q4から災害をわがこととし

て考えるきっかけとなる可能性が示唆された。 

次に、表-14に記述式の設問の主な回答を示す。これよ

り、災害の量や範囲に加えて、奥行方向の情報や時間的

な情報に着目していることが分かる。また、水面や土砂

面の中を表現すべきという意見があった。感想記述欄で 

設問 内容
1 ARシミュレータを体験して、危機感を感じましたか。
2 ARシミュレータを体験して、被害がイメージできましたか。
3 ARシミュレータを体験して学んだことを、家族に教えてあげたいと思いましたか。
4 ARシミュレータを体験して、災害に備える行動を起こそうと思いましたか。  

図-13 評価アンケートの設問内容と結果 

 

表-14 評価アンケートの感想・自由記述欄の抜粋 
注目した情報について

津波の高さや土砂の量（８件）
津波到達の早さ（２件）
被害の場所と範囲・どこまで続いているか（３件）
通行できる道の確認（２件）

被害情報の量や表現方法について
どこが被害を受けるのか分かりやすかった。（２件）
リアルで分かりやすかった。
土砂の範囲や量が分かりやすかった。
津波や土砂の内部を表現した方がいい。（２件）
実際の家屋倒壊数はもっと多いと思う。（３件）
実際の土砂の量はもっと少ないと思う。
津波到達時間は実際にはもっと遅いと思う。

被害情報の量や表現方法について
津波の到達時刻が思ったより早かった。
津波が想像以上に高かった、予想を超えていた。（２件）
自分が通ろうと思っていた道が全部通れなくて予想外だった。
ARを体験して、予想していたことと違ったという発見をすることができた。
被害の量が予想外だった・想定を超えていた。
津波だけでなく土砂も恐ろしいことが分かった。
考えるだけではイメージしにくい被害がARシミュレーションで見れて良かった。  

は、「想定外」「想像を超える」という言葉が散見された

ことから、ここでも災害想定に対する新たな気づき・学

びを自覚させる機会を提供できる可能性が示唆された。 

（６）実証実験と事前～事後調査結果との関係 

以上より、測定された避難行動と防災意識との関係、

及び防災意識の変化に関係があることが示唆されたため、

年齢によるリテラシーの差と、実証実験における引き返

しの有無・行動類型 21)に着眼し、アンケート結果の前後

変化の関係を考察する。 

① 避難行動類型と避難行動想定の変化 

行動類型と最終経路判断の関係を図-14に示す。まず、

事前アンケートの回答と行動類型の関係に関して、ほぼ

全員が序盤は回答通りの経路選択を試みたが、津波第一

波到達後やむを得ず中央経路や東側経路に経路変更する

判断が見られた。そのため、事前回答は同じでも、異な

った行動類型 21)に分類される結果となった。 

また、最終選択経路に関して、類型 1は中央経路を利

用すると記述したが、類型 2・3は中央経路と海側経路、

類型 4は東側経路と中央経路に回答が分かれた。類型 2・

3の被験者は、2回以上土砂を閲覧し引き返していること

や、ヒアリング結果（表-12）の「想定より土砂がひどい

ので、津波が来る前に逃げる。」という回答から、津波よ

り土砂災害に大きな危機感を抱いた可能性が示唆される。 

 このことから、教育方法に関して、シミュレータ体験

後に再度アプリを利用して全ての災害ハザードを閲覧さ

せ、被験者が客観的に災害ハザードの危険度を理解でき

るようにするなどのオペレーション上の工夫を、またコ

ンテンツ制作に関しても、土砂にもシェーダー付きマテ

リアル 9)を適用する等、3DCG における質感の見せ方を

追加検討する必要があると考えられる。 

 

図-14 行動類型と最終経路判断の関係、利用経路の変化者数 

 

③ 避難行動類型と想定意識の変化 

 図-15に行動類型別の津波に関する事前の想定意識を、

図-16 に行動類型別の想定意識とメタ想定意識の前後変

化を示す。図-15より行動類型 21）によって想定意識の平

均値に差があることがわかる。引き返しを行わない類型

１は、事前アンケートの津波に関する想定・メタ想定意

識が高い傾向があった。 

また引き返しを行った類型 1・4の前後変化では、想 
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② 想定意識についての調査結果 

被験者全体の想定・メタ想定意識 18)における平均の前

後変化を表-13に示す。想定意識は住宅被害と土木建造物

被害を除き、メタ想定意識はライフライン施設被害を除

き向上しており、本シミュレータアプリの有用性が示唆

された。なお、住宅被害と土木建造物被害で想定意識が

下がった理由は、制作した災害ハザードの種類不足 23)が

原因であると考えられる。 
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6 . 津波浸水範囲 2.93 < 3.36 3.21 < 3.36
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図-15 津波に関する想定意識の行動類型による比較（事前） 

 

定・メタ想定意識が向上する項目が多数みられた。 

これら結果から、想定を超える災害に遭遇し引き返す

行動を伴いながら災害ハザードを多く閲覧するほど、想

定・メタ想定意識が改善される可能性が示唆され、想定

外の事態を疑似体験させ防災教育効果を高めるためには、

災害予測結果のうち最も危険とされるものを用いて災害

オブジェクトを制作することが望ましいと考えられる。 

 

図-16 行動類型による、想定意識とメタ想定意識の前後変化 

 

④  属性別の避難行動類型と想定意識の変化 

 属性および引き返しの有無別で想定意識を前後比較し

たものが図-17である。これより、引き返し行動があった

群では、両属性ともほぼすべての項目で想定・メタ想定

意識が上昇していること、また、社会人の方が上昇値の

高い傾向にあることがわかる。一方、引き返しが無かっ

た群では、年齢による差が現れた。小学生群では多くの

項目で想定・メタ想定意識が低下する傾向が見られたが、

社会人群では微増という結果となった。小学生は災害に

関する背景知識が少なく、手早く避難できたことを素直

に受け止め、被害が想定を超えることはないと考えた可

能性がある。このことから、若年層に対しては災害に関

わる背景知識の乏しさを補う工夫の必要性が示唆される。 

 

図-17  想定意識の引き返しの有無による前後比較 

 

７．まとめ 
本研究では、特徴点検出による位置合わせ技術を用い

ることで、3D 都市データ化が遅れている地域における

避難教育のための、大規模範囲を扱う簡便なAR ツール

を開発し、実証実験を通じてその有用性を探った。 

その結果、適切な災害リテラシーや避難意識の獲得に

関し、①実装実験被験者 14 名中 8 名に対し避難想定経

路の見直しを促した、②実験で災害ハザードに遭遇した

際に過半の被験者の引き返し行動を誘発し引き返し行動

をとった中で特に社会人に対して正常性バイアスの低減

効果がみられた、③閲覧特性から時系列の後半にあたる

ゴール地点に近いものほど災害ハザードの定着率が高く

なる、などの知見を得た。各々の知見は想定の範囲内に

留まっており、災害時の避難行動や避難教育を扱う既往

研究群で示された成果を超えるものではないが、それ故

に地方における避難教育のための簡便な ARツール開発

の試みとしては、一定の有用性を示せたと考える。感想

記述欄では、「想定外」「想像を超える」という言葉が散

見され、想定外の事態を体感させる可能性も示唆された。 

しかし本研究の将来的な目標である、想定を超える災

害が発生する可能性への配慮を促す効果をもたらすよう

な ARツール開発には多くのハードルがあるといえる。

特に、有用性に個人差がみられることは問題であり、安

定的かつ効果的な運用に向け、①特徴点検出による位置

合わせに関して、建物が少ないエリアやスキャン時と異

なる天候や時間の自己位置推定の精度にばらつきがあり

不安定であること、②閲覧デバイスに関して、有用性の

検証や適切なハザード表現を検討するために、VR ゴー

グル・AR グラスといった複数のデバイスで比較検証を

行う必要があること、③ハザード情報に関して、ブロッ

ク塀倒壊等の災害予測が不足し、避難阻害要因となるハ

ザードの表現が行えないこと、といった課題解決が必要
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補注 
1)  PLATEU（参照年月日：2022.11.01） 

https://www.mlit.go.jp/plateau/ 
2) AR開発と関係の深いものとして、Googleストリートビュ
ーへの対応可否が挙げられ、これを基盤情報整備状況の基

準とした。 
3) 宗像市(2022)Web 版防災マップでは、地震災害の震度及び

その範囲、津波・高潮・豪雨災害の浸水位及びその範囲、

がけ崩れと土石流はそれぞれ警戒区域・特別警戒区域の該

当範囲が図示される。また、宗像市(2022)地域防災計画では
津波浸水位に加え、最速津波到達時間・最高津波到達時間

等の時間情報が示される。 
4) 例えば、吉永直人・阪田弘一・加藤滉太・村本真(2022) , ハ

ザードマップの表現手法としての 3DCG モデルの開発と
評価, -世界遺産群宗像大島を事例に-, 日本建築学会近畿支
部研究報告集, 計画系, 第62号,p.97-100が挙げられる。 

5) Microsoft社提供のAR・MRデバイスを指す。 
6) AR Foundation（参照年月日：2022.11.01） 

https://unity.com/ja/unity/features/arfoundation/ 
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7) 建物の詳細が不明な木造建物群において、耐力のばらつき，
建築年代、耐力壁種別を現地調査とこれまでの統計情報か

ら考慮した地震応答解析により、地震時の建築挙動と被害

度の可視化を行った研究。 
8) 2 階建て木造住宅を対象として、土石流による倒壊危険度

を建物の保有水平耐力と土石流せん断力の関係から評価

し、土石流高さと被害の発生可能性について検討した研究。

土石流高さ0.7m程度では倒壊の恐れはみられなかったが、
1.2m 以上になると倒壊の可能性が高いことが示される。 

9) シェーダーとは 3Dオブジェクトが映し出されるときの陰
影処理をするためのプログラムを指す。陰影処理と画像を

組み合わせて揺らぎが表現できる。本研究では、River Auto 
Materialを利用し、津波表現を行った。 

10) Unity（参照年月日：2022.11.01）https://unity.com/ja 
11) Vuforia SDK（参照年月日：2022.11.01） 

https://developer.vuforia.com/# 
12) 宗像市(2022)地域防災計画より、第一波到達が 3 分、中間

高さが 9分、最高高さが 19分となるよう設定した。高さ
は、宗像市(2023)Web版防災マップから最大高さを定義し、
それぞれ30％ずつ上昇するようにした。 

13) 三浦ら(2021)の結論をそのまま引用すれば 0.7 m となるが、
小中学生が持つスマートフォンの高さが 1 m 程度である
ことを考慮すると必要以上に危機感を煽る可能性があり、

「通り抜けられる」と被験者が判断する可能性を残す高さ

として、がけ崩れ警戒区域の指定範囲の外周部分の高さが

0.4 m 程度になるよう定義した。 
14) 30代 2名、50代 1名、60代 1名、70代 1名が参加した。

各参加者のデジタルデバイスの日常的利用頻度は、スマー

トフォンを全員が毎日利用し、PCを70代の被験者以外の
全員が毎日利用し、70代の被験者はPCを利用していない。
また、全員がVRゴーグル等の没入型デバイスを利用して
いない。また、実証実験に差し支えるような障害を持って

いる被験者はいない。 
15) 自ら避難することが困難で、円滑かつ迅速な避難の確保を

図るため特に支援を要する者を指す。 
16) 利用したスマートフォンは、168 g（ケースを付けると200 

g 程度）と重く、小学生や高齢者が目線レベルで手持ちし
続けての閲覧が難しいと判断し、自撮り棒を利用して閲覧

することとした。 
17) 信頼性の高い防災リテラシー尺度を作成した研究。災害を

理解する能力、いざという時に行動を行う能力、必要な備

えを行う能力の3因子が適当としており、本研究では疑似
避難の評価実験であることを考慮し、前2者を用いた。 

18) 羽島(2016)は、起こり得る災害やその関連事象の想定を「想
定意識」、自分の想定意識に限界や誤りが存在する可能性

を省察する高次の意識を「メタ想定意識」としている。「メ

タ想定意識」の不足が、適切な情報収集や理解をせず、誤

った被害想定に基づく危険な避難行動に陥る可能性に繋

がる。本研究では、「メタ想定意識」を刺激して高め、想定

を上書きさせるよう誘導する意識を「危機感」と定義する。 
19) 大島は離島であるため選択できる経路が少なく、考えられ

るパターンは記述した4種のみとなる。 
20) 大島コミュニティセンターより大島学園の方がスタート

地点からの距離が近いことと、大島コミュニティセンター

への主たる経路（中央経路）で土砂 5、倒壊 3を閲覧した
ことが理由だと考えられる。 

21) 類型3に該当する2名のうち１名はゴールしていないため、
６（６）①の経路選択理由の考察のみに利用した。また各

図表に図示するに留め、分析からは除外している。 
22) 「定着率」とは、被験者が評価実験時に遭遇した災害を行

動軌跡や画面録画から抽出し、それらが事後アンケート２

において危険と考える箇所として記載されているかを確

認し、割合として算出したものを指す。 
23) 制作した倒壊家屋が 3棟のみであったことに加え、ブロッ

ク塀や石垣の倒壊表現は全く行えなかった。同様に、土木

建造物の破壊・倒壊表現も行えていない。 
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ABSTRACT 
 

This study aims to develop AR content that handles a large area as an educational tool for disaster education, which 

has not been developed in previous studies. Next, evaluation experiments will be conducted. The objective is to clarify 

the impact of the simulated experience of coping with disaster risk in the real world through AR provided by the 

developed content on the understanding of the content of disaster risk. This is due to the issue of normalcy bias, the 

possibility of developing disaster education tools using xR technology, and the need to examine a simplified 

development process for urban 3D map services in local areas. 

In this study, based on the findings organized on xR technology and previous research, AR application 

development and its evaluation experiments suggested the possibility of developing AR content that handles large 

areas and the usefulness of the developed application, such as its effectiveness in correcting normalcy bias. As a future 

prospect, although verification of the effectiveness of the application on a larger number of subjects is necessary and 

stable operation is an issue, the possibility of utilizing the application for evacuation behavior analysis and the 

possibility of providing a simulated evacuation experience that is as close to reality as possible using an immersive 

AR device are expected. 
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和文要約 

 

本考察では、被災市町村と非被災市町村、都道府県及び国の各機関を巡る応援制度について、第

二次世界大戦の終戦から今日までを四つの時期に区分して変遷を辿り、今後を展望した。四つの時

期は、それぞれの時期の特徴から「曖昧断片期」、「形成潜在期」、「強化発展期」、そして「再強化展

開期」と理解できることを示した。さらにその結果を組織間ネットワークにおける情報伝達の観点

から考察すると、応援制度は「共通規範の提示」、「接続」、「ドメインの設定」、「接近」という四つ

の戦略でネットワークの最適化を目指してきたと指摘した。今後の展望として、複数の都道府県が

同時に被災する広域巨大な破局的災害や市町村機能の大部分が麻痺してしまうような局地的な破局

的災害を想定すると、先の四つの戦略だけでは不十分で「細分化」や「密着」という新たな戦略が

考えられることを指摘した。 

 

 

キーワード：災害対策基本法、災害救助法、応援、組織間ネットワーク、現地災害対策本部 

 

 

１．考察の目的と意図等 

（１）考察の目的 

大雨、台風、地震等による大規模災害、そして阪神・

淡路大震災（H7）や東日本大震災（H23）のように拠点

の喪失、要員の被災、通信の途絶などにより極端に劣悪

な環境下での活動を強いられる破局的な災害を想定する

と、公助を担う最前線に位置する市町村が有する資源だ

けで事態に迅速・的確に対処することは困難である。そ

こで、被災市町村の視点からは応援をいかに効果的に受

け入れて保有する資源を拡大するか、被災社会全体の視

点からは応援によって被災地域に資源をいかに効果的に

配分していくかが重要な課題となる。課題解決のための

知見の充実は、災害の頻発化、激甚化が懸念される中、

わが国において特に期待される主題だと言える。 

本考察は、今後の被災市町村を巡る応援のあり方を考

える一助として、第二次世界大戦の終戦から今日までを

四つの時期に区分し、災害対策基本法（以下「基本法」

という。）及び災害救助法（以下「救助法」という。）に

関する法令解説文献や災害記録誌などから応援制度の変

遷を辿ってその特徴を示し、さらにその結果を組織間ネ

ットワークにおける情報伝達の観点から考察することで

今後を展望しようというものである。 

（２）考察の意図 

 本考察の意図として次の三点を挙げる。 

一つ目は「変遷」を辿る意図である。応援に関する知

見の充実を主題とした研究は、地方公共団体間の相互応

援の必要性が広く認識された阪神・淡路大震災の後から

現れるようになった（（渡辺・岡田,1996）（舩木・河田・

矢守,2006）等）。そして、東日本大震災を受けて、多様な

視点から効果的な応援体制を目指した研究の蓄積が進ん

でいる（（阪本・矢守,2012）（永松・越山,2016）（五百旗頭

（監修）・大西（編集）,2017）（宇田川・永松,2021）（寅屋

敷他,2021）等）。これらの研究には、特定の災害時の対応

についてデータを収集・分析し、その結果を踏まえた提

案等を行う時点軸からの視角のものが多い。本考察は、

こうした時点軸の視角に加え、時間軸の視角から応援を

捉えることも有益なのではないかと考え行うものである。

応援活動は、災害からの回復に向けて、さまざまな組織

や集団が織り成す日常とは異なる社会システム（「緊急社

会システム」）（野田,1997:p9）（黒田,2008:p134-135）の一

部と捉えられる。そしてそれは、災害の教訓や社会環境

の変化を踏まえて変遷していくものと理解できる（山
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本,1984:p77-79）。時間軸の中で応援活動を捉える視角を

加えることで、さらに視野が広がり応援に関する知見の

充実を図ることができると考えた。なお、応援の重要な

主体の一つである軍隊については、こうした時間軸によ

る歴史的・政治的観点からの研究の蓄積がある（（大

井,2012）（村上,2013）（吉田,2018）等）。 

二つ目は「制度」に着目する意図である。応援活動は、

あらかじめ定められた制度に基づいて展開されるものと

即興的なものに大別できる。この内、前者は法律や計画

などによって安定的・継続的な災害対応の仕組みとして

社会に定着したものとみなすことができる。時間軸とい

う視角から行う本考察において、「制度」はある災害が発

生した時点における緊急社会システムの状況を可視化す

る一つの客観的な指標と捉えることができると考え、そ

の変遷を辿ることに合理性があると考えた。 

三つ目は、「組織間ネットワークにおける情報伝達」に

着目する意図についてである。「今から考えると、災害対

策基本法の制定をめぐる議論は、けっしてそのような言

葉で語られることはなかったが、「ネットワーク」による

問題解決を志向していたようである。」（風間，2002:p60）

という指摘がある。応援は被災市町村、非被災市町村、

都道府県、国の各機関等で構成される組織間ネットワー

クでの調整の結果、実現する。風間の指摘も踏まえ、本

考察ではこのネットワークを単に情報伝達経路がつなが

っているだけではなく、適切な調整を行い応援という問

題の解決を図る一種の装置だと考える。この装置の最適

化を考える場合、ネットワークを構成する組織間の情報

伝達が一つの鍵となる。山本（1982:p170）は、災害研究

において政策的貢献をなそうとする場合、組織間関係の

包括的理解が不可欠であることから、ダイアドレベルで

はなくネットワークレベルでの分析が望ましいと指摘し

た。そして、組織間の調整活動の成否は伝達の質にかか

っていることも指摘した（山本,1982:p174）。ここでの伝

達の質とは、単に組織間の情報伝達の漏れ、歪み、遅れ、

重複といった問題に留まらず、発信側の意図を受信側が

正確に受け止め受容するかどうかといった要素も含まれ

る。本考察では、こうした観点から組織間ネットワーク

における情報伝達について考察し、今後を展望する。 

（３）考察の範囲 

以上の意図で本論を進めていくが、応援活動を巡る組

織や業務は広範に及ぶため、それぞれ範囲を絞って検討

することにする。まず、対象とする組織である。応援に

関わる組織は市町村、都道府県及び国の各機関といった

行政機関に留まらず、民間企業・団体、特定非営利法人

（NPO 法人）、自主防災組織等の地域住民組織など多種

多様であるが、本考察では、この内、制度の中心に位置

する行政機関の範囲で検討する。また、対象とする業務

については、現在応援制度に位置付けられている災害応

急対策に関して検討する。なお、制度に関する記述の中

で、応援の対象となる業務として「応急措置」、「救助」

という法令上の用語を用いる場合がある。これらは、基

本法や救助法に規定されている概念であるが「災害応急

対策」の一部に位置付けられるものである。 

（４）本稿の構成 

災害時の被災市町村と非被災市町村、都道府県及び国

の各機関を巡る応援については、伊勢湾台風災害（S34）

を契機に制定された基本法によって包括的に制度化され、

阪神・淡路大震災（H7）後の大改正や東日本大震災（H23）

後の大改正等を経て充実が図られてきた。 

本稿では、次の第２章で、これまでの応援制度を、基

本法の制定や改正の節目に着目して以下の四つの時期に

区分し、基本法及び救助法についての法令解説文献や各

地で編まれた災害記録誌などから辿り、それぞれの時点

での特徴を述べる。 

①第二次世界大戦の終戦から基本法制定まで 

②基本法制定から阪神・淡路大震災まで 

③阪神・淡路大震災後の基本法大改正から東日本大震災

まで 

④東日本大震災後の基本法大改正から今日まで 

そして第３章では、第２章での結果を組織間ネットワ

ークにおける情報伝達の観点から応援制度がどのような

戦略の下で変遷してきたのかを考察し、今後を展望する。 

 

２．応援制度の変遷 

（１）第二次世界大戦の終戦から基本法制定まで 

第二次世界大戦の終戦後、毎年のように大きな災害に

見舞われたものの包括的な災害対策に関する法制度は基

本法が制定される昭和 36年までなかった。ここでは、当

時の災害対策に係る法制上の市町村の位置を確認し、応

援に関する制度や応援の実態について検討する。 

ａ）災害対策に係る法制上の市町村の位置 

まず、災害対策に係る法制上の市町村の位置である。

災害対策については、地方自治法の第二次改正（S23）で

普通地方公共団体の事務の一つとして「防犯、防災、罹

災者の救護等を行うこと」（第 2条第 3項）が例示された
１）。また、水防や消防といった分野を区切った法律で、市

町村の責務等が規定されていた。しかし、今日の基本法

のように災害全般についての市町村の責務や権限を包括

的に、また明確に規定した法律はなく、市町村は曖昧で

断片的な責務や権限を有する位置にあった。そのことは、

市町村の消極的な態度（川合（監修）・魚谷・川崎,1964:p16）

や災害復旧工事への関心の偏重（野田,1963:p37）といっ

た批判を受けることにもつながった。 

一方、市町村には、救助法に基づく都道府県の委任機

関と補助機関としての位置もあった。救助法第 30条（当

時）で、「都道府県知事は、救助を迅速に行うため、必要

があると認めるときは、救助の実施に関するその職権の

一部を市町村長（特別区長を含む以下同じ）に委任する

ことができる。」と規定された。また、同法施行令第 8条

（当時）では「市町村長（特別区長を含む）は、法の規
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本,1984:p77-79）。時間軸の中で応援活動を捉える視角を

加えることで、さらに視野が広がり応援に関する知見の

充実を図ることができると考えた。なお、応援の重要な

主体の一つである軍隊については、こうした時間軸によ

る歴史的・政治的観点からの研究の蓄積がある（（大

井,2012）（村上,2013）（吉田,2018）等）。 

二つ目は「制度」に着目する意図である。応援活動は、

あらかじめ定められた制度に基づいて展開されるものと

即興的なものに大別できる。この内、前者は法律や計画

などによって安定的・継続的な災害対応の仕組みとして

社会に定着したものとみなすことができる。時間軸とい

う視角から行う本考察において、「制度」はある災害が発

生した時点における緊急社会システムの状況を可視化す

る一つの客観的な指標と捉えることができると考え、そ

の変遷を辿ることに合理性があると考えた。 

三つ目は、「組織間ネットワークにおける情報伝達」に

着目する意図についてである。「今から考えると、災害対

策基本法の制定をめぐる議論は、けっしてそのような言

葉で語られることはなかったが、「ネットワーク」による

問題解決を志向していたようである。」（風間，2002:p60）

という指摘がある。応援は被災市町村、非被災市町村、

都道府県、国の各機関等で構成される組織間ネットワー

クでの調整の結果、実現する。風間の指摘も踏まえ、本

考察ではこのネットワークを単に情報伝達経路がつなが

っているだけではなく、適切な調整を行い応援という問

題の解決を図る一種の装置だと考える。この装置の最適

化を考える場合、ネットワークを構成する組織間の情報

伝達が一つの鍵となる。山本（1982:p170）は、災害研究

において政策的貢献をなそうとする場合、組織間関係の

包括的理解が不可欠であることから、ダイアドレベルで

はなくネットワークレベルでの分析が望ましいと指摘し

た。そして、組織間の調整活動の成否は伝達の質にかか

っていることも指摘した（山本,1982:p174）。ここでの伝

達の質とは、単に組織間の情報伝達の漏れ、歪み、遅れ、

重複といった問題に留まらず、発信側の意図を受信側が

正確に受け止め受容するかどうかといった要素も含まれ

る。本考察では、こうした観点から組織間ネットワーク

における情報伝達について考察し、今後を展望する。 

（３）考察の範囲 

以上の意図で本論を進めていくが、応援活動を巡る組

織や業務は広範に及ぶため、それぞれ範囲を絞って検討

することにする。まず、対象とする組織である。応援に

関わる組織は市町村、都道府県及び国の各機関といった

行政機関に留まらず、民間企業・団体、特定非営利法人

（NPO 法人）、自主防災組織等の地域住民組織など多種

多様であるが、本考察では、この内、制度の中心に位置

する行政機関の範囲で検討する。また、対象とする業務

については、現在応援制度に位置付けられている災害応

急対策に関して検討する。なお、制度に関する記述の中

で、応援の対象となる業務として「応急措置」、「救助」

という法令上の用語を用いる場合がある。これらは、基

本法や救助法に規定されている概念であるが「災害応急

対策」の一部に位置付けられるものである。 

（４）本稿の構成 

災害時の被災市町村と非被災市町村、都道府県及び国

の各機関を巡る応援については、伊勢湾台風災害（S34）

を契機に制定された基本法によって包括的に制度化され、

阪神・淡路大震災（H7）後の大改正や東日本大震災（H23）

後の大改正等を経て充実が図られてきた。 

本稿では、次の第２章で、これまでの応援制度を、基

本法の制定や改正の節目に着目して以下の四つの時期に

区分し、基本法及び救助法についての法令解説文献や各

地で編まれた災害記録誌などから辿り、それぞれの時点

での特徴を述べる。 

①第二次世界大戦の終戦から基本法制定まで 

②基本法制定から阪神・淡路大震災まで 

③阪神・淡路大震災後の基本法大改正から東日本大震災

まで 

④東日本大震災後の基本法大改正から今日まで 

そして第３章では、第２章での結果を組織間ネットワ

ークにおける情報伝達の観点から応援制度がどのような

戦略の下で変遷してきたのかを考察し、今後を展望する。 

 

２．応援制度の変遷 

（１）第二次世界大戦の終戦から基本法制定まで 

第二次世界大戦の終戦後、毎年のように大きな災害に

見舞われたものの包括的な災害対策に関する法制度は基

本法が制定される昭和 36年までなかった。ここでは、当

時の災害対策に係る法制上の市町村の位置を確認し、応

援に関する制度や応援の実態について検討する。 

ａ）災害対策に係る法制上の市町村の位置 

まず、災害対策に係る法制上の市町村の位置である。

災害対策については、地方自治法の第二次改正（S23）で

普通地方公共団体の事務の一つとして「防犯、防災、罹

災者の救護等を行うこと」（第 2条第 3項）が例示された
１）。また、水防や消防といった分野を区切った法律で、市

町村の責務等が規定されていた。しかし、今日の基本法

のように災害全般についての市町村の責務や権限を包括

的に、また明確に規定した法律はなく、市町村は曖昧で

断片的な責務や権限を有する位置にあった。そのことは、

市町村の消極的な態度（川合（監修）・魚谷・川崎,1964:p16）

や災害復旧工事への関心の偏重（野田,1963:p37）といっ

た批判を受けることにもつながった。 

一方、市町村には、救助法に基づく都道府県の委任機

関と補助機関としての位置もあった。救助法第 30条（当

時）で、「都道府県知事は、救助を迅速に行うため、必要

があると認めるときは、救助の実施に関するその職権の

一部を市町村長（特別区長を含む以下同じ）に委任する

ことができる。」と規定された。また、同法施行令第 8条

（当時）では「市町村長（特別区長を含む）は、法の規

定による救助に関して都道府県知事を補助する。」と規定

された。規定に基づいて、被災した市町村は都道府県の

名の下に活動することになった。この点について、基本

法制定時の関係者からは、事実行為として市町村は最前

線で災害対応に当たっているのであり、こうした制度上

の位置付けは「無用な擬制あるいは現実遊離」であると

いう見解も示されていた（川合,1962:p24）。 

ｂ）応援に関する法制度 

次に、応援についてである。市町村はａ）前段に記し

た位置にあり、応援についても、水防や消防等での個別

法を除き、応援を要請しなければならないという責務も

応援を要請することができるという権限もなかった。こ

うした応援制度の欠如や不明確さは、市町村だけの問題

ではなく、都道府県相互間や国と都道府県との間にも存

在していた（野田,1963:p34）。 

なお、救助法に係る救助の業務については、ａ）後段

で記した枠組みの中で実質的には都道府県や非被災市町

村から応援を受けることができる形になっていたと言え

る。つまり、救助法がある市町村に適用されると、当該

市町村は都道府県の委任を受けた機関として救助の業務

を行うが、その業務の遂行が人的・物的に困難な場合、

委任した都道府県や都道府県から補助機関としての活動

を指示された他の市町村からの応援を受けるという枠組

みはあったということである。さらに、救助法第 31 条

（当時）には、主任大臣による非被災都道府県知事に対

する応援命令に関する規定が定められ、非被災都道府県

及び非被災都道府県内の市町村が被災都道府県や被災市

町村を応援する制度もあった。なお、この規定について、

当時の解説書（内藤,1948:p27）や国の通知２）によると、

この規定は「なお万全を図るために」定められたもので

あり、被災都道府県だけで対処が困難な場合、他の都道

府県は「道義的に」応援すべきであり、主務大臣の命令

を待つことなく応援を行うよう努めるべきことは当然と

された。つまり、この規定は、主任大臣の命令がなけれ

ば他都道府県は応援できないという秩序を定めたもので

はなく、規定の有無にかかわらず応援は可能であり、応

援側には自発性が求められていたと理解できる。 

軍隊による応援の制度は、明治期から衛戍条例等の中

で規定されていたが、戦後もこれを引き継ぐ形で制度化

がなされていった（吉田,2018）。自衛隊（警察予備隊、保

安隊を含む。）による応援が制度化されるまでは、カスリ

ーン台風、福井地震、ルース台風などの災害で駐留米軍

や警察予備隊（昭和 25年創設）による非公式な応援があ

った。そして、保安庁法（昭和 27年）、自衛隊法（昭和

29年）で、都道府県知事等が部隊等の派遣を防衛庁長官

（当時）又はその指定する者に要請できること、要請が

あった場合、防衛庁長官（当時）又はその指定する者は

事態やむを得ないと認める場合には、部隊を救援のため

派遣することができることが規定された。 

その活動内容については、「保安隊の災害派遣に関する

訓令」（昭和 27年 10月 15日保安庁訓令第 15号）第 12

条に「主として人命及び財産の救護、消火、防水作業、

救護物資の輸送、通路の啓開等を行う。」とある。また、

『自衛隊十年史』（防衛庁「自衛隊十年史」編集委員会，

1961:p356）に、「被災者の人命救助、遺体収容、築堤工事、

道路啓開、泥土・流木の処理、人員および救援物資の輸

送、橋梁・通信線の復旧、防疫、診療、給水および入浴

支援、遭難機（船）の捜索救助等に従事」とある。自衛

隊の災害派遣活動は、災害応急対策の幅広い分野に及び

被災地の実情等を考慮しながら展開されていたと考えら

れる。 

ｃ）注目される応援の動きや事例 

この時期、被災した市町村は、必要な場合、部分的に

は救助法の枠組みや自衛隊の災害派遣による応援を受け

ながら災害に対処していたと考えられる。そして、それ

だけで対処できない業務については、近隣の非被災市町

村等から非公式な応援を受けたり、場合によっては個別

法に基づく代執行が行われた。たとえば、狩野川台風災

害（S33）では、『伊東市史 資料編』（伊東市史編纂委員

会,1962:p618）に「特にし尿汲取については、市内業者の

能力をはるかに越えていたので、県庁・静岡市よりバキ

ューム車の応援を求めるとともに、市の指導のもとに一

元的に行い、伝染病の発生を未然に防いだ。」という記述

がある。汚物・し尿の処理は、救助法の救助の業務には

含まれない清掃法（当時）に基づくものであり、応援に

関する制度は当時規定されていなかった。また、防疫に

ついては、庁舎や職員の被災によって業務の実施が不可

能だと判断され、10市町村において伝染病予防法（当時）

の規定による業務の代執行がなされた（静岡県広報協会

（編）,1962:p61）。 

なお、この時期、法的な根拠はなかったが、特に大き

な災害では国や都道府県が前線組織（現地災害対策本部）

を被災地にできるだけ近い場所に置き、災害対応に当た

ることもあった。国は、西日本水害（S28）で福岡市に、

狩野川台風災害で静岡県沼津市に事実行為として非常災

害対策本部を置いて災害に対処した（川合,1962:p18）。都

道府県では、福井地震災害（S23）で福井県が震災対策本

部丸岡出張所を、狩野川台風災害で静岡県が伊豆災害応

急対策本部を三島市に設置した例がある（厚生省社会局

施設課（監修）,1967:p159）（静岡県広報協会（編）,1962:p54）。

通信事情、交通事情、市町村の脆弱な資源状況等を考慮

し、大きな災害では国や都道府県が被災地に近い場所で

活動するという形は、制度の有無にかかわらずわが国の

災害対応の一つの形として存在していたと考えられる。 

ｄ）伊勢湾台風災害と応援 

 昭和 34年 9月伊勢湾台風が日本列島を襲い、愛知県・

三重県を中心に甚大な被害をもたらした。この災害では、

国が名古屋市に中部日本災害対策本部を置き、自衛隊、

都道府県、民間団体など国の総力を挙げた対応がなされ

た（名古屋市総務局調査課（編）,1961）。同対策本部には、
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三重県からも出納長他数名の職員が詰め、毎日のように

開催される会議に参加した（三重県,1961:p213）。また、

「締切排水小委員会」、「災害救助小委員会」、「住宅小委

員会」と重要課題毎に小委員会が置かれた。こうした対

応はあらかじめ準備されていたものではなく、創発的な

ものだった。 

また、自衛隊の災害派遣について二つの方針の拡張が

あった。「全体責任」の原則に基づく広域大災害での統合

運用と在日米軍との協同活動である。災害発生後、当初

の派遣部隊だけでは広範囲に冠水した被災地に対応でき

ず「自衛隊の派遣が遅い」という批判が起きた。そこで、

中央が全面的責任を負わねばならないという「全体責任」

の原則での対応がとられ、史上初めて陸海空の自衛隊部

隊が全国から集結し、統合運用を伴う救援・復旧活動を

展開した。また、在日米軍と陸海空自衛隊とが協力しな

がら孤立した避難者の救出活動を行い、約 7,000 人が救

出される「連合作戦的様相」も見られた。（村上,2013:p20-

21） 

さまざまな教訓を残した伊勢湾台風災害だったが、災

害の検証を踏まえて出された『広域大災害対策の現状と

その問題点』（行政管理庁行政監察局,1960）では、「緊急

応（受）援体制の確立」という事項が立てられ、災害時

の相互応援が必要欠くべからざるものであるという認識

の下、応援協定や受援体制をあらかじめ準備しておく必

要性について提起された。 

ｅ）小括 

この時期の被災市町村を巡る応援制度は、事実行為と

しての応援活動はあるものの、法制度上の組織間のつな

がりが曖昧で断片的な「曖昧断片期」と言える時期にあ

った。被災市町村にとって、どのような応援をいつ、ど

こから、どの程度受けることができるかについては不確

実性が高く、他力本願あるいは「ぶっつけ本番」の偶発

的な要素が多い資源獲得環境だった。こうした環境は、

別の側面から見れば、自発性、創発性、柔軟性を応援活

動にもたらす余地も大きかったと思われるが、伊勢湾台

風による広域巨大災害に見舞われ、他力本願、「ぶっつけ

本番」ではない安定した応援制度の必要性が強く認識さ

れるようになったと理解できる。 

（２）基本法制定から阪神・淡路大震災まで 

昭和 36年 11月に基本法が公布され、第 5条で市町村

は「基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並

びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から

保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を

得て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成

し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する」と

規定された。曖昧で断片的な位置にあった市町村は、災

害全般について、災害予防、災害応急対策、災害復旧・

復興と展開する災害サイクルの第一次責任者と位置づけ

られ、一定の権限も付与された。そして、水防や消防の

分野に限定されていた応援制度も、災害全般について適

用される包括的なものとして規定された。本節では、そ

の制度を概観し、平成 7年 12月の基本法大改正の契機と

なった阪神・淡路大震災までの状況を検討する。 

ａ）応援に関する法制度 

被災市町村長による応援に関しては、以下の点が規定

された。 

①他の市町村長等に対する応援の要求（第 67条） 

②都道府県知事等に対する応援の要求（第 68条） 

これらの応援の要求は、「災害が発生した場合」、そして

「応急措置」について行うことができることとされた。

また、応援を求められた市町村長等は、正当な理由がな

い限り、応援を拒んではならないこと（応諾義務）、応援

に従事する者は、応援を求めた市町村長等の指揮の下に

行動するものとすることも規定された。 

次に、被災市町村にとっては間接的なものとなるが、

被災市町村が属する都道府県知事による応援についても、

次のとおり規定された。 

①区域内の他の市町村長に対する応援の指示（第 72条） 

②他の都道府県知事等に対する応援の要求（第 74条） 

これらも、「災害が発生した場合」、そして「応急措置」

について行うことができることとされた。 

こうした応援制度の規定について、当時の解説書には

「応急措置の緊急性にかんがみ、手続き等について特に

規定せず、効果的な活用が図られるよう配意してある。」

（野田,1963:p227）とある。災害時という時間的切迫性の

ある事態を考慮して基本的な枠組みのみを規定し、口頭

での要請も含め柔軟に動ける配慮をしたということであ

る。一方で応援要請の手続や窓口など具体的な部分が規

定されていないため、不確実性の高さが残存した。その

ため、それを補うための防災計画の策定が重要であると

された（川合（監修）・魚谷・川崎,1964:p140）。また、相

互応援協定についても、災害時に円滑な応援が得られる

よう近隣市町村と事前に協議し、締結しておくことが望

ましいとされた（川合（監修）・魚谷・川崎,1964:p141）。 

 また、これまで事実行為として置かれてきた現地災害

対策本部については、「行政組織の欠陥を補う方法として

有意義」（川合,1962:p18）だったことを踏まえ、第 2章第

3節に非常災害対策本部として規定された。その趣旨は、

「非常災害対策本部の最も重視すべきことは、即戦即決

ということである。したがって設置の場所は、原則的に

は、前例と同じく災害現地となろう。また同時に、非常

災害対策本部の組織も、所掌事務も、この即戦即決とい

う要請に応え得るものでなくてはならない。」（野

田,1963:p198）というものだった。法律では「現地災害対

策本部」という言葉は用いられていないが、ここでの非

常災害対策本部とは実質的には被災地に設置されるもの

として想定されていた。 

さらに、都道府県知事は、市町村がその全部又は大部

分の事務を行うことができなくなった場合、応急措置の

全部又は一部を代行して実施しなければならないことも
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三重県からも出納長他数名の職員が詰め、毎日のように

開催される会議に参加した（三重県,1961:p213）。また、

「締切排水小委員会」、「災害救助小委員会」、「住宅小委

員会」と重要課題毎に小委員会が置かれた。こうした対

応はあらかじめ準備されていたものではなく、創発的な

ものだった。 

また、自衛隊の災害派遣について二つの方針の拡張が

あった。「全体責任」の原則に基づく広域大災害での統合

運用と在日米軍との協同活動である。災害発生後、当初

の派遣部隊だけでは広範囲に冠水した被災地に対応でき

ず「自衛隊の派遣が遅い」という批判が起きた。そこで、

中央が全面的責任を負わねばならないという「全体責任」

の原則での対応がとられ、史上初めて陸海空の自衛隊部

隊が全国から集結し、統合運用を伴う救援・復旧活動を

展開した。また、在日米軍と陸海空自衛隊とが協力しな

がら孤立した避難者の救出活動を行い、約 7,000 人が救

出される「連合作戦的様相」も見られた。（村上,2013:p20-

21） 

さまざまな教訓を残した伊勢湾台風災害だったが、災

害の検証を踏まえて出された『広域大災害対策の現状と

その問題点』（行政管理庁行政監察局,1960）では、「緊急

応（受）援体制の確立」という事項が立てられ、災害時

の相互応援が必要欠くべからざるものであるという認識

の下、応援協定や受援体制をあらかじめ準備しておく必

要性について提起された。 

ｅ）小括 

この時期の被災市町村を巡る応援制度は、事実行為と

しての応援活動はあるものの、法制度上の組織間のつな

がりが曖昧で断片的な「曖昧断片期」と言える時期にあ

った。被災市町村にとって、どのような応援をいつ、ど

こから、どの程度受けることができるかについては不確

実性が高く、他力本願あるいは「ぶっつけ本番」の偶発

的な要素が多い資源獲得環境だった。こうした環境は、

別の側面から見れば、自発性、創発性、柔軟性を応援活

動にもたらす余地も大きかったと思われるが、伊勢湾台

風による広域巨大災害に見舞われ、他力本願、「ぶっつけ

本番」ではない安定した応援制度の必要性が強く認識さ

れるようになったと理解できる。 

（２）基本法制定から阪神・淡路大震災まで 

昭和 36年 11月に基本法が公布され、第 5条で市町村

は「基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並

びに当該市町村の住民の生命、身体及び財産を災害から

保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を

得て、当該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成

し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する」と

規定された。曖昧で断片的な位置にあった市町村は、災

害全般について、災害予防、災害応急対策、災害復旧・

復興と展開する災害サイクルの第一次責任者と位置づけ

られ、一定の権限も付与された。そして、水防や消防の

分野に限定されていた応援制度も、災害全般について適

用される包括的なものとして規定された。本節では、そ

の制度を概観し、平成 7年 12月の基本法大改正の契機と

なった阪神・淡路大震災までの状況を検討する。 

ａ）応援に関する法制度 

被災市町村長による応援に関しては、以下の点が規定

された。 

①他の市町村長等に対する応援の要求（第 67条） 

②都道府県知事等に対する応援の要求（第 68条） 

これらの応援の要求は、「災害が発生した場合」、そして

「応急措置」について行うことができることとされた。

また、応援を求められた市町村長等は、正当な理由がな

い限り、応援を拒んではならないこと（応諾義務）、応援

に従事する者は、応援を求めた市町村長等の指揮の下に

行動するものとすることも規定された。 

次に、被災市町村にとっては間接的なものとなるが、

被災市町村が属する都道府県知事による応援についても、

次のとおり規定された。 

①区域内の他の市町村長に対する応援の指示（第 72条） 

②他の都道府県知事等に対する応援の要求（第 74条） 

これらも、「災害が発生した場合」、そして「応急措置」

について行うことができることとされた。 

こうした応援制度の規定について、当時の解説書には

「応急措置の緊急性にかんがみ、手続き等について特に

規定せず、効果的な活用が図られるよう配意してある。」

（野田,1963:p227）とある。災害時という時間的切迫性の

ある事態を考慮して基本的な枠組みのみを規定し、口頭

での要請も含め柔軟に動ける配慮をしたということであ

る。一方で応援要請の手続や窓口など具体的な部分が規

定されていないため、不確実性の高さが残存した。その

ため、それを補うための防災計画の策定が重要であると

された（川合（監修）・魚谷・川崎,1964:p140）。また、相

互応援協定についても、災害時に円滑な応援が得られる

よう近隣市町村と事前に協議し、締結しておくことが望

ましいとされた（川合（監修）・魚谷・川崎,1964:p141）。 

 また、これまで事実行為として置かれてきた現地災害

対策本部については、「行政組織の欠陥を補う方法として

有意義」（川合,1962:p18）だったことを踏まえ、第 2章第

3節に非常災害対策本部として規定された。その趣旨は、

「非常災害対策本部の最も重視すべきことは、即戦即決

ということである。したがって設置の場所は、原則的に

は、前例と同じく災害現地となろう。また同時に、非常

災害対策本部の組織も、所掌事務も、この即戦即決とい

う要請に応え得るものでなくてはならない。」（野

田,1963:p198）というものだった。法律では「現地災害対

策本部」という言葉は用いられていないが、ここでの非

常災害対策本部とは実質的には被災地に設置されるもの

として想定されていた。 

さらに、都道府県知事は、市町村がその全部又は大部

分の事務を行うことができなくなった場合、応急措置の

全部又は一部を代行して実施しなければならないことも

規定された（第 73条）。 

ｂ）注目される応援の動きや事例 

 次に、この時期の注目される動きや事例を三点挙げる。 

まず、自衛隊の災害派遣である。自衛隊の災害派遣に

ついては、昭和 36年に定められた第二次防衛力整備計画

で防衛力整備の方針の一つとして「国土、国民に密着し

た防衛力とするため、災害救援、公共事業への協力等民

生協力面の施策及び騒音防止対策を重視するものとす

る。」が新規に位置付けられ、国民の理解促進効果も期待

してより積極的に行われるようになった。陸上自衛隊に

ついてみると、この間、38.1豪雪災害（S38）（372千人）、

風倒木二次災害防止（H4）（前年の台風による風倒木の除

去）（306 千人）、雲仙普賢岳噴火災害（H3-H7）（207 千

人）など数多くの災害で部隊が派遣された（和

泉,2012:p138）。一方で自衛隊に対する忌避反応もある時

期で、自衛隊と連携した訓練等に消極的な市町村もあっ

た（佐道,2015:p215）。 

二点目は、現地災害対策本部についてである。新潟地

震災害（S39）で国は、地震発生後すぐに中央（東京都）

に新潟地震非常災害対策本部を設置するとともに、新潟

市に現地災害対策本部を設置し、消防庁長官を本部長と

して現地で応急措置の推進に当たらせた。非常災害対策

本部の初会議で、本部長の河野一郎建設大臣は「現地の

要求を待たずに先手をうって対策を講じ、遅くとも 18日

までには一切の対策を打ち出し、救援復旧にあたっては

量質ともに過大な位やるべきである。」（新潟市,1966:p140）

と指示したという。ここに今日のプッシュ型支援の原形

を見ることができる。なお、これ以降、非常災害対策本

部の設置事例はあるものの、被災地に現地災害対策本部

を置く事例は阪神・淡路大震災までなかった。先述した

ように立法時、非常災害対策本部は被災地に置くことが

想定されていたが、新潟地震災害以降は中央に非常災害

対策本部のみを置く運用の形が定着していた。 

 えびの地震災害（S43）では国の現地災害対策本部は置

かれなかったが、宮崎県は災害対策本部の現地組織とし

て「えびの地震現地対策本部」を置き、その下に「えび

の地震災害対策相談所」等を置いて災害対応に当たった。

現地対策本部は「異例の措置として」最も被害が大きか

ったえびの町真幸（まさき）地区に設置し、毎日えびの

町災害対策本部長（町長）や県警察本部現地警備本部長

と活動方針等について協議を行って連携強化を図った。

これにより、被災者の救助をはじめとする対策が軌道に

乗ったという。地震災害対策相談所では、住宅、社会福

祉、衛生、農林、中小企業、教育等の相談を受けた。相

談員には即決の権限を与えて事務の効率化を図った。（宮

崎県総務部消防防災課,1969:p118-124）この地震での被害

は、市町村域よりもさらに局所的なものだったが、県が

その地区まで進出して災害対応に当たったことは注目さ

れる点である。 

伊豆大島近海地震災害（S53）での静岡県は、災害対策

本部の下に、災害対策本部下田支部（支部長：下田財務

事務所長）を下田財務事務所に、現地災害対策本部（本

部長：県出納長）及び下田支部前進基地を河津町役場内

に置いた。静岡県では過去の経験から、ある程度大きな

災害の場合は現地において県のトップが直接指揮を執る

という方式が定着しており、今回もこれまで伊豆での災

害対応経験のある出納長が現地災害対策本部で指揮をと

ることになった（総合研究開発機構・未来工学研究

所,1979:p78）。現地災害対策本部と前進基地は、救助・救

援活動の調整を目的として、河津町、東伊豆町、自衛隊、

警察、消防等からの代表者によって構成される調整会議

を連日定時に（午前 9 時、午後 2 時）開催した。山本

（1982:p177）は「組織間フィールドの究極的意志決定主

体が現地災害対策本部であったということ」、「この究極

的意志決定主体と現場で活動する諸組織との間の距離が

きわめて近いものであったということ」の二点を注目す

べき点として挙げている。 

三点目は、地域防災計画と応援協定についてである。

先述したように、基本法では応援に関する基本的な枠組

みのみを規定し、手続や窓口など具体的な部分を補うた

めの防災計画や応援協定の策定が望ましいとされた。 

地域防災計画については、『市町村地域防災計画の運用

と解説』（川合（監修）・魚谷・川崎,1964）で作成要領が

示され、動員計画や炊き出し等個別分野の計画の中に都

道府県や他の市町村等に対する応援要請を行う場合の手

順等を明らかにしておくことが解説された。多くの市町

村は、こうした解説書も参考にしながら、地域防災計画

を作成していったと考えられる。 

応援協定については、時期によって考え方が変化した。

当初、応援協定は主に近隣市町村間が想定されていた。

都道府県をまたがるなど、遠隔市町村間の応援も妨げて

はいないが、道路交通網も十分に整っていない当時の状

況では実効性が乏しく、国及び都道府県が行う総合的計

画的防災行政に支障となることも考えられるとの見解が

示されていた３）。その後年月が進み、昭和 53年 4月改正

の自治省・消防庁防災業務計画を見ると、地域防災計画

の作成の基準として「震災被害の特殊性にかんがみ、近

隣地方公共団体のみでなく、より広域にわたる応援協力

体制について具体的に定めること」と記されている。「地

方公共団体」がどのレベルを指すのかは不明確だが、少

なくとも東海地震説が発表されたこの時期には、大地震

時における市町村間の広域応援も視野に入っていたよう

である。 

 この時期、どのくらいの応援協定が締結されていたの

かについては不明だが、統計がとられ始めた平成 9 年 4

月の段階では、全国 3,255 市区町村の内、相互応援協定

を締結している市区町村は 1,864団体（57.3%）だった（自

治省消防庁防災課,1997:p18）。阪神・淡路大震災を踏まえ

て協定を締結した団体もあると思われるので、大震災発

生時点までさかのぼると、実際に協定を締結していた市
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町村はさらに少なかったと推測され、応援協定の必要性

は従前から認識されていたものの、広く締結が進んでい

る状況ではなかったと考えられる。 

ｃ）阪神・淡路大震災と応援 

 平成 7年 1月 17日、阪神・淡路大震災が起きた。 

この大震災では、さまざまな分野で広域的な応援活動

が展開され、災害発生から 3月末までの間だけでも、延

べ約 20 万人の非被災市町村の職員が派遣された。しか

し、大震災直後においては、被災市町村の受入体制が整

っておらず、応援の申し出に即座に対応できなかったり、

庁内の調整に時間を要したりするなどの問題が発生した。

また、協定はあったものの、近隣市も同じ状況であると

の判断から、他市への応援要請を行わなかった被災市も

多い４）。準備されていた地域防災計画や応援協定には、

実効性の面で大きな穴が潜在していたことになる。 

大震災を受けて国が設置した有識者による防災問題懇

談会は、平成 7年 9月、「国・地方公共団体による支援体

制の整備」という項目で、応援協定の締結促進や国の現

地対策本部体制の整備などについて提言した。提言を受

けて、平成 7年 12月、基本法の制定以来の大改正が行わ

れることになった。 

ｄ）小括 

 この時期は、応援の基本的な枠組みは形成されたもの

の、大規模災害時の実効性について課題が潜在していた

「形成潜在期」と捉えることができる。基本法の制定に

より、曖昧で断片的だった市町村の位置が明確となり、

応援についても市町村間、市町村と都道府県間及び都道

府県間の災害全般に渡る基本的な枠組みが定まった。そ

れを受けて市町村では、地域防災計画が作成され、さら

に応援協定が締結されるなど体制が整えられていったが、

大震災が起き、潜在していたさまざまな課題が浮き彫り

となった。 

（３）阪神・淡路大震災後の基本法大改正から東日本大

震災まで 

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成 7年 12月に応

援制度も含めた基本法の大改正がなされた。その後、応

援の実効性を高めるためのさまざまな取り組みも蓄積し

ていった。本節では、改正の内容を概観し、東日本大震

災までの状況を整理する。 

ａ）応援に関する法制度 

まず、地方公共団体は相互に協力するように努めなけ

ればならないことが明記され（第 5条の 2）、それを担保

するための施策上の配慮として「地方公共団体の相互応

援に関する協定の締結に関する事項」が加えられた（第

8条第 2項）。基本法に「相互応援に関する協定」が初め

て位置付けられた。 

次に、国や都道府県による現地災害対策本部の設置が

明記された（第 23条、第 25条、第 28条の 2（現第 28条

の 3））。これまで記してきたように、被災地の近くで応

援調整を含む災害対応を円滑に進めるため、基本法制定

前から大規模な災害で現地災害対策本部が設置されてき

た。基本法制定時、国の現地災害対策本部については非

常災害対策本部として想定し、規定されていたが、非常

災害対策本部の運用としては中央に置かれることが一般

的だった。今回の改正は、改めて現地での国や都道府県

による活動が有意義であることを認識し、これを法律上

でも明らかなものとして位置づけ、応援活動等の強化を

図ったものと理解できる。 

 自衛隊の災害派遣についても、教訓を踏まえた改正が

あった。一つは、市町村長から都道府県知事に対して災

害派遣の要請の要求ができることが規定された。もう一

つは、市町村長が都道府県知事に連絡が取れない場合、

直接防衛庁長官（当時）又はその指定する者に通知する

ことができること、通知を受けた防衛庁長官（当時）又

はその指定する者は、その事態に照らし特に緊急を要し、

要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待

たないで、自衛隊法第 8条に規定する部隊等を派遣する

ことができることが規定された（第 68 条の 2）。これま

で自衛隊の災害派遣について、市町村は明確に位置付け

られていなかったが、今回の改正で明記された。 

この他、市町村長の避難の指示等に関し、市町村がそ

の全部又は大部分の事務を行うことができなくなったと

きは市町村長に代わって都道府県知事が実施しなければ

ならないことも、従前の応急措置に加えて規定された。 

ｂ）注目される応援の動きや事例 

 次に、注目すべき動きや事例を四点挙げる。 

 まず、市町村間の相互応援協定の締結が進んだ点であ

る。統計がとられ始めた平成 9年 4月の段階では市区町

村間の相互応援協定を締結している市区町村は 57.3%だ

ったが、平成 22年 4月には 89.8%に達していた（1,750

団体中 1,571団体）。なお、他都道府県の市区町村と協定

を締結している市区町村も、682団体（21.0%）から 820

団体（46.9%）と大きく増えた。（総務省消防庁防災課・

応急対策室・防災情報室,2011:p17）  

二点目は、関西広域連合の発足である。地方分権推進

の機運の中、平成 22年 12月 1日、特別地方公共団体と

して関西の 2府 5県（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、

和歌山県、鳥取県及び徳島県）を構成員とした関西広域

連合が設立許可された。関西広域連合は、府県域を超え

る広域的な行政ニーズに柔軟かつ複合的に対応すること

を目的とするもので、災害時の応援を含む防災も主要な

柱となった。広域防災の事務局は、阪神・淡路大震災を

経験し、人と防災未来センターの設立、ボランティア団

体の育成など有形無形の行政資源を持つ兵庫県が担うこ

ととなった（北村，2017：p80）。広域連合内で起きた災

害への対応だけでなく、域外で起きる災害に対し、単に

労力や物資の提供のみならず、被災市町村に乏しい災害

対応のノウハウを継承するための大きなエンジンが生ま

れたとも理解できる。また、阪神・淡路大震災を経験し

た関西地方からのお返し応援の体制が整ったとも言える。 
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町村はさらに少なかったと推測され、応援協定の必要性

は従前から認識されていたものの、広く締結が進んでい

る状況ではなかったと考えられる。 

ｃ）阪神・淡路大震災と応援 

 平成 7年 1月 17日、阪神・淡路大震災が起きた。 

この大震災では、さまざまな分野で広域的な応援活動

が展開され、災害発生から 3月末までの間だけでも、延

べ約 20 万人の非被災市町村の職員が派遣された。しか

し、大震災直後においては、被災市町村の受入体制が整

っておらず、応援の申し出に即座に対応できなかったり、

庁内の調整に時間を要したりするなどの問題が発生した。

また、協定はあったものの、近隣市も同じ状況であると

の判断から、他市への応援要請を行わなかった被災市も

多い４）。準備されていた地域防災計画や応援協定には、

実効性の面で大きな穴が潜在していたことになる。 

大震災を受けて国が設置した有識者による防災問題懇

談会は、平成 7年 9月、「国・地方公共団体による支援体

制の整備」という項目で、応援協定の締結促進や国の現

地対策本部体制の整備などについて提言した。提言を受

けて、平成 7年 12月、基本法の制定以来の大改正が行わ

れることになった。 

ｄ）小括 

 この時期は、応援の基本的な枠組みは形成されたもの

の、大規模災害時の実効性について課題が潜在していた

「形成潜在期」と捉えることができる。基本法の制定に

より、曖昧で断片的だった市町村の位置が明確となり、

応援についても市町村間、市町村と都道府県間及び都道

府県間の災害全般に渡る基本的な枠組みが定まった。そ

れを受けて市町村では、地域防災計画が作成され、さら

に応援協定が締結されるなど体制が整えられていったが、

大震災が起き、潜在していたさまざまな課題が浮き彫り

となった。 

（３）阪神・淡路大震災後の基本法大改正から東日本大

震災まで 

阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、平成 7年 12月に応

援制度も含めた基本法の大改正がなされた。その後、応

援の実効性を高めるためのさまざまな取り組みも蓄積し

ていった。本節では、改正の内容を概観し、東日本大震

災までの状況を整理する。 

ａ）応援に関する法制度 

まず、地方公共団体は相互に協力するように努めなけ

ればならないことが明記され（第 5条の 2）、それを担保

するための施策上の配慮として「地方公共団体の相互応

援に関する協定の締結に関する事項」が加えられた（第

8条第 2項）。基本法に「相互応援に関する協定」が初め

て位置付けられた。 

次に、国や都道府県による現地災害対策本部の設置が

明記された（第 23条、第 25条、第 28条の 2（現第 28条

の 3））。これまで記してきたように、被災地の近くで応

援調整を含む災害対応を円滑に進めるため、基本法制定

前から大規模な災害で現地災害対策本部が設置されてき

た。基本法制定時、国の現地災害対策本部については非

常災害対策本部として想定し、規定されていたが、非常

災害対策本部の運用としては中央に置かれることが一般

的だった。今回の改正は、改めて現地での国や都道府県

による活動が有意義であることを認識し、これを法律上

でも明らかなものとして位置づけ、応援活動等の強化を

図ったものと理解できる。 

 自衛隊の災害派遣についても、教訓を踏まえた改正が

あった。一つは、市町村長から都道府県知事に対して災

害派遣の要請の要求ができることが規定された。もう一

つは、市町村長が都道府県知事に連絡が取れない場合、

直接防衛庁長官（当時）又はその指定する者に通知する

ことができること、通知を受けた防衛庁長官（当時）又

はその指定する者は、その事態に照らし特に緊急を要し、

要請を待ついとまがないと認められるときは、要請を待

たないで、自衛隊法第 8条に規定する部隊等を派遣する

ことができることが規定された（第 68 条の 2）。これま

で自衛隊の災害派遣について、市町村は明確に位置付け

られていなかったが、今回の改正で明記された。 

この他、市町村長の避難の指示等に関し、市町村がそ

の全部又は大部分の事務を行うことができなくなったと

きは市町村長に代わって都道府県知事が実施しなければ

ならないことも、従前の応急措置に加えて規定された。 

ｂ）注目される応援の動きや事例 

 次に、注目すべき動きや事例を四点挙げる。 

 まず、市町村間の相互応援協定の締結が進んだ点であ

る。統計がとられ始めた平成 9年 4月の段階では市区町

村間の相互応援協定を締結している市区町村は 57.3%だ

ったが、平成 22年 4月には 89.8%に達していた（1,750

団体中 1,571団体）。なお、他都道府県の市区町村と協定

を締結している市区町村も、682団体（21.0%）から 820

団体（46.9%）と大きく増えた。（総務省消防庁防災課・

応急対策室・防災情報室,2011:p17）  

二点目は、関西広域連合の発足である。地方分権推進

の機運の中、平成 22年 12月 1日、特別地方公共団体と

して関西の 2府 5県（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、

和歌山県、鳥取県及び徳島県）を構成員とした関西広域

連合が設立許可された。関西広域連合は、府県域を超え

る広域的な行政ニーズに柔軟かつ複合的に対応すること

を目的とするもので、災害時の応援を含む防災も主要な

柱となった。広域防災の事務局は、阪神・淡路大震災を

経験し、人と防災未来センターの設立、ボランティア団

体の育成など有形無形の行政資源を持つ兵庫県が担うこ

ととなった（北村，2017：p80）。広域連合内で起きた災

害への対応だけでなく、域外で起きる災害に対し、単に

労力や物資の提供のみならず、被災市町村に乏しい災害

対応のノウハウを継承するための大きなエンジンが生ま

れたとも理解できる。また、阪神・淡路大震災を経験し

た関西地方からのお返し応援の体制が整ったとも言える。 

三点目は、国レベルの定型化された応援体制の創設で

ある。阪神・淡路大震災を受けて、緊急消防援助隊（H7）、

広域緊急援助隊（H7）、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣

隊）（H20）、DMAT（災害派遣医療チーム）（H17）等国レ

ベルの定型化された応援体制がさまざまな分野で整えら

れていった。いずれも災害時の専門的な分野について応

援を迅速・効果的に行う仕組みであり、創設後さまざま

な災害で活動が展開されるようになった。 

四点目が、法に基づく初の「非常災害現地対策本部」

の設置である。平成 12 年 3 月 31 日、北海道伊達市、壮

瞥町、虻田町の 1 市 2 町にまたがる有珠山が 23 年ぶりに

噴火した。この災害では、国の非常災害対策本部が設置

されるとともに、伊達市に非常災害現地対策本部が設置

された。法に基づく非常災害現地対策本部が設置された

のは、基本法改正以来初めてだった。この現地災害対策

本部には国の関係省庁が集結し「ミニ霞が関」とも言わ

れ、北海道、関係機関、火山専門の学識経験者らととも

に最前線で被災市町を支える構図が整えられた。 

ｃ）東日本大震災と応援 

平成 23 年 3 月 11 日、東日本大震災が発生した。国は

緊急災害対策本部を中央（東京都）に、現地対策本部を

宮城県に、現地連絡室を岩手県・福島県に置いて災害対

応に当たった。また、原子力災害対策本部を中央に、現

地対策本部を福島県に置いて原子力災害に対処した。 

本大震災では、阪神・淡路大震災以降培われた取り組

みを生かしたさまざまな主体による多様な形態の応援活

動が展開された。加えて、従来の災害では顕在化してい

なかった被災市町村に対する応援形態として、次のよう

なものも見られた。 

①大震災の発生まで特に縁のなかった市町村からの自発

的な応援（押しかけ応援）（消防科学総合センタ

ー,2012:p8） 

②「「対口支援（たいこうしえん）」方式による応援（被災

した市町村毎に応援する市町村、都道府県を割り当て

て包括的に応援を行う方法）（関西広域連合等）（鶴

谷,2017）（北村,2017） 

③非被災市町村管内での応援（被災市町村にとっては管

外での受援（特に福島第一原子力発電所事故により避

難を余儀なくされた住民の受け入れ、管外に市町村機

能の移転を余儀なくされた被災市町村への応援））（消

防科学総合センター,2012:p12-13） 

こうした応援を被災市町村が的確に生かすためには応

援側との調整が不可欠であるが、十分に対応できない面

があった。その要因として、多種大量の業務を、さまざ

まな形態の多数の応援資源と結びつけるノウハウが不足

していたことが挙げられる。こうした課題を克服してい

くため、多様な応援の的確な受け入れ体制（受援体制）

を整備することが求められるようになった。受援体制の

整備は、基本法制定前の課題としても挙がっていたが、

改めてその必要性や重要性がクローズアップされた。 

ｄ）小括 

阪神・淡路大震災を経て、応援体制の重要性が広く認

識され、実効性を高めるためのさまざまな取り組みが蓄

積されたこの時期は、「強化発展期」と捉えられる。応援

協定の締結が促進され、関西広域連合という応援のエン

ジンも生まれた。国レベルの定型化された応援体制もさ

まざまな分野で創設された。現地災害対策本部での活動

の一つの形として「ミニ霞が関」の事例も生まれた。東

日本大震災でこうした取り組みは一定の成果を挙げたが、

「想定外」の災害は、受援体制の整備という制度化以来

潜在していたテーマを改めて突き付けることになった。 

（４）東日本大震災後の基本法大改正から今日まで 

東日本大震災の教訓を踏まえ、平成 24 年、平成 25 年

に応援制度も含む基本法の大改正が行われた。さらにそ

の後の熊本地震災害（H28）、平成30年7月豪雨災害（H30）

等の災害を踏まえた改正や新たな取り組みも生まれて今

日に至っている。本節では改正の内容を概観し特徴的な

動向を示す。 

ａ）応援に関する法制度 

平成 24 年 6 月には、改正第一弾として主に次のような

改正がなされた。 

まず、災害予防事項の一つに、「災害が発生し、又は発

生するおそれがある場合における相互応援の円滑な実施」

のためにあらかじめ講ずべき措置に関する事項が追加さ

れた（第 46 条）。具体的には、「相互応援に関する協定の

締結、共同防災訓練の実施その他円滑に他の者の応援を

受け、又は他の者を応援するために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。」と、受援と応援に分けた取

り組みの努力義務が規定された（第 49 条の 2）。 

次に、市町村長から他の市町村長、都道府県知事に対

して応援を求める場合、応援を求めることができる対象

業務が応急措置から災害応急対策に拡大された（第 67 条、

第 68 条）。同様に、都道府県知事から他の都道府県知事

に対して応援を求める場合も規定された（第 74 条）。 

さらに、都道府県知事は、区域内の市町村長や他都道

府県知事に対する応援の指示又は要求のみによっては災

害応急対策に係る応援が円滑に実施されないと認めると

きは、内閣総理大臣に対し、他の都道府県の知事に対し

応援することを求めるよう求めることができることなど

が規定された（現第 74 の 3）。 

平成 25 年 6 月には、改正第二弾として、都道府県知事

は、災害応急対策を実施するため必要があると認めると

きは、指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長に対

し、応援を求めることができることが規定された（現第

74 条の 4）。なお、本規定は、事態の緊急性に照らし、必

要な場合には、例えば、市町村長が指定行政機関の長又

は指定地方行政機関の長に対し、直接依頼することを妨

げるものではないことが施行通知に明記されている。 

また、指定行政機関の長等による応急措置の代行につ

いても規定された。急を要する市町村長が行うべき応急
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措置について、都道府県知事に加え指定行政機関の長等

も代行しなければならないこととされた（第78条の2）。 

平成 30 年 6 月には、平成 29 年地方分権改革に関する

提案募集において、熊本地震災害の教訓を踏まえ、大規

模災害発生時に、応援職員の派遣要請を受けた都道府県

知事が、区域内の市町村長に対し応援を求めることがで

きるよう法的に明確化することを求める提案がなされ、

それが法定化された（第 74 条の 2）。 

令和 3 年 5 月には、市町村長から他の市町村長、都道

府県知事に対して応援を求めることのできる時期が、「災

害が発生した場合」に加え「発生するおそれがある場合」

も含まれることになった（第 67 条、第 68 条）。また、都

道府県知事から他の都道府県知事に対して応援を求める

場合も、同様に規定された（第 74 条）。 

ｂ）注目される応援の動きや事例 

 次に、注目すべき動きや事例を四点挙げる。 

まず、「対口支援」についてである。熊本地震災害では、

東日本大震災での関西広域連合による応援で見られた

「対口支援」方式による応援が本格的に展開された。九

州地方知事会（事務局：大分県）は、事前に締結してい

た「九州・山口 9 県災害時相互応援協定」とそれを補完

する「関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互

応援に関する協定」及び「全国都道府県における災害時

の広域応援に関する協定」に基づいて体制を整え、被災

市町村毎に応援団体を割り当てて応援を行った。なお、

熊本県庁には、各県から派遣されたリエゾンが集まって

「応援県ミーティング」という集中型の調整会合が開か

れ、情報交換等を行いながら応援が展開された（黒

田,2017:p79）。 

二点目は、拡大 K9（ケー・ナイン）についてである。

熊本地震災害では、国の非常災害現地対策本部が設置さ

れた。その運営の特徴は、有珠山噴火災害時の「ミニ霞

ヶ関」と同様に関係省庁の局長・審議官級の職員が現地

に集合し、現地対策本部長を補佐する支援チーム（K9）

を組織したことだった。活動報告や現状説明を主とする

合同会議とは別に国（K9）と県・熊本市の幹部（副知事､

副市長や関係部長等）とが毎日会議を開いて具体的な対

策を協議した。この会議は拡大 K9 とも呼ばれ、「現地で

国と県市が連携した災害対応を行う上で極めて有効であ

った」（兵谷,2017:p19）という。 

三点目は、「応急対策職員派遣制度」の創設についてで

ある。東日本大震災や熊本地震災害などを踏まえ、これ

まで具体的な応援の仕組みがなかった避難所の運営、り

災証明書の交付等の業務の応援や被災市区町村が行う災

害マネジメントの応援を行うための全国一元的な新たな

制度（「応急対策職員派遣制度」）が生まれた。平成 30 年

度から正式な運用が行われており、令和 4 年度までに 8

つの災害で 74 の被災市町村に対し、延べ約 100 の都道府

県・市から約 4 万人の職員が応援を行っている５）。 

四点目は、受援計画の作成促進である。市町村におい

て具体的で実効性のある受援計画の作成を促進するため、

令和 3 年 6 月に内閣府（防災）は『市町村のための人的

応援の受入れに関する受援計画作成の手引き』を示した。

総務省消防庁によれば、令和5年3月現在で67.3％（1,171

団体）が計画を定めていると回答している６）。 

ｃ）小括 

東日本大震災等を踏まえ、基本法における応援制度は、

応援の対象となる業務の拡大、応援を求めることのでき

る時期の拡大など充実が図られた。そして、熊本地震災

害では対口支援方式での応援、拡大 K9 などの取り組み

が見られた。その後、応急対策職員派遣制度という全国

レベルでの災害応急対策全般に係る応援制度も創設され、

東日本大震災で課題としてクローズアップされた受援計

画の作成も進んでいる。この他、被災情報等の災害情報

を集約・地図化・共有して、自治体等の災害対応を支援

する現地派遣チームとして、ISUT（Information Support 

Team：災害時情報集約支援チーム）の本格運用が令和元

年度から始まっている。このように、現在は、制度がさ

らに充実し、実効性を担保するための仕組みや取り組み

が展開されている「再強化展開期」と言うべき段階だと

考える。 

 

３．今後の展望 

（１）戦略から見た応援制度の変遷 

前章では、基本法の制定前から今日までの応援制度を

辿り、それぞれの時点での特徴を示した。その結果を踏

まえ、本節では、被災市町村、非被災市町村、都道府県、

国の各機関等で構成される組織間ネットワークにおける

情報伝達の観点から、どのような戦略でネットワークの

最適化を目指してきたのかを示す。第１章で述べたよう

に、応援を巡る組織間ネットワークは、単に情報伝達経

路がつながっているだけではなく、適切な調整を行い応

援という問題の解決を図る一種の装置だと考える。そし

て、組織間の調整活動の成否は伝達の質にかかっている

という観点から制度の変遷を捉えると、次の四つの戦略

でネットワークの最適化を図ろうとしてきたと指摘でき

る（表-1）。 

一点目は、「共通規範の提示」である。阪神・淡路大震

災後の改定では、「地方公共団体は相互に協力するように

努めなければならない」ことが明記され、それを担保す

るための施策上の配慮として「地方公共団体の相互応援

に関する協定の締結に関する事項」が加えられた。そし

て、東日本大震災後の改定では、災害予防事項の一つに

「相互応援の円滑な実施」に関する事項が追加され、受

援と応援に分けた取り組みの努力義務についても規定さ

れた。これらは、ネットワークを構成する組織に対して

災害時の応援に関する「共通規範」を明示したものであ

り、これによって組織間の情報伝達における合意や受容

の促進を期待していたと言える。 

二点目は、「接続」である。基本法が制定されるまでは、
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措置について、都道府県知事に加え指定行政機関の長等

も代行しなければならないこととされた（第78条の2）。 

平成 30 年 6 月には、平成 29 年地方分権改革に関する

提案募集において、熊本地震災害の教訓を踏まえ、大規

模災害発生時に、応援職員の派遣要請を受けた都道府県

知事が、区域内の市町村長に対し応援を求めることがで

きるよう法的に明確化することを求める提案がなされ、

それが法定化された（第 74 条の 2）。 

令和 3 年 5 月には、市町村長から他の市町村長、都道

府県知事に対して応援を求めることのできる時期が、「災

害が発生した場合」に加え「発生するおそれがある場合」

も含まれることになった（第 67 条、第 68 条）。また、都

道府県知事から他の都道府県知事に対して応援を求める

場合も、同様に規定された（第 74 条）。 

ｂ）注目される応援の動きや事例 

 次に、注目すべき動きや事例を四点挙げる。 

まず、「対口支援」についてである。熊本地震災害では、

東日本大震災での関西広域連合による応援で見られた

「対口支援」方式による応援が本格的に展開された。九

州地方知事会（事務局：大分県）は、事前に締結してい

た「九州・山口 9 県災害時相互応援協定」とそれを補完

する「関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互

応援に関する協定」及び「全国都道府県における災害時

の広域応援に関する協定」に基づいて体制を整え、被災

市町村毎に応援団体を割り当てて応援を行った。なお、

熊本県庁には、各県から派遣されたリエゾンが集まって

「応援県ミーティング」という集中型の調整会合が開か

れ、情報交換等を行いながら応援が展開された（黒

田,2017:p79）。 

二点目は、拡大 K9（ケー・ナイン）についてである。

熊本地震災害では、国の非常災害現地対策本部が設置さ

れた。その運営の特徴は、有珠山噴火災害時の「ミニ霞

ヶ関」と同様に関係省庁の局長・審議官級の職員が現地

に集合し、現地対策本部長を補佐する支援チーム（K9）

を組織したことだった。活動報告や現状説明を主とする

合同会議とは別に国（K9）と県・熊本市の幹部（副知事､

副市長や関係部長等）とが毎日会議を開いて具体的な対

策を協議した。この会議は拡大 K9 とも呼ばれ、「現地で

国と県市が連携した災害対応を行う上で極めて有効であ

った」（兵谷,2017:p19）という。 

三点目は、「応急対策職員派遣制度」の創設についてで

ある。東日本大震災や熊本地震災害などを踏まえ、これ

まで具体的な応援の仕組みがなかった避難所の運営、り

災証明書の交付等の業務の応援や被災市区町村が行う災

害マネジメントの応援を行うための全国一元的な新たな

制度（「応急対策職員派遣制度」）が生まれた。平成 30 年

度から正式な運用が行われており、令和 4 年度までに 8

つの災害で 74 の被災市町村に対し、延べ約 100 の都道府

県・市から約 4 万人の職員が応援を行っている５）。 

四点目は、受援計画の作成促進である。市町村におい

て具体的で実効性のある受援計画の作成を促進するため、

令和 3 年 6 月に内閣府（防災）は『市町村のための人的

応援の受入れに関する受援計画作成の手引き』を示した。

総務省消防庁によれば、令和5年3月現在で67.3％（1,171

団体）が計画を定めていると回答している６）。 

ｃ）小括 

東日本大震災等を踏まえ、基本法における応援制度は、

応援の対象となる業務の拡大、応援を求めることのでき

る時期の拡大など充実が図られた。そして、熊本地震災

害では対口支援方式での応援、拡大 K9 などの取り組み

が見られた。その後、応急対策職員派遣制度という全国

レベルでの災害応急対策全般に係る応援制度も創設され、

東日本大震災で課題としてクローズアップされた受援計

画の作成も進んでいる。この他、被災情報等の災害情報

を集約・地図化・共有して、自治体等の災害対応を支援

する現地派遣チームとして、ISUT（Information Support 

Team：災害時情報集約支援チーム）の本格運用が令和元

年度から始まっている。このように、現在は、制度がさ

らに充実し、実効性を担保するための仕組みや取り組み

が展開されている「再強化展開期」と言うべき段階だと

考える。 

 

３．今後の展望 

（１）戦略から見た応援制度の変遷 

前章では、基本法の制定前から今日までの応援制度を

辿り、それぞれの時点での特徴を示した。その結果を踏

まえ、本節では、被災市町村、非被災市町村、都道府県、

国の各機関等で構成される組織間ネットワークにおける

情報伝達の観点から、どのような戦略でネットワークの

最適化を目指してきたのかを示す。第１章で述べたよう

に、応援を巡る組織間ネットワークは、単に情報伝達経

路がつながっているだけではなく、適切な調整を行い応

援という問題の解決を図る一種の装置だと考える。そし

て、組織間の調整活動の成否は伝達の質にかかっている

という観点から制度の変遷を捉えると、次の四つの戦略

でネットワークの最適化を図ろうとしてきたと指摘でき

る（表-1）。 

一点目は、「共通規範の提示」である。阪神・淡路大震

災後の改定では、「地方公共団体は相互に協力するように

努めなければならない」ことが明記され、それを担保す

るための施策上の配慮として「地方公共団体の相互応援

に関する協定の締結に関する事項」が加えられた。そし

て、東日本大震災後の改定では、災害予防事項の一つに

「相互応援の円滑な実施」に関する事項が追加され、受

援と応援に分けた取り組みの努力義務についても規定さ

れた。これらは、ネットワークを構成する組織に対して

災害時の応援に関する「共通規範」を明示したものであ

り、これによって組織間の情報伝達における合意や受容

の促進を期待していたと言える。 

二点目は、「接続」である。基本法が制定されるまでは、

表-1 応援制度の変遷と戦略 
時期区分 第二次世界大戦の終戦

から基本法制定まで 
基本法制定から阪神・淡
路大震災まで 

阪神・淡路大震災後の基
本法大改正から東日本
大震災まで 

東日本大震災後の基
本法大改正から今日
まで 

特徴 ■曖昧断片期 
 組織間のつながりが
曖昧で断片的 

 市町村にとって他力
本願あるいは「ぶっつ
け本番」の偶発的な資
源獲得環境 

 自発性、創発性、柔軟
性を応援活動にもた
らす余地 

■形成潜在期 
 基本的な枠組みは形成
されたものの、大規模
災害時の課題が潜在 

■強化発展期 
 応援体制の重要性が
広く認識され、実効性
を高めるためのさま
ざまな取り組みが蓄
積 

 受援体制の整備につ
いての課題が潜在 

 

■再強化展開期 
 制度がさらに充実
し、受援体制の整備
を含め実効性を担
保するための仕組
みや取り組みがさ
らに展開 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
戦
略 

共通規範の提示 ※「道義的に」応援すべ
き（救助法の方針） 

 応援を求められた場
合の応諾義務の規定 

 地方公共団体は相互
に協力するように努
めなければならない
こと 

 地方公共団体の相互
応援に関する協定の
締結に関する事項 

 災害予防に関する
事項への相互応援
に関する事項の追
加 

 受援と応援に分け
た取り組みの努力
義務 

接続 ※個別法による接続（水
防法、消防組織法） 
※都道府県と自衛隊（自
衛隊法） 

 被災市町村長から他
市町村長への応援の
要求 

 被災市町村長から都
道府県知事への応援
の要求 

 都道府県知事から非
被災市町村長への応
援の指示 

 都道府県知事から他
の都道府県知事への
応援の要求 
※基本的な枠組みのみ
規定（防災計画や応援
協定を期待） 

 被災市町村長から都
道府県知事への自衛
隊の災害派遣要請の
要求 

 被災市町村長による
自衛隊への通知 

 内閣総理大臣によ
る応援の要求等 

 都道府県知事から
指定行政機関、指定
地方行政機関の長
等への応援の要求 

 応援の求めを受け
た都道府県知事に
よる管内市町村長
への応援の要求 

ドメインの設定   応援を求めることが
できる対象業務を「応
急措置」に設定 

 応援を求めることの
できる時期を「災害が
発生した場合」に設定 

  応援を求めること
ができる対象業務
の「災害応急対策」
への拡大 

 応援を求めること
ができる時期の「発
生するおそれがあ
る場合」への拡大 

接近  ※事実行為としての
現地災害対策本部 

 

 非常災害対策本部(現
地設置想定)を規定 

 現地災害対策本部を
規定 

 

 

制度上応援に関しての組織間の接続は、曖昧で断片的な

ものだった。基本法の成立により、市町村長間、市町村

長と都道府県知事、都道府県知事と他都道府県知事とが

接続され、阪神・淡路大震災後の改定では市町村長と自

衛隊が、東日本大震災後の改正では、都道府県知事と内

閣総理大臣、指定（地方）行政機関と接続が拡充された。

これらは、組織間の公式な情報伝達経路の明確化と拡大

を意図していたと言える。 

三点目は、「ドメインの設定」である。基本法の制定時

に、応援を求めることができる業務は「応急措置」と設

定された。また、応援を求めることができる時期は「災

害が発生した場合」と設定された。東日本大震災後の改

定で、応援対象業務は「災害応急対策」に拡大され、応

援を求めることのできる時期は「災害が発生するおそれ

がある場合」も含むものとなった。これらは、ネットワ

ークの情報伝達領域の明確化と拡大を図るものであり、

それによって組織間を流通する情報の質が明確化され、

量は拡大していくことになった。 

四点目は、「接近」である。基本法制定前から大規模な

災害で国や都道府県は被災地に現地災害対策本部を設置

し、被災市町村と連携して災害対応に当たっていた。基

本法制定時には、それが「非常災害対策本部」という形

で明文化された。阪神・淡路大震災後の改定では、非常

災害対策本部の運用が当初想定していた被災地への設置

ではなく中央での設置という形に定着してたためと考え

られるが、現地災害対策本部を被災地に置くことができ

ることが改めて規定された。こうした調整拠点の「接近」

戦略は、組織間の公式、非公式な情報伝達を活性化させ

るとともに、伝達の遅れ等のタイミングのズレや伝達内

容の歪曲・欠落などの問題発生を抑止し、伝達の質の強

合意や受容

の促進 

情報伝達経

路の明確化

と拡大 

伝達の質

の向上 

情報伝達領域の

明確化と拡大 
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化をもたらすことを期待したものだと言える。 

（２）今後の展望 

最後に、今後を展望したい。基本法の制定や改定が巨

大な破局的災害である伊勢湾台風災害、阪神・淡路大震

災、東日本大震災を大きな節目として図られてきた経緯

を踏まえれば、やはり今後起こり得る複合災害を含む広

域巨大な破局的災害や市町村機能の大部分が麻痺してし

まうような局地的な破局的災害について検討する必要が

ある。 

まず、広域巨大な破局的災害を考えると、これまでの

戦略に加えて「細分化」という視点が考えられる。都道

府県内で同時に多数の市町村が大きな被害を受けた場合、

さらに、複数の都道府県が同時に甚大な被害を受けた場

合を想定すると、応援制度に関わるネットワーク内の情

報伝達は輻輳する。そうすると、特に調整の拠点となる

都道府県や国（内閣府）では情報伝達の負荷が増大し、

そこが十分に機能しなければボトルネックとなり調整の

欠落や遅れなどの問題が各所で頻発することが想定され

る。現在の戦略には、「共通規範の提示」という規範的な

ものはあるが、調整に係る情報伝達の負荷が増大した場

合の方策に関する戦略が十分ではない。そこで、情報伝

達の負荷の軽減という観点から、ネットワークの細分化

を一つの戦略として考えていく必要がある。細分化の方

法としては二つある。一つは、複数の現地災害対策本部

を置きエリア単位で活動を行うこと、もう一つは業務別

にプロジェクトチームを設け機能別にネットワークを細

分化して活動を行うことである。前者については、東日

本大震災で、国は宮城県に緊急災害現地対策本部を置き、

岩手県と福島県に現地連絡室を置いた。あわせて原子力

災害現地対策本部を福島県に置いて事態に対処した。ま

た、「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関

する計画」（令和 5年 5月,中央防災会議幹事会）では、

中部地方、近畿地方、四国地方及び九州地方に被害の状

況等に応じて緊急災害現地対策本部を置くことが定めら

れている。後者については、伊勢湾台風災害で名古屋市

に設置された中部日本災害対策本部に「締切排水小委員

会」、「災害救助小委員会」、「住宅小委員会」を設けて対

応した例がある。特にエリア単位での細分化については、

情報伝達の負荷を軽減し迅速に応援活動を展開するとい

う視点から有効な戦略だと考えられる。ただし、「細分化」

の展開に当たっては、エリア間の資源の偏り、そして対

策の内容や進捗状況の格差などの問題が発生することも

予想されることから、全体調整をどのように図るべきか

についても十分議論される必要がある。 

次に、市町村の機能の大部分が麻痺してしまうような

局地的な破局的災害を想定すると、「密着」が考えられる。

例えば、大地震により庁舎が倒壊し、多数の職員が被災

して市町村の機能が大きく麻痺するような事態を想定す

ると、「接近」だけでは不十分で、被災市町村に都道府県

や国が密着して活動することも求められるだろう。市町

村の機能の大部分が麻痺してしまうような破局的な災害

では、市町村が一次的に対応し、都道府県や国が補完す

るという構図にこだわりすぎると本来の災害応急対策が

十分に行われないことも考えられる。東日本大震災で破

局的な被害を受けた宮城県石巻市の亀山市長（当時）は、

かつて国会の参考人として「今回の震災の教訓は、国が

自治体間や各防災機関との調整を円滑に行うというレベ

ルではございません。今回の最大の教訓は、国が最も被

災状況の厳しい地域に常駐していただいて、行政能力の

低下した被災自治体と一蓮託生で応急措置を展開する、

そのような災害対策基本法を運用することだと政府に深

く認識していただくようにお願いをいたします。」と発言

した７）。大震災後の改訂で「指定行政機関の長等による

応急措置の代行」という規定が新設されたが、被災によ

り機能が大幅に低下した市町村と都道府県、国が密着し

て一体的に災害対応に当たるという観点から、代行対象

業務の「災害応急対策」への拡大、「合同災害対策本部」

の設置等の制度化が求められる可能性もある。 

 

４．おわりに 

基本法の制定から 60年余が経過し、この間、市町村の

数は約 3,500から約 1,700にまで大きく減った。「基本法

は伸びる生命を内包する法律である」（野田,1963:p352）

という立法関係者の思いを鑑みると、応援制度は今後起

こりうる災害や時代の変化に応じた十分なものとしてこ

れからも社会に組み込まれていくことが期待される。あ

わせて、自然災害時の緊急社会システムは準備と即興の

総体であることを踏まえると、制度化という準備ととも

に即興のための応援のアイデアを過去の災害の教訓を読

み解きながら数多く用意しておくことも求められる。 

 

補注 
１）この規定（例示）は平成 11年の改正で削除された。 
２）「災害救助法の運用に関する件」（昭和22年10月20日,発社

第135号） 
３）「遠隔市町村間の相互応援協定の締結について」昭和 45年3

月の消防庁と長野県との質疑応答。消防実務六法,3-2479 
４）内閣府 阪神・淡路大震災 総括・検証 調査シート 007 
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参照文献 

五百旗頭真（監修）大西裕（編著）（2017），災害に立ち向かう

自治体間連携－東日本大震災にみる協力的ガバナンスの実態

－，ミネルヴァ書房 

災害情報　No.22-1  202466



化をもたらすことを期待したものだと言える。 

（２）今後の展望 

最後に、今後を展望したい。基本法の制定や改定が巨

大な破局的災害である伊勢湾台風災害、阪神・淡路大震

災、東日本大震災を大きな節目として図られてきた経緯

を踏まえれば、やはり今後起こり得る複合災害を含む広

域巨大な破局的災害や市町村機能の大部分が麻痺してし

まうような局地的な破局的災害について検討する必要が

ある。 

まず、広域巨大な破局的災害を考えると、これまでの

戦略に加えて「細分化」という視点が考えられる。都道

府県内で同時に多数の市町村が大きな被害を受けた場合、

さらに、複数の都道府県が同時に甚大な被害を受けた場

合を想定すると、応援制度に関わるネットワーク内の情

報伝達は輻輳する。そうすると、特に調整の拠点となる

都道府県や国（内閣府）では情報伝達の負荷が増大し、

そこが十分に機能しなければボトルネックとなり調整の

欠落や遅れなどの問題が各所で頻発することが想定され

る。現在の戦略には、「共通規範の提示」という規範的な

ものはあるが、調整に係る情報伝達の負荷が増大した場

合の方策に関する戦略が十分ではない。そこで、情報伝

達の負荷の軽減という観点から、ネットワークの細分化

を一つの戦略として考えていく必要がある。細分化の方

法としては二つある。一つは、複数の現地災害対策本部

を置きエリア単位で活動を行うこと、もう一つは業務別

にプロジェクトチームを設け機能別にネットワークを細

分化して活動を行うことである。前者については、東日

本大震災で、国は宮城県に緊急災害現地対策本部を置き、

岩手県と福島県に現地連絡室を置いた。あわせて原子力

災害現地対策本部を福島県に置いて事態に対処した。ま

た、「南海トラフ地震における具体的な応急対策活動に関

する計画」（令和 5年 5月,中央防災会議幹事会）では、

中部地方、近畿地方、四国地方及び九州地方に被害の状

況等に応じて緊急災害現地対策本部を置くことが定めら

れている。後者については、伊勢湾台風災害で名古屋市

に設置された中部日本災害対策本部に「締切排水小委員

会」、「災害救助小委員会」、「住宅小委員会」を設けて対

応した例がある。特にエリア単位での細分化については、

情報伝達の負荷を軽減し迅速に応援活動を展開するとい

う視点から有効な戦略だと考えられる。ただし、「細分化」

の展開に当たっては、エリア間の資源の偏り、そして対

策の内容や進捗状況の格差などの問題が発生することも

予想されることから、全体調整をどのように図るべきか

についても十分議論される必要がある。 

次に、市町村の機能の大部分が麻痺してしまうような

局地的な破局的災害を想定すると、「密着」が考えられる。

例えば、大地震により庁舎が倒壊し、多数の職員が被災

して市町村の機能が大きく麻痺するような事態を想定す

ると、「接近」だけでは不十分で、被災市町村に都道府県

や国が密着して活動することも求められるだろう。市町

村の機能の大部分が麻痺してしまうような破局的な災害

では、市町村が一次的に対応し、都道府県や国が補完す

るという構図にこだわりすぎると本来の災害応急対策が

十分に行われないことも考えられる。東日本大震災で破

局的な被害を受けた宮城県石巻市の亀山市長（当時）は、

かつて国会の参考人として「今回の震災の教訓は、国が

自治体間や各防災機関との調整を円滑に行うというレベ

ルではございません。今回の最大の教訓は、国が最も被

災状況の厳しい地域に常駐していただいて、行政能力の

低下した被災自治体と一蓮託生で応急措置を展開する、

そのような災害対策基本法を運用することだと政府に深

く認識していただくようにお願いをいたします。」と発言

した７）。大震災後の改訂で「指定行政機関の長等による

応急措置の代行」という規定が新設されたが、被災によ

り機能が大幅に低下した市町村と都道府県、国が密着し

て一体的に災害対応に当たるという観点から、代行対象

業務の「災害応急対策」への拡大、「合同災害対策本部」

の設置等の制度化が求められる可能性もある。 

 

４．おわりに 

基本法の制定から 60年余が経過し、この間、市町村の

数は約 3,500から約 1,700にまで大きく減った。「基本法

は伸びる生命を内包する法律である」（野田,1963:p352）

という立法関係者の思いを鑑みると、応援制度は今後起

こりうる災害や時代の変化に応じた十分なものとしてこ

れからも社会に組み込まれていくことが期待される。あ

わせて、自然災害時の緊急社会システムは準備と即興の

総体であることを踏まえると、制度化という準備ととも

に即興のための応援のアイデアを過去の災害の教訓を読

み解きながら数多く用意しておくことも求められる。 

 

補注 
１）この規定（例示）は平成11年の改正で削除された。 
２）「災害救助法の運用に関する件」（昭和22年10月20日,発社

第135号） 
３）「遠隔市町村間の相互応援協定の締結について」昭和 45年3

月の消防庁と長野県との質疑応答。消防実務六法,3-2479 
４）内閣府 阪神・淡路大震災 総括・検証 調査シート 007 
５）総務省ホームページ（被災地方公共団体に対する人的支援の

取組）（参照年月日：2023.6.15） 
６）総務省消防庁ホームページ（地方公共団体における業務継続

計画等の策定状況の調査結果）（平成5年3月29日）（参照

年月日：2023.6.15） 
7）第183回国会 参議院災害対策特別委員会（平成25年6月7

日）での参考人発言。 
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of ambiguous and fragments," the "period of foundation with underlying problems," the "period of enhancement and 

development," and the "period of reinforcement and unfolding" based on the characteristics of each period. From the 

viewpoint of information transmission in inter-organizational networks, it was thought that the four strategies of 

"presenting common norms," "connecting," "setting domains," and "approaching" were used to optimize the networks. 

The above four strategies alone are insufficient, this study also pointed out the possibility of new strategies of 

"segmentation" and "close contact" in the event of a wide-area catastrophic disaster in which multiple prefectures are 

simultaneously affected or a localized catastrophic disaster that paralyzes most of the functions of municipalities, 

which could occur in the future. 
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和文要約 

 

本研究では、津波からの避難を体験できる VRを制作し、VRが地元中高生の防災意識の変化に及

ぼす効果を検証した。地元中高生有志のもと、地域の交差点とその周辺の建物を含む領域（シーン）

を計 136地点で撮影し、それぞれのシーンをVR空間上に再現した。制作した VR（以下、津波避難

体験 VR とする）では、任意地点から各シーンをすごろくのコマとして移動しながら避難場所を目

指すことができる。また、各シーン内では、プレイヤーは自分の意思で自由に動き回ることができ

る。時間の経過とともに津波がまちを浸水していく様子を付与したほか、特定のシーンにはブロッ

ク塀の倒壊など避難を阻害するエフェクトを付与した。この津波避難体験 VR を地元の中高生 100

名にHRの時間（50分）を利用して体験してもらい、体験会前後にアンケート調査を行った。 

アンケート調査より、津波避難体験 VR を体験することにより地震発生時に遭遇し得る状況をイ

メージできるようになった生徒が増え、津波からの避難について具体的な対策を考えられる様にな

っていた。また、体験会から数十日以上経過した後に行ったヒアリングの結果より、体験会後に家

具の固定や、実際に歩いて避難経路の確認をした生徒がいたことが確認できた。 

 

キーワード：VR、南海トラフ地震、津波、防災教育、デジタルツイン 

 

１．はじめに 

 南海トラフ地震を想定した対策の必要性が高まる中、

学校における防災教育の普及促進が急務である。しかし

ながら城下ら（2007）は、我が国の義務教育のカリキュ

ラムでは、災害全般を包括的に扱った授業は設けられて

おらず、近年では「総合的な学習の時間」の 1テーマと

して防災教育が取り上げられる機会があるのみであると

述べており、著者らによる県内の中等・高等学校に対す

るヒアリングにおいても現状は大きく変わっていない。 

 文部科学省（2007）は、防災教育において、児童生徒

が能動的に防災に関する学習をすることが重要であると

述べている。最近では能動的学習の手法の一つとして、

シリアスゲームの研究や活用が進みつつある。シリアス

ゲームとは、コンピュータゲームのうち、純粋な娯楽の

ためではなく社会課題の解決を目的として作られている

ものを指し、特徴として自分自身の判断によって問題の

解決を図るため問題を自分事としやすいことが挙げられ

る。菊池ら（2015）は、シリアスゲームを通して学ぶ防

災教育は、テキスト学習による学習効果に比べてやや劣

るものの、楽しく学べるというゲーム本来の特長を生か

した学習が可能であることを明らかにした。 

 近年のデジタル技術の進歩に伴い、VR の技術を活用

したシリアスゲームも見受けられている。中でも防災教

育・防災訓練等に使用されている事例について、花本ら
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（2022）は、大雨時の浸水解析に基づく水害体験 VRを

制作し、制作した VRの映像をワークショップ参加者に

見せた。その結果、水害体験 VRが災害を我が事として

捉えることに有効であることを確認した。VR を活用し

た防災教育の事例として、新保ら（2022）は、交差点を

一つのすごろくのマスと見立て災害時の避難行動につい

て学ぶゲーム「防災すごろく」のアプリケーションを開

発した。このアプリはランダムな出発点から避難所に向

かう間に豪雨、浸水、火災、渋滞の発生に伴う避難方法

や避難経路の変更を学ぶことを可能とした。特定の地点

では 360度全天球映像（VR）を通して浸水や火災を体験

できるようにし、VR コンテンツを導入したことによっ

て、体験者の災害に対する理解度を上げ、災害に対する

誤認識を防ぐ結果を得た。また、王ら（2023）は、津波

被害が想定される地域において都市・地域モデル、津波

及び避難シミュレーション結果を統合し、避難場所及び

避難場所に向かうある地点でアイレベルでの体験が可能

な VR津波疑似体験システムの構築を行った。制作した

VR を地元の中学生に体験させ、体験後にアンケート調

査を行った結果、避難場所での体験をした生徒に比べて

避難場所に向かう地点での体験をした生徒の方が津波か

らの早期避難を意識することを確認した。 

 一方で、王ら（2023）は、あらかじめ設定した位置（避

難場所とそれに至るある一地点）のみでの擬似体験とな

っている点を課題として挙げ、また、新保ら（2022）は、

「初期位置に応じた避難場所（複数のゴール）の必要性」

を課題として挙げている。そこで本研究では、津波から

の避難を学ぶ上で、家や学校などの任意の地点から任意

の避難場所までの避難を経験することが重要であろうと

の考えのもと、交差点間をすごろくのように移動しなが

らスタート地点（家や学校）からゴール地点（避難場所）

までの避難を体験できる VRを制作した。また本 VRで

は、交差点やその周辺（本論文ではシーンと称する）で

あれば VR空間上でプレイヤーが自由に移動することが

できるようにした。 

 VR の開発には有志の中高生が参加し、主に街並みの

撮影を行った。この津波避難体験VRを地元の中高生100

名にHRの時間（50分）を利用して体験してもらい、体

験会前後にアンケート調査を行った。本論文は、中高生

の VR体験を通して得られた防災教育における VRの知

見について報告するものである。 

図-1 愛媛県西予市三瓶東地区と津波浸水想定 

 

0 300m

図-2 Polycamを用いた街の撮影 

 

0 300m

図-3 津波避難体験VRでプレイ可能なエリア 

⚫はシーン、🔺は避難場所を示しており、 
線で繋がっているシーンは行き来することができる 

 

丸はシーン、三角は避難場所を示しており、

線で繋がっているシーンは行き来することができる
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２．研究方法 

（１）研究対象地区 

 本研究は愛媛県西予市三瓶町三瓶東地区を対象とした

（図-1）。西予市HPによると、当地区は愛媛県南西部に

位置し、地区の西側にはリアス式海岸の三瓶湾が開けて

おり背後には 300 mから 500 mの急峻な山々が連なって

いる地域である。愛媛県（2013）による想定では、L2津

波（最大クラスの津波）規模の南海トラフ地震によって

発生する最高津波水位は地震発生から81分後にT.P. + 9.3 

mと予想されている。 

 愛媛県立宇和高等学校、愛媛県立宇和高等学校三瓶分

校、西予市立三瓶中学校の 3校を 2022年 7月 19日に訪

問し、VR 制作プロジェクトへの参加者を地元中高生か

ら募った。その結果、宇和高校から 6名、宇和高校三瓶

分校から 4名、三瓶中学校から 4名の計 14名の生徒がプ

ロジェクトに参加することになった。参加者とは、ビジ

ネス用メッセージングアプリ（Slack）を用いて連絡を取

り合った。 

（２）津波避難体験 VR 

a）街並みの撮影と点群データの編集 

 研究対象地区の撮影にはスマートフォンアプリの

Polycam（Polycam社）を用いた（図-2）。Polycamは撮影

した画像データをSfM（Structure from Motion）/MVS（Multi 

View Stereo）技術に基づいて 3D モデルを構築できるア

プリケーションである。また、Polycamで作成したデータ

は外部のプログラムやデバイスとも互換性があるため、

後述するBlender（Blender Foundation社）やUnity（Unity 

Technologies社）に撮影した 3Dモデルをエクスポートす

ることも可能である。一度に撮影できる枚数制限（250枚）

があったため、撮影する箇所を交差点と交差点付近 5 ~ 

10 m に限定した。この作業を有志の参加者と共に行い、

約 2ヶ月かけて計 136シーンを撮影した（図-3）。撮影し

た画像を Polycam独自のクラウドにアップロードすると、

クラウド上で自動的に 3D モデルが生成される。本研究

では生成された 3DモデルをOBJ形式で出力し、Blender

で読み込んだ。Polycamで生成された 3Dモデルは、点群

データが過密に存在していた部分があったため、Blender

を用いて不要な点群データを削減した。Blenderで編集後

の 3DモデルはFBX形式で出力した。 

図-4  VR空間内の1シーンの例 

 

図-5 津波避難体験VRの様子 

 

スタート画面

シーン内を自由に歩ける

シーンの移動

浸水の様子

ゴール手前の様子

ゴール画面
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b）地形データと津波データ 

 国土地理院が提供している DEM（Digital Elevation 

Model）をもとに三瓶東地区全体の 3D地形データを生成

し、Google mapのサテライト写真をマッピングした。こ

こに 136シーンの 3Dモデルを配置した。 

 また、津波の水位データとして、愛媛県（2013）によ

るL2津波（最大クラスの津波）規模の南海トラフ地震が

発生した場合の試算結果を使用した。三瓶東地区での 1

秒ごとの時系列データを抽出し、それを津波避難体験VR

内での地震発生後からの経過時間に合わせて津波の水位

として与えた。これにより、三瓶東地区の地形に沿って

津波が遡上していく様子を表現した。津波は Unity の

Standard アセットの Water パッケージを使用し、水面の

テクスチャを黒にすることで実際の津波のイメージに近

づけた。 

c）体験 VRの作成 

 3DモデルをUnityに取り込み、仮想空間上に三瓶の街

並みを再現した。VR空間内のある１シーンを図-4に示

す。三瓶東地区全体の 136のシーンの 3Dモデルを 3D地

形モデルに合わせて配置し、隣り合うシーンは相互に行

写真-1 体験会の会場の様子 

 

図-6 追加した副次的エフェクト 

 

煙エフェクト

落石・ブロック塀の崩壊

昼 夜

表-1 事前事後アンケートの概要 

選択肢質問項目
通し
番号

事前事後共通
想像できる, ある程度想像できる, 
あまり想像できない, 想像できない

自分自身が被災
するイメージの

有無
①

参加したことがある, 参加したこと
がないが参加したいと思う, 参加し
たいと思わない

防災イベントへ
の参加有無

②

話し合ったことがある, 話し合った
ことはないが必要だと思う, 話し合
うつもりはない

家族との地震時
についての話し

合い
③

地震発生直後, 緊急地震速報がなっ
てから, 津波警報が発令されてから, 
テレビやラジオで他地域の被害を
見てから, 近くの人に言われてから, 
逃げない

地震発生時の避
難タイミングに
関する考え

④

安全, ある程度安全, ある程度危険, 
危険, わからない

自宅の安全性に
関する考え

⑤

地震発生から20分以内, 地震発生か
ら20分以上40分以内, 地震発生から
40分以上60分以内, 地震発生から60
分以上70分以内, 到着できない, わ
からない

自宅から避難場
所までの所要時

間
⑥

来ない, 膝下まで, 腰〜胸の高さ, 胸
〜身長くらい, 身長〜1階の天井ま
で, 1階の天井〜2階の天井まで, 2階
建の屋根を越えるまで

三瓶における津
波の高さに関す

る知識
⑦

建物の倒壊, 津波, 火災, 土砂崩れ, 
液状化, 河川の氾濫, 噴火, 原発事故, 
停電, その他（）

三瓶で発生する
可能性のある災
害についての知

識

⑧

（自由記述）＊制限時間2分津波からの避難
時の注意事項
（思いつく限

り）

⑨

事前のみ
ある, ない過去の災害経験

の有無
⑩

ある, ないハザードマップ
の閲覧経験

⑪

決めている, 決めていない避難場所の決定⑫
できている, できていない避難経路の把握⑬

事後のみ
楽しかった, まあまあ楽しかった, 
あまり楽しくなかった, 楽しくな
かった

津波避難体験
VRは楽しかっ
たか

⑭

思う, 思わない継続してVRを
用いた防災教育
を行いたいか

⑮

（自由記述）津波避難体験
VRの感想⑯
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き来することができるようにした（図-5 の上から 3 段

目）。本VRはUnityの Starterアセット（3人称視点）を

使用した。シーンを移動する場合には、シーン間の距離

に応じて経過時間を加算し、それに合わせて津波の水位

も更新させている。各シーンには番号を振っておき、そ

のシーン番号をゲーム開始画面（図-5上段）にて入力す

ることで該当シーンからプレイできるようにした。プレ

イ画面右上には地震発生からの経過時刻を表示し、地震

発生から 50分後（三瓶東地区で浸水が始まる 1分前）を

デフォルトのスタート（避難開始）時刻とした。このス

タート時刻はゲーム開始画面の右上で体験者が任意に決

めることができ、体験者の自宅に津波が到達する少し前

をスタート時刻とするなどしてプレイすることができる

ようにした。プレイ中は画面右上の時間表示が刻一刻と

変化していき、地震発生からの経過時間を確認すること

ができる。プレイヤー（Starter アセット）のデフォルト

の歩行速度は 2.0 m s-1であり、本VRでもその値を使用

した。さらに、浸水の進行に比例してプレイヤーの歩行

速度が減速するように設定し、浸水がプレイヤーの腰の

高さに達した時点でプレイヤーの歩行速度が 0.0 m s-1と

なる。なお、プレイヤーの歩行速度が 0.0 m s-1となった

場合、ゲームオーバーとなる。なお、この設定は千葉県

（2016）の千葉県津波避難計画策定指針を参考に設定し

た。 

 特定のシーンには落石やブロック塀の崩壊を想起させ

るエフェクト、火事を想起させる煙エフェクト、夜間時

における津波からの避難を想起させる夜間エフェクトを

追加した（図-6）。 

d）体験会の開催とアンケート調査 

 愛媛県立宇和高校三瓶分校の 1、2 年生（2022 年度）

30名（1年生が 14名、2年生が 16名）、及び西予市立三

瓶中学校の 2、3年生（2023年度）70名（3年生が 40名、

2年生が 30名）を対象としてHRの時間（50分）の時間

を利用して津波避難体験 VRを体験してもらった（体験

者の中で有志の生徒は、三瓶分校 2年生 2名、三瓶分校

1年生 1名、三瓶中学校 3年生 4名の計 7名であった）。

体験会の様子を写真-1に示す。パソコン 1台を 3人で交

代しながら全員がプレイできるようにし、生徒は下記を

体験した。第 1部では、避難路上にてブロック塀が崩壊

する瞬間を体験する。また、避難場所に到達したときに

町内全体を見渡すと煙が上がっているのを見る。第 2部

では、自宅または学校から西予市が指定している避難場

所に避難する。第 3部では、夜に地震が発生した場合を

想定しプレイヤーが所持している懐中電灯が照らす光の

みで避難場所まで避難する。 

 この体験会の前後に防災意識や理解についてのアンケ

ート調査（表-1）を実施し、津波避難体験 VRの効果に

ついて分析した。なお、本研究で実施した体験会とその

前後のアンケート調査にはプロジェクトに参加した中高

生も含まれている。彼らは主に街並みの撮影を行ってお

り、体験会当日まで彼らは完成した VRを体験していな

い。したがって、事前事後アンケートの集計において、

その他の生徒と同じように評価した。 

 

３．結果と考察 

（１）VR体験前後での防災意識の変化 

 事前と事後で共通の質問（表-1①〜⑦）における、回

図-7 事前事後における回答の変化 
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答の分布の変化を図-7 に示す。無回答は除外したため、

各設問で有効回答数は異なる。また、表-1②の質問の選

択肢である「（防災イベントに）参加したことがある」や、

表-1③の質問の選択肢である「（家族と）話し合ったこと

がある」は、事実確認のための選択肢であったが、質問

②では 5名、質問③では 1名が事前と事後で異なる回答

をしていた。質問②、質問③の難易度は高いとは考えに

くく、質問文や回答方法も事前と事後で変えていない。

当該生徒はそれ以外の設問に対して適切に回答しており、

生徒自身の曖昧な記憶によって事前と事後で異なる回答

をした可能性があると考える。そのため、当該生徒の回

答は、質問②、質問③それぞれで無効とした。 

 事前と事後 7個全ての質問においてマクネマー検定を

行ったところ、自分自身が被災することのイメージが想

像できるかの質問（表-1①）のみに有意な差がみられた

（カイ2乗値は49.00、漸近有意確率（両側）はp < 0.001）。

そこで、表-1①の質問の事前と事後における回答の変化

を表-2のクロス集計表に示す。度数が最も大きかったの

は事前で「ある程度想像できる」から事後で「想像でき

る」であり、その度数は 24であった。2番目に度数が大

きかったのは事前で「あまり想像できない」から事後で

「ある程度想像できる」であり、その度数は 20であった。

以上より、津波避難体験 VRを体験することにより、災

害をイメージしやすくなったことが示された。このこと

は、VRを用いて災害の可視化を図った王ら（2023）や花

本ら（2022）の研究からも同様の結果を得ている。 

 表-1②、③の質問は、それぞれ津波避難体験 VRを通

して防災イベントへの参加意向、家族とのコミュニケー

ションの重要性について問うた質問であった。事前と事

後における意識の変化を分析するために、質問②では

「（防災イベントに）参加したことは無いが参加したいと

思う」または「（防災イベントに）参加したことは無いし

参加しようと思わない」の選択グループ（44名）に絞っ

て再度マクネマー検定を行った。質問③も同様に、「（家

族と）話し合ったことは無いが必要だと思う」または「（家

族と）話し合ったことは無いし必要だと思わない」の選

択グループ（44 名）に絞ってマクネマー検定を行った。

その結果、質問②、質問③共に事前と事後のアンケート

回答における有意な変化は見受けられなかった。このこ

とから、VR は災害のイメージを向上させることには寄

与するものの、日頃の防災意識の変容には直接的に影響

するとは言えない。 

（２）津波からの避難時に対する注意事項の変化 

 表-1⑨の質問（津波からの避難時の注意事項）に対す

る事前と事後の回答数を比較した結果を図-8に示す。こ

の回答において質問に対する不適切な回答は見受けられ

なかった。 

a）記述個数の変化 

 事前の平均回答数は3.14個であったのに対し事後の平

均回答数は 3.92個であった。対応サンプルの差について

の t 検定の結果、平均値の差は統計的に有意であり、津
波避難体験 VRを体験することで津波からの避難時に注

意すべきことをより具体的に考えるようになったと考え

る（t値は-7.110、自由度は 99、有意確率は p < 0.001）。 

b)記述内容の変化 

 自由回答をその内容に応じて分類し、回答内容を事前

事後で比較した結果を表-3 に示す。表中に示すように、

本研究では自由回答を分類するため、13個のカテゴリー

を設定した。表-3より、「避難経路」、「倒壊や落石」、「自

分優先の行動」、「夜・停電」、「火災」、「津波」、「水害」、

「津波」、「水害」、「その他」の 10項目において、事後回
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表-2 表-1①における回答の推移 

合計
想像で
きる

ある程
度想像
できる

あまり
想像で
きない

想像で
きない

事後

事前

30201度数

想像でき
ない

100.000.0066.700.0033.30
回答割
合(%)

-1.60.7-0.55.5
調整済
み残差

3462260度数

あまり想
像できな
い

100.0017.6064.7017.600.00
回答割
合(%)

-42.63.3-0.8
調整済
み残差

44242000度数

ある程度
想像でき
る

100.0054.5045.500.000.00
回答割
合(%)

1.7-0.3-2.4-1
調整済
み残差

1212000度数

想像でき
る

100.00100.000.000.000.00
回答割
合(%)

4.1-3.5-1-0.4
調整済
み残差

93424461度数

合計
100.0045.2047.306.501.10

回答割
合(%)

答の分布の変化を図-7 に示す。無回答は除外したため、

各設問で有効回答数は異なる。また、表-1②の質問の選

択肢である「（防災イベントに）参加したことがある」や、

表-1③の質問の選択肢である「（家族と）話し合ったこと

がある」は、事実確認のための選択肢であったが、質問

②では 5 名、質問③では 1 名が事前と事後で異なる回答

をしていた。質問②、質問③の難易度は高いとは考えに

くく、質問文や回答方法も事前と事後で変えていない。

当該生徒はそれ以外の設問に対して適切に回答しており、

生徒自身の曖昧な記憶によって事前と事後で異なる回答

をした可能性があると考える。そのため、当該生徒の回

答は、質問②、質問③それぞれで無効とした。 
 事前と事後 7個全ての質問においてマクネマー検定を

行ったところ、自分自身が被災することのイメージが想

像できるかの質問（表-1①）のみに有意な差がみられた

（カイ2乗値は49.00、漸近有意確率（両側）はp < 0.001）。
そこで、表-1①の質問の事前と事後における回答の変化

を表-2のクロス集計表に示す。度数が最も大きかったの

は事前で「ある程度想像できる」から事後で「想像でき

る」であり、その度数は24 であった。2番目に度数が大

きかったのは事前で「あまり想像できない」から事後で

「ある程度想像できる」であり、その度数は20 であった。

以上より、津波避難体験 VR を体験することにより、災

害をイメージしやすくなったことが示された。このこと

は、VR を用いて災害の可視化を図った王ら（2023）や花
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 表-1②、③の質問は、それぞれ津波避難体験 VR を通

して防災イベントへの参加意向、家族とのコミュニケー

ションの重要性について問うた質問であった。事前と事

後における意識の変化を分析するために、質問②では

「（防災イベントに）参加したことは無いが参加したいと

思う」または「（防災イベントに）参加したことは無いし

参加しようと思わない」の選択グループ（44 名）に絞っ

て再度マクネマー検定を行った。質問③も同様に、「（家

族と）話し合ったことは無いが必要だと思う」または「（家

族と）話し合ったことは無いし必要だと思わない」の選

択グループ（44 名）に絞ってマクネマー検定を行った。

その結果、質問②、質問③共に事前と事後のアンケート

回答における有意な変化は見受けられなかった。このこ

とから、VR は災害のイメージを向上させることには寄

与するものの、日頃の防災意識の変容には直接的に影響
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の回答において質問に対する不適切な回答は見受けられ
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の t 検定の結果、平均値の差は統計的に有意であり、津

波避難体験 VR を体験することで津波からの避難時に注

意すべきことをより具体的に考えるようになったと考え

る（t値は-7.110、自由度は99、有意確率はp < 0.001）。 
b)記述内容の変化 

 自由回答をその内容に応じて分類し、回答内容を事前

事後で比較した結果を表-3 に示す。表中に示すように、

本研究では自由回答を分類するため、13個のカテゴリー

を設定した。表-3より、「避難経路」、「倒壊や落石」、「自

分優先の行動」、「夜・停電」、「火災」、「津波」、「水害」、

「津波」、「水害」、「その他」の10項目において、事後回
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答数が事前回答数を上回る結果となった。津波避難体験

VR では、自宅から避難場所までの津波からの避難を能

動的に体験できることに加え、シーン（交差点やその周

辺の建物）内で避難を阻害するブロック塀の倒壊エフェ

クト、火災を想起させる煙エフェクト、夜間時における

津波からの避難を想起させる夜間エフェクトを全員に体

験させた。ブロック塀が倒壊する瞬間を目撃したとき、

その倒壊したブロック塀を避けたり乗り越えて移動する

必要が生じるとき、夜間に周囲が見えず移動が困難にな

るとき等に、体験者の反応が大きくなることを観察して

いる。VR 空間内をプレイヤーが自由に動き回ることが

できる上、その動きに連動して副次エフェクトを体験で

きることが、事後回答数が事前回答数に比べて増加した

ことの一因と考えられる。なお、同一生徒が同一カテゴ

リーの回答を複数個行っていたケースが見受けられたが、

最も多い場合でも 4個であった。また同一生徒が全て同

じカテゴリーに分類される回答をしていたケースもなか

った。よって、ある特定の生徒の回答が全体の集計結果

に大きく影響を与えていないことを確認している。 

 一方で、誰かを助けるといった共助意識に関する回答

「周囲への配慮」の回答数が減少し「自分優先の行動」

が増加する結果となった。本コンテンツでは自身が操作

するプレイヤーのみが VR空間内に存在しており、他者

は存在しない。体験者自身の避難についての学びは深ま

った一方で、周囲の人と助け合っての避難については意

識が向かわなかったようである。この点については、今

後に向けた課題として４章（２）で述べる。 

（３）体験会を通しての感想 

 表-1⑭の結果（図-9）を見ると、87 %の生徒が「楽し

かった」、13 %の生徒が「まあまあ楽しかった」と回答し

ていた。また、生徒による津波避難体験 VRの感想とし

て「避難の大切さや行動方法が分かり、自分の命を守れ

るようになりたいと思った」、「夜になるとわからなくな

ることが分かり、崩れる場所や道路の状態に注意が必要

だと感じた」、「避難訓練では思い通りに行動できるが、

実際の地震では対応できないことが分かり、避難場所の

知識を増やしたいと思った」といった意見があり、津波

からの避難に関する気づきや防災活動への意欲が芽生え

ていることが伺えた。さらに、「自宅からの避難が体験で

きて勉強になった」といった意見が多数見受けられたと

ともに、自宅からの避難を体験できなかった生徒うち 2

名からは「自宅からの避難を体験したい」といった意見

が見受けられた。このことから本研究で開発した津波避

難体験 VRで実装した、スタート地点（避難開始地点）

やゴール地点（避難場所）さらにはゴール地点に到達す

るまでの避難経路を体験者自身が決定できる機能が重要

であったことが伺える。 

（４）追加調査（ヒアリング）の結果 

 VR体験会の約 40日後に三瓶中学校の生徒 7名（2年

生 3名、3年生 4名）、及び約 4ヶ月後に三瓶分校の生徒

2名（2年生 2名）に対して追加調査を行った。「体験会

後に防災に関して起こした行動」、「VR 体験で記憶して

いること」、「VRの制作に携わってみたいか」などを学年

注）差分 = 事後の回答数 - 事前の回答数 

 

表-3 自由回答の分類分けと回答数 

差分注）事後事前回答例分類

+29378

道が安全に通れること
を確認, 避難経路の確認, 
その場所にあった避難
場所を見つける

避難経路

+3710164

建物の倒壊,  足元だけ
でなく壁などが崩れて
こないか確かめる,  電
線が切れている所に近
づかない

倒壊や落
石（土砂
崩れ、電
線電柱含
む）

-42731

周りに声をかけながら
避難する, 高齢者の方が
いたらお手伝いなどを
する,避難中に自分勝手
にならない

周囲への
配慮

+363
自分の命を優先する，
人を待たない，誰か転
けても自分は逃げる

自分優先
の行動

-31720

食料を持っていく, 生理
品は揃っているか確認
する, 落下物に備えて頭
を守るものをつける

準備や
備え

-105161

高いところに避難する, 
川の氾濫に気を付ける, 
スマホなどで状況を確
認しながら高いところ
に上がる

避難行動

+18180
懐中電灯を持っておく,
夜の時は視界が狭いの
で気を付ける

夜・停電

+682余震に気を付ける,余震余震
（地震）

+10166
火事, 火災, 家のガスコ
ンロを切る, 火災になら
ない様に初期消化する

火災

-2293115焦らない,慌てない,落ち
着いてなどの心構え

自戒

+11121
津波に飲まれないよう
にする, 津波がどこまで
来ているか把握する

津波

+231液状化,浸水水害
+110原発事故その他
000不適切な回答

+78390312合計
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ごとに 30分以上ヒアリングした。 

 ヒアリングの対象者は、「家族との話し合い」（表-1②）

において「家族と話したことがある」、または「家族と話

したことはないが必要だと思う」と回答していた。また、

三瓶中学校の 2年生 3名以外は、西予市三瓶東地区で 5

回に渡って行われた三瓶東地区事前復興WSの参加者で

あった。 

 津波避難体験 VRの体験をきっかけに彼らが取った行

動を以下に示す。括弧内にその行動を取った人数を示す

（一人で複数の行動を取った生徒がいたため、数に重複

がある）。 

• 家族にVRで体験したことを共有（5名） 

• 家具の固定（2名） 

• 実際に歩き、避難経路を確認（3名） 

 ヒアリングに参加した生徒は上述の通り、防災につい

て家族と話し合っている、または話す必要があると考え

ている生徒であった。彼らは防災意識やコミュニケーシ

ョン力が高かったためか、津波避難体験 VRをきっかけ

となり体験会後に防災に関する行動を起こしたと考えら

れる。 

 さらに「南海トラフ地震（津波）」と聞いて連想する言

葉について口頭で質問したところ、「家屋の倒壊」、「火災」、

「土砂崩れ」、「ヘルメットの着用」といった意見が挙が

った。これらは津波避難体験 VRで体験した副次的な効

果の内容であった。40日後にヒアリングした中学生だけ

でなく、4 ヶ月後にヒアリングした高校生も上記のよう

な VRの内容をよく記憶していた。豊沢ら（2010）は、

小学校において防災教育を施した児童の知識の持続性に

ついて検討した結果、災害に対する認知は 3ヶ月後まで

持続することはなく、元の水準に戻ることが示された。

豊沢らの研究では小学生が対象であったが、少なくとも

今回のヒアリングを行った高校生2名に関しては、VR体

験（防災教育）3 ヶ月後も VR を通し学習した内容を記

憶していたと言える。菊池ら（2015）は、シリアスゲー

ム（VR）を通して学ぶ防災教育は、テキスト学習による

学習効果に比べてやや劣ると指摘している。しかし、長

期的な認知の維持に関しては従来の座学での防災学習に

比べて VRを通した体験型の防災学習の方が優れている

可能性がある。 

 

４．おわりに 

（１）まとめ 

 本研究では、津波に対する防災意識の向上を目的とし

て、津波からの避難を体験できる VRを制作した。制作

においては地元中高生協力のもとシーン（交差点とその

周辺の建物）を計 136地点で撮影し、それぞれのシーン

を VR空間上に再現した。この津波避難体験VRを地元

の中高生 100名にHRの時間（50分）を利用して体験し

てもらい、体験会前後にアンケート調査を行った。アン

ケート結果より、津波避難体験 VRを体験することによ

り地震発生時に遭遇し得る状況をイメージできるように

なった生徒が増え、津波からの避難について具体的な対

策を考えられる様になっていた。また、津波避難体験VR

においては、自宅からの避難を体験することの重要性も

示唆された。さらに、体験会の 40 日以上経過した後も

VRで体験した内容を覚えていた生徒が 9名中 9名と全

員であり、一部の生徒は体験会後に家具の固定や、実際

に歩いて避難経路の確認をしたことが確認できた。 

（２）今後の検討課題 

a）発達段階に応じた VRコンテンツの作成 

 本研究では中学生と高校生が同一の VRを体験したが、

アンケートの結果、学年の違いによる有意差は無かった。

文部科学省（2007）は、児童生徒の発達段階に応じて防

災教育のコンテンツを整理・作成することが必要である

と述べており、例として、小学生向けには自分の身を守

る擬似体験の追加や、中高生向けには他者との協働によ

る避難の重要性を意識させるエフェクトを導入するなど、

発達段階に応じた VRコンテンツの開発が必要だと考え

る。 

b）他地域への展開 

 本研究では地元（愛媛県西予市三瓶東地区）に住む中

高生が津波避難体験 VRを体験したことで、地震発生時

に遭遇し得る状況をイメージできるようになっていた。

この結果は生徒（体験者）が普段からよく知っている自

分たちの街並みが再現された仮想空間上で津波からの避

難を体験したことが背景にあるのかもしれない。今後、

他地域に住む住民（生徒）が体験しても同様の効果がみ

られるか確認したい。 

c）NPC（Non Player Character）の実装 

 今回制作した VRでは仮想空間内にプレイヤー以外の

人間（キャラクター）がいなかったこともあり、上述の

アンケート結果より、「周囲への配慮」に関する記述が少

なかった。共助の重要性を認知してもらうためにも操作

できないキャラクター（NPC）の実装は急務であると考

える。 
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ABSTRACT 
 

In this study, we developed "Tsunami Evacuation VR" to enhance tsunami disaster preparedness. Collaborating 
with local students, we captured 136 locations, recreated them in VR, and added obstacles such as collapsed walls. 
100 students experienced the VR during regular classes for 50 minutes. Questionnaires revealed improved awareness 
of earthquake situations and specific tsunami evacuation measures. Follow-up interviews after several ten days 
confirmed students taking actions like securing furniture and walking evacuation routes. 
 
 

Keywords：：VR, Nankai Trough earthquake, Tsunami, Disaster preparedness education, Digital twin 
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和文要約 

 

近年の技術革新に伴い地域性の高い情報を提供する観測（ローカル観測）の充実が図られている。

一方でローカル観測を地域へ浸透させる効果的な方法や評価方法は十分に議論されていない。本研

究では、Prochaska et al．(1994)が提唱する多理論統合モデル（TTM）を用いて、三重県伊勢市汁谷川

下流域における危機管理型水位計の水位情報を活用する取り組み『汁谷川みんなで地域観測プロジ

ェクト』を検証する。プロジェクトでは、地域の取り組みと個人の取り組みを実施し、ローカル観

測の地域への浸透状況の評価を行うとともに、取り組み内容の違いから地域への浸透を図る上で効

果的な方法を検討した。 

結果、TTM による評価については、変容ステージと意思決定バランスやセルフエフィカシーの間

で相関が確認され、他分野における結果と共通点も見られ、ローカル観測の地域への浸透状況の評

価として、応用可能であることが確認された。また取り組み別に評価した結果、各取り組みへの参

加が進むほど水位情報の活用が浸透している傾向にあり、地域・個人の両方の取り組みに参加して

いる場合に最も浸透していた。このことから地域への浸透に対しては、ローカル観測を活用した地

域の取り組みを行い、その参加者が観測情報を確認すると共に、地域で情報共有する体制を構築す

ることが、効果的に地域へ浸透させることにつながると考察した。 

 

キーワード：危機管理型水位計、ローカル観測、多理論統合モデル、地域への浸透、活動比較 

 

 

１．はじめに 

 近年の豪雨災害の増加により、毎年のように犠牲者の

出る大きな被害が各地で発生している。加えて今後、気

候変動による災害の激甚化、頻発化も予測されている。

このことを受けて、近年の技術革新に伴い地域性の高い

情報を提供する観測（以下、ローカル観測）の充実が図

られている。特に従来、設置・維持管理コストが高く水

位計の設置が進んでいなかった中小河川では、2017 年に

「洪水時に特化した低コストの水位計（以下：危機管理

型水位計）」が開発されると、国の「中小河川緊急治水対

策プロジェクト」によって設置が進められた。結果、中

小河川や用水路などの水位情報が入手可能となり、身近

な観測情報による避難の状況判断が可能となった。しか

し設置個所の増加に対して、ローカル観測を行政や地域

に浸透させていくための効果的な方法やその浸透状況の

評価方法の検討は十分にされていない。 

 また従来河川管理者が中心となっていた防災対策に対

して、近年は集水域から氾濫域にわたる流域に関わるあ

らゆる関係者が協働して防災対策を行う流域治水の取り

組みも進められている。流域治水では、地域や住民の取

り組むものとして、水田貯留など地域を水害から守る自

主防災の取り組みやマイ・タイムラインなど自分自身や

家族を守る取り組みがあげられている（国土交通省，

2020）。流域治水のさらなる推進に向けては広報・普及活

動による「流域治水を知る（認知）」「流域治水を自分事

にする（深化）」「流域治水に貢献する（行動）」といった

取り組みの戦略的な展開が必要であり（国土交通省，

2021）、流域治水を自分事として実効性のある取り組みに

していくためには、このような認知・深化・行動による

地域での理解と浸透が不可欠である。しかしながら、流
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域治水の議論においても取り組みがどのように地域に浸

透していくのか十分な検討はなされていない。 

このような状況を踏まえ、本研究では、ローカル観測

の地域における浸透状況に関する評価手法を検討すると

ともに、三重県伊勢市汁谷川下流域における危機管理型

水位計を活用した地域防災の取り組みについて評価を行

い、ローカル観測の地域への浸透に向けた効果的な取り

組みを探求する。 

 

２．関連研究 

ローカル観測の地域防災への浸透状況について評価す

る上で、危機管理型水位計の地域における活用に関する

研究やローカル観測の取り組み事例および本研究で水位

情報の浸透評価に用いる多理論統合モデル（詳細は後述）

に関連する研究を示す。 

地域における危機管理型水位計に関する研究には、日

野田ら（2022）がある。日野田ら（2022）は、三重県の

自治体と伊勢市の自治会における危機管理型水位計の活

用について質問紙調査を実施し、活用実態や活用上の課

題を検討した。その結果、自治会での活用は進んでおら

ず、その要因を「認知度が低い」「活用方法が明確でない」

と推察し、活用の推進には設置場所の検討段階から行政

と地域の連携による認知度の向上と運用についても課題

を整理し改善する必要があることを示唆した。 

また参考となるローカル観測の取り組み事例には、福

井県池田町（2015）、国土交通省（2016）などの事例があ

げられる。福井県池田町（2015）では、身近な河川の危

険にいち早く気づき、住民が主体となった避難につなげ

ることを目的に、集落の谷川などにきけん発見メーター

（水位計）の設置を進めており、設置の希望は自治会長

や自主防災会長を通じて町に希望を出すもので、町内 25

か所に設置が行われている。また国土交通省（2016）は、

鳴瀬川水系・北上川水系において、フロート式センサー

を用いて水位上昇を検知すると点滅等によって周辺の住

民の避難を促すことを目的とした簡易アラート装置を設

置し、地域での活用に向けて設置個所の住民や消防団な

どを対象とした説明会を実施している。 

これらの研究や事例では、地域における危機管理型水

位計の活用実態・課題等を示していたり、ローカル観測

の地域での活用に向けた取り組みとして参考になるもの

の、危機管理型水位計の地域への浸透状況や効果的な取

り組みについて検討されていない。 

また多理論統合モデルに関する研究としては、従来か

ら依存症や問題行動の改善など心理療法の分野で多くの

研究と実践が行われてきた。しかし近年はこれら以外の

他分野に多理論統合モデルを活用する研究も見られる。

三神ら（2019）は、多理論統合モデルに着目した省エネ

教育を実施し行動の実践度がどの程度変化するかを確認

した。その結果、多理論統合モデルを意識した教育への

介入策によって、行動変容につながる教育効果が得られ

ることが明らかとなった。喫煙など「自己メリット」の

大きい行動変容に用いられる多理論統合モデルが、省エ

ネという「社会的メリット」の比重が大きい行動変容に

も応用できることを示している。また上田ら（2016）は、

住民の地域の取り組みへの行動変容と地域外の人（よそ

者）との対応関係を検証し、地域づくりの主体形成にお

ける効果的なよそ者のかかわり方について多理論統合モ

デルを用いて検討した。その結果、多理論統合モデルは、

地域づくりの主体形成の行動変容にも応用可能で、地域

の取り組みにおいても成功体験や自己効力感が行動継続

につながるといった点が見られ、多理論統合モデルが本

来の活用される健康づくりと共通点があることを示唆し

た。加えて、防災分野に多理論統合モデルを用いた研究

に大槻ら（2018）がある。大槻ら（2018）は、多理論統

合モデルを活用した市民向け防災行動推進プログラムを

開発し効果を検証した。その結果、行動変容の各段階に

応じた教育機会を組み込む必要性を述べたことに加え、

現在の防災教育に対し行動変容の各段階に応じたアプロ

ーチが不足し、防災活動の停滞につながる負の連鎖を引

き起こしていると指摘した。 

このように多理論統合モデルは、社会的メリットの大

きい行動変容や本研究に関連する防災分野への適用も検

討されているが、地域における取り組みの浸透を評価す

るものとして活用した事例は見られない。本研究は、ロ

ーカル観測の地域における浸透状況に関する評価手法と

して、多理論統合モデルの活用可能性を検討した。 

 

３．研究方法 

（１）研究目的 

 本研究は、ローカル観測の地域における浸透に対する

評価手法を検討し、後述の『汁谷川みんなで地域観測プ

ロジェクト』（以下、汁谷川プロジェクト）を通じた取り

組みに対して評価手法を用いて検証し、その結果を踏ま

えて、ローカル観測の地域への浸透に効果的な取り組み

を検討する。汁谷川プロジェクトは、三重県伊勢市汁谷

川下流域の 8 自治会を対象とした危機管理型水位計を用

いた地域防災の取り組みで、住民ワークショップや防災

訓練など自治会を中心とした地域の取り組み（以下、地

域の取り組み）と、SNS アプリである LINE のオープン

チャット機能（以下、オープンチャット）を活用した情

報共有による個人を中心とした取り組み（以下、個人の

取り組み）を実施した。それぞれの取り組みに対して、

水位情報の浸透状況について評価することで、取り組み

内容による浸透状況の違いについて確認する。 

（２）研究フィールド 

 研究フィールドである三重県伊勢市汁谷川下流域の 8

自治会（以下、モデル地区）は、世帯数 2,257 世帯、人口

5,131 人（2020 年 9 月 30 日時点）の地域である（図-1）。

地域を流れる汁谷川は、一級河川宮川の支流であり、流

路面積 11.68 ㎢、流路延長 3.7km、河川勾配 1/1000 の中 
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小河川である。汁谷川の氾濫における最大浸水想定では、

居住地の多くが 0.5～3.0m の浸水域に該当し、田畑など

を中心に周辺部では 3.0～5.0m の浸水域も見られる。ま

た浸水継続時間は、居住地の多くが 12 時間未満であり、

周辺部では24時間未満も見られる。モデル地区では2017

年台風 21 号による強雨で内水氾濫や越水によって家屋

の浸水など甚大な被害が発生した。これを受けて汁谷川

では下流部の宮古橋（運用開始：2018 年 8 月 31 日）と

掛橋（運用開始：2019 年 9 月 2 日）に危機管理型水位計

が設置されている。過去の浸水被害や危機管理型水位計

の設置を受けて、2021 年度から『汁谷川みんなで地域観

測プロジェクト』と題して、危機管理型水位計を活用し

た地域防災の取り組みを実施している。 

（３）汁谷川プロジェクトの取り組み 

本研究では汁谷川プロジェクトとして水位情報を活用

した地域の取り組みと個人の取り組みを実施した。なお

1 自治会は、居住者が少なく、従来から自治会としての

活動が難しい状況にあり、2022 年度の地域の取り組みに

ついては 7 自治会で実施した。また汁谷川プロジェクト

の実施については、各自治会を通じて、後述のアンケー

ト調査および地域の取り組みの案内の際に，その都度モ

デル地区の全世帯を対象にプロジェクトの概要や汁谷川

の水位情報、オープンチャットについての広報を行った。 

a）地域の取り組み 

 地域の取り組みは表-1が示すように、2021 年度はモデ

ル地区全体で事前説明と全体ワークショップを実施し、

2022 年度は自治会ごとに取り組みを行った。 

2021 年度については、事前説明で取り組みの説明と地

区の防災活動の実施状況・課題を確認し、全体ワークシ

ョップでは、モデル地区の一般住民を対象にどのような

雨に対して注意が必要なのか、動画を用いて地域と雨の

関係性について確認した。 

2022 年度については、自治会ごとに災害リスクや居住

者の状況が異なることから、地域の状況を踏まえた取り

組みとするために、それぞれの自治会で自治会役員や自

主防災組織の関係者などを対象として実施した。取り組

みは、自治会における水位情報の活用目的を設定する地

区ワークショップと洪水発生時の地域の様子をまち歩き

しながら地域目線で確認し、地区タイムラインを検討す

る訓練から成る。訓練では、地区ワークショップで設定

された活用目的に基づいて、水位情報を活用した地域の

取り組みを地区タイムラインという形で整理し、今後自

治会で取り組むことを検討した。 

最後にモデル地区全体でふり返りワークショップを行

い、各自治会の取り組み状況と課題について共有し、今

後に向けた意見交換を行った。 

b）個人の取り組み 

 個人の取り組みは、表-1に示すように、地域の取り組

みに参加していない人も参加可能な取り組みとして、オ

ープンチャットを用いた情報共有を実施した。オープン

チャットは 2021 年 9 月に運用を開始し、144 名（2023 年

6 月 10 日時点）が参加し、運用開始から 2023 年 6 月 10

日までに 355 件の投稿が行われた。運用期間中の活用事

例として、2022 年 7 月 26 日から 27 日にかけての短時間

強雨や 2022 年 9 月 23 日に三重県に接近した台風 15 号

では、雨の様子や川の様子などの複数の写真やメッセー

ジの投稿があった。また昔から地域に住んでいる住民か

らは、平成29 年台風 21 号の浸水状況や昭和 49 年台風 8

 
図-1 モデル地区（汁谷川下流域） 

※伊勢市防災マップ（汁谷川洪水ハザードマップ）に著者

らが追記 

表-1 汁谷川プロジェクトの取り組み 
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号による被害状況などを共有する事例も見られ、災害時

の情報共有や過去の災害状況の共有が行われた。 

（４）取り組みの評価モデル 

本研究では、モデル地区において水位情報の活用が地

域にどの程度浸透しているかを評価するため、Prochaska 

et al.（1994）が提唱する多理論統合モデル（Transtheoretical 

Model，以下、TTM）を活用した。TTM は、喫煙や依存

症など行動変容が簡単でない問題行動を改善していくに

あたり、心理療法の多様な理論に基づいて行動変容の段

階を体系的に統合したモデルとして提唱され、研究や実

践の分野において行動変容を促すモデルとして活用され

ている。本研究では、水位情報の浸透状況の評価を行う

ために、TTM の重要な構成要素である変容ステージ、意

思決定バランス、セルフエフィカシーの観点から評価を

行った。なお、地域の取り組みや個人の取り組み自体は、

水位情報の浸透状況を変容させるための方策であるが、

取り組みそのものも汁谷川プロジェクトにおいて、著者

らと関係自治会で相談を行い、連携しながら開始したも

のである。そのため、これらの取り組みについても、水

位情報の浸透状況と同様に、TTM による評価を行った。   

まず変容ステージは、行動変容の過程の 6 つの段階で

あり、前熟考期から始まり、熟考期、準備期、実行期、

維持期と進み、最終的に完了期に至る。ただし行動変容

では、これらの段階を順調に進んでいくだけでなく、前

の段階に戻ってしまう逆戻りも見られる。変容ステージ

の各段階の定義（表-2，TTM の定義欄）を踏まえ本研究

における変容ステージを設定した。本研究における変容

ステージは、（表-2，本研究の定義欄）が示すように前熟

考期は「対象となる行動や取り組みを知らない段階」、熟

考期は「対象となる行動や取り組みを知っているが行動

したことがない段階」、準備期は「対象となる行動や取り

組みに向けて行動してみたいと思ったり、準備をしてい

る段階」、実行期は「対象となる行動や取り組みのために

行動している段階」、維持期は「対象となる行動や取り組

みを習慣的に行動している段階」、完了期は「対象となる

行動や取り組みは必ず行動している段階」と定義した。

この定義を踏まえて水位情報の浸透、地域の取り組み、

個人の取り組みに対しても前熟考期から完了期に至る 6

段階の変容ステージ（表-2，水位情報の浸透、地域の取

り組み、個人の取り組み欄）を設定し、事前・事後調査

で水位情報の浸透状況や取り組み状況について評価した。

またこれらの段階の前熟考期から準備期を実際に行動に

至っていない段階「熟考段階」とし、実行期から完了期

の実際の行動に至っている段階を「行動段階」として評

価した。 

意思決定バランスは、Janis and Mann（1977）によって

提唱された意思決定理論の主要な構成概念に基づき、行

動変容に際して感じる良い面（長所）と悪い面（短所）

のバランスである。一般的に変容ステージの低い段階で

は、短所を感じることが多く、ステージが進むにつれて

長所を強く感じるようになり、変容ステージを進める上

でも意思決定バランスは重要な構成要素である。本研究

では、水位情報の活用と地域・個人の取り組みが、自身

と地域（他人）にとって有効性を感じるか 5 件法によっ

て評価した。 

セルフエフィカシー（自己効力感）は、Bandura(1977)

によって提唱された社会的認知理論の中心的な構成概念

であり、行動変容を遂行することに対する自信の強さの

ことである。行動変容において、変容ステージの低い段

階ではセルフエフィカシーは低く、変容ステージが進む

につれて高くなる。またセルフエフィカシーが強いほど

行動変容を遂行できる傾向にある。本研究では、水位情

報については、活用意思と災害に備える意思、地域・個

人の取り組みに対しては、活動意思と災害に備える意思

表-2 変容ステージの定義 

 

個人の取り組み地域の取り組み水位情報の浸透本研究の定義TTMの定義

汁谷川オープンチャット
のことを知らない

地域の取り組みにつ
いて何も知らない

汁谷川の水位情報のこと
を知らない

対象となる行動や取り
組みを知らない段階

6カ月以内に行動を変えようと思っていな
い段階。問題行動を認識していない。行
動変容に興味がなく、始めるつもりがな
い時期。

前熟考
期

汁谷川オープンチャット
のことは知っているが参
加していない

地域の取り組みを
知っているが、参加
したことはない

汁谷川の水位情報のこと
は知っているが見たこと
はない

対象となる行動や取り
組みを知っているが行
動したことない段階

6カ月以内に行動を変えようと思っている
段階。行動変容に関心はあるが、実行す
る意思はない時期。

熟考期

汁谷川オープンチャット
に参加している

地域の取り組みに参
加してみたいと思う

汁谷川の水位情報につい
てどのようなものか確か
めたことがある

対象となる行動や取り
組みに向けて行動して
みたいと思ったり、準
備をしている段階

1カ月以内に行動を変えようと思っている
段階。行動を実行したいと思い、行動変
容のために行動（準備）をしている時期。

準備期

汁谷川オープンチャット
に参加し、確認したり投
稿したりしたことがある

地域の取り組みに参
加したことがある

雨が降った際に汁谷川の
水情報を見たことがある

対象となる行動や取り
組みのために行動して
いる段階

行動を変えて6カ月未満の段階。行動変容
が見られるが持続する自信がない時期。実行期

汁谷川オープンチャット
を大雨の際に習慣的に確
認したりしている

地域の取り組みがあ
れば、できるだけ参
加している

汁谷川の水位情報を習慣
的に見ている

対象となる行動や取り
組みを習慣的に行動し
ている段階

行動を変えて6カ月以上の段階。行動変容
が見られ持続にも自信がある時期。維持期

汁谷川オープンチャット
は、水害に備える上で必
ず確認したり投稿したり
するものになっている

地域の取り組みがあ
れば、必ず参加する
ようにしている

汁谷川の水位情報は、水
害に備える上で必ず確認
するものになっている

対象となる行動や取り
組みは必ず行動してい
る段階

問題行動がすでに誘惑や脅威をもたらさ
なくなっている段階。逆戻りをする可能
性がなく行動変容によって得たことを保
持し健全な生活を開始する時期。

完了期
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を 5 件法によって評価した。 

本研究では、調査結果に基づき変容ステージ、意思決

定バランス、セルフエフィカシーの観点から水位情報の

浸透状況を評価すると共に、汁谷川プロジェクトのアウ

トプットの評価として災害時に適切に行動できる確信度

についてセルフエフィカシーと同様に 5 件法で確認した。 

（５）取り組み状況の調査・分析 

取り組み前後の水位情報の浸透状況を把握するために、

モデル地区の 2,257 世帯を対象に、事前調査と事後調査

を質問紙を地区で配布し回収することで実施した。調査

項目を表-3に示す。前述のとおり変容ステージ・意思決

定バランス・セルフエフィカシー、災害時の行動意思に

ついて確認した。事前調査は 2021 年 9~10 月に実施し、

778 世帯から回答があり回収率は 34.4%、事後調査の調

査項目は 2022 年 11~12 月に実施し、544 世帯から回答が

あり回収率 24.1%であった。なお、本研究では地域全体

としての水位情報の浸透状況を評価することを目的とし

ている。すべての対象者を個別に追跡できればよいが、

調査として限界があるため、個別の変化までは対象とし

ていない。そのため、同じ回答者間の比較ではないが、

事前調査と事後調査で、回答者の性別・年齢・居住地区

に有意な差がないことを確認しており、回答者に偏りは

見られなかったことを確認している。 
本研究では、水位情報の浸透状況と災害時に適切に行

動できる確信度については取り組み前後で比較を行い水

位情報の浸透状況を確認した。また事後調査については、

地域の取り組みと個人の取り組みについても同様に

TTM による評価を行い、それぞれの活動状況と水位情報

の浸透状況との関係を確認した。加えて、水位情報の浸

透状況と取り組みごとの変容ステージと意思決定バラン

ス・セルフエフィカシーの関係について確認するため

Spearman の順位相関係数を用いて相関関係を確認した。

またχ二乗検定および Fisher の正確確率検定の有意差検

定を実施する場合は、5 件法の設問については肯定・中

立・否定の 3 分類で、変容ステージについては「前熟考

期」・「熟考期」・「準備期」・「行動段階」の 4 分類で分析

を行った。 

 

４．調査・分析結果 

まず回答者の属性について確認したところ、性別は事

前調査で男性（56.3%）、女性（43.3%）、事後調査で男性

（56.7%）、女性（43.0%）と、男女比はどちらもやや男性

が多い結果であったが大きな偏りは確認されなかった。

また年齢については、事前調査で 20 代未満（0.3%）、20

代（2.0%）、30 代（8.3%）、40代（13.5%）、50 代（17.2%）、

60 代（24.4%）、70 代以上（34.3%）、事後調査で 20 代未

満（0%）、20 代（1.3%）、30 代（7.8%）、40 代（12.2%）、

50 代（16.3%）、60 代（22.0%）、70 代以上（40.7%）と、

表-3 調査項目 

 

選択肢設問内容（単一回答）TTM設問調査項目
表-2に示す水位情報の活用における6段階水位情報をどの程度知っているか？変容

ステージ
事前1-➀
事後1-➀

水位情報
の活用状
況

とても役に立つ/やや役に立つ/どちらともいえない/あまり役
に立たない/役に立たない

水位情報は、あなたにとって役に立つと思うか？意思決定
バランス事後1-➁

水位情報は、地域にとって役に立つと思うか？意思決定
バランス事後1-③

とても思う/やや思う/どちらともいえない/あまり思わない/ほ
とんど思わない

あなたは、実際に汁谷川の水位情報を活用できると
思うか？

セルフ
エフィカシー事後1-④

あなたは、水位情報を活用して災害に備えようと思
うか？

セルフ
エフィカシー事後1-⑤

表-2に示す地域の取り組みにおける6段階あなたは、水位情報を活用した地域の取り組みに参
加しているか？

変容
ステージ事後2-➀

地域の
取り組み

とても役に立つ/やや役に立つ/どちらともいえない/あまり役
に立たない/役に立たない

地域の取り組みは、あなたにとって役に立つと思う
か？

意思決定
バランス事後2-➁

地域の取り組みは、地域にとって役に立つと思う
か？

意思決定
バランス事後2-③

とても思う/やや思う/どちらともいえない/あまり思わない/ほ
とんど思わない

地域の取り組みの中で積極的に活動できるか？セルフ
エフィカシー事後2-④

地域の取り組みを通じて、災害に備えようと思いま
すか？

セルフ
エフィカシー事後2-⑤

表-2の個人の取り組みにおける6段階/スマホを持っていない。
またはスマホを持っているがLINEを利用していない

あなたは、汁谷川オープンチャットをどれくらい活
用しているか？

変容
ステージ事後3-➀

個人の
取り組み

とても役に立つ/やや役に立つ/どちらともいえない/あまり役
に立たない/役に立たない

LINEによる情報共有は、あなたにとって役に立つ
と思うか？

意思決定
バランス事後3-➁

LINEによる情報共有は、地域にとって役に立つと
思うか？

意思決定
バランス事後3-③

とても思う/やや思う/どちらともいえない/あまり思わない/ほ
とんど思わない

あなたは、実際にLINEを活用して、情報共有でき
ると思うか？

セルフ
エフィカシー事後3-④

LINEによる情報共有を利用して、災害に備えよう
と思うか？

セルフ
エフィカシー事後3-⑤

とても思う/やや思う/どちらともいえない/あまり思わない/ほ
とんど思わない

水害が発生しそうなとき、あなたはしっかりと行動
することができると思うか？

セルフ
エフィカシー

事前4-➀
事後4-➀

災害時の
行動意思

男性/女性/その他性別事前5-➀
事後5-➀

属性 20代未満/20代/30代/40代/50代/60代/70代以上年齢事前5-➁
事後5-➁

掛橋自治会/下小俣自治会/高畑自治区/第一部自治区/中小俣自
治区/松倉自治区/宮前自治区/新川原自治区地区事前5-③

事後5-③
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事前調査と事後調査では同程度の年齢構成であった。こ

のように個人属性については、性別と年齢で有意な差は

確認されなかった。また居住地区については、特定の地

区で回答率が高いなどの傾向も確認されなかった。 

次に、事前調査と事後調査の結果について、表-3の順

に確認する。 

（１）水位情報の活用 

 水位情報の浸透状況について、変容ステージ・意思決

定バランス、セルフエフィカシーを確認した。 

a）変容ステージ 

 まず変容ステージ（事前 1-➀・事後 1-➀）を確認した

結果を図-2に示す。事前調査では「前熟考期」が 52.4％、

「熟考期」が 22.5％とほとんどを占めているのに対し、

事後調査では「前熟考期」は 26.8％と低下し、一方「実

行期」は 19.0％と増加していた。一度でも水位情報を確

認したことのある「準備期」以降については事前調査が

24.9%であったのに対して、事後調査では 43.3%まで向上

している。このように、取り組みを通じて水位情報の活

用が進んだ状況が確認された（χ二乗検定による有意水

準 p<0.001）。 

b）意思決定バランス 

次に事後調査における意思決定バランス（事後 1-➁・

事後 1-③）を図-3に示す。自身に対しての有効性（事後

1-➁）は、「とても役に立つ」（30.7％）、「やや役に立つ」

（42.0％）がほとんどを占めていた。また、地域に対する

有効性（事後 1-➁）も同様に、「とても役に立つ」（47.2％）、

「やや役に立つ」（35.3％）が多くを占めていた。意思決

定バランスは、肯定的な回答が多く、自身への有効性と

地域への有効性では、地域への有効性がやや肯定的な回

答が多かった（Fisher の正確確率検定による有意水準

p<0.001）。 

c）セルフエフィカシー 

 最後に事後調査におけるセルフエフィカシー（事後 1-

④・事後 1-⑤）の結果を図-4に示す。水位情報の活用意

思（事後 1-④）は、「やや思う」（41.4 %）、「どちらとも

いえない」（26.0%）が多くあげられ、災害に備える意思

（事後 1-⑤）は「やや思う」（45.7%）、「とても思う」（24.1%）

が多くあげられた。セルフエフィカシーはともに肯定的

な回答が 60%以上を占めており、災害に備える意思が活

用意思よりもやや肯定的な回答が多かった（χ二乗検定

による有意水準p<0.001）。 

（２）地域・個人の取り組み 

次に、事後調査における地域の取り組みと個人の取り

組みについての結果を確認した。 

a）変容ステージ 

 事後調査における地域の取り組みと個人の取り組みの

変容ステージ（事後 2-➀・事後 3-➀）の結果を図-5に示

す。地域の取り組み（事後 2-➀）は、「前熟考期」（41.5％）、

「熟考期」（28.3％）、「準備期」（11.5％）が多く挙げられ、

「行動段階」（18.6%）、「熟考段階」（81.4%）であり、「熟

考段階」が多いことがわかる。個人の取り組み（事後 3-

➀）も、「前熟考期」（69.3%）、「熟考期」（20.8%）、「準備

期」（9.2%）が多く挙げられ、「行動段階」（5.5%）、「熟考

段階」（94.5%）であり、「熟考段階」が多いことがわかる。

 
 

 

図-2 水位情報の浸透状況（変容ステージ） 図-3 水位情報の浸透状況（意思決定バランス） 

  
図-4 水位情報の浸透状況（セルフエフィカシー） 図-5 個人・地域の取り組み（変容ステージ） 
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なお、スマホを持っていない場合やスマホを持っている

が LINE を利用していない場合は回答から除いている。

このように全体としては十分に「行動段階」まで到達し

ていない回答者が多い。また地域と個人の取り組みを比

較すると、地域の取り組みの方がやや進んでいると言え

る（χ二乗検定による有意水準 p<0.001）。 

b）意思決定バランス 

次に意思決定バランスを確認した。事後調査における

地域と個人の取り組みに対する自身への有効性と地域へ

の有効性の結果を図-6に示す。まず地域の取り組み（事

後 2-➁・事後 2-③）について確認すると、自身への有効

性は「とても役に立つ」（31.3％）、「やや役に立つ」（45.0％）

が多くを占めていた。また地域への有効性も、「とても役

に立つ」（42.5％）、「やや役に立つ」（41.2％）がほとんど

を占めていた。肯定的な回答は自身への有効性が 76.3%、

地域への有効性が 83.7%であり、地域の方がやや高い

（Fisherの正確確率検定による有意水準p<0.001）ものの、

自身と地域のいずれも有効性を認識していることがわか

る。 

次に個人の取り組み（事後 3-➁・事後 3-③）について

確認した。自身への有効性は、「やや役に立つ」（36.5％）、

「どちらともいえない」（26.6％）、「とても役に立つ」

（26.2％）が多くあげられた。また地域への有効性は、「や

や役に立つ」（37.1％）、「とても役に立つ」（31.9％）、「ど

ちらともいえない」（23.8％）が多くあげられた。肯定的

な回答が、自身への有効性が 62.7%、地域への有効性が

69.0%とともに高いものの、地域の取り組みよりはやや低

かった（χ二乗検定により自身への有効性、地域への有

効性ともに取り組みの違いによる有意差あり p<0.001）。

また地域の取り組みと同様、地域への有効性の方が個人

への有効性より高く認識していた（Fisher の正確確率検

定による有意水準 p<0.001）。 

c）セルフエフィカシー 

 最後にそれぞれの取り組みについて、セルフエフィカ

シーを活動意思と災害に備える意思によって確認した結

果を図-7に示す。 

まず地域の取り組み（事後 2-④・事後 2-⑤）について

は、活動意思では、「どちらともいえない」（39.8%）、「や

や思う」（34.7%）、「あまり思わない」（13.3%）と肯定的

な結果が少なかった。一方取り組みを通じた災害に備え

る意思は、「やや思う」（54.2%）、「とても思う」（19.9%）、

「どちらともいえない」（19.5%）と肯定的な結果の方が

多かった。地域の取り組みでは、肯定的な回答が活動意

思では 41.6%、災害に備える意思では 74.1%であり、活動

意思よりも災害に備える意思の方が肯定的な傾向にあっ

た（χ二乗検定による有意水準 p<0.001）。 

 次に個人の取り組み（事後 3-④・事後 3-⑤）ついては、

活動意思では、「やや思う」（31.7%）、「とても思う」

（31.9%）、「どちらともいえない」（23.8%）が多くあげら

れ、地域の取り組みよりも、肯定的な結果が多かった。

取り組みを通じた災害に備える意思は、「やや思う」

（34.0%）、「どちらともいえない」（31.8%）、「とても思う」

（18.9%）が多くあげられ、地域の取り組みよりも肯定的

な結果が少なかった（χ二乗検定により活動意思、災害

に備える意思ともに取り組みの違いによる有意差あり

p<0.001）。個人の取り組みでは、肯定的な回答が活動意思

では 52.9%、災害に備える意思では 63.6%であり、地域の

取り組み同様、活動意思よりも災害に備える意思の方が

  
図-6 個人・地域の取り組み（意思決定バランス） 図-7 個人・地域の取り組み（セルフエフィカシー） 

  
図-8 災害時の行動意思 図-9 水位情報の取り組み状況別浸透状況 
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肯定的な回答が多くなる傾向にあった（χ二乗検定によ

る有意水準 p<0.001）。 

d）災害時の行動意思 

最後にセルフエフィカシーとして水害が発生しそうな

ときにしっかりと行動できるか確認した（事前 4-➀・事

後 4-➀）。ここでは、対応内容による区別はしておらず、

対応できるかどうかの自信の程度を確認している。結果

を図-8 に示す。事前調査では、「どちらともいえない」

（49.2%）、「ややそう思う」（26.0%）、「あまり思わない」

（12.0%）が多く挙げられた。同様に、事後調査において

も、「どちらともいえない」（43.0%）、「ややそう思う」

（33.1%）、「あまり思わない」（14.5%）が多く挙げられた。

取り組み前後で肯定的な回答を比較すると、取り組み前

の 34.5％に対し、取り組み後は 39.4％であり、若干の改

善が見られたもののχ二乗検定では有意差は確認できな

かった（有意水準 p≧0.05）。取り組みを通じて災害時に

しっかりと行動できるという回答は十分とは言えない。

なお、図-1に示したように、対象地域のほぼすべてが水

害の影響を受ける状況にあるため、対応内容としては避

難行動を中心に何らかの行動が求められる状況にある。 

（３）分析結果 

本節では、前節までに確認した調査結果を基に、取り

組みの違いによる水位情報の浸透状況の違いを、変容ス

テージ・意思決定バランス・セルフエフィカシーとの関

係から分析する。 

a）取り組みと水位情報の浸透状況の関係 

まず取り組みと水位情報の浸透状況の関係を確認する

ため、TTM における変容ステージを前熟考期を 1、完了

期 6 と、1 から 6 の数値で評価し、水位情報の浸透状況

との関係について確認した。 

 まず水位情報の活用については、変容ステージの平均

は事前の 2.00 に対し事後は 2.53 であり、水位情報の浸透

状況は向上していた。また水位情報の浸透状況と地域・

個人の取り組みのそれぞれの変容ステージについて、事

後調査を対象に Spearman の順位相関係数を用いて相関

関係を確認した。結果は表-4（1）に示す。地域の取り組

みとの相関係数は 0.433、個人の取り組みとの相関係数は

0.378 で、ともに相関関係が確認された。 

 次に、各取り組みは排他的ではないため、ともに参加

している回答者も存在しうる。そこで、地域の取り組み

と個人の取り組みに対して、取り組み状況に応じて「活

動低」（熟考段階：前熟考期，熟考期，準備期）と「活動

高」（行動段階：実行期，維持期，完了期）として、「地

域高・個人高」、「地域高・個人低」、「地域低・個人高」、

「地域低・個人低」に分類し、水位情報の浸透状況とク

ロス集計を実施した。結果を図-9に示す。変容ステージ

を 1 から 6 で数値化した結果も含めて比較すると、地域

高・個人高」では前熟考期・熟考期がなく、準備期（50.0％）、

完了期（28.5%）が多く挙げられ、平均値では 4.14 であ

った。「地域高・個人低」では、維持期（37.6%）、熟考期

（18.8%）、準備期（18.8％）が多く挙げられ、平均値では

3.56 であった。「地域低・個人高」では、準備期（50.0%）、

前熟考期（16.6%）、熟考期（16.6%）、実行期（16.6%）が

多く挙げられ、平均値では 2.66 であった。「地域低・個人

低」では、前熟考期（33.6%）、熟考期（30.4%）、実行期

（17.1%）が多く挙げられ、平均値では 2.28 であった。

これら 4 分類について、Fisher の正確確率検定を実施し

た結果、有意差が確認された（有意水準 0.1%）。このよ

うに、取り組みへの参加が進むほど、水位情報の活用が

浸透している傾向がある。また地域の取り組みと個人の

取り組みを比較した場合、地域の取り組みに参加してい

る方が個人の取り組みに参加している場合より、水位情

報の活用が浸透している傾向にあった（Fisher の正確確

率検定で有意水準 p<0.05）。 

 

 

表-4 水位情報の浸透状況と地域・個人の取り組みの関係に関する分析結果 

 

（１）水位情報の活用と取り組みの関係

個人の取り組み
(変容ステージ)

地域の取り組み
(変容ステージ)

.378**
.000

.433**
.000

Spearmanの順位相関係数
有意確率(両側)

水位情報の活用
(変容ステージ)

（２）TTMとセルフエフィカシー・意思決定バランスの関係

災害時の行動意思
(セルフエフィカシー)

災害に備える意思
(セルフエフィカシー)

活用意思
・活動意思

(セルフエフィカシー)

地域への有効性
(意思決定バランス)

自身への有効性
(意思決定バランス)

.217**
.000

.248**
.000

.300**
.000

.163**
.000

.246**
.000

Spearmanの順位
相関係数
有意確率(両側)

水位情報の活用
(変容ステージ)

.325**
.000

.257**
.000

.383**
.000

.064

.146
.185**

.000

Spearmanの順位
相関係数
有意確率(両側)

地域の取り組み
(変容ステージ)

.227**
.000

.244**
.000

.235**
.000

.210**
.000

.243**
.000

Spearmanの順位
相関係数
有意確率(両側)

個人の取り組み
(変容ステージ)

**：相関係数は1%水準で有意（両側）
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b）変容ステージと意思決定バランス・セルフエフィカシ

ーとの関係 

 次に TTM において重視される意思決定バランス、セ

ルフエフィカシーと水位情報の浸透状況の関係を確認す

る。意思決定バランスとセルフエフィカシーの選択肢に

ついて、「とても思う」「とても役に立つ」を 5、「ほとん

ど思わない」「役に立たない」を 1 と 1 から 5 で数値化

し、Spearman の順位相関係数を用いて相関関係を確認し

た。結果を表-4（2）に示す。 

まず水位情報の活用と各要素について相関関係を確認

した。活用意思との相関係数は 0.300 で最も高く、自身

への有効性は 0.246、災害に備える意思は 0.248、災害時

の行動意思は 0.217 であり、弱い相関関係がある。地域

への有効性は相関が 0.163 と弱い結果となった。 

 次に地域の取り組みと各要素について相関関係を確認

した。活動意思は 0.383、災害時の行動意思は 0.325 とと

もに、やや相関関係がある。また災害に備える意思は

0.257 で弱い相関関係がある。自身への有効性は 0.185 で

相関関係は弱く、また地域への有効性は 0.064 で顕著な

相関関係は見られなかった。 

 最後に個人の取り組みと各要素について相関関係を確

認した。自身への有効性は 0.243、地域への有効性は 0.210、

活動意思は 0.235、災害に備える意思は 0.244、災害時の

行動意思は 0.227 であり、いずれもやや相関関係がある

ことが確認された。 

これらの結果を踏まえると、水位情報の活用、地域・

個人の取り組みのいずれにおいても特にセルフエフィカ

シーの項目である「水位情報の活用意思・取り組みへの

参加意思」や「災害に備える意思」「災害時の行動意思」、

意思決定バランスの「自身への有効性」で弱いながらも

関係があることが確認された。「地域への有効性」につい

ては、地域との取り組みで相関が見られなかったが、他

では関係が確認された。このことから水位情報の活用と

いう行動変容について、セルフエフィカシーの増加や行

動変容に対する自身への有効性に対する意思決定バラン

スと関係があり、従来心理療法等の分野で用いられてき

た多理論統合モデルとの共通点が確認された。 

 

５．考察 

（１）ローカル観測の浸透評価方法の検討 

 TTM に基づく評価結果を踏まえ、ローカル観測の地域

における浸透状況の評価方法について検討する。TTM を

水位情報の浸透評価に用いることによって地域における

浸透状況について 6 段階での評価が可能になると共に、

ローカル観測の浸透状況だけでなく、取り組みについて

も変容ステージを設定しTTMで評価することによって、

水位情報の浸透状況の結果と合わせて、取り組み別の評

価が可能であり、対象地域において効果的な取り組み方

法の検討に用いることも可能であると考えられる。 

また変容ステージと TTM の重要な要素である意思決

定バランスとセルフエフィカシーの関係性については、

4(3)で示したとおりセルフエフィカシーについてはすべ

ての項目、意思決定バランスについては地域の取り組み

における「自身への有効性」以外の項目で関係が見られ

た。つまりTTM による浸透状況の評価では、単に変容ス

テージを確認するだけでなく、これら TTM の重要要素

である意思決定バランスとセルフエフィカシーについて

も関係が見られたことから、従来の心理療法の分野で用

いられてきたTTM のモデルとの共通点を確認できた。 

このようなことからローカル観測の取り組みに伴う個

人や地域の行動変容に対しても応用可能であると考えら

れる。地域におけるローカル観測の浸透状況については、

地域での雨の状況や社会の雰囲気などによっても影響を

受けることが想定され、そのような中で TTM を用いて

評価することによって、取り組みを通じた状況の変化や

意識変化などの「変化」を継続的に捉えることができ、

結果を踏まえて浸透状況に応じた地域へのアプローチ方

法を検討することは防災活動にとって非常に有効である

と考えられる。また効果的な方法の検討（後述）と合わ

せて、ローカル観測の地域へのより一層の浸透を図るこ

とにつながると考えられる。 

（２）汁谷川プロジェクトの検証 

 次に水位情報の活用と地域・個人の取り組みに対する

TTM の分析結果より、汁谷川プロジェクトを検証する。 

まず水位情報の活用については、取り組み前後でいず

れも「熟考段階」にある回答者が多いものの、取り組み

前後で「行動段階」が約 8%上昇しており、取り組みを通

じて水位情報の活用が進んだことがわかる。また意思決

定バランスやセルフエフィカシーについては、肯定的な

回答が多いことがわかる。このことから汁谷川プロジェ

クトは、水位情報の活用の地域浸透という点で一定の効

果があったと考えられる。 

また地域の取り組みと個人の取り組みでは、どちらの

取り組みでも「熟考段階」が多い。また意思決定バラン

スとして自身と地域の有効性を確認すると個人の取り組

みよりも地域の取り組みの方が有効性に対して肯定的な

回答が多いことがわかる。セルフエフィカシーを確認す

ると、取り組みへの活動意思では、個人の取り組みの方

が高く、災害に備える意思では地域の取り組みの方が高

いことがわかる。このことから汁谷川プロジェクトにつ

いては、活動意思につながるのは個人の取り組みであり、

災害に備える意思につながるのは地域の取り組みである

ことがわかる。 

一方で、水位情報の確認という行動については改善が

見られたものの、セルフエフィカシーの災害時の行動意

思という点では、取り組み前の 34.5％に対し、取り組み

後は 39.4％であり、若干の改善はあったものの災害時に

しっかりと行動できるという回答は依然として少なかっ

た。このことから、水位情報の確認という行動や活用意

思や災害に備える意思が醸成されている一方で、その結
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果としての災害時に適切に行動できるという確信を持つ

というところまで至っていない状況である。一方、地域

の取り組みや個人の取り組みと災害時の行動意思が関係

することは確認されている。そのため、災害対応につな

がりやすい地域の取り組みを継続して行うと共に、その

取り組み内容やその中で確認する水位情報を、活動参加

のハードルがより低い個人の取り組みであるオープンチ

ャットの取り組みの中で共有していくことで、災害時に

適切に行動できるという確信の醸成につながる可能性が

あると考えられる。 

（３）ローカル観測の地域への浸透に効果的な方法 

 最後にローカル観測の地域への浸透に効果的な方法を

検討した。まず取り組み別の TTM の浸透状況を確認す

ると、各活動の参加が進むほど水位情報の活用が浸透し

ている傾向にあるが、本研究においては地域の取り組み

が個人の取り組みより水位情報の活用が進んでいること

が確認された。この結果から取り組みの方法によって浸

透状況に違いがあることがわかる。前節の汁谷川プロジ

ェクトのように、ローカル観測の地域への浸透を図って

いく上で、水位情報を活用する地域の取り組みを行い、

その参加者が水位情報を確認すると共に、オープンチャ

ットなどの地域で情報共有する体制を構築する方法が効

果的な場合も考えられる。一方で、地域の取り組みと個

人の取り組みのどちらも低い段階では、チラシや広報誌

などによって住民へ水位情報の活用について広報を行っ

たとしても、住民の行動変容を引き起こすことは難しい

と考えられ、水位情報の地域への浸透にはつながらない

可能性があるため、それに合わせた取り組みが求められ

る。今後、さまざまな取り組みに対し、同様の調査を実

施することで、より効果的な取り組み手法を評価し、比

較しながら選択することも可能になると考えられる。 

 

６．まとめ 

 本研究では、ローカル観測の地域における浸透に対す

る評価手法として Prochaska et al．(1994)が提唱する多理

論統合モデル（TTM）の利用を検討し、汁谷川プロジェ

クトにおける危機管理型水位計の浸透状況について適用

することでその検証を行い、ローカル観測の地域への浸

透に効果的な取り組みを探求した。 

調査・分析結果より TTM によるローカル観測の地域

への浸透評価については、水位情報の活用、地域・個人

の取り組みのいずれの取り組みでも、変容ステージと意

思決定バランスやセルフエフィカシーの間で関係が確認

され、従来心理療法等の分野で用いられてきた多理論統

合モデルとの共通点が見られ、地域の行動変容に対して

も応用可能であると考えられる。 

モデル地区を対象に実施した水位情報を活用した汁谷

川プロジェクトを対象に、取り組み前後の質問紙調査の

結果から地域における水位情報の浸透状況を確認した。

その結果、汁谷川プロジェクトを通じて水位情報の浸透

が進み、意思決定バランスやセルフエフィカシーについ

ては肯定的な回答が多く、汁谷川プロジェクトは、水位

情報の活用の地域浸透という点で一定の効果があったと

考えられる。また水位情報の浸透状況について取り組み

別の浸透状況を確認すると、各活動の参加が進むほど、

水位情報の活用が浸透している傾向にあるが、地域の取

り組みが個人の取り組みより水位情報の活用が進んでい

ることが確認された。特に地域の取り組みと個人の取り

組みのどちらも変容ステージが進んでいる場合が最も浸

透していた。また地域の取り組みと個人の取り組みの意

思決定バランスとセルフエフィカシーを確認すると、活

動意思につながるのは個人の取り組みで、災害へ備える

意思につながるのは地域の取り組みであることが確認さ

れた。これらのことから今後ローカル観測の地域への浸

透を図っていく上では、水位情報を活用する地域の取り

組みを行い、その参加者が水位情報を確認すると共に、

その情報を地域で広く情報共有する体制を構築すること

が、ローカル観測を地域に浸透させていく上で効果的な

方法であると考えられた。 

最後に、本研究では事前調査と事後調査の 2 回のみの

比較であるが、TTM を用いた調査を今後も継続していく

ことで、長期的なローカル観測の地域への浸透過程や浸

透しない要因の議論を継続していきたい。また変容ステ

ージの「逆戻り」の現象についても今後調査を続けるに

あたって評価することで、現在行われている様々な地域

防災の取り組みに対して、その取り組みの継続性やロー

カル観測の地域への浸透の違いから、より効果的な取り

組み手法を評価することも可能になると考えられる。な

お、本研究では変容ステージにおける取り組み効果の違

いまでは議論できていない。またセルフエフィカシーや

意思決定バランスとして、どのような項目が重要となる

のか、より詳細な設定も必要である。今後取り組みを継

続する中で、意思決定バランスとして、情報を得ること

による恩恵（良い面）と情報を得るための手間といった

負担・損失（悪い面）の両面から取り組みがどのような

変化をもたらすのか、またセルフエフィカシーとして、

行動変容の遂行や災害時の具体的な行動内容との関係も

含めて調査を実施することで、各変容ステージにおいて

効果的な取り組みの検討や個人を対象とした分析などの

議論も進めていきたい。 
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ABSTRACT 
 

  Recent technological innovations have enhanced local observations that provide highly localized information in 

disaster situation. This paper examines the Shirutanigawa Project, an initiative to use the Flood Crisis Management 

Water Level Gauge in the Shirutanigawa river watershed using the Transtheoretical Model (TTM). The project 

implemented community and individual initiatives to evaluate the provision of local observation data to the 

community and examine effective ways to provide for the community based on differences in the initiatives. 

  The results of the TTM showed a correlation between stage of transformation, decisional balance, and self-efficacy. 

Moreover, it showed commonalities with results in other fields, making the TTM applicable to provide local 

observation data to the community. Additionally, results revealed local observation data usage widens as participation 

in each initiative increases and the highest volume of data was gathered when both community and individual 

initiatives were present. Therefore, we conclude that an effective way to provide local observation data to improve 

community crisis awareness and behavior is by establishing a system the involves, first, observation of local 

participation using local observation data; second, participants’ confirmation of the observed information; and third, 

sharing of information within the community. 

 

Keywords：：Flood Crisis Management Water Level Gauge, Local Observation, Transtheoretical Model, 

Community Penetration, Comparison of Initiatives 
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災害時の対応行動意思決定に資する災害情報の実証 

―2021年六角川氾濫・2022年梯川氾濫を事例に― 
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和文要約 

 

 本稿の目的は、災害時の対応行動の意思決定において重要な機能を果たす認知変数を明らかにし、

そのような認知と関係する災害情報を明らかにすることである。目的を達成するため、第一に、災

害時の避難意思決定に関する理論と恐怖説得コミュニケーションの理論を概観し、対応行動の意思

決定に関係する認知変数を検討した。そして第二に、2021 年佐賀県六角川氾濫と 2022 年石川県梯

川氾濫を事例として被災地調査を行い、リサーチ・クエスチョンの検証を試みた。 

 分析の結果、人々が推奨される対応行動を実施したときに高まっていた認知変数は、「被災の自己

生起確率」であったことがわかった。同時に、被災の自己生起確率の認知が高まっていたときに発

令されていた災害情報は、「災害の近接性」や「災害の甚大性」を伝えるのに適すると思われる内容

であったことがわかった。以上により、認知変数と対応行動の意思決定の間にある関係性と、災害

情報と認知変数の間にある関係性が明らかになった。 

 

 

キーワード：災害情報、避難意思決定、恐怖説得コミュニケーション、初期の防護動機理論、

セルフサービングバイアス 

    

 

１．警報システムと災害情報 

差し迫る危機（emergency）に関する情報を入手し、そ

れらの情報を必要とする人々に伝達し、危険な状況にお

ける人々の適切な判断と時宜を得た反応を促す諸手段は、

警報システム（warning system）と呼ばれる（Mileti & 

Sorensen,1990）。警報システムでは、あらゆる手段を使っ

て警報を伝え、警報が発令されたことを知らない人を生

まないことが重要であるとされる。それに伴い、警報を

伝達する手段は多様化していき、その結果、警報が発令

されたとき人々は、自身の情報源の選好（source 

preferences）に合ったメディアを利用して警報に接触し、

危機への対応行動を意思決定するようになったとされる

（Ryan,2018a,2018b）。こうした環境で危惧されるのは、

利用されるメディアや情報源の違いが、受け取る警報メ

ッセージに違いを生んでしまうことである。特に、浸水

想定などで危険な状況になり得る地域が予測できる場合

には、その地域にいる人々が受け取る警報メッセージが

違ってしまう状況は、できるだけ避けるべきであろう。 

人によって受け取る警報メッセージが異なる状況を避

けるために運用されるのが、災害情報である。災害情報

は、災害時にあらゆる機関・人々から利用される共通言

語であり、それゆえに、諸個人の知識量や諸個人が置か

れた状況にかかわらず、すべての主体が入手してかつ理

解でき、災害への対応行動に結びつけることができるよ

うなシステムでなければならないとされる（田中,2009）。 

だが、システムが十全に整備され、わかりやすくかつ

すべての人へ伝わるように災害情報が伝達されたとして

も、それを受けた人が対応行動を実施するとは限らない。

田中（2009）によるとその理由は、災害情報の伝達・理

解と、それを契機に行動に移るかは別の問題であるから

であるという。ゆえに災害情報論は、人の心的過程への

深い洞察に基づき、行動に結びつく情報のあり方を分析

しなければならないとされる。したがって本研究では、

2 つの河川氾濫を題材として、災害情報と人々の対応行

動の関係性を調査・分析した。 

 

２．災害時の避難意思決定 

 調査に先駆けて、災害時の避難意思決定に関する古典

的な研究と恐怖説得コミュニケーションの理論を概観し、

意思決定に関わる認知変数を整理した。手始めに、避難
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の意思決定過程に関する研究から見ていきたい。 

（１）非再帰的モデル 

 災害時の避難意思決定のモデル化を最初に試みたのは、

Mileti & Beck（1975）である。彼らは、災害警報の受け手

が警報接触⇒警報の確認⇒警報への信頼⇒反応という流

れで対応行動を意思決定することを仮定し、非再帰的モ

デル（non-recursive model）を提唱した。Mileti & Beckい

わく警報への反応は、メッセージの伝達と受け手の相互

作用の結果であり、そこで重要なのは、警報メッセージ

に対する受け手の主観的な解釈であるという。すなわち、

警報過程のアクターが説明する警報メッセージは、その

ままの意味では理解されず、受け手の主観的な解釈によ

り評価され、反応につながるのである。 

このような理解に基づき非再帰的モデルでは、①警報

メッセージの内容、②警報メディアの性質、③家族が揃

っているかの状況的文脈、④警報内容の確実性への認識

が独立変数として設定され、警報の確認⇒警報への信頼

⇒反応のプロセスに影響することが仮定された。そして

分析の結果、①警報メッセージの内容のみが、警報の確

認に対する独立変数として統計的に有意であったという。

それに基づきMileti & Beckは、警報メッセージの内容が

重要な要素として機能することを示唆した。 

（２）災害時の避難意思決定モデル 

 非再帰的モデルは、避難の意思決定過程を、警報接触

⇒警報の確認⇒警報への信頼⇒反応という流れで体系化

しようとした部分が先進的であった。しかし、根底に存

在していたのは、警報が発令されてそれが信頼されれば

逃げるはずだという「刺激⇒反応モデル」に近い認識で

あった。それに対し、警報に接触した受け手が抱くであ

ろう状況に対する認識に焦点を当て、刺激と反応の間に

介入する認知を明らかにしようとしたのが Perry（1979）

によって提唱された災害時の避難意思決定モデル

（evacuation decision-making in natural disasters）である。 

 同モデルは、避難の意思決定に至るプロセスを次のよ

うに説明する。第一に警報の受け手は、コミュニケート

されたメッセージの内容を確認するあるいは警報に関連

する追加情報を収集する等して、災害脅威のリアリティ

を評価することに集中する。リアリティを強く認識した

受け手は、第二に脅威のリスク評価を行う。すなわち、

コミュニケートされた警報メッセージの内容に基づき、

自身がいる地域と災害発生の可能性がある地域との近接

性（proximity）、災害発生の確実性（certainty）、予想され

る災害の甚大性（severity）を評価する。 

そして、リスクを高く評価した受け手が災害をパーソ

ナライズ化し、第三の避難のロジスティクス評価へ移行

する。ロジスティクス評価では、周囲の状況と照らし合

わせ避難の実施が可能であるか否か、また、予想される

災害は防護可能であるか等が考慮される。そして、対応

行動が有効でありかつ実行可能であると認識されたなら

ば、災害への対応行動が実施される。 

 
図-1 避難意思決定過程（Perry, 1979を参考に筆者作成） 

 

Mileti & Beckが警報接触⇒確認⇒信頼⇒反応と説明し

たのに対し Perry は、警報接触⇒リアリティ評価⇒リス

ク評価⇒ロジスティクス評価⇒反応というプロセスを示

した。認知変数の関連を見ると、警報の確認と信頼がリ

アリティ評価に統合され、信頼から反応に至る間には、

リスク評価とロジスティクス評価が介入した。以上のよ

うにして Perry は、警報の発令を信じさえすれば対応行

動に移るとしたMileti & Beckに対して、受け手の認知の

重要性を指摘し、「刺激⇒認知⇒反応」に立脚したモデル

を提唱したのである。 

（３）再現性の危機 

 Perry が提唱した避難の意思決定過程は当該研究分野

の基礎となり、その後に提唱されるモデルのほとんどで

踏襲されることになる。しかしながら、Mileti & Beckが

自身の仮説を非再帰的モデルと呼んだように、理論の再

現性の問題が指摘される。例えば、Gladwin et al.（2001）

は次のように批判する。 

 「これらの研究は、避難の意思決定が依拠する統計的

なモデルに対し、理論的な土台と便利なヒューリスティ

ックモデルを与えた。しかし彼らが、個人によって実施

される意思決定過程を捉えているか否かについては疑問

のままである。彼らの意思決定モデルは、避難の意思決

定過程における重要な要素を論理的かつ理論的に捉えて

いるように思われる。だが彼らは、人々が下した避難意

思決定をどの程度捉えているか確認するためのテストを

行っていない。これらの研究には、構造化された方法論

が欠如しているのである」（Gladwin et al.,2001:p.121）。 

 従来の研究には方法論が欠如しており、そのため理論

の再現性をテストすることが出来ていないという趣旨の

批判である。では、再現性の確保に努めるためには何を

考慮するべきなのだろうか。本研究では、警報システム
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の意思決定過程に関する研究から見ていきたい。 
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なモデルに対し、理論的な土台と便利なヒューリスティ

ックモデルを与えた。しかし彼らが、個人によって実施

される意思決定過程を捉えているか否かについては疑問

のままである。彼らの意思決定モデルは、避難の意思決

定過程における重要な要素を論理的かつ理論的に捉えて

いるように思われる。だが彼らは、人々が下した避難意

思決定をどの程度捉えているか確認するためのテストを

行っていない。これらの研究には、構造化された方法論

が欠如しているのである」（Gladwin et al.,2001:p.121）。 

 従来の研究には方法論が欠如しており、そのため理論

の再現性をテストすることが出来ていないという趣旨の

批判である。では、再現性の確保に努めるためには何を

考慮するべきなのだろうか。本研究では、警報システム

の目的に類似した恐怖説得コミュニケーションの研究に

注目し、そこで再現性が認められる理論を応用すること

で、問題の克服を試みた。 

 

３．恐怖説得コミュニケーション 

 送り手がある特定の話題について受け手を説得しよう

とする際、脅威の危険性を強調することで受け手に恐怖

を与え、脅威への対応行動を促進しようとするコミュニ

ケーションは、恐怖説得コミュニケーションと呼ばれる

（深田,2002）。この研究分野は、理論の実証性の問題と再

現性の問題に向き合い続けてきた歴史を持つ。よって以

下では、恐怖説得の研究を概観して本研究が参考とすべ

き理論を確認したい。 

（１）恐怖説得の研究史 

 恐怖説得の研究は『コミュニケーションと説得』

（Hovland et al.,1953＝1960）の中で提起された①不注意

仮説、②攻撃仮説、③防衛的回避仮説に始まる。Hovland 

et al.（1953＝1960）では、説得の受け手がどのような場合

に恐怖説得へ参加するのか、また、どのような場合に恐

怖説得を忌避するのかという疑問が残され、Leventhal

（1971）の平行過程モデル（parallel process model）に引き

継がれていった。平行過程モデルは、受け手が説得を忌

避する理由を恐怖統制によって説明し、受け手が説得に

参加して説得を受け入れる理由を危険統制で説明した。

しかし平行過程モデルは、実証性を欠いた概念的な理論

であるとして批判された。それゆえ、後続の恐怖説得研

究では、理論の実証性が重要視されることになった。 

理論の実証性という課題を乗り越えるために提唱され

たのが、防護動機理論（protective motivation theory）であ

る。防護動機理論では、平行過程モデルにおける危険統

制に焦点を当てる形で、①説得メッセージ、②受け手の

認知、③対処行動の関係性の実証が試みられ、その後の

恐怖説得コミュニケーション研究における汎用的な理論

となった。なお、防護動機理論は、①説得メッセージ、

②受け手の認知、③対処行動の基本的な関係を説明した

初期の理論（Roger, 1975）と、刺激の範囲を説得メッセー

ジ以外に広げることでコミュニケーションの文脈を捉え、

かつ媒介する認知変数を増やすことで、説得過程をより

詳細に説明しようとした改良型の理論（Rogers, 1983）に

分類される。なお、改良型の理論は、避難意図の構造を

説明する理論として日本の災害研究でも応用されており、

藤本ら（2019）や柿本ら（2014）等によって有用な成果

が示されている。 

しかしながら、改良型の防護動機理論についてもWitte

（1992）やDe Hoog et al.（2008）によって再現性の問題

が指摘されており、汎用性が認められる防護動機理論は、

初期の理論に限ってであるとされる。したがって、現在

の恐怖説得研究では、初期の防護動機理論に立脚する形

で、実験室では再現できない現実の文脈を踏まえた理論

の構築が目指されている。 

 
図-2 初期の防護動機理論（Rogers, 1975を参考に筆者作成） 

 

このような恐怖説得研究の流れに習い、本研究では、

初期の防護動機理論を用いることとした。 

（２）初期の防護動機理論 

初期の防護動機理論では、説得メッセージの内容と対 

処行動を促進する認知変数の関係に焦点が当てられる。

まずRogers（1975）は、対処行動を促す認知変数として

①出来事によってもたらされる有害な結果の甚大性（the 

severity of the threat）、②自身が有害な結果に遭遇する確率

（the expectancy of being exposed to the threat）、③推奨され

る対処行動の有効性（the recommend coping response is 

effective）の三つを定義した。また、これらを受け手に認

識させるメッセージの内容として、ⅰ）出来事の有害性

に関する情報、ⅱ）有害な結果が生じる可能性に関する

情報、ⅲ）推奨される対処行動の有効性に関する情報の

三つをあげた。 

 そして、メッセージ内容と認知変数の関係は次のよう

に説明される。すなわち、出来事の有害性に関する情報

は、有害な結果の甚大性を受け手に認知させ、有害な結

果が生じる可能性に関する情報は、有害な結果の自己生

起確率を受け手に認知させる。同様に、推奨される対処

行動の有効性に関する情報は、推奨される対処行動が有

害な結果を緩和するのに有効であるという認知を受け手

に与える。このような説得メッセージと認知の関係が受

け手に防護動機（protection motivation）を喚起させ、防護

動機が喚起された受け手が対処行動を実施するのである。 

 

４．セルフサービングバイアスの存在 

 ここまでは認知が行動を促すという因果関係を前提と

した研究を概観してきたが、これらが示す結果には、セ

ルフサービングバイアスが影響している点に留意しなけ

ればならない。セルフサービングバイアスとは、出来事

の結末が明らかになった後に、人々が一連の経緯を当時

の自分自身の意思決定を正当化する方向へと事後的に意

味づけるプロセスである（矢守,2009）。本研究が扱う災害

警報システムについて言えば、災害に対する警報が発令

されていたことや、自分自身が行った災害に対する何か

しらの対応行動を、事後的に因果関係があったかのよう

に解釈するバイアスが働くということになる。したがっ

て、災害警報に接しかつそれに反応した人々の意思決定

のメカニズムを、その時点における純粋な認知・意思決

定の過程として説明することは必ずしも適切とは言えな
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い。たとえそこに統計的な有意性が存在していたとして

も、それは、分析者が恣意的に形成したその母集団にお

ける平均的な〈原因と結果のストーリー〉でしかないの

である（及川,2020）。 

 では、分析者の恣意性を乗り越える現象の捉え方とい

うのはどのようなものであろうか。及川（2020）の指摘

を踏まえるならば、避難していたか否かといった調査結

果を「その場において避難が実現されていた」という中

動的な事態として捉え、かつ、中動的な事態の要因を、

災害情報への接触や何かしらの認知の促進へと限定的に

定位しないことだろう。たとえ、伝統的に使われてきた

認知変数を用いて調査し、かつ、分析結果に統計的な有

意性が確認されたとしても、セルフサービングバイアス

の存在を分析者が主体的に認識し、絶対的な要因あるい

は因果関係として捉えない姿勢が重要だと思われる。 

 

５．変数の整理とリサーチ・クエスチョン 

（１）変数の整理 

避難の意思決定に関する研究では、警報の受け手が①

災害の甚大性、②災害の近接性、③災害発生の確実性を

認知することで災害をパーソナライズ化し、対応行動を

意思決定するとされていた。後に続く変数と区別するた

めに、本研究ではこれらを「災害に対する認知」と呼ぶ

こととした。 

そして、恐怖説得コミュニケーションの研究では、受

け手が④有害な結果の甚大性、⑤有害な結果の自己生起

確率、⑥推奨される対処行動の有効性を認知することで

防護動機が喚起され、対処行動につながるとされていた。

その中でも、④有害な結果の甚大性の認知は、先の①災

害の甚大性の認知と類似しているため、災害に対する認

知に含まれるものとして扱った。したがって恐怖説得の

研究からは、⑤有害な結果の自己生起確率と⑥推奨され

る対処行動の有効性の認知を引用し、これらを「災害と

自身の関係性に対する認知」と呼ぶこととした。 

 なおこれらのうち、③災害発生の確実性の認知と⑥推

奨される対処行動の有効性の認知については、次の理由

から本研究では扱わなくても構わない変数とした。 

まず、③災害発生の確実性の認知は、災害が確実に起

こると思うからこそ甚大性と近接性を評価しようとする

という意味で、Perry（1979）がいうリスク評価より前の

リアリティ評価に含まれる。それゆえ、対処行動の意思

決定には直接影響しないと考えられる。また、⑥推奨さ

れる対処行動の有効性の認知は、脅威への対処行動がわ

からない場合に有効な認知変数であり、本研究が対象と

した河川氾濫への対応行動は一般に認知されていると考

えられる。それゆえ、河川氾濫への有効な対処方法がわ

からないという状況は考えづらいという意味で、扱わな

くても構わないと判断した。 

また、恐怖説得研究において恐怖感情は、「説得メッセ

ージの受容に間接的に影響するのみ」（Rogers,1983:p.169） 

表－１ 河川氾濫への認知 

災害に対する認知 災害と自身の関係性に対する認知 

①河川氾濫の甚大性 
②河川氾濫の近接性 

⑥被災の自己生起確率 
⑦被災への不安 

 

であるとされるが、本研究では探索的な意味合いを込め

て、⑦脅威への不安も分析に用いることとした。以上の

変数をまとめ、河川氾濫に応用したのが表－１である。 

（２）リサーチ・クエスチョン 

 避難の意思決定や恐怖説得に関する研究を踏まえて警

報システムが生むコミュニケーションを捉えると、「災害

情報への接触⇒認知の高まり⇒災害への対応行動」とい

う「刺激－認知－反応」に対応した関係性が見えてくる。

しかし、第４章で確認したように、これは分析者が恣意

的に形成した原因と結果のストーリーである点に留意が

必要である。河川氾濫への対応という現象の中にいくつ

も存在するストーリーを、特定の因果関係に限定して眺

めてしまっているのである。こういった恣意性を乗り越

えるためにも、現象を中動的な事態として捉える必要が

ある。そこで本研究では、災害情報、受け手の認知、災

害への対応行動の間に関係性が存在したのかをリサー

チ・クエスチョン（RQ）として設定した。 

 

RQ1：人々の河川氾濫への認知と、推奨される対応行動

の実施の間に関係性はあったのか。 

RQ2：対応行動を実施する契機となった災害情報と、人々

の河川氾濫への認知の間に関係性はあったのか。 

 

 また、第１章で言及したように災害情報は、テレビ放

送や緊急速報メール（エリアメール）、防災行政無線（戸

別受信機）など様々なメディアを通じて人々に伝えられ

る。その際、情報内容や状況を理解してもらう工夫が各

メディアでなされており、テレビ放送では災害情報の解

説とともにリアルタイムの河川映像が放送され、緊急速

報メール（エリアメール）では音とともに解説付きの災

害情報が伝えられる。このような工夫が、災害情報を受

信したメディアと受け手の認知の間に何かしらの影響を

与える可能性も否定できない。したがって、本研究では、

警報メディアと受け手の認知の関係について３つ目のリ

サーチ・クエスチョンを設定した。 

 

RQ3：対応行動を実施する契機を与えたメディアと、人々

の河川氾濫への認知の間には関係性があったのか。 

 

６．被災地調査の概要 

 リサーチ・クエスチョンを検証するため、2021年佐賀

県六角川氾濫と 2022 年石川県梯川氾濫を対象に被災地

調査を実施した１）。 
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い。たとえそこに統計的な有意性が存在していたとして

も、それは、分析者が恣意的に形成したその母集団にお

ける平均的な〈原因と結果のストーリー〉でしかないの

である（及川,2020）。 

 では、分析者の恣意性を乗り越える現象の捉え方とい

うのはどのようなものであろうか。及川（2020）の指摘

を踏まえるならば、避難していたか否かといった調査結

果を「その場において避難が実現されていた」という中

動的な事態として捉え、かつ、中動的な事態の要因を、

災害情報への接触や何かしらの認知の促進へと限定的に

定位しないことだろう。たとえ、伝統的に使われてきた

認知変数を用いて調査し、かつ、分析結果に統計的な有

意性が確認されたとしても、セルフサービングバイアス

の存在を分析者が主体的に認識し、絶対的な要因あるい

は因果関係として捉えない姿勢が重要だと思われる。 

 

５．変数の整理とリサーチ・クエスチョン 

（１）変数の整理 

避難の意思決定に関する研究では、警報の受け手が①

災害の甚大性、②災害の近接性、③災害発生の確実性を

認知することで災害をパーソナライズ化し、対応行動を

意思決定するとされていた。後に続く変数と区別するた

めに、本研究ではこれらを「災害に対する認知」と呼ぶ

こととした。 

そして、恐怖説得コミュニケーションの研究では、受

け手が④有害な結果の甚大性、⑤有害な結果の自己生起

確率、⑥推奨される対処行動の有効性を認知することで

防護動機が喚起され、対処行動につながるとされていた。

その中でも、④有害な結果の甚大性の認知は、先の①災

害の甚大性の認知と類似しているため、災害に対する認

知に含まれるものとして扱った。したがって恐怖説得の

研究からは、⑤有害な結果の自己生起確率と⑥推奨され

る対処行動の有効性の認知を引用し、これらを「災害と

自身の関係性に対する認知」と呼ぶこととした。 

 なおこれらのうち、③災害発生の確実性の認知と⑥推

奨される対処行動の有効性の認知については、次の理由

から本研究では扱わなくても構わない変数とした。 

まず、③災害発生の確実性の認知は、災害が確実に起

こると思うからこそ甚大性と近接性を評価しようとする

という意味で、Perry（1979）がいうリスク評価より前の

リアリティ評価に含まれる。それゆえ、対処行動の意思

決定には直接影響しないと考えられる。また、⑥推奨さ

れる対処行動の有効性の認知は、脅威への対処行動がわ

からない場合に有効な認知変数であり、本研究が対象と

した河川氾濫への対応行動は一般に認知されていると考

えられる。それゆえ、河川氾濫への有効な対処方法がわ

からないという状況は考えづらいという意味で、扱わな

くても構わないと判断した。 

また、恐怖説得研究において恐怖感情は、「説得メッセ

ージの受容に間接的に影響するのみ」（Rogers,1983:p.169） 

表－１ 河川氾濫への認知 

災害に対する認知 災害と自身の関係性に対する認知 

①河川氾濫の甚大性 
②河川氾濫の近接性 

⑥被災の自己生起確率 
⑦被災への不安 

 

であるとされるが、本研究では探索的な意味合いを込め

て、⑦脅威への不安も分析に用いることとした。以上の

変数をまとめ、河川氾濫に応用したのが表－１である。 

（２）リサーチ・クエスチョン 

 避難の意思決定や恐怖説得に関する研究を踏まえて警

報システムが生むコミュニケーションを捉えると、「災害

情報への接触⇒認知の高まり⇒災害への対応行動」とい

う「刺激－認知－反応」に対応した関係性が見えてくる。

しかし、第４章で確認したように、これは分析者が恣意

的に形成した原因と結果のストーリーである点に留意が

必要である。河川氾濫への対応という現象の中にいくつ

も存在するストーリーを、特定の因果関係に限定して眺

めてしまっているのである。こういった恣意性を乗り越

えるためにも、現象を中動的な事態として捉える必要が

ある。そこで本研究では、災害情報、受け手の認知、災

害への対応行動の間に関係性が存在したのかをリサー

チ・クエスチョン（RQ）として設定した。 

 

RQ1：人々の河川氾濫への認知と、推奨される対応行動

の実施の間に関係性はあったのか。 

RQ2：対応行動を実施する契機となった災害情報と、人々

の河川氾濫への認知の間に関係性はあったのか。 

 

 また、第１章で言及したように災害情報は、テレビ放

送や緊急速報メール（エリアメール）、防災行政無線（戸

別受信機）など様々なメディアを通じて人々に伝えられ

る。その際、情報内容や状況を理解してもらう工夫が各

メディアでなされており、テレビ放送では災害情報の解

説とともにリアルタイムの河川映像が放送され、緊急速

報メール（エリアメール）では音とともに解説付きの災

害情報が伝えられる。このような工夫が、災害情報を受

信したメディアと受け手の認知の間に何かしらの影響を

与える可能性も否定できない。したがって、本研究では、

警報メディアと受け手の認知の関係について３つ目のリ

サーチ・クエスチョンを設定した。 

 

RQ3：対応行動を実施する契機を与えたメディアと、人々

の河川氾濫への認知の間には関係性があったのか。 

 

６．被災地調査の概要 

 リサーチ・クエスチョンを検証するため、2021年佐賀

県六角川氾濫と 2022 年石川県梯川氾濫を対象に被災地

調査を実施した１）。 

表-２ 各被災地調査の概要 

 
2021年 

佐賀県六角川氾濫 

2022年 

石川県梯川氾濫 

調査対象 

佐賀県六角川の

氾濫によって浸水

が発生した地域（浸

水想定「0.5ｍ以上

～3.0ｍ未満」が主）

に住む、18歳以上の

男女200人 

石川県小松市の

梯川流域において、

浸水想定「3.0ｍ以

上～5.0ｍ未満」と

される地域に住む、

18歳以上の男女200

人 

標本抽出方法 有意作為抽出 有意作為抽出 

調査実施方法 訪問留置き法 訪問留置き法 

調査実施期間 

2021年9月19日～ 

9月26日 

（8月14日発災） 

2022年8月27日～ 

9月4日 

（8月4日発災） 

配票数 200 200 

回収数 180 160 

有効票数 138 139 

 

 まず、2021年佐賀県六角川の氾濫は、8月中旬の豪雨

が契機となった。8月 11日以降、日本付近に停滞してい

た梅雨前線が発達し、その影響で九州北部や中国地方が

大雨となった。8月 12日には九州北部で線状降水帯が発

生し、24 時間降水量が 400 ミリを越える雨が降った。8

月 13日には中国地方にも線状降水帯が発生し、複数の地

点で 8月の観測史上一位となる日降水量が観測された。

続く 8 月 14 日も西日本から東日本の広範囲で大雨とな

り、九州北部では再び線状降水帯が発生した。結果、佐

賀県嬉野市では観測史上一位となる 24時間降水量 555.5

ミリを観測し、この豪雨の影響で佐賀県を流れる一級河

川の六角川で氾濫が発生した。これにより佐賀県武雄市

では、床上浸水 1,273棟、床下浸水 390棟の住宅被害が

生じた。被害の大きさから見ても、佐賀県六角川の氾濫

は、2021年を代表する水害であった。 

 次に、2022年石川県梯川氾濫は、8月上旬の豪雨が契

機となった。2022年 8月上旬、中部地方の日本海側に断

続的にかかった前線の影響で、石川県、福井県、新潟県、

山形県で記録的な大雨が降った。各地域に記録的短時間

大雨情報が発令され、福井県では南越前町を流れる日野

川の支流で堤防が決壊し、約 300棟の浸水被害が生じた。

同様に山形県では、一級河川の最上川で氾濫が発生し、

米山市や大江町で約 750棟の浸水被害が生じた。そして、

福井や山形よりも酷い被害が生じたのが、石川県である。

県内を流れる一級河川梯川の支流である滓上川や鍋谷川

で氾濫が起こり、梯川にも氾濫発生情報が発令された。 

一連の出来事によって小松市では、重傷者 1名、軽傷

者 6名の人的被害と、半壊 1棟、一部損壊 11棟、床上浸

水 279棟、床下浸水 988棟の住宅被害が生じた。2021年 

表-３ 各被災地調査で用いた質問文と尺度 

 
2021年 

佐賀県六角川氾濫 

2022年 

石川県梯川氾濫 

質問文 

（対応行動） 

〇〇川氾濫の避難支援期にあなたが実施し

ていた行動をお教えください。 

推奨される 

対応行動 

垂直及び水平避難

（浸水想定「0.5ｍ

以上～3.0ｍ未満」） 

水平避難（浸水想定

「3.0ｍ以上～5.0

ｍ未満」） 

質問文 

（認知） 

〇〇川氾濫の避難支援期にあなたが感じて

いた不安などの強さをお教えください。 

認知の尺度 

（回答法） 

とても強く感じた/
全く感じなかった 
⒒段階の順序尺度 

（数値記入法） 

とても強く感じた/

全く感じなかった 

4段階の順序尺度 

（単数回答法） 

 

の六角川氾濫と同様に、石川県梯川の事例は、2022年を

代表する水害であった。 

 以上の 2事例を対象とした被災地調査の概要が、表-１

である。各調査共に、標本抽出方法は有意作為抽出であ

り、調査実施方法は訪問留置きによるアンケートである。

調査実施期間は、発災当日の状況を思い出しながら答え

てもらう関係上、発災から約一か月での実施を心掛けた。

配票数はそれぞれ 200であり、回収票のうち、回答不備

や回答者が消防団員で当日は支援活動をしていた人等を

除いたものを有効票として扱った。その結果、2021年佐

賀県六角川氾濫ではN=138、2022年石川県梯川氾濫では

N=139が分析対象となった２）。 

 

７．河川氾濫への認知と対応行動の関係 

 調査に際して、河川氾濫を想定する警戒レベル 4相当

の災害情報が発令されていたタイミングを避難支援期と

して３）、その時期に最終的に実施されていた対応行動４）

と災害情報に接触した人の河川氾濫への認知を調査した。

なお、本研究が扱った 2つの事例はそれぞれ浸水想定が

異なり、それに伴って推奨される対応行動も異なる。ま

た、河川氾濫への認知を尋ねる質問については、回答者

の負担を減らすために尺度を変更した（表－3）。 

（１）2021年六角川調査の結果 

 2021年佐賀県六角川氾濫における避難支援期は、避難

指示が発令された 8月 12日午後 8時 15分から、六角川

に氾濫発生情報が発令された 8月 14日午前 7時 00分ま

でであった。 

このとき最終的に実施されていた対応行動は「特にな

にもしなかった」8.7％、「避難する準備をしただけだった」

10.1％、「自宅内の高い場所へ避難した」50.0％、「自宅外

の安全な場所へ避難した」31.2％であった。これらについ

て、六角川調査の対象地域が浸水想定「0.5ｍ以上～3.0ｍ

未満」であったため、垂直避難と水平避難の両方を推奨 
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表-４ 2021年調査認知と対応行動の二値ロジスティック回帰 

 
係数 

(標準誤差) 
オッズ比 

(95%の信頼区間) 

河川氾濫の 
甚大性* 

-0.579 (0.284) 0.561* (0.321-0.979) 

河川氾濫の 
近接性 

-0.028 (0.241) 0.973 (0.607-1.560) 

被災への不安 +0.526 (0.344) 1.692 (0.861-3.322) 

被災の 
自己生起確率** 

+0.492 (0.150) 1.636** (1.218-2.196) 

切片 -1.945 

Negelkerke R2 0.249 

N 138 

従属変数：推奨される対応行動を実施 
***：p<.001、**：p<.01、*：p<.05 

 

される対応行動として扱った。したがって分析の際には、

「推奨される対応行動を実施」81.2％、「推奨される対応

行動を実施せず」18.8％に換算する手続きを行った。 

 また、河川氾濫への認知は、数字の「10」をとても強

く感じた～数字の「0」を全く感じなかったとする 11段

階の順序尺度で尋ね、その結果は、「河川氾濫の甚大性」

（平均値 8.92、標準偏差 1.780）、「河川氾濫の近接性」（平

均値8.78、標準偏差1.871）、「被災への不安」（平均値9.16、

標準偏差 1.701）、「被災の自己生起確率」（平均値 8.64、

標準偏差 2.085）であった。 

以上の結果に基づいてRQ1：認知と対応行動の関係を

検証するために、「河川氾濫への認知」を独立変数、「推

奨される対応行動を実施」を従属変数として二値ロジス

ティック回帰分析を実施した。各変数のうち有意な関係

性が確認されたのは「河川氾濫の甚大性」（オッズ比 0.561、

オッズ比 95％信頼区間 0.321-0.979、p<.05）と「被災の自

己生起確率」（オッズ比 1.636、オッズ比 95％信頼区間

1.218-2.196、p<.01）であった（表－4）。 

ロジスティック回帰分析の結果から、被災の自己生起

確率を認知していた人が推奨される対応行動を実施して

いた傾向にあったことがわかった。また、甚大な河川氾

濫が起こると認知していた人は推奨される対応行動を実

施していなかった傾向も確認された。被災の自己生起確

率を認知することが対応行動を実施する契機のひとつと

して機能し得ることはわかりやすい。しかし、甚大な河

川氾濫が起こると認知したのに対応行動を実施しないと

いう関係性は先行研究の指摘に反する。果たしてこれら

の関係性は、他の水害でも一貫するのだろうか。 

（２）2022年梯川調査の結果 

 2022年石川県梯川の氾濫では、8月 4日午前 11時 30

分に浸水を想定した避難指示が発令された後、午後 2時

30分に梯川へ氾濫発生情報が発令された。したがって避

難支援期は、8月 4日午前 11時 30分～同日午後 2時 30 

表-５ 2022年調査認知と対応行動の二値ロジスティック回帰 

 
係数 

(標準誤差) 
オッズ比 

(95%の信頼区間) 

河川氾濫の 
甚大性 

-0.454 (0.521) 0.635 (0.229-1.764) 

河川氾濫の 
近接性 

-0.781 (0.516) 0.458 (0.166-1.259) 

被災への不安* +1.116 (0.451) 3.053* (1.262-7.386) 

被災の 
自己生起確率** 

+1.070 (0.409) 2.915** (1.309-6.493) 

切片 -1.945 

Negelkerke R2 0.154 

N 139 

従属変数：推奨される対応行動を実施 
***：p<.001、**：p<.01、*：p<.05 

 

分であった。 

 このとき最終的に実施されていた対応行動は「特に何

もしなかった」6.5％、「車を移動するなど財産を守る行動

をした」7.2％、「自宅外への避難を意識して準備した」

6.5％、「自宅の中で垂直避難した」24.5％、「自宅外の安

全な場所へ避難した」55.3％であった。なお 2022年梯川

調査では、浸水想定「3.0ｍ以上～5.0ｍ未満」の地域を対

象としたため、当該地域について推奨される対応行動は、

水平避難である。したがって上記の対応行動を、「推奨さ

れる対応行動を実施」55.3％、「推奨される対応行動を実

施せず」44.7％に換算した。 

 また河川氾濫への認知については、回答者の負担を減

らす目的で尺度を、数字の「4」をとても強く感じた～数

字の「1」を全く感じなかったとする 4段階の順序尺度に

変更して尋ねた。その結果は、「河川氾濫の甚大性」（平

均値 3.22、標準偏差 0.771）、「河川氾濫の近接性」（平均

値 3.27、標準偏差 0.778）、「被災への不安」（平均値 3.57、

標準偏差 0.660）、「被災の自己生起確率」（平均値 3.12、

標準偏差 0.794）であった。 

 2021 年調査と同様に、「河川氾濫への認知」を独立変

数、「推奨される対応行動を実施」を従属変数として二値

ロジスティック回帰分析を行った。統計的に有意な関係

性が確認されたのは、「被災への不安」（オッズ比 3.053、

オッズ比 95％信頼区間 1.262-7.386、p<.05）と「被災の自

己生起確率」（オッズ比 2.915、オッズ比 95％信頼区間

1.309-6.493、p<.01）であった（表－5）。 

両変数ともオッズ比が 1.0を越えたため、2022年石川

県梯川氾濫の事例では、河川氾濫に不安を感じた人が推

奨される対応行動を実施していた傾向にあったことと、

被災の自己生起確率を認知していた人が推奨される対応

行動を実施していた傾向にあったことがわかった。 

（３）一貫した関係性 

 2021 年六角川調査と 2022年梯川調査の結果を比べる
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表-４ 2021年調査認知と対応行動の二値ロジスティック回帰 

 
係数 

(標準誤差) 
オッズ比 

(95%の信頼区間) 

河川氾濫の 
甚大性* 

-0.579 (0.284) 0.561* (0.321-0.979) 

河川氾濫の 
近接性 

-0.028 (0.241) 0.973 (0.607-1.560) 

被災への不安 +0.526 (0.344) 1.692 (0.861-3.322) 

被災の 
自己生起確率** 

+0.492 (0.150) 1.636** (1.218-2.196) 

切片 -1.945 

Negelkerke R2 0.249 

N 138 

従属変数：推奨される対応行動を実施 
***：p<.001、**：p<.01、*：p<.05 

 

される対応行動として扱った。したがって分析の際には、

「推奨される対応行動を実施」81.2％、「推奨される対応

行動を実施せず」18.8％に換算する手続きを行った。 

 また、河川氾濫への認知は、数字の「10」をとても強

く感じた～数字の「0」を全く感じなかったとする 11段

階の順序尺度で尋ね、その結果は、「河川氾濫の甚大性」

（平均値 8.92、標準偏差 1.780）、「河川氾濫の近接性」（平

均値8.78、標準偏差1.871）、「被災への不安」（平均値9.16、

標準偏差 1.701）、「被災の自己生起確率」（平均値 8.64、

標準偏差 2.085）であった。 

以上の結果に基づいてRQ1：認知と対応行動の関係を

検証するために、「河川氾濫への認知」を独立変数、「推

奨される対応行動を実施」を従属変数として二値ロジス

ティック回帰分析を実施した。各変数のうち有意な関係

性が確認されたのは「河川氾濫の甚大性」（オッズ比 0.561、

オッズ比 95％信頼区間 0.321-0.979、p<.05）と「被災の自

己生起確率」（オッズ比 1.636、オッズ比 95％信頼区間

1.218-2.196、p<.01）であった（表－4）。 

ロジスティック回帰分析の結果から、被災の自己生起

確率を認知していた人が推奨される対応行動を実施して

いた傾向にあったことがわかった。また、甚大な河川氾

濫が起こると認知していた人は推奨される対応行動を実

施していなかった傾向も確認された。被災の自己生起確

率を認知することが対応行動を実施する契機のひとつと

して機能し得ることはわかりやすい。しかし、甚大な河

川氾濫が起こると認知したのに対応行動を実施しないと

いう関係性は先行研究の指摘に反する。果たしてこれら

の関係性は、他の水害でも一貫するのだろうか。 

（２）2022年梯川調査の結果 

 2022年石川県梯川の氾濫では、8月 4日午前 11時 30

分に浸水を想定した避難指示が発令された後、午後 2時

30分に梯川へ氾濫発生情報が発令された。したがって避

難支援期は、8月 4日午前 11時 30分～同日午後 2時 30 

表-５ 2022年調査認知と対応行動の二値ロジスティック回帰 

 
係数 

(標準誤差) 
オッズ比 

(95%の信頼区間) 

河川氾濫の 
甚大性 

-0.454 (0.521) 0.635 (0.229-1.764) 

河川氾濫の 
近接性 

-0.781 (0.516) 0.458 (0.166-1.259) 

被災への不安* +1.116 (0.451) 3.053* (1.262-7.386) 

被災の 
自己生起確率** 

+1.070 (0.409) 2.915** (1.309-6.493) 

切片 -1.945 

Negelkerke R2 0.154 

N 139 

従属変数：推奨される対応行動を実施 
***：p<.001、**：p<.01、*：p<.05 

 

分であった。 

 このとき最終的に実施されていた対応行動は「特に何

もしなかった」6.5％、「車を移動するなど財産を守る行動

をした」7.2％、「自宅外への避難を意識して準備した」

6.5％、「自宅の中で垂直避難した」24.5％、「自宅外の安

全な場所へ避難した」55.3％であった。なお 2022年梯川

調査では、浸水想定「3.0ｍ以上～5.0ｍ未満」の地域を対

象としたため、当該地域について推奨される対応行動は、

水平避難である。したがって上記の対応行動を、「推奨さ

れる対応行動を実施」55.3％、「推奨される対応行動を実

施せず」44.7％に換算した。 

 また河川氾濫への認知については、回答者の負担を減

らす目的で尺度を、数字の「4」をとても強く感じた～数

字の「1」を全く感じなかったとする 4段階の順序尺度に

変更して尋ねた。その結果は、「河川氾濫の甚大性」（平

均値 3.22、標準偏差 0.771）、「河川氾濫の近接性」（平均

値 3.27、標準偏差 0.778）、「被災への不安」（平均値 3.57、

標準偏差 0.660）、「被災の自己生起確率」（平均値 3.12、

標準偏差 0.794）であった。 

 2021 年調査と同様に、「河川氾濫への認知」を独立変

数、「推奨される対応行動を実施」を従属変数として二値

ロジスティック回帰分析を行った。統計的に有意な関係

性が確認されたのは、「被災への不安」（オッズ比 3.053、

オッズ比 95％信頼区間 1.262-7.386、p<.05）と「被災の自

己生起確率」（オッズ比 2.915、オッズ比 95％信頼区間

1.309-6.493、p<.01）であった（表－5）。 

両変数ともオッズ比が 1.0を越えたため、2022年石川

県梯川氾濫の事例では、河川氾濫に不安を感じた人が推

奨される対応行動を実施していた傾向にあったことと、

被災の自己生起確率を認知していた人が推奨される対応

行動を実施していた傾向にあったことがわかった。 

（３）一貫した関係性 

 2021 年六角川調査と 2022年梯川調査の結果を比べる

と、有意な関係性にある認知と対応行動がいくつか確認

されたが、両事例について、推奨される対応行動の実施

と関係していたのは、「被災の自己生起確率の認知」であ

った。すなわちRQ1については“被災の自己生起確率を

認知していた人が推奨される対応行動を実施していた傾

向にあった”ということがわかった。また、探索的に分

析した「被災への不安」は、推奨される対応行動との間

に一貫した関係性が確認できなかった。したがって、恐

怖感情は説得メッセージの受容に間接的に影響するのみ

で、直接的には影響しないというRogers（1983）の説明

に近い結果が現れたのだと思われる。 

 

８．災害情報と認知の関係 

 次に、RQ2：対応行動を実施する契機となった災害情

報と認知の関係性を検証する。調査では「対応行動を実

施するきっかけとなった情報はありますか」という質問

文を用いて、対応行動を実施する契機となった災害情報

を尋ねた。その際、当日に発令されていた災害情報を選

択肢として設け、複数回答によって回答を求めた５）。 

（１）2021年六角川調査 

 2021 年佐賀県六角川氾濫の避難支援期に発令されて

いた災害情報は、発令順に、避難指示、氾濫警戒情報、

氾濫危険情報、大雨特別警報、緊急安全確保、顕著な大

雨に関する情報であった。「対応行動を実施するきっかけ

になった」と回答された割合はそれぞれ、「警戒レベル 4

避難指示の発令」15.9％、「六角川の氾濫警戒情報の発令」

32.6％、「六角川の氾濫危険情報の発令」38.4％、「大雨特

別警報の発令」31.9％、「警戒レベル 5緊急安全確保の発

令」29.0％、「顕著な大雨に関する情報の発令」24.6％で

あった（N=138）。避難指示等の行動指示情報よりも、六

角川の河川情報の方が対応行動を実施する契機となって

いたことがわかる。 

 では、2021年六角川氾濫の際に発令されていた災害情

報は、河川氾濫への認知と関係していたのだろうか。推

奨される対応行動の実施と関係していた「被災の自己生

起確率の認知」に注目して、災害情報との関係性を分析

した。二値で尋ねた「対応行動を実施するきっかけとな

った災害情報」を独立変数、順序尺度で尋ねた「被災の 

 

 
図-３ 2021年六角川調査：災害情報と被災の自己生起確率認

知の分散（数値は平均値、***:p<.001、**:p<.01、*:p<.05） 

自己生起確率の認知」を従属変数として分散分析を行っ

た。その結果、六つの情報のうち統計的な有意差が確認

されたのは「六角川の氾濫警戒情報」（p<.001、F値 13.957）、

大雨特別警報（p<0.05、F値 6.570）、顕著な大雨に関する

情報（p<0.01、F値 9.146）であった（図－3）。 

 有意差が確認された三つの情報すべてについて「対応

行動を実施するきっかけになった」とした人の認知の平

均値が、「対応行動を実施するきっかけにならなかった」

とした人の平均値よりも高かった。よって、2021年六角

川氾濫の事例では、“避難支援期において発令された「六

角川の氾濫警戒情報」、「大雨特別警報」、「顕著な大雨に

関する情報」を対応行動の契機とした人は、「被災の自己

生起確率の認知」も高まっていた傾向にあった”ことが

わかった。また、避難指示といった行動指示情報に関し

ては、被災の自己生起確率の認知との間に統計的に有意

な関係性は確認されなかった。その理由について、水害

当時の佐賀県武雄市の状況を振り返り考察したい。 

（２）2021年六角川における災害情報の文脈 

佐賀県武雄市では、8月 11日午前 11時 33分に大雨洪

水警報が発令され、その後、午後 8時 15分に避難指示が

発令されて避難支援期に入った。六角川に関する情報が

発令され始めたのはこの後で、8月 12日午後 11時 30分

に一度目の氾濫警戒情報が発令され、8月 13日午前 4時

00分に解除された。そして、8月 13日午後 3時 10分に

二度目の氾濫警戒情報が発令され、同日午後 4時 00分に

は氾濫危険情報へ引き上げられた。しかし、この氾濫危

険情報が発令されたあと河川状況は落ち着き、氾濫には

つながらなかった。 

 氾濫につながった水位上昇は 8 月 14 日の深夜から早

朝にかけて発生した。8月 14日午前 1時 30分に三度目

の氾濫警戒情報が発令され、そのわずか 20分後に氾濫危

険情報へ引き上げられた。そして、8月 14日午前 2時 15

分には佐賀県武雄市に大雨特別警報が発令され、同時に

緊急安全確保が発令された。その後、8月 14日午前 5時

15分に顕著な大雨に関する情報が発令され、同日午前 7

時 00分の氾濫発生情報に至った。 

 以上を踏まえると水害当日の佐賀県武雄市では、①避

難指示が発令された状態で、②解除を挟みつつ氾濫警戒

情報が三度発令されていた。そして、③深夜の急激な水

位上昇によって氾濫に至ったということがわかる。 

仮に、当該地域の住人が六角川の氾濫による被災を予

期していたとしたら“六角川の水位が上昇していないタ

イミングで発令された避難指示から対応行動の必要性を

感じ取ることは難しかった”と思われる。しかしながら

氾濫警戒情報は“六角川の水位が警戒すべき水準まで上

がり始めたことを伝えるメッセージ”であり、大雨特別

警報と顕著な大雨に関する情報は“非常に激しい雨が降

り続ける可能性があることを伝えるメッセージ”である。

とりわけ 2021年六角川氾濫の際は、氾濫危険情報の後に

発令されており、河川水位が危険な状態でさらに大雨が
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降ることを伝えるメッセージになっていた可能性がある。 

こうした佐賀県武雄市の文脈を踏まえると、2021年調

査の分析において、行動指示情報と認知の間に有意な関

係性が確認されなかったのは自然であり、また、「氾濫警

戒情報」「大雨特別警報」「顕著な大雨に関する情報」と

認知の間に有意な関係性が確認されたのも不自然ではな

かったと思われる。 

（３）2022年梯川調査 

 次に、2022 年石川県梯川氾濫の調査結果を分析する。

この水害の避難支援期に発令された災害情報は、発令順

に避難指示、氾濫危険情報、緊急安全確保であった。こ

れらについて「対応行動を実施するきっかけになった」

とされた割合はそれぞれ「警戒レベル 4避難指示の発令」

41.7％、「梯川の氾濫危険情報の発令」51.1％、「警戒レベ

ル 5緊急安全確保の発令」30.9％であった（N=139）。避

難指示と緊急安全確保よりも、梯川の河川情報の方が対

応行動を実施する契機となっていたことがわかる。 

以上について「対応行動を実施するきっかけとなった

災害情報」を独立変数、「被災の自己生起確率の認知」を

従属変数として分散分析をした。その結果、統計的な有

意差が確認されたのは、「梯川の氾濫危険情報」（p<.05、

F値 4.536）のみであり、避難指示と緊急安全確保につい

ては有意差が確認されなかった（図－4）。 

分析結果を踏まえると、2022 年梯川氾濫の事例では、

“「梯川の氾濫危険情報」の発令を対応行動の契機とした

人は、「被災の自己生起確率の認知」も高まっていた傾向

にあった”ことがわかる。加えて、六角川の事例と同様

に、避難指示や緊急安全確保といった行動指示情報が発

令されたとしても、被災の自己生起確率の認知とは関係

がない可能性もわかった。 

（４）2022年梯川における災害情報の文脈 

ここで、水害当日の石川県小松市の状況を振り返りた

い。2022年梯川の事例では、8月 4日午前 4時 18分に大

雨警報が石川県を対象に発令され、午前 5時 08分には土

砂災害警戒情報が、午前 5時 14分には洪水警報が石川県

を対象に発令された。そして午前 10時 06分には、記録

的短時間大雨情報が小松市で発令され、午前 11時 10分

には氾濫警戒情報が梯川に発令された。その後、8月 4日

午前 11時 30分に浸水を想定した避難指示が小松市全域

に発令され、午後 2時 30分に埴田町付近で梯川の越水が

確認され氾濫発生情報が発令された。 
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本研究では、8月 4日午前 11時 30分から午後 2時 30

分までの約 3時間を避難支援期としたが、この間に発令

された災害情報は、午前 11時 50分に梯川の氾濫危険情

報と午後 0 時 00 分に小松市全域を対象とした緊急安全

確保であった。 

 2022年梯川の事例では、避難支援期以前に氾濫警戒情

報や記録的短時間大雨情報といった地域や対象の河川が

特定された情報が発令されていた。そのため、8 月 4 日

午前 4時 18分大雨洪水警報の発令から午前 11時 30分

の浸水を想定した避難指示の発令までを警戒期として尋

ねた「警戒期における被災の自己生起確率の認知」６）を

使い、同様の分析を行った。だが、警戒期に発令されて

いた災害情報と警戒期における被災の自己生起確率の認

知の間に統計的に有意な関係性は確認できなかった。 

以上を踏まえると、2022梯川の事例では氾濫危険情報

のみが重要であったかのように思われる。しかしながら、

災害情報の文脈を踏まえるならば、“記録的短時間大雨情

報や氾濫警戒情報など他の災害情報が発令された状態で

梯川の氾濫危険情報が発令されたこと”に留意すべきと

思われる。警戒期の時点では、被災の自己生起確率を認

知していなかったとしても、様々な災害情報を重層的に

受け取りながらリアリティ評価をしていき、最終的に認

知が高まる契機となったのが氾濫危険情報だったと捉え

るべきだろう。 

（５）両事例における河川情報の役割 

 分析結果に基づいてRQ2：対応行動を実施する契機と

なった災害情報と認知の関係性を考察する。2021年六角

川調査と 2022年梯川調査において、「被災の自己生起確

率の認知」との間に有意な関係性を持っていた災害情報

は、「氾濫警戒情報」「氾濫危険情報」といった“河川に

関する情報”であった。これらの情報は、河川の固有名

詞とともに発令されるため、情報の受け手は、自身が住

んでいる地域を流れる河川の固有名詞に基づいて、水位

の上昇を知ることができる。そのおかげで受け手は、“自

分が住む地域の河川が氾濫することで被災する可能性”

を認知しやすかったのだと思われる。 

また、2021年六角川調査では、「大雨特別警報」「顕著

な大雨に関する情報」も認知との間にも関係性が確認さ

れた。これらは、発令された地域で非常に激しい雨が降

り続ける可能性を伝える情報である。そのため、受け手

が被災の自己生起確率を認知するためには、“自分が住ん

でいる地域で激しい雨が降り続けることで何が起こり得

るか”を理解できていなければならない。 

それに関して、本研究で調査対象地域とした佐賀県武

雄市は、2019年にも六角川の氾濫によって被害を受けて

おり、“自分が住んでいる地域で激しい雨が降り続けると

何が起こり得るか理解できていた”と思われる。それゆ

え、激しい雨が降る可能性を伝える災害情報から被災の

自己生起確率を認知しやすかったのだと思われる。 

なお、2022年梯川氾濫の事例では、大雨特別警報と顕
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降ることを伝えるメッセージになっていた可能性がある。 

こうした佐賀県武雄市の文脈を踏まえると、2021年調

査の分析において、行動指示情報と認知の間に有意な関

係性が確認されなかったのは自然であり、また、「氾濫警

戒情報」「大雨特別警報」「顕著な大雨に関する情報」と

認知の間に有意な関係性が確認されたのも不自然ではな

かったと思われる。 

（３）2022年梯川調査 

 次に、2022 年石川県梯川氾濫の調査結果を分析する。

この水害の避難支援期に発令された災害情報は、発令順

に避難指示、氾濫危険情報、緊急安全確保であった。こ

れらについて「対応行動を実施するきっかけになった」

とされた割合はそれぞれ「警戒レベル 4避難指示の発令」

41.7％、「梯川の氾濫危険情報の発令」51.1％、「警戒レベ
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難指示と緊急安全確保よりも、梯川の河川情報の方が対

応行動を実施する契機となっていたことがわかる。 

以上について「対応行動を実施するきっかけとなった

災害情報」を独立変数、「被災の自己生起確率の認知」を

従属変数として分散分析をした。その結果、統計的な有

意差が確認されたのは、「梯川の氾濫危険情報」（p<.05、

F値 4.536）のみであり、避難指示と緊急安全確保につい

ては有意差が確認されなかった（図－4）。 

分析結果を踏まえると、2022 年梯川氾濫の事例では、

“「梯川の氾濫危険情報」の発令を対応行動の契機とした

人は、「被災の自己生起確率の認知」も高まっていた傾向

にあった”ことがわかる。加えて、六角川の事例と同様

に、避難指示や緊急安全確保といった行動指示情報が発

令されたとしても、被災の自己生起確率の認知とは関係

がない可能性もわかった。 

（４）2022年梯川における災害情報の文脈 

ここで、水害当日の石川県小松市の状況を振り返りた

い。2022年梯川の事例では、8月 4日午前 4時 18分に大

雨警報が石川県を対象に発令され、午前 5時 08分には土

砂災害警戒情報が、午前 5時 14分には洪水警報が石川県

を対象に発令された。そして午前 10時 06分には、記録

的短時間大雨情報が小松市で発令され、午前 11時 10分

には氾濫警戒情報が梯川に発令された。その後、8月 4日

午前 11時 30分に浸水を想定した避難指示が小松市全域

に発令され、午後 2時 30分に埴田町付近で梯川の越水が

確認され氾濫発生情報が発令された。 
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でいる地域で激しい雨が降り続けることで何が起こり得
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それに関して、本研究で調査対象地域とした佐賀県武

雄市は、2019年にも六角川の氾濫によって被害を受けて

おり、“自分が住んでいる地域で激しい雨が降り続けると

何が起こり得るか理解できていた”と思われる。それゆ

え、激しい雨が降る可能性を伝える災害情報から被災の

自己生起確率を認知しやすかったのだと思われる。 

なお、2022年梯川氾濫の事例では、大雨特別警報と顕

著な大雨に関する情報が発令されていなかったため、調

査できなかった。 

 

９．警報メディアと認知の関係 

 本章では、RQ3：警報メディアと認知の関係性につい

て考察する。Quarantelli（1990）は、コミュニケーション

の形式がパーソナルであるのかそれともマスであるのか

により、警報メッセージの受容傾向が異なることを指摘

する。それによると、パーソナルに伝達された警報メッ

セージは、マスに伝達された警報メッセージよりも信頼

されやすいという。そしてMileti & Sorensen（1990）は、

情報源がフォーマルであるのかそれともインフォーマル

であるのかにより、警報の受容傾向が異なることを指摘

する。すなわち、公的に定められたガイドラインに則っ

て発令されるフォーマルな警報（formal warning）は、行

政機関や放送局といった公共機関を情報源とするゆえに、

権威性があり一般的に信頼されやすい。一方で、親戚・

友人など親しい関係にある人を情報源とするインフォー

マルな警報（informal warning）は、公式の警報システムで

はコントロールできない要素であり一般的な何かしらの

傾向を求めるべきではないという。 

 以上のようにQuarantelliやMileti & Sorensenは、コミ

ュニケーションの形式と情報源が警報システムの効果に

影響することを指摘している。本研究では彼らの指摘を

踏まえ、日本の警報システムにおける代表的なメディア

を表－6 のように設定した。そして、各メディアが対応

行動を実施する契機を与えたか否かは「対応行動を決め

るきっかけを与えた情報源はどれですか」という質問文

を用い、複数回答で回答を求めた。 

（１）2021年六角川氾濫における警報メディア 

2021 年六角川氾濫において、「対応行動を実施するき

っかけを与えてくれた」とされたメディアの割合はそれ

ぞれ「NHK テレビ」62.3％、「民放テレビ」50.0％、「緊

急速報メール（エリアメール）」48.6％、「防災行政無線（戸

別受信機）」43.5％、「家族・友人等からの呼びかけ（電話

含む）」36.2％であった（N=138）。この結果について「メ

ディアが対応行動のきっかけを与えたか否か」を独立変

数、避難支援期における「被災の自己生起確率の認知」

を従属変数として分散分析を実施した（図－5）。 

分析の結果、2021年六角川の事例では、警報メディア 

 
表－６ 警報システムのコミュニケーション様式と情報源 

 
パーソナル・コミュ

ニケーション 
マス・コミュニケー

ション 

フォーマルな 
情報源 

・防災行政無線 
（戸別受信機） 
・緊急速報メール

（エリアメール） 

・NHKテレビ 
・民放テレビ 

インフォーマルな 
情報源 

・家族・友人等から

の呼びかけ 
（電話含む） 

 

 
図-５ 2021年六角川調査：警報メディアと被災の自己生起確

率認知の分散（数値は平均値、***:p<.001、**:p<.01、*:p<.05） 

 

と避難支援期における「被災の自己生起確率の認知」と

の間には関係性がなかったことがわかった。 

（２）2022年梯川氾濫における警報メディア 

 それでは、2022 年梯川の事例についてはどうか。「対

応行動を実施するきっかけを与えてくれた」とされたメ

ディアの割合はそれぞれ、「緊急速報メール（エリアメー

ル）」77.0％、「NHKテレビ」71.9％、「防災行政無線（戸

別受信機）」47.5％、「民放テレビ」44.6％、「家族・友人等

からの呼びかけ（電話含む）」43.9％であった（N=139）。

2021年六角川の事例よりも、緊急速報メールとNHKテ

レビの割合が特に高かった。そしてこの結果について、

「メディアが対応行動のきっかけを与えてくれたか否か」

を独立変数、避難支援期における「被災の自己生起確率

の認知」を従属変数として分散分析をした（図－6）。 

すると 2022年梯川の事例では、「緊急速報メール（エ

リアメール）」、「防災行政無線（戸別受信機）」、「民放テ

レビ」、「家族・友人等からの呼びかけ（電話含む）」で統

計的な有意差が確認された。これらのうち「防災行政無

線（戸別受信機）」についてのみ“対応行動のきっかけを

与えてくれたという人の方が被災の自己生起確率を認知

していなかった”傾向が確認された。しかしそれ以外の

「緊急速報メール（エリアメール）」「民放テレビ」「家族・

友人等からの呼びかけ（電話含む）」では、“対応行動の

きっかけを与えてくれたという人の方が被災の自己生起

確率を認知していた”傾向が確認された。 

 ではなぜ、防災行政無線（戸別受信機）に関して、対

応行動のきっかけを与えてくれなかったという人の方が

被災の自己生起確率を認知していた傾向にあったのだろ

うか。その理由は、戸別受信機の電源を切っているある

いは自宅に完備していない等の人がおり、そのような人 

 

 
図-６ 2022年梯川調査：警報メディアと被災の自己生起確率

認知の分散（数値は平均値、***:p<.001、**:p<.01、*:p<.05） 
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は、緊急速報メールや NHK テレビといった防災行政無

線以外のメディアから対応行動のきっかけを得ていたか

らだと思われる。2022年梯川の事例では、多くの人が緊

急速報メール（77.0%）や NHKテレビ（71.3%）から対

応行動のきっかけを与えられていたことを鑑みると、防

災行政無線以外のメディアから災害情報を取得できるよ

うになった環境の影響が大きいと考えられる。 

 

１０．災害情報と警報メディア 

 ここまで三つのリサーチ・クエスチョンを検証してき

たが、2021 年六角川の事例と 2022 年梯川の事例で警報

メディア、災害への認知、対応行動の関係性にはいくつ

かの違いが確認された。 

（１）2021年六角川氾濫における変数の関係性 

 2021 年六角川調査の結果から確認された警報システ

ムを構成する変数の関係性は、RQ1：認知と対応行動の

関係とRQ2：対応行動を実施する契機となった災害情報

と認知であり、RQ3：警報メディアと認知の関係性は確

認されなかった。より詳細に振り返ると、RQ1において

推奨される対応行動の実施との間に重要な関係性があっ

た認知は、災害と自身の関係性に対する認知として定め

た「被災の自己生起確率の認知」であり、被災の自己生

起確率を認知していた人が推奨される対応行動を実施し

ていた傾向が確認された。そして、RQ2について「被災

の自己生起確率の認知」との間に関係性が確認されたの

は、「氾濫警戒情報」「大雨特別警報」「顕著な大雨に関す

る情報」であり、対応行動の契機としてこれらの災害情

報をあげた人が被災の自己生起確率を認知していた傾向

が確認された（図－7）。 

 

 
図－7 2021年六角川調査において確認された変数の関係性 

 

（２）2022年梯川氾濫における変数の関係性 

 次に、2022年梯川調査の結果を分析して確認されたの

は、RQ1：認知と対応行動の関係、RQ2：対応行動を実施

する契機となった災害情報と認知、RQ3：警報メディア

と認知の関係性であった。RO1において、先の六角川の

事例と共通したのは「被災の自己生起確率の認知」であ

り、被災の自己生起確率を認知していた人が推奨される

対応行動を実施していた傾向が確認された。また、RQ2

については、「氾濫危険情報」を対応行動の契機としてあ

げた人が、被災の自己生起確率を認知していた傾向が確

認された。そして、2021年六角川の事例と大きく異なっ

たのは、RQ3：警報メディアと認知に関係性が確認され 
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たことである。対応行動の契機を与えた警報メディアと

被災の自己生起確率の認知の間に関係性が確認された。 

（３）結果の考察 

 両事例の結果を鑑みると、河川氾濫の危険性を伝える

警報システムについて“警報メディア⇒災害情報⇒被災

の自己生起確率の認知⇒推奨される対応行動の実施”と

いう意思決定過程が見えてくる。しかしながら、ここで

見えてきた意思決定過程は、分析者が恣意的に意味づけ

た原因と結果のストーリーである可能性が高いという点

に留意が必要である。本研究で用いたロジスティック回

帰分析や分散分析の手法も、恣意的に定めたストーリー

が母集団に対して平均的に当てはまるかを証明しようと

しているに過ぎず、その結果が統計的に有意だったから

といって、河川氾濫への対応行動の意思決定過程を理解

できたとするのは必ずしも適切ではない。よって今後は、

災害への対応行動が極めて個別的かつ多様であることに

留意しながら質と量を組み合わせた調査を実践し、本研

究で見えてきた意思決定のストーリーが本当に現実に合

致するかを検証していかなければならない。 

 

注 
１）被災地調査の際には、町内会の方、地域の社会福祉協議会

や消防団に所属する方などから調査へのご理解とご協力を頂い

た。当日の状況をご教授頂いたのみならず、河川氾濫への対応

行動が特に必要な地域などを教えて頂けた。 

２）本研究の目的は、災害に対して比較的受動的な人々の対応

行動を分析することである。そのため、消防団や地域の社会福

祉協議会に所属する人については分析対象から除いた。 

３）行動や認知を尋ねる際は、質問文の前に次の避難支援期に

関する説明を付した。「避難指示などの避難情報が発表され、災

害の前兆が確認され始める期間を「避難支援期」といいます。

今回の〇〇川氾濫の避難支援期は、〇月〇日〇時〇分～〇月〇

日〇時〇分まででした。お手数ですが問〇～問〇には、そのと

きを思い出しながらお答えください。」 

４）避難支援期に実施されていた対応行動に関する質問では、

留置きの際に「最終的に実施していた行動をお答えください」

と説明をした。しかし実際には、最終的な対応行動を実施する

までの間に、車を高所に移動する、家財を二階にあげる等の対

応行動があったと予想される。そうした多様であるはずの対応

行動を解明できていない点が、本研究の課題の一つである。 

５）対応行動の契機となる災害情報は多様であることが予想さ

れた。そのため、複数回答で対応行動の契機となった災害情報

を尋ねた後、災害情報と認知の関係性の分析に重点を置いた。 

６）質問文の前に「災害が発生する可能性が高まり災害への警
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は、緊急速報メールや NHK テレビといった防災行政無

線以外のメディアから対応行動のきっかけを得ていたか

らだと思われる。2022年梯川の事例では、多くの人が緊

急速報メール（77.0%）や NHKテレビ（71.3%）から対

応行動のきっかけを与えられていたことを鑑みると、防

災行政無線以外のメディアから災害情報を取得できるよ

うになった環境の影響が大きいと考えられる。 
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メディア、災害への認知、対応行動の関係性にはいくつ

かの違いが確認された。 
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 2021 年六角川調査の結果から確認された警報システ
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た認知は、災害と自身の関係性に対する認知として定め

た「被災の自己生起確率の認知」であり、被災の自己生

起確率を認知していた人が推奨される対応行動を実施し

ていた傾向が確認された。そして、RQ2について「被災

の自己生起確率の認知」との間に関係性が確認されたの

は、「氾濫警戒情報」「大雨特別警報」「顕著な大雨に関す

る情報」であり、対応行動の契機としてこれらの災害情

報をあげた人が被災の自己生起確率を認知していた傾向

が確認された（図－7）。 

 

 
図－7 2021年六角川調査において確認された変数の関係性 

 

（２）2022年梯川氾濫における変数の関係性 

 次に、2022年梯川調査の結果を分析して確認されたの

は、RQ1：認知と対応行動の関係、RQ2：対応行動を実施

する契機となった災害情報と認知、RQ3：警報メディア

と認知の関係性であった。RO1において、先の六角川の

事例と共通したのは「被災の自己生起確率の認知」であ

り、被災の自己生起確率を認知していた人が推奨される

対応行動を実施していた傾向が確認された。また、RQ2

については、「氾濫危険情報」を対応行動の契機としてあ

げた人が、被災の自己生起確率を認知していた傾向が確

認された。そして、2021年六角川の事例と大きく異なっ

たのは、RQ3：警報メディアと認知に関係性が確認され 

 
図－8 2022年梯川調査において確認された変数の関係性 

 

たことである。対応行動の契機を与えた警報メディアと

被災の自己生起確率の認知の間に関係性が確認された。 

（３）結果の考察 

 両事例の結果を鑑みると、河川氾濫の危険性を伝える

警報システムについて“警報メディア⇒災害情報⇒被災

の自己生起確率の認知⇒推奨される対応行動の実施”と

いう意思決定過程が見えてくる。しかしながら、ここで

見えてきた意思決定過程は、分析者が恣意的に意味づけ

た原因と結果のストーリーである可能性が高いという点

に留意が必要である。本研究で用いたロジスティック回

帰分析や分散分析の手法も、恣意的に定めたストーリー

が母集団に対して平均的に当てはまるかを証明しようと

しているに過ぎず、その結果が統計的に有意だったから

といって、河川氾濫への対応行動の意思決定過程を理解

できたとするのは必ずしも適切ではない。よって今後は、

災害への対応行動が極めて個別的かつ多様であることに

留意しながら質と量を組み合わせた調査を実践し、本研

究で見えてきた意思決定のストーリーが本当に現実に合

致するかを検証していかなければならない。 

 

注 

１）被災地調査の際には、町内会の方、地域の社会福祉協議会

や消防団に所属する方などから調査へのご理解とご協力を頂い
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行動を分析することである。そのため、消防団や地域の社会福

祉協議会に所属する人については分析対象から除いた。 

３）行動や認知を尋ねる際は、質問文の前に次の避難支援期に

関する説明を付した。「避難指示などの避難情報が発表され、災

害の前兆が確認され始める期間を「避難支援期」といいます。

今回の〇〇川氾濫の避難支援期は、〇月〇日〇時〇分～〇月〇

日〇時〇分まででした。お手数ですが問〇～問〇には、そのと

きを思い出しながらお答えください。」 

４）避難支援期に実施されていた対応行動に関する質問では、

留置きの際に「最終的に実施していた行動をお答えください」

と説明をした。しかし実際には、最終的な対応行動を実施する

までの間に、車を高所に移動する、家財を二階にあげる等の対

応行動があったと予想される。そうした多様であるはずの対応

行動を解明できていない点が、本研究の課題の一つである。 

５）対応行動の契機となる災害情報は多様であることが予想さ

れた。そのため、複数回答で対応行動の契機となった災害情報

を尋ねた後、災害情報と認知の関係性の分析に重点を置いた。 

６）質問文の前に「災害が発生する可能性が高まり災害への警

戒を促す期間を「警戒期」と言います。今回の〇〇川氾濫の警

戒期は、〇月〇日〇時〇分～〇月〇日〇時〇分まででした。お

手数ですが問〇～問〇には、そのときを思い出しながらお答え

ください。」という説明文を付した。尺度は表－3である。 
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和文要約 

 

近年、気候変動などの影響により、短時間強雨であるゲリラ豪雨の発生頻度が増加傾向にある。

このような中で、気候変動適応の一つとして、ゲリラ豪雨に対する理解を深めるとともに、行動変

容が求められる。本研究では、2022 年 7 月から 9 月にかけて、京都府宇治市の中学校 2 校において

ゲリラ豪雨関連情報を日常的に活用する取り組みを通じて、取り組みに参加した生徒について、ゲ

リラ豪雨に対してどのような対応行動が見られるのか、そしてゲリラ豪雨や気候変動適応の理解が

どのように変化するのか調査を行った。取り組みでは、校内に設置した大型モニターや個人所有の

タブレット端末・スマートフォンにて XRAIN を確認し、ゲリラ豪雨の観察・記録を実施した。期間

中、ゲリラ豪雨が発生しやすい条件が生じたこともあり、計 169 個の記録が行われた。 

取り組み前後で実施したアンケート結果からは、66%の生徒が XRAIN の継続利用の意思を示す

とともに、73%の生徒が気候変動のことを考えるようになったと回答した。このことから、ゲリラ

豪雨関連情報の活用を通じて、ゲリラ豪雨に対する対応行動の促進および気候変動適応に対する意

識向上を図ることが可能であり、将来的なゲリラ豪雨の激甚化に伴う被害等の軽減が期待できる。 

 

キーワード：ゲリラ豪雨、XRAIN、地球温暖化、気候変動適応、情報活用 

 

 

１．はじめに 

気候変動による大雨の発生傾向について、観測データ

からも、長期的にゲリラ豪雨を含む大雨の発生頻度上昇

が既に見られている（気象庁, 2023）。全国に配置された

アメダスにおける、1 時間降水量 50mm 以上の発生回数

（アメダス 1300 地点あたり）の経年変化は、アメダスの

運用開始初期にあたる 1976 年から 1985 年までの 10 年

間と比較して、直近の 2013 年から 2022 年までの 10 年間

では 1 年あたりの大雨の平均発生回数が約 1.5 倍に増加

している。また、より短い時間の降水量を記録した 10 分

間降水量についても、約 80 年間の統計期間において、上

位事例の約半数が直近20年間に記録されている（気象庁, 

2023）。 

このような中、気候変動に伴うゲリラ豪雨の発生頻度

や最大強度の将来変化についても研究が行われており、

近畿地方では 8 月のゲリラ豪雨発生頻度が増加し、特に

8 月後半の増加が目立つとされている（中北ら, 2017）。同

様に、最大降雨強度の変化については、擬似温暖化実験

による調査が実施され、将来的に最大降雨強度が増大す

ることが示されている（中北ら,2020）。これらの研究結果

から、将来的にゲリラ豪雨の発生頻度・最大降雨強度と

もに増大することが予想されており、ゲリラ豪雨に伴う

地下浸水や内水氾濫のリスクが増大することが懸念され

る。現在もゲリラ豪雨の激甚化の影響は既に現れ始めて

いるが、将来的には影響がさらに顕在化する可能性が高

い。そのため、ゲリラ豪雨の激甚化に対する適応がより

重要となる。 

本研究では、気候変動の影響によって年々最大強度や

頻度増加が顕著となってきているゲリラ豪雨について、

現象そのものへの理解を深め、日常生活における対応方
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法を検討する学習を通じて、ゲリラ豪雨関連情報

（XRAIN）の有効活用やゲリラ豪雨への将来的な適応可

能性について、中学生を対象とした実証の結果をもとに

議論するものである。 

 

２．先行研究 

学校教育現場における気象情報の利活用事例として、

10 年以上にわたって「リアルタイム気象情報表示システ

ム」を構築し、閲覧等を行った事例（永井,2015）や独自

の気象観測情報をネットワーク化し閲覧や活用を行った

事例（名越ら（2014）、高橋ら（2013））がある。 

永井（2015）の事例では、知識偏重・実践軽視の傾向

があった学校教育現場において、リアルタイムに気象情

報を表示するモニターを設置し、生徒に自由に閲覧・利

用させている。取り組みにおいて、生徒の自主的な活用・

思考を妨げないようにするため、敢えて教師はモニター

に近寄らないようにする、教師が事前に知識を教えない、

という工夫がなされていた。その結果、教師が教えなく

ても環境を与えることで生徒が興味を持って主体的に気

象情報を活用し始めたこと、生徒が気象情報を見て、自

らの行動計画の判断材料にできるようになったことで、

防災リテラシーの向上に繋がったことが報告されている。 

名越ら（2014）の事例では、独自に設置した局地気象

観測測器によるリアルタイムの観測情報を取得・表示す

る「学校気象台」のシステムが構築され、大学の附属中

学校・小学校においてデータ活用が試みられた。附属小

学校では、一日の気温変化の観測結果をもとに、気温変

化が何によって起こるかの議論が行われ、主に太陽放射

によることを発見できた。また、台風通過時の各気象要

素の時系列データから、台風接近に伴って気圧が低下す

ること、最大風速や雨量が急激に増加することなどが学

習された。 

また災害等の気象イベントを「我がこと」として考え

てもらうための取り組み事例として、河田ら（2020）の

研究がある。この研究では、高度で複雑な防災気象情報

がなかなか受け手に理解されず、あまり活用されていな

い現状を踏まえて、情報に地域性や日常性をもたせるこ

とで「我がこと」として捉えてもらうためのアクション

リサーチを実施している。アクションリサーチの中では、

地域気象情報モニターを学校に設置し、天気図や気象レ

ーダー観測情報、河川水位情報等を表示することで、日

常化のサポートが実施されている。また、学習プログラ

ムには「我がこと」として考えるためのヒントが盛り込

まれ、生徒の主体的な学習を支援している。これらの学

習プログラムや地域気象情報モニターによって、災害を

「我がこと」として主体的に考え、積極的に学習を行う

姿が見られた。 

このような先行研究がある一方、将来的な気候変動適

応を見据えたゲリラ豪雨関連情報の有効活用や教育に関

する実証研究は確認されない。そこで、本研究では、将

来的な気候変動に伴うゲリラ豪雨の激甚化への適応も念

頭に置いた教育及び実証研究を行うこととした。 

 

３．研究目的と方法 

（１）研究目的 

本研究では、気候変動の影響によって年々最大強度や

頻度増加が顕著となってきているゲリラ豪雨について、

①ゲリラ豪雨の特徴を理解すること、②ゲリラ豪雨の観

察方法を学ぶこと、③日常生活においてゲリラ豪雨にど

う対峙するかを習得すること、を目的として実施した。

上記の目標を達成するため、事前授業では、ゲリラ豪雨

の特徴などについて説明を実施した。また、実証の中で、

XRAIN などを利用したゲリラ豪雨の観察を実践し、日常

生活においてどのようにゲリラ豪雨と付き合っていくか、

被害に遭わないためにはどう行動すればよいかを理解し、

行動に移すことができる状態を到達点としている。また

その結果として、気候変動適応に対する理解や行動にど

の程度つながるのかを確認する。 

（２）ゲリラ豪雨関連情報 

近年、ゲリラ豪雨の観測網が充実してきており、誰で

も閲覧可能な Web サイト等で豪雨関連情報の公開が行

われている。本研究では、その中で、国土交通省が運用

しているXRAIN を利用した。XRAIN は、全国に配置し

たXバンドMPレーダー及びCバンドMPレーダーのデ

ータを合成し、1 分毎に高分解能（250ｍメッシュ）の雨

量を提供している。近畿地域には、4 基の X バンド MP

レーダー、2 基の C バンドMP レーダーが設置されてお

り、これらの合成により、詳細な降雨状況の把握が可能

となっている（片山ら, 2015、土田ら,2016）。これらの観

測情報は、XRAIN として、一般に公開されており、毎分

更新され、過去の雨雲の遷移とともに PC やスマートフ

ォン等の端末から閲覧が可能である。 

また、XRAIN は閲覧端末ごとに地点登録を行い、自分

が登録した地点と雨雲の位置関係を把握することが可能

であること、地図上から河川水位の観測情報や河川カメ

ラの情報も閲覧が可能である。このように、一般人がゲ

リラ豪雨を確認し、行動に移す上で必要な情報が揃って

おり、利便性の観点からも有効であることから、本研究

では、ゲリラ豪雨関連情報として XRAIN を対象として

利用することとした。 

（３）研究フィールドと対象校 

本研究では、対象とする学校区において、ゲリラ豪雨

の発生頻度がある程度必要となる。図-1 に示すように、

過去 5 年間の近畿地域におけるゲリラ豪雨の発生状況か

ら、例年 100 事例程度のゲリラ豪雨が発生していること

がわかる。地形の影響等もあり、ゲリラ豪雨の発生場所

にもやや偏りが見られるが、この結果を基に、周辺地域

を含めてゲリラ豪雨の発生が比較的多い宇治市において

研究を実施することとした。なお、将来的な気候変動へ

の適応も見据え、ゲリラ豪雨の現象そのものへの理解が
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可能で、取り組みで利用する閲覧サイトや記録に用いる

Googleフォームへのアクセスにも支障がない中学生を対

象とすることとした。 

実施校の選定においては、宇治市教育委員会を通じて、

学校関係者に実施内容の説明を行い、立候補のあった南

宇治中学校 2 年生及び黄檗中学校 3 年生を対象に実施す

ることとなった。宇治市が公表しているハザードマップ

によると、南宇治中学校は近隣を流れる木津川が氾濫し

た場合に、3ｍ～5m 程度の浸水が想定される。一方、黄

檗中学校は、宇治市の山側に位置し、河川氾濫による浸

水の可能性は低いものの、近隣に土砂災害特別警戒区域

や土砂災害警戒区域、内水氾濫区域が存在する。このよ

うに、両校は災害リスクの状況はやや異なるものの、豪

雨に対して注意が必要な地域に位置している。 

（４）研究方法 

本実証研究のための中学校における取り組みは、事前

授業・ゲリラ豪雨関連情報の活用・振り返り授業で構成

される。タイトルは、「目指せ！ゲリラ豪雨マスター」と

した。実施期間や取得したデータなどを表-1に示す。ゲ

リラ豪雨関連情報の活用を通じて、情報をどのように利

活用するのかを明らかにするとともに、生徒のゲリラ豪

雨や気候変動適応に関する意識がどのように変化するの

かを検証する。 

事前授業では、取り組み前に理解が必要なゲリラ豪雨

の基礎知識や地球温暖化に伴うゲリラ豪雨への影響、豪 

雨の観察方法や記録方法についての説明を行った。内容

は、大きく 4 つ（①ゲリラ豪雨マスターの取り組みにつ

いて、②ゲリラ豪雨ってどんな雨？、③ゲリラ豪雨って

大丈夫？、④ゲリラ豪雨を探して記録してみよう）で構

成される。①ゲリラ豪雨マスターでは、取り組みの目的

や期間、方法について紹介をするとともに、気候変動の

影響に対する緩和策や適応策についても紹介を行った。

②ゲリラ豪雨ってどんな雨？では、目的の 1 つであるゲ

リラ豪雨に対する理解を深めるため、動画なども用いて

ゲリラ豪雨の強さ、範囲、継続時間等、ゲリラ豪雨の特

徴についてよりスケールの大きい台風や前線、線状降水

帯等との特徴比較も含め、紹介を行った。③ゲリラ豪雨

って大丈夫？ではゲリラ豪雨の危険性や水害事例の紹介

を行い、3 つ目の目的であるゲリラ豪雨への対処方法の

一例を紹介した。最後に、④ゲリラ豪雨を探して記録し

てみようでは、2 つ目の目的のゲリラ豪雨の観察方法を

学び、ゲリラ豪雨関連情報の活用に向けて、後述のゲリ

ラ豪雨記録用紙を記入する実践ワークを行った。 

次に、ゲリラ豪雨関連情報の活用では、記録用紙を利

用して実施した。期間は、ゲリラ豪雨の発生しやすい梅

雨明け（事前授業後）から 9 月末までの期間を対象とし

た。記録用紙の内容を図-2に示す。ゲリラ豪雨の記録は、

発見日時、雨の場所、雨の強さ、どこで何をしていたか、

予定や行動の変化を記録してもらった。記録用紙を紙で

配布するとともに、Google フォームも用意して先生方の

負担軽減及び集計作業の効率化の工夫を行った。ゲリラ

豪雨の観察は、校内では学校に設置した大型モニター（図

-3）による閲覧のほか、校外では生徒の保有するタブレ

ット端末やスマートフォンから観測サイトにアクセスす

ることにより実施した。そのため、記録用紙には、観測

サイト（川の防災情報：XRAIN）と Google フォームの

QR コードを付加し、生徒がスムーズに情報へアクセス・

記録ができるよう工夫を行った。なお、上述の大型モニ

ターについては、取り組みを始める段階で、学校の玄関

前の目に付きやすい場所に設置した。 

最後に、ゲリラ豪雨への対峙方法を確認し、今後のゲ

リラ豪雨関連情報の活用を推進するため、実証期間中の

記録等を取りまとめて、期間中に出された疑問等を解決

する振り返り授業を実施した。振り返り授業の内容は、

大きく 6 つで構成される（①振り返り、②今年の雨と結

果の報告、③疑問解決、④表彰、⑤気候変動と豪雨につ

いての講演、⑥今後の活用及び対応方法について）①振

り返りと②今年の雨と結果の報告では、取り組み期間中

の事例などを紹介した。③疑問解決では、記録用紙の自

由記述欄に記載された疑問点を紹介し、重要なものにつ

いて内容の説明を行った。④表彰では、期間中の記録内

容が優秀であった生徒、着眼点が独創的であった生徒等

を表彰した（最多ゲリラ豪雨賞、ユニークゲリラ豪雨賞、

ゲリラ豪雨マスター賞、ゲリラ豪雨で発見賞）。最も記録

数の多かった生徒だけでなく、特定のゲリラ豪雨事例を

一人だけ記録していた生徒、行動や気づきに良い点があ

 
★:2018年、▲:2019年、▼：2020年、●：2021年、◆：2022年 

図-1 近畿地域におけるゲリラ豪雨の発生状況 

（XRAINデータを用いて日本気象協会作成） 
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った生徒を表彰した。⑤気候変動と豪雨についての講演

では、将来的な気候変動と豪雨に関して説明を実施した。

最後に⑥今後の活用及び対応方法について説明し、振り

返り授業を締めくくった。 

また取り組みの中で、表-1に示す通り、事前授業と振

り返り授業の実施日に、事前アンケートおよび事後アン

ケートをそれぞれ実施した。事前アンケートおよび事後

アンケートの内容を表-2に示す。 

まず事前アンケートでは、ゲリラ豪雨や XRAIN の認

知度（Pre_1, Pre_3）や、日常における気候変動への意識

（Pre_4）、気候変動によるゲリラ豪雨への影響の認知度

（Pre_6）のように、予備知識の確認に加えて、気候変動

のことを普段から考えているかを確認するとともに、自

由記述として、ゲリラ豪雨への備え（Pre_2）や日常にお

ける気候変動対策（Pre_5）を確認した。 

表-1 ゲリラ豪雨関連情報の有効活用実証の概要 

実施対象 南宇治中学校2年生（2 クラス、68 名） 
黄檗中学校3年生（3クラス、117名） 

実施期間 事前授業（1 時限）：2022 年7月8日 （南宇治中学校体育館、黄檗中学校交流ホール） 
ゲリラ豪雨関連情報の活用：2022年7月8日～9月30日（校内ではモニターを利用し、校外では自身の携帯

などを利用） 
振り返り授業（1時限）：2022年10月14日（南宇治中学校体育館、黄檗中学校体育館） 

取得データ 事前アンケート：2022 年7月8日（南宇治中学校52個、黄檗中学校104個） 
記録用紙（南宇治中学校 51名125個、黄檗中学校18名44個） 
事後アンケート：2022 年10月14日（南宇治中学校64個、黄檗中学校99個） 

 

 
図-2 ゲリラ豪雨記録用紙の内容 

 

 
図-3 ゲリラ豪雨観測情報の閲覧環境（左：南宇治中学校、右：黄檗中学校） 
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事後アンケートでは、取り組みを通じて、ゲリラ豪雨

やXRAIN に対する理解が深まったか（Post_1, Post_2）、

今後の生活でXRAIN を使ってみたいと思うか（Post_3）、

気候変動のことを考えるようになったか（Post_4）、ゲリ

ラ豪雨を通じて気候変動影響を認識したか（Post_5）の他、

自由記述として、気候変動対策として今後してみようと

思うこと（Post_6）や取り組みを通じた気づき（Post_7）、

取り組みに参加した感想、要望や質問点（Post_8）を確認

した。 

本研究では、これらの取り組みを通じて得られた事前

アンケート、ゲリラ豪雨記録用紙、事後アンケートの結

果を基に、ゲリラ豪雨関連情報の確認を通じてゲリラ豪

雨や気候変動適応に対する意識や行動変容の可能性を確

認する。 

 

４．研究結果 

（１）事前アンケートの結果 

まず事前アンケートによって、取り組み開始前の参加

者の知識や関心のバックグラウンドを把握した。アンケ

ート結果を図-4～図-7に示す。集計は学校ごとに実施し

たが、統計的有意性の確認のため、χ2 乗検定及び正確

確率検定を実施したところ、事前アンケートの設問

（Pre_4「日常生活における気候変動意識（p<0.001）」）を

除いて、有意な差は見られなかった。そのため、本研究

では 2 校の回答を合算した結果を示す。ゲリラ豪雨につ

いては、73%の参加者が用語や意味を知っていたのに対

し、XRAIN ついては 84%の参加者が「初めて聞いた」と

回答し、ゲリラ豪雨そのものは知っているが、ゲリラ豪

雨関連情報について知っている参加者は少ないことが確

認された。ただし、ゲリラ豪雨についてよく知っている

と答えた参加者は 9%程度に留まり、ゲリラ豪雨という

用語を知っていると答えた参加者が過半数を占めること

から、ゲリラ豪雨への理解を深めるための教育が必要な

状況であることが確認できた。自由記述で確認したゲリ

ラ豪雨への備えとしては、「非常用持ち出し袋を用意して

いる」、「お天気アプリから通知が来るようにしている」、

「降っているときは不用意に外出しない」など、基本的

な備えが確認された。また、気候変動に関しては、普段

表-2 事前アンケートおよび事後アンケートの内容 ※本研究に関するものを抜粋 

No. 設問 内容・回答方法 選択肢 
事前アンケート 
Pre_1 ゲリラ豪雨の

認知度 
ゲリラ豪雨のことを知っていましたか？

（単一回答） 
1.よく知っていた, 2.言葉や意味は何となく知っていた, 3.言
葉は知っていたけど、意味は知らなかった, 4.初めて聞いた 

Pre_2 ゲリラ豪雨へ

の備え 
ゲリラ豪雨のような大雨に備えて、何かし

ていることはありますか？（自由記述） 
 

Pre_3 XRAINの認知

度 
XRAINのことを知っていましたか？（単

一回答） 
1.よく知っていた, 2.言葉や意味は何となく知っていた, 3.言
葉は知っていたけど、意味は知らなかった, 4.初めて聞いた 

Pre_4 日常における

気候変動意識 
普段、気候変動のことを考えたりします

か？（単一回答） 
1.よく考える, 2.やや考える, 3.どちらでもない, 4.あまり考え

ない, 5.ほとんど考えない 
Pre_5 気候変動対策 気候変動への対策として、あなたは何か

していますか？（自由記述） 
 

Pre_6 気候変動による

ゲリラ豪雨への

影響の認識 

気候変動でゲリラ豪雨が増えるかもしれ

ないことを知ってましたか？（単一回

答） 

1.よく知っていた, 2.やや知っていた, 3.どちらでもない, 4.あ
まり知らなかった, 5.ほとんど知らなかった 

事後アンケート 
Post_1 ゲリラ豪雨に

対する理解 
ゲリラ豪雨に関する理解や関心は深まり

ましたか？（単一回答） 
1.とても深まった, 2.やや深まった, 3.どちらでもない, 4.あま

り深まらなかった, 5.ほとんど深まらなかった 
Post_2 XRAINに対す

る理解 
XRAINに関する理解や関心は深まりまし

たか？（単一回答） 
1.とても深まった, 2.やや深まった, 3.どちらでもない, 4.あま

り深まらなかった, 5.ほとんど深まらなかった 
Post_3 日常における

XRAINの活用

意思 

これからの生活で、XRAINを使ってみた

いと思いますか？（単一回答） 
1.とても思う, 2.やや思う, 3.どちらでもない, 4.あまり思わな

い, 5.ほとんど思わない 

Post_4 気候変動の検

討 
気候変動のことを考えるようになりまし

たか？（単一回答） 
1.とても考える, 2.やや考える, 3.どちらでもない, 4.あまり考

えない, 5.ほとんど考えない 
Post_5 ゲリラ豪雨を

通じた気候変

動影響の認識 

実際、ゲリラ豪雨の観察を通して気候変

動の影響を感じましたか？（単一回答） 
1.とても感じた, 2.やや感じた, 3.どちらでもない, 4.あまり感

じなかった, 5.ほとんど感じなかった 

Post_6 今後の気候変

動対策 
気候変動対策として、これからしてみよう

と思うことを書いてください。（自由記述）

 

Post_7 取り組みを通

じた気づき 
ゲリラ豪雨や気候変動について、気づいた

ことがあれば教えてください。（自由記述）

 

Post_8 感想文 ゲリラ豪雨マスターの取り組みやこれか

らの気候変動について（自由記述） 
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から気候変動のことを考えている参加者は 40%であり、

気候変動とゲリラ豪雨の関係については、48%の生徒が

気候変動によってゲリラ豪雨が増えるかもしれないと認

識していたように、気候変動に対する意識は生徒によっ

て分かれる結果となった。自由記述で確認した気候変動

対策としては、「ごみの量を減らしている」、「夏はクーラ

ーや扇風機を使い、熱中症対策をしている」、「節水」、「節

電」など多岐に渡っていた。 

（２）豪雨事例と記録結果 

豪雨の記録状況の詳細を、表-3に示す。南宇治中学校

で 51 名 125 個、黄檗中学校で 18 名 44 個のデータが得

られた。黄檗中学校と比較して、南宇治中学校の実証へ

の参加者及び総記録数が多くなっているのは、黄檗中学

校が自由研究として取り組んでいたのに対して、南宇治

中学校では夏休みの理科の宿題として豪雨の記録実証が

課されていたことが影響していると考えられる。また、

参加者の多くが 7 月末までに実証に参加しており、総記

録数の半数以上が 7 月に記録されていたことが確認でき

る。期間中、図-1 に示すように、近畿圏で計 61 回のゲ

リラ豪雨が観測されており、生徒たちもゲリラ豪雨に気

づく機会も多かったものと思われる。また、記録時には、

ゲリラ豪雨について、XRAIN の様子だけでなく、周囲の 

様子も一緒に表現されているものも多く確認された。 

では、実際にどのような記録がなされたのかを確認す

る。ここでは、特に顕著なゲリラ豪雨事例として 2022 年

7 月 19 日および 2022 年 7 月 22 日の事例を取り上げる。 

まず 2022 年 7 月 19 日の事例では、午前中には日本海

を進む低気圧の影響で、近畿地方には南海上からの暖か

く湿った空気が流れ込みやすい状況となり、京都市では

記録的短時間大雨情報が発表される大雨となった。この

際の生徒の主な記録内容を表-4に示す。この事例は、比

較的広範囲にわたり継続時間も長かったことから、記録

を行った生徒が多く、西にあった雨雲が東進する様子や、

急激な天気の変化、雨雲の通過が速かったことなどが観

察されていた。 

次に、2022 年 7 月 22 日の事例では、日本海に低気圧

があり、低気圧の南に暖かく湿った空気が流れ込みやす

い気象状況となったことで、実証対象者の多くが居住す

る宇治市付近で局地的なゲリラ豪雨が発生した。この事

例は、夜間のゲリラ豪雨事例であったが、降り始めから

大雨になるまでの時間が短かったこと、川の急な増水な

どが気づきとして記録されていた。 

続いて、期間中に記録された情報活用による主な行動

記録を表-5に示す。自宅での記録では、洗濯物を取り込

む、窓を閉めるといった直接的な対応のほか、家族に知

らせて行動を促すといった他人への働きかけや、外出を

控えるなどの対応を取った生徒も確認された。在校時の

記録では、雨の中を帰宅する際に持ち物を減らす工夫が

見られた。また、XRAIN のサイトを閲覧して状況を確認

したり、雨雲の動きからいつ頃雨が止むのかを調べた生

徒も確認された。 

また記録期間中、生徒から「画面上では雨雲が現在地

にかかっているのに、突然降り止んだのはなぜか」、「な

ぜレーダー観測でこれからの豪雨の予測ができるのか」、

  

図-4 ゲリラ豪雨の認知度（Pre_1） 図-5 XRAINの認知度（Pre_3） 

  

図-6 日常における気候変動の意識（Pre_4） 図-7 気候変動によるゲリラ豪雨への影響の認知度（Pre_6） 
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「ゲリラ豪雨が近くで発生しているときには、遠くのエ

リアでも同時に発生していることがあるのはなぜか」、

「今日は、雨が降らない天気予報だったのに、強いゲリ

ラ豪雨が発生したのはなぜか」、「雷の光が見えてから、

遅れて音が聞こえるのはなぜか」などの疑問点が出され、

取り組みを通じて、豪雨観測への関心が高まっているこ

とも確認された。なお、これらの疑問点については、上

述の通り、振り返り授業で解説を行った。 

（３）事後アンケートの結果 

事後アンケートの集計結果を図-8～図-12 に示す。実

証前には、ゲリラ豪雨のことをよく知っていると答えた

生徒は 10%にも満たず、XRAIN については、80%以上の

生徒が初めて言葉を聞いたという状況だったが、実証の

後には、82%の参加者がゲリラ豪雨やXRAIN に対する理

解が深まったと回答し、そのうち 81%の参加者は、理解

度が向上していた。取り組みを通じた気づきから、「雨の

強さ・範囲が毎回違うこと」、「ゲリラ豪雨は年々増えて

きている」などの記述が確認された。また、66%の参加者

がこれからの生活でも XRAIN を使ってみたいと回答し

た。XRAIN の使い方を理解し、今後も利活用しようと考

えている参加者が多かったことから、取り組みの目的で

ある①ゲリラ豪雨の特徴を理解すること（主にPost_1 の

結果及びPre_1 とPost_1 のクロス集計結果（図-13）から

効果を確認した）、②ゲリラ豪雨の観察方法を理解するこ

と（主にPost_2 の結果及びPre_3 とPost_2 のクロス集計

結果（図-14）から効果を確認）、③ゲリラ豪雨への対峙

方法を習得すること（主に表-5 から効果を確認）、は果

たせたものと考える。また事後アンケートに記載された

ゲリラ豪雨や XRAIN に関連する主な感想を表-6に示す。

今回の取り組みを通じて、天気予報と XRAIN の違いを

認識して使い分けができるようになったこと、元々天気

には興味がなかったものの、今回の取り組みを通じて興

味を持ってもらえたこと、自分事としてゲリラ豪雨対策

に向き合っていきたいこと、ゲリラ豪雨が自身の生活に

も影響があるものということが認識されていた。 

次に、気候変動に関する設問の結果を図-11および図-

12に示す。気候変動のことを考えるようになったかとい

う点については、73%の生徒が肯定的な回答をしており、

表-3 ゲリラ豪雨の記録状況 

 参加人数 総記録数 
生徒数 

7/31時点 8/31時点 9/30時点 7/31時点 8/31時点 9/30時点 
南宇治中学校 50名 51名 51名 85 121 125 68名 
黄檗中学校 14名 18名 18名 26 42 44 117名 

 
表-4 主なゲリラ豪雨事例の記録内容 

記録日時 7月19日9時～12時頃 7月22日17時～20時頃 
どこで何をしてい

たか 
・登校中 
・学校にいた(授業中) 

・家にいた 
・塾へ行こうとしていたとき 

予定や行動の変化 ・傘を持って出かけた 
・教室で待機 
・開いている窓を閉めた 

・傘を折り畳みから長い傘に変えた 
・窓を閉めた 
・天気予報を確認した 

気付いたことや思

ったこと 
・急に強くなったり、弱くなったりした 
・周りが見えないくらいの雨になった 
・雨の通過が速い 
・雨域が広かった 
・西のほうにあった雨雲が移動してきていた 

・これからの雨雲の進行方向 
・川が急に増水した 
・降り始めから大雨になるまでが早かった 

 
表-5 主な情報活用による行動記録 

シチュエーション 行動 
家にいるとき ・洗濯物を取り込んだ 

・窓やシャッターを閉めた 
・ベランダの安全を確認した 
・家族に知らせた 
・外出を控えた 

外にいるとき ・傘をさした 
・雨が降る前に走って帰った 

学校にいるとき ・持ち帰る荷物を減らした 
・教室で待機した 

その他(情報収集等) ・いつ止むか調べた 
・電車の遅延状況を調べた 
・天気予報を見た 
・XRAINを見て、状況を確認した 
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クロス集計の結果（図-15）からは 60%の生徒の気候変動

への意識が向上していたことから、ゲリラ豪雨に対する

適応という観点からも教育効果は大きかったものと考え

られる。さらにゲリラ豪雨の観察を通じて、気候変動の

影響を認識している生徒が 72%と確認（図-12）され、実

証を通じた気候変動に対する認識の高まりも確認された。

今後の気候変動対策は事前調査時の回答と同様多岐に渡

ったが、その中で「XRAIN や天気予報を見てから出かけ

る・見る回数を増やす」、「急な雨への対策・折り畳み傘

を持ち歩く」など、ゲリラ豪雨と関連するものも確認さ

れた。また事後アンケートに記載された気候変動適応に

関連する主な感想を表-7に示す。実証前には、気候変動

の影響は気温のみに現れると考えていた参加者や気候変

動に伴うゲリラ豪雨の激甚化を自分ごととして考えられ

ていなかった参加者もいたが、実証を通じてゲリラ豪雨

を自分ごとと捉えて対策を考えたり、行動を変えたりし

ようという意識も見られた。 

その他、事後アンケートに記載された感想からは、「空

  

図-8 ゲリラ豪雨に対する理解（Post_1） 図-9 XRAINに対する理解（Post_2） 

  
図-10 日常におけるXRAINの活用意思（Post_3） 図-11 気候変動の検討（Post_4） 

表-6 事後アンケートに記載されたゲリラ豪雨やXRAINに関連する主な感想 

・ 新しい発見が多くあり、前から天気には興味があったがゲリラ豪雨の専門的な知識を身に付けられてうれしい。 

・ 天気予報と XRAIN の違いがあり、XRAIN はよりその変化を捉えるところが面白かった。 

・ XRAIN や雨雲レーダーをもっと活用してゲリラ豪雨に備えたりして、3 か月間の学びを自分のことだけで終わらせず、家族にも

伝えたいと思った。 

・ 改めて天気のことに向き合うきっかけとなった。雨の降り方から行動を考えるという取組は大切なことで、長い期間やっていくべ

きだと感じた。 

・ 実際に記録してみて、ゲリラ豪雨の持続時間が短いことを感じた。(約 50 名同様の感想あり) 

・ 元々天気には興味がなかったけど、今回の取組で記録を残すのは楽しかった。 

・ 取組を通じて、空の色や雲の様子を見て、天気の悪化を予想できるようになった。 

・ ゲリラ豪雨は短時間の雨なので、生活には影響のないものと思っていたが、実際にはそうではないことが分かった。 

 

表-7 事後アンケートに記載された気候変動適応に関連する主な感想 

・ 自分たちが 1 つでも行動を変えることで、ゲリラ豪雨に対応できることが分かった。 

・ これから気候変動の関係で豪雨が増える中で、XRAIN を活用していけたらと思った。 

・ 予想よりもゲリラ豪雨が発生していることに驚いた。また、今でこの頻度であるということは、将来地球温暖化が進んだ際にはさ

らにひどくなるということなので、対策をしないといけないと感じた。 

・ 気候変動を他人事と捉えずに、自分のこととして向き合っていきたいと思った。 

・ 「将来の予測も分かったので、気候変動が進行した際にも冷静に対応できそうだと思ったこと」 
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の様子から天気の悪化を予想できるようになったこと」、

「ゲリラ豪雨が生活に関係ないと思っていたが、将来的

には生活に影響するレベルのひどいゲリラ豪雨が今より

も起こりやすくなること」、「天気の変化を感じた際に

XRAIN を利用してゲリラ豪雨を回避してみようと思っ

たこと」といった生活目線からの意識の変化や「普段は

あまり天気のことを考えたことがなかったが、他の人の

気づきから学ぶことがあったこと」、「実証を通じて学ん

だことが役立ったので、家族や身近な人にも伝えたいと

思ったこと」など、他者への波及に関連する意見も確認

された。 

 

 

 

 

 

 

 

５．考察 

（１）ゲリラ豪雨を確認することの意義 

ゲリラ豪雨は、われわれの生活において身近な現象で

ありながら、直接的に被害を受けることがあまり無いた

め、日頃から注目される機会は多くない。しかし、ゲリ

ラ豪雨の観察を始めてみると、意外と多くのゲリラ豪雨

が発生していること、空の様子からその後のゲリラ豪雨

の発生を予測できること、日々の天気予報を気にして見

るようになることなど、多くの気づきが得られる結果と

なった。また、自宅にいてゲリラ豪雨に遭遇した際には、

外出を控えるようにした、学校にいてゲリラ豪雨に遭遇

した際には、雨が止むまで学校にとどまった、自宅まで

持って帰る荷物を減らしたなど、ゲリラ豪雨の発生に合

わせた行動変容も見られた。 

このようにゲリラ豪雨関連情報を通じた観察や記録

を通じて、これらの気づきや行動変容が生まれることで、

ゲリラ豪雨への適切な対応を行う意識が醸成され、将来

的にさらに激甚化することが予測されるゲリラ豪雨に

伴う被害を軽減できる可能性がある。 

（２）ゲリラ豪雨を通した気候変動適応へのアプローチ 

振り返り授業において、将来的な気候変動に伴ってゲ

リラ豪雨の発生頻度や最大強度が強くなると予想され

ていることについても説明を行ったが、気候変動という

と一般的に気温の上昇が意識されることが多く、将来的

な雨の降り方にも変化があることは副次的なものであ

る。しかしながら、取り組みの中では、将来的にゲリラ

豪雨が増加した際にも、取り組みで利用したXRAIN を

活用し、被害に遭わないようにしていきたいと思ったこ

と、気候変動の影響を軽減するために、節電等の身近な

ことから取り組んでいきたいといった緩和策に繋がる

ことなど、気候変動適応を意識した記述が確認された。 

また事後アンケートにおける感想からは、家族などへ

の波及も確認されており、生徒の関心の高まりにより家

族内において、気候変動適応の議論が進むことが期待さ

れる。 

このようなことから、将来顕在化する気候変動の影響

のように現時点では経験することができない現象につい

ても、現在も発生しているゲリラ豪雨といった連続的も

しくは段階的に変化していく現象であれば、その理解を

 
図-12 ゲリラ豪雨を通じた気候変動影響の認識（Post_5） 

 
図-13 ゲリラ豪雨の理解に関する変化 

 
図-14 XRAINに関する理解の変化 

 
図-15 気候変動に対する意識の変化 
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通して、将来的な気候変動に対する適応を意識させるこ

とは可能であると言える。行動に結びつけることが課題

となっている気候変動の問題において、ゲリラ豪雨への

理解を進めることは日常から気候変動適応を促進する上

で、重要と言える。 

 

６．まとめ 

 2022 年 7 月 8 日から 9 月 30 日の期間、京都府宇治市

の中学校 2 校において、ゲリラ豪雨関連情報の活用に向

けた取り組みを行った。事前授業において、ゲリラ豪雨

や豪雨関連情報（XRAIN）の説明を行った上で、校内に

設置した大型モニターや個人で所有するタブレット端

末・スマートフォン端末にてゲリラ豪雨の観察・記録を

実施した。期間中、ゲリラ豪雨が実際に近畿圏で 61 件確

認されるなど、ゲリラ豪雨が発生しやすい年でもあった

ことから、夏休みの宿題として実施した南宇治中学校で

は 51 名の参加者が 125 個のゲリラ豪雨を、自由研究とし

て実施した黄檗中学校でも 18 名の参加者が 44 個のゲリ

ラ豪雨を記録した。記録期間の終了後には、振り返り授

業において豪雨事例や記録状況の共有、挙げられた疑問

点の解消を行った。事後アンケートでは、約 8 割の生徒

がゲリラ豪雨や XRAIN に対する理解が深まったと回答

し、約 7 割の生徒が今後も XRAIN を使いたい、実証を

通じて気候変動のことを考えるようになったと回答した。 

本研究では、2 校の中学校で実証を行ったが、夏休み

の宿題として取り組んでいた学校と、自由研究として取

り組んでいた学校で、生徒の参加率に差が生じていた。

このことから、取り組みをどのように位置付けるかは、

データの取得数への影響が大きい。一方で、取り組みの

位置付けによらず、ゲリラ豪雨そのものへの理解や対応

方法の習得、気候変動への意識向上が見られたことから、

実証の有効性が確認できた。なお、夏休み期間中は、通

常授業がなく、実証を通じて出てきた疑問点をすぐに解

決することが難しいこと、校内に設置された端末や通信

環境にトラブルがあった際の発見が遅れる可能性がある

ことも、課題であると考える。 

今年度の取り組みでは、宇治市の中学校 2 校において

約 3 か月間という短期間での実証を行ったが、その後、

XRAIN の日常生活における活用が継続されているかな

ど、追跡調査が必要と考える。また、地域性などの影響

も考慮すると、他地区における結果との比較も重要であ

る。今後、追跡調査や他地区での実施を通じて、対象者、

取り組み内容、取り組み期間、波及効果などについて、

どのような設定が適切か検討を行いたい。そして、内容

のブラッシュアップを実施していくことで、ゲリラ豪雨

への対応や気候変動適応の促進を図っていく。 
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ABSTRACT 
 

In recent years, the frequency of short-term heavy rainfall has been increasing due to the impacts of climate 

change. As one of the climate change adaptation, it is important to deepen our understanding of such a heavy rainfall 

and need to change our behavior.  

In this study, we conducted a survey to investigate the response behaviors of students who participated in an 

initiative utilizing heavy rainfall-related information in daily life in two junior high schools in Uji City, Kyoto 

Prefecture, from July to September 2022. During the initiative, they actively engaged in observing and reporting 

instances of short-term heavy rainfall. Throughout the period, resulting in a total of 169 reports were recorded. 

According to the survey results conducted before and after the initiative, 66% of the students expressed their 

intention to continue using XRAIN, while 73% of the students stated that they had thought about climate change 

through the initiative. From these results, it can be inferred that the utilization of heavy rainfall-related information can 

effectively promote response actions to heavy rainfall and enhance awareness of climate change adaptation. It leads 

to reducing the impacts and damages associated with intensified heavy rainfall events in the future. 

 

Keywords：：Heavy Rainfall, XRAIN, Global Warming, Climate Change Adaptation, Information utilization  
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災害リスクを考慮した住宅地選択と備えを支援する

ウェブアプリケーションの試作

鈴木進吾１・多田豊２・塩崎由人３・加藤研二４
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和文要約

本研究では、災害リスクを考慮した住宅地選択と備えを支援する仕組みの構築を目的に、現状の

不動産取引における災害リスク情報活用の課題（住宅地の被害や避難の必要性、避難先や経路、災

害の復旧費用が分からない）を解決するためのウェブアプリケーションを試作した。

試作したアプリケーションを用いて被害や避難の必要性、避難先や経路、復旧費用を計算し宅地

建物取引業者と消費者に見せ、インタビュー調査を行った。その結果、既存のハザードマップには

ない災害リスク情報があることで、より災害リスクの小さい土地を選ぶ、建物の被害軽減や避難の

検討を行う、災害後の復旧や保険への加入を考えるなどの行動につながる可能性がある意見が得ら

れた。また、今後の課題として、わかりやすさの向上、地域情報の活用、リスクの回避方法や被災

後の行動に関するノウハウなどが求められている意見が得られた。

キーワード：宅地建物取引、地理情報システム、被害想定、避難計画、復旧費用

１．はじめに

宅地建物取引業者（以下、宅建業者）に仲介を受け買

主や売主となる消費者（以下、消費者）が住宅地の取引

の意思決定をするにあたり災害リスク情報が重要である

ため、2020年 7月に宅地建物取引業法施行規則が一部改

訂され、不動産取引に先立つ重要事項説明時に水害ハザ

ードマップ（想定最大規模）を説明することが義務化さ

れた。洪水、内水、高潮の水害ハザードマップの有無と、

宅地建物の所在地（浸水深）を示すこととされ、あわせ

て近隣の避難所についても位置を示すことが望ましいと

されている。また、既往研究（多田ら、2022）では、本

研究の対象とする徳島県のような津波リスクのある地域

では水害ハザードマップだけでなく津波ハザードマップ

も説明がされていることを示しており、住宅地の検討に

あたって複数の災害リスク情報が説明されることが一般

的になりつつあることが分かる。

しかしながら、これまでの数々の研究において示され

ているように、ハザードマップの浸水深情報から具体的

な災害をイメージしにくいこと（片田ら、2011）、避難を

目的とした想定最大規模の仮定のため一個人や一事業者

には対応能力を超える想定結果が示されている場合が多

く、「お手上げ」、「思考停止」の印象を与えること（国土

技術政策総合研究所、2019）など、ハザードマップを住

宅地の検討時に活用するためには課題がある。

本稿が対象とする徳島県では、吉野川や那賀川等の下

流に徳島市や阿南市等の既成市街地が広がっている。こ

れらの既成市街地は洪水リスクに加えて南海トラフ巨大

地震の発災時には津波による浸水のおそれがある。こう

した既成市街地に暮らす場合に、消費者全員が災害リス

クのない土地を選択することは困難である。一方で、そ

の地域で発展してきた産業や文化は多くの人の暮らしを

支えており、こうした地域に居住することによって得ら

れる恩恵は大きい。

すなわち、このような地域では、行政が災害リスクの

大きい土地に制約をかける都市計画を行うとともに、住

民側も災害に起因する多様なリスクを十分に理解して受

容した上で、そのリスクに適切に備えながら居住してい

くことが求められる。例えば、完全に浸水しない地域を

選択することは難しくても、災害時には浸水のない場所

まで確実に避難できることや、住宅への浸水の程度や復
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旧費用等を事前に把握することができれば、住宅地の浸

水対策を行ったり、より浸水深の低い住宅地への転居を

検討するなど、災害リスクへの「備え」を検討していく

ことにつながると考えられる。

以上の観点から、災害リスク情報の内容や提示方法に

よって、人々はどのように居住地の選択や対応行動を変

化させるかを把握することは重要である。数は少ないな

がら水害や津波のリスクが居住地選択に与える影響は研

究されてきた（例えば、坂本（2019）、諫川・泉（2022））。

しかし、リスクを受容した上で適切な対策につながるよ

うな情報の提示の仕方（アプリケーション）について検

討した研究は筆者らの知る限り見られない。

本研究はこうした視点に立ってアプリケーションを試

作し、宅建事業者及び消費者に対して利用してもらいな

がらインタビューを行い、その可能性と課題をみるもの

である。

２．居住地選択に向けたハザードマップ活用の課題と要

件定義

前章の視点に立って、アプリケーションは、消費者が

住宅地の選択をする際に利用することはもちろん、既に

居住している住宅地においてリスクを確認し、備えを行

おうとする際に利用することも視野に入れる。アプリケ

ーションを試作するに先立って、筆者らは、徳島県内の

消費者や宅建業者へハザードマップ活用の課題に関する

アンケートとヒアリングを実施した（多田ら、2022）。そ

こでは、消費者についてはウェブアンケート回答者 384

名分と阿南市内に 5年以内に新居を構えた 5家族へのヒ

アリング、宅建業者については徳島県宅地建物取引業協

会所属者の 20.5%にあたる 159名分のアンケートと阿南

市内の宅建業者 4社へのヒアリングを行った。

ここでは、その結果をもとに、アプリケーションに求

められる機能要件について定義する。

（１）被害・避難の必要性等の想定

宅建業者への調査の結果、重要事項説明において宅建

業者は洪水ハザードマップに加えて津波のハザードマッ

プも説明しているが、想定最大規模だけでなく計画規模

の両方を用いて説明することがあり、想定最大規模は避

難のためのものであるという理解から、浸水深さの低い

計画規模を優先して説明する宅建業者もあることが分か

った。また、トラブルを避けるため可能な限り情報を提

供したいという気持ちはあるものの、宅建業者ごとに同

じ浸水深の土地であっても自身の持つ知識によって想定

される被害に関する説明が異なっていることも分かった。

大原ら（2018）は滋賀県において宅建業者を対象に水

害リスク情報の提供実態調査を行った結果，宅建業者に

は、間違った情報を伝える不安、どのように説明したら

いいかわからない、市町によって防災マップが異なるの

でわかりにくいなどの声があり、また、水害リスク説明

の様式や水害リスク情報が網羅された資料が期待されて

いるとしている。

一方、消費者へのヒアリング調査からは、浸水深だけ

では、自分の住宅地がどの程度被害を受けるかや、避難

の必要性がわからないことが明らかとなった。そこで、

アプリケーションの第一の機能要件として、住宅地を指

定すると、洪水、津波を含むマルチハザードで、ハザー

ドマップに載っていない具体的な浸水深等のリスク情報

と、それによる被害の程度、避難の必要性を示せること、

を定義した。

（２）避難を含めた安全性評価

安全性（水害リスク、津波リスク）の異なる 2つの具

体的な住宅地を取り上げ、住宅地の周辺図とハザードマ

ップを用いて、宅建業者と消費者が安全性をどのように

評価するかをアンケート調査により分析したところ、同

じ浸水深であっても消費者は宅建業者よりも、安全性を

低く評価する傾向があることが分かった。その一因とし

て、ヒアリング調査から消費者は避難場所の選択や、そ

こまでの安全な避難経路についてルート設定ができてい

ないことがあげられた。

竹之内ら（2020）は三重県伊勢市を対象に最大規模の

洪水想定情報の活用について調査したところ、新たなリ

スク情報により消費者が避難等の対応行動を検討する可

能性を高めうること、このようなリスクコミュニケーシ

ョンの重要性を示している。すなわち，消費者に住宅地

の具体的な浸水深等のリスク情報とそれによる被害の程

度を示した後に、避難行動の検討につなげ、仕組みが必

要であると言える。

これらのことから、アプリケーションの第二の機能要

件として、対象とする住宅地にハザードがどのように作

用し、そこからどこにどのように避難するかを、複数の

避難先、避難ルートを比較しながら検討できること、を

定義した。

（３）復旧にかかる費用評価

アンケート調査結果から、消費者が住宅地選択におい

て「安全性」、「利便性」、「費用」をどのように関係づけ

て評価しているのか把握したところ、住宅地の「費用」

が「安全性」と「利便性」の評価に影響を与えることが

分かった。すなわち、消費者は利便性の高い土地ほど費

用が高いと考えると同時に、安全性の高い住宅地ほど費

用が高いと考える傾向がある。小出ら（2022）も水害統

計、ハザードマップ、公示地価を分析し、ハザードマッ

プが示唆する客観的な水害リスクは地価水準の押し下げ

に働き、過去の大規模な水害経験の回数が多いほどその

傾向は大きくなることを示している。

しかし、ここで消費者が考える費用は、土地や住宅建

築の費用にとどまっており、住宅に居住する長い期間で

考えた場合の災害による復旧費用は考慮されていないと

考えられる。現在のハザードマップにはそのような「費

用」に関する情報は掲載されておらず、住宅地の選択に

活用される不動産情報のポータルサイトには「利便性」
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旧費用等を事前に把握することができれば、住宅地の浸

水対策を行ったり、より浸水深の低い住宅地への転居を

検討するなど、災害リスクへの「備え」を検討していく

ことにつながると考えられる。

以上の観点から、災害リスク情報の内容や提示方法に

よって、人々はどのように居住地の選択や対応行動を変

化させるかを把握することは重要である。数は少ないな

がら水害や津波のリスクが居住地選択に与える影響は研

究されてきた（例えば、坂本（2019）、諫川・泉（2022））。

しかし、リスクを受容した上で適切な対策につながるよ

うな情報の提示の仕方（アプリケーション）について検

討した研究は筆者らの知る限り見られない。

本研究はこうした視点に立ってアプリケーションを試

作し、宅建事業者及び消費者に対して利用してもらいな

がらインタビューを行い、その可能性と課題をみるもの

である。

２．居住地選択に向けたハザードマップ活用の課題と要

件定義

前章の視点に立って、アプリケーションは、消費者が

住宅地の選択をする際に利用することはもちろん、既に

居住している住宅地においてリスクを確認し、備えを行

おうとする際に利用することも視野に入れる。アプリケ

ーションを試作するに先立って、筆者らは、徳島県内の

消費者や宅建業者へハザードマップ活用の課題に関する

アンケートとヒアリングを実施した（多田ら、2022）。そ

こでは、消費者についてはウェブアンケート回答者 384

名分と阿南市内に 5年以内に新居を構えた 5家族へのヒ

アリング、宅建業者については徳島県宅地建物取引業協

会所属者の 20.5%にあたる 159名分のアンケートと阿南

市内の宅建業者 4社へのヒアリングを行った。

ここでは、その結果をもとに、アプリケーションに求

められる機能要件について定義する。

（１）被害・避難の必要性等の想定

宅建業者への調査の結果、重要事項説明において宅建

業者は洪水ハザードマップに加えて津波のハザードマッ

プも説明しているが、想定最大規模だけでなく計画規模

の両方を用いて説明することがあり、想定最大規模は避

難のためのものであるという理解から、浸水深さの低い

計画規模を優先して説明する宅建業者もあることが分か

った。また、トラブルを避けるため可能な限り情報を提

供したいという気持ちはあるものの、宅建業者ごとに同

じ浸水深の土地であっても自身の持つ知識によって想定

される被害に関する説明が異なっていることも分かった。

大原ら（2018）は滋賀県において宅建業者を対象に水

害リスク情報の提供実態調査を行った結果，宅建業者に

は、間違った情報を伝える不安、どのように説明したら

いいかわからない、市町によって防災マップが異なるの

でわかりにくいなどの声があり、また、水害リスク説明

の様式や水害リスク情報が網羅された資料が期待されて

いるとしている。

一方、消費者へのヒアリング調査からは、浸水深だけ

では、自分の住宅地がどの程度被害を受けるかや、避難

の必要性がわからないことが明らかとなった。そこで、

アプリケーションの第一の機能要件として、住宅地を指

定すると、洪水、津波を含むマルチハザードで、ハザー

ドマップに載っていない具体的な浸水深等のリスク情報

と、それによる被害の程度、避難の必要性を示せること、

を定義した。

（２）避難を含めた安全性評価

安全性（水害リスク、津波リスク）の異なる 2つの具

体的な住宅地を取り上げ、住宅地の周辺図とハザードマ

ップを用いて、宅建業者と消費者が安全性をどのように

評価するかをアンケート調査により分析したところ、同

じ浸水深であっても消費者は宅建業者よりも、安全性を

低く評価する傾向があることが分かった。その一因とし

て、ヒアリング調査から消費者は避難場所の選択や、そ

こまでの安全な避難経路についてルート設定ができてい

ないことがあげられた。

竹之内ら（2020）は三重県伊勢市を対象に最大規模の

洪水想定情報の活用について調査したところ、新たなリ

スク情報により消費者が避難等の対応行動を検討する可

能性を高めうること、このようなリスクコミュニケーシ

ョンの重要性を示している。すなわち，消費者に住宅地

の具体的な浸水深等のリスク情報とそれによる被害の程

度を示した後に、避難行動の検討につなげ、仕組みが必

要であると言える。

これらのことから、アプリケーションの第二の機能要

件として、対象とする住宅地にハザードがどのように作

用し、そこからどこにどのように避難するかを、複数の

避難先、避難ルートを比較しながら検討できること、を

定義した。

（３）復旧にかかる費用評価

アンケート調査結果から、消費者が住宅地選択におい

て「安全性」、「利便性」、「費用」をどのように関係づけ

て評価しているのか把握したところ、住宅地の「費用」

が「安全性」と「利便性」の評価に影響を与えることが

分かった。すなわち、消費者は利便性の高い土地ほど費

用が高いと考えると同時に、安全性の高い住宅地ほど費

用が高いと考える傾向がある。小出ら（2022）も水害統

計、ハザードマップ、公示地価を分析し、ハザードマッ

プが示唆する客観的な水害リスクは地価水準の押し下げ

に働き、過去の大規模な水害経験の回数が多いほどその

傾向は大きくなることを示している。

しかし、ここで消費者が考える費用は、土地や住宅建

築の費用にとどまっており、住宅に居住する長い期間で

考えた場合の災害による復旧費用は考慮されていないと

考えられる。現在のハザードマップにはそのような「費

用」に関する情報は掲載されておらず、住宅地の選択に

活用される不動産情報のポータルサイトには「利便性」

に関する情報はあるが、「安全性」に関する情報は掲載さ

れていない。

災害によって復旧にかかる費用も検討に入れることが

できれば、地価の安い浸水深の深い住宅地に暮らし続け

るよりも、地価は高いが浸水深の浅い土地を買ったり、

転居することで、トータルコストを抑えられる可能性も

ある。宅地の選択に関わる「安全性」、「利便性」、「費用」

についての情報を提供する環境を構築できれば、個人が

災害リスク、利便性、費用を総合的に判断できる状況を

形成できると考えられる。

このため、本研究では費用面に着目して、アプリケー

ションの第三の要件として、災害による住宅地毎の復旧

費用も計算し提示できること、を定義することにした。

３．試作したアプリケーション

前章で明らかとなった要件に基づいて、徳島県を対象

として住宅地選択のためのウェブアプリケーションを試

作した。本章ではその内容について概説する。まず、全

体的な構成と仕様を述べた後、２．（１）、（２）、（３）で

述べた機能要件を満たす機能の実装を（１）、（２）、（３）

でそれぞれ解説する。

本アプリケーションではリスク情報を多様に変換し、

住宅地選択と備えに必要な各種の情報を生成し、さまざ

まな角度からの検討を可能にすることを目的としている。

このために各種のデータと分析機能を適時的確に利用者

に見せていく方法として、鈴木ら（2022）と同じく、検

討過程を示しながら、各過程で必要となるデータや分析

機能を提供していく手法を用い、図 に示すように、右

側に地図表示部を、左側に検討プロセスのナビゲーショ

ン表示部を配置した。

使用手順は、前章で定義した 3つの機能要件、すなわ

ち、対象とする住宅地についての、(1) 被害・避難の必要

性の想定機能、(2) 避難を含めた安全性評価機能、(3) 復

旧にかかる費用評価機能をそれぞれ大きなステップとし、

タイトルの下に配置した 1〜3 のタブで順に実行するよ

うにした。それぞれの仕様は下記のようにした。

(1) 被害・避難の必要性の想定については、対象となる

住宅地を選択し、住宅の情報を入力し、実行ボタンを押

すと被害・避難の必要性等の情報を表示する。(2) 避難を

含めた安全性評価については、対象となるハザードを選

択し、避難時間、移動方法をそれぞれ設定する。設定さ

れた条件で移動できる範囲を表示し、その上に指定され

た避難場所を表示する。避難場所を選択し避難ルートを

検索し所要時間、標高等を表示する。避難ルートは複数

検討できるようにする。(3) 復旧にかかる費用評価は、対

象となるハザードを選択し、復旧方法を入力し、実行ボ

タンを押すと復旧にかかる費用が計算される。

以下に示すそれぞれの手法やデータは、本研究のよう

なアプリケーションの可能性と課題を検討するために、

プロトタイプとして使用したものであり、今後妥当性の

検証や改善の必要がある。

（１）被害・避難の必要性の想定機能

２．（１）で述べたように住宅地選択時の課題として第

一に挙げられたのは、ハザードマップの浸水深だけでは、

自分の住宅がどの程度被害を受けるかや、避難の必要性

がわからないことであった。そこで、様々なリスクデー

タ、過去の災害の実績や教訓等をまとめ、住宅地の位置

を指定すれば、その位置のリスク情報をまとめて表示し、

被害と避難の必要性の想定が実施できるという機能があ

れば有効ではないかとの仮説から、この機能を開発した。

これをスクリーンショットで図 に示す。

）対象とする住宅地の選定（ステップ ）

地図上で対象とする住宅地（以下、対象地点）を設定

する作業は住宅地を特定するため、地図表示部に場所検

索パネルを設け、次の 3つの方法で検索する。すなわち、

(1) 消費者は取引の際に提示される最寄りの小学校ある

いは小学校区の情報を用いて対象となる住宅地付近の小

学校で絞り込む方法。(2) 住宅地の住所や郵便番号、ラン

ドマークとなる施設の名称等で絞り込む方法。(3) 既に

居住している土地での備える時などに現在地で特定する

方法。

）住宅条件の設定（ステップ ）

被害と避難の必要性の想定を行う上で必要となる住宅

の構造や階数（居住階数・総階数）住宅の条件を設定す

る。ここでは、住宅構造は木造と非木造から、階数は戸

建は地上の総階数を、集合住宅は居住階を、1階、2階、

3階（4階以上の居住者は 3階を選択）から選択する。

）被害・避難の必要性の想定の実行（ステップ ）

対象地点と b) で入力した住宅の条件を用いて、被害と

避難の必要性の想定を実行する。「この条件で被害想定」

ボタンを押すと、表 に示す情報が表示される。

津波については、ハザードマップに載っていないリス

ク情報として、具体的な想定浸水深、基準水位、地震発

生から浸水するまでの経過時間を表示した。データは、

徳島県（2012）が 2012年 10月 31日に公表した発生頻度

は極めて低いがあらゆる可能性を考慮した最大クラスの

地震・津波を想定したものである。

家屋の被害想定は、罹災証明書との関係および後述の

復旧費用計算も考慮して、内閣府（2021）を用い、木造

で戸建て 1〜2 階建ての場合は浸水深で被害程度を設定

することとし、それ以外については簡易的に住家全体に

占める浸水割合で被害程度を設定する。

避難の必要性は、木造平屋建ての場合は床上浸水が発

生する 0.5m以上、非木造の場合は居住階の高さ以上の浸

水となる場合、その他の木造については成田ら（2012）、

今井ら（2014）の建物被害関数を参考に、流出率が高く

なる浸水深 2m以上の場所は水平避難が必要とした。

洪水については、ハザードマップに載っていないリス

ク情報として、具体的な想定浸水深、浸水までの時間を

提示した。データは、国土交通省四国地方整備局那賀川
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河川事務所より、那賀川および桑野川の浸水ナビのデー

タの提供を受け作成した。本研究では、このデータをす

べての想定破堤地点分重ね合わせ、各地点での最短での

浸水到達時刻および浸水深の最大包絡データを作成して

使用した。いずれも想定最大規模のデータである。

家屋の被害、避難の必要性は基本的に津波の場合と同

様であるが、家屋倒壊等氾濫想定区域に該当する場合は

水平避難が必要としている。

土砂災害については、土砂災害（特別）警戒区域は、

住宅位置がこの区域に該当している場合には水平避難が

必要とした。以上のように事前に用意しておいた各種情

報を項目ごとにレイヤーとして GIS サーバーに格納し、

a)で設定した対象地点の値を全て表示する仕組みとした。

（２）避難を含めた安全性評価機能

２．（２）で述べたように居住者が居住地の安全性を評

価するため、リスク情報を避難行動の検討につなげ、避

難も含めて評価できる仕組みが必要である。水平避難が

必要な場合においても、より安全に避難ができる住宅地

表 被害想定の表示項目と計算根拠

項 目 計算根拠

基

本

情

報

標高 基盤地図情報標高モデルを 50m
四方格子で平均化

海からの距離 海岸線データ（国土数値情報）か

らの直線距離

川からの距離 河川データ（国土数値情報）から

の直線距離

津

波

想定浸水深 徳島県オープンデータポータル

サイトOur Open Dataの公開デー
タ

基準水位

地震発生から浸

水するまでの経

過時間

30cm浸水開始時間メッシュデー
タ（徳島県提供）

家屋の被害 災害にかかる住家の被害認定基

準運用指針（内閣府, 2021）に基
づき想定浸水深から分類

避難の必要性 木造平屋：0.5m 以上で水平避難
が必要／その他の木造：浸水深

2m以上の場合に水平避難が必要
／非木造：居住階の高さ以上の浸

水となる場合、水平避難が必要

最寄りの避難先

までの直線距離

住宅位置と市指定津波避難場所、

緊急避難場所、津波避難ビルとの

直線距離

洪

水

家屋倒壊等氾濫

想定区域

洪水浸水想定区域のデータ（国土

数値情報）

想定浸水深 那賀川および桑野川の浸水ナビ

のデータ（国土交通省四国地方整

備局那賀川河川事務所提供）
浸水までの時間

浸水継続時間 洪水浸水想定区域のデータ（国土

数値情報）

家屋の被害 津波の場合と同様。ただし、家屋

倒壊等氾濫想定区域に該当する

場合は水平避難が必要とした。
避難の必要性

最寄りの避難先

までの直線距離

住宅位置と市指定洪水避難場所、

緊急避難場所との直線距離

土

砂

災

害

土砂災害警戒区

域

徳島県による指定の有無

避難の必要性 住宅位置が土砂災害警戒区域に

該当している場合には水平避難

が必要

最寄りの避難場

所までの距離

住宅位置と市指定避難場所、緊急

避難場所との直線距離

図 アプリケーションの画面構成

図 被害想定の実行過程

ナビゲーション
表示部

地図表示部

ステップ 調べたい場所を設定する

ステップ 住宅条件を設定する

ステップ 設定した場所の被害想定を見る
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河川事務所より、那賀川および桑野川の浸水ナビのデー

タの提供を受け作成した。本研究では、このデータをす

べての想定破堤地点分重ね合わせ、各地点での最短での

浸水到達時刻および浸水深の最大包絡データを作成して

使用した。いずれも想定最大規模のデータである。

家屋の被害、避難の必要性は基本的に津波の場合と同

様であるが、家屋倒壊等氾濫想定区域に該当する場合は

水平避難が必要としている。

土砂災害については、土砂災害（特別）警戒区域は、

住宅位置がこの区域に該当している場合には水平避難が

必要とした。以上のように事前に用意しておいた各種情

報を項目ごとにレイヤーとして GIS サーバーに格納し、

a)で設定した対象地点の値を全て表示する仕組みとした。

（２）避難を含めた安全性評価機能

２．（２）で述べたように居住者が居住地の安全性を評

価するため、リスク情報を避難行動の検討につなげ、避

難も含めて評価できる仕組みが必要である。水平避難が

必要な場合においても、より安全に避難ができる住宅地

表 被害想定の表示項目と計算根拠

項 目 計算根拠
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報

標高 基盤地図情報標高モデルを 50m
四方格子で平均化

海からの距離 海岸線データ（国土数値情報）か

らの直線距離

川からの距離 河川データ（国土数値情報）から

の直線距離

津

波

想定浸水深 徳島県オープンデータポータル

サイトOur Open Dataの公開デー
タ

基準水位

地震発生から浸

水するまでの経

過時間

30cm浸水開始時間メッシュデー
タ（徳島県提供）

家屋の被害 災害にかかる住家の被害認定基

準運用指針（内閣府, 2021）に基
づき想定浸水深から分類

避難の必要性 木造平屋：0.5m 以上で水平避難
が必要／その他の木造：浸水深

2m以上の場合に水平避難が必要
／非木造：居住階の高さ以上の浸

水となる場合、水平避難が必要

最寄りの避難先

までの直線距離
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洪

水
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図 アプリケーションの画面構成

図 被害想定の実行過程
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）復旧費用の算定（ステップ ）

本試作では、以下のように復旧費用を算定する。

解体費用は、ステップ 1-2の住宅構造をもとに木造、
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図 避難経路検討の実行過程

ステップ
対象ハザードの設定

ステップ
避難時間の設定

ステップ
移動方法の設定

ステップ たどり着ける範囲の確認

ステップ 避難先への経路検索
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新築・購入費用は、同じ場所に同様の建物を建てるた

めの費用として、ステップ 3-2の坪数に、阿南市におけ

る注文住宅・新築の土地なし坪単価の相場を参考に、木

造では 40万円、非木造では 80万円を乗じる。

補修費用は、ここでは、補修費用と家屋資産の被害額

がだいたい等しいとの仮定のもと、国土交通省水管理・

国土保全局（2020）の方法で想定浸水深より家屋資産の

被害額を計算する。なお、浸水別被害率に乗じる家屋資

産額は、都道府県別家屋 1m2あたりの評価額（国土交通

省水管理・国土保全局河川計画課、2021）を使う。

家財購入費用についても簡易的に治水経済調査マニュ

アルの自動車以外の家庭用品の浸水深別被害率を使用し

て算出した。ただし、木造については浸水階の階数、非

木造については居住階における浸水深を用いるなどの補

正を行っている。

公的支援制度で補填される費用については、被災者生

活再建支援金として、住宅の被害程度に応じて支給され

る支援金（基礎支援金）と住宅の再建方法に応じて支給

される支援金（加算支援金）、災害救助法に基づく応急修

理費用について表示する。これらは、想定される災害が

ハザードマップに表示されているような被災者生活再建

支援法に基づき支援金が支給される災害となることを前

提として、世帯人数が複数の場合を想定した。以上のよ

うに計算した、各金額を合計して、合計欄に表示した。

なお、これらは相場や、過去の災害の被害率を用いて

算出しているのみであり、近年の災害事例等での検証が

されているものではない。今後検証を行い精緻化してい

く必要があるものである。

４．試作したアプリケーションの可能性と課題

本研究では、災害リスクをなくすことはできないが、

産業や文化があり利便性の高い地域において、既存のハ

ザードマップに示されていない、被害、避難の可能性、

復旧費用といった情報を提供することにより、よりトー

タルとしてのリスクを低減する、リスクを理解し、受容

し、備えながら居住できるようになる可能性を見ること

を目的としている。

そこで、前章の内容にてアプリケーションのプロトタ

イプを作成したものを宅建業者、消費者に実際に見ても

らいながら、インタビューにより可能性と課題について

調査した。調査方法をインタビューとしたのは、今回作

成したプロトタイプが情報内容を優先しており、操作性

について十分に検討できていないことから、筆者らが操

作し、主に情報内容についての意見を中心に収集したい

と考えたからである。

インタビュー調査は 2022年 12月から 2023年 2月に

かけてと、2023年 5月に実施した。

（１）宅建業者へのインタビュー調査

2022年 12月から 2023年 2月の調査では、徳島県内の

宅建業者 8社 9名に、開発中のアプリケーションのプロ

トタイプを用い、特定の土地を示しながら、既存のハザ

ードマップに対してアプリケーションがあることにより

分かったことを聞き取った。1 名あたりのインタビュー

にかけた時間は 1時間程度であった。

この調査では、対象者に対し、初めに阿南市内の特定

の 3物件を示し、その位置の既存のハザードマップを見

てもらった後に，試作したアプリケーションを見てもら

うという手順で行った。特定の物件とは、いずれも駅前

にあり、洪水の被害はないが津波の浸水深は 0.5m程度の

住宅地、洪水の浸水深さ 3.0m程度で津波の浸水深 5.0m

程度の住宅地、洪水の浸水深 5.0m程度で津波の被害のな

い住宅地である。

まず、アプリケーションについて、消費者にとっては

有益な情報が提供されているという意見が多数であった。

しかしながら，宅建業者の中でも分譲を扱う業者からは

住宅地の人気がなくなる恐れがあるとの意見が多かった。

具体的には、（１）被害・避難の必要性等の想定につい

ては、全壊や大規模半壊等の結果が出る場合には消費者

の購入意欲が失われるため提示したくないという意見や

提示するとしても想定最大規模であるため確率は低いと

いう説明を付加してほしいとの意見が多かった。一部に

阿南市の大部分で浸水により何らかの被害が生じるとい

図 復旧費用算定の実行過程

ステップ 対象ハザード設定 ステップ 建物床面積設定

ステップ 解体設定 ステップ 再建方法設定

ステップ 家財買い換え設定 ステップ 計算実行

復旧費用計算結果の表示
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う前提でより被害の小さい住宅地の販売促進につながる

という意見もあった。（２）避難を含めた安全性評価につ

いて，住宅地の近傍の避難所を示すよりも実際の避難時

間等が分かるため説得力が増すという意見が多数であっ

た。（３）復旧にかかる費用評価については、住宅地を探

している消費者の意欲を失わせる感じがするという意見

が多数であった。

（２）消費者へのインタビュー調査

そこで、消費者へのインタビュー調査を 2023 年 5 月

27日・28日の 2日間にかけて、徳島市のイオンモール徳

島で行われた阿南高専のイベントに合わせて実施した。

本研究では住宅地における災害リスクに対する理解と

備えの支援を目的としており、住宅地を購入する人のみ

ならず既に居住している人も対象としており、「被害・避

難の必要性等の想定」「避難を含めた安全性」、特に、「復

旧にかかる費用」の情報は住宅をすでに購入している消

費者にとっても非常に重要な情報である。そこで、防災

に興味のある、取り組んでいる人だけではなく、大勢の

多様な人が集まる場所で、一般の買い物客や、阿南高専

の説明会等のイベントに来場する人を対象に幅広く意見

を聴取しようと考え、イオンモール徳島を選定した。

調査は、23組の対象者に対して実施することができた。

インタビューでの質問項目は、次のとおりである。

(1) 居住市町村

(2) 家族構成（世帯・回答者の年齢）

(3) 住宅を建築・購入した経験

(4) 自宅を含む場所のハザードマップを見た経験

(5) 被災経験はあるか

(6) 防災に関する継続的な研鑽は行っているか

(7) 災害時にどのような被害をうけ、どのように避

難をするか考えているか

(8) アプリケーションを用いて自宅の被害，避難，

復旧費用を見て災害への備えにあたりどのよう

な期待をもつか（可能性）

(9) アプリケーションには災害への備えるためにど

のような機能があると良いか（課題）

なお、質問項目(8)と(9)の間で、試作したアプリケーシ

ョンを筆者らが操作しながら見せ、被害想定、避難経路

の検討、復旧費用の算出を行った。1 組のインタビュー

にかかった時間は 5分〜20分程度であった。

インタビュー調査の結果として表 に回答者のリス

トおよび から の回答、表 に(7)と(8)、表  に(9)

表 消費者へのインタビュー調査の結果（その 1）

徳島市 夫婦 代、子 あり あり なし 行っている

徳島市 女性 代 あり あり 無回答 行っている

徳島市 夫婦 代、子 あり あり なし 行っていない

徳島市 夫婦 代、子 名 あり あり なし 行っていない

徳島市 夫婦 代、子 名 あり あり なし 行っている

徳島市 夫婦 代、子 名 あり あり あり 行っている

北島町 夫婦 代、子 名 無回答 漠然とみたことがある なし 行っていない

阿南市 夫婦 代、子 名 あり あり なし 行っていない

徳島市 女性 代（単身） なし あり なし 行っている

南あわじ市 夫婦 代、子 無回答 あり なし 行っていない

阿南市 夫婦 代、子 名 あり あり なし 普段備えている

上板町 夫婦 代、子 名 あり あり あり 行っている

小松島市 夫婦 代、子 歳 あり あり なし 行っていない

阿南市 夫婦 代、子 名 なし ちらっとみた なし 行っていない

徳島市 夫婦 代、子 なし あり なし 行っている

海陽町 夫婦 代、子 名 無回答 あり なし 子どもから聞く

徳島市 夫婦 代、子 あり あり なし 行っていない

阿南市 夫婦 代、子３名 あり なし なし 行っていない

美波町 夫婦 代 無回答 あり なし 行っていない

徳島市 夫婦 代、子 名 無回答 あり なし 行っていない

美馬市 夫婦 代、子 名 なし あまりみていない あり 行っていない

徳島市 夫婦 代、子 名 あり 夫が見た あり 行っていない

徳島市 夫婦 代、子 名 なし あり なし 行っている
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に対する代表的な回答を示す。(1) 対象者の居住地は徳

島県内では徳島市、阿南市をはじめ 7市町、県外では兵

庫県南あわじ市であった。美馬市以外は南海トラフによ

る津波が想定されており、いずれにおいても災害リスク

がある。(2) 家族構成について、世帯数は単身の世帯1組、

夫婦のみの世帯 1組、夫婦と子どもからなる世帯 21組で

あった。回答者は世帯毎に 1名とし、その年齢は 40歳代

11組、30歳代 9組、20歳代、50歳代、60歳代がそれぞ

れ 1組ずつであった。(3) 住宅の建築、購入の経験につい

ては半数以上があると答え、そのうち 4組は建築中であ

った。(4) ハザードマップを見たことがあるかどうかと

いう問いに対しては、4分の 3があると答えた。また、

問いに対して、すぐにはハザードマップがどのようなも

のか思い浮かばなかったが、筆者らがハザードマップを

見せると、見たことがあると回答した者もみられ、ない

と答えたのは 2 組にとどまった。(5) 被災経験があるか

どうかを聞いたところ、2割に当たる 4組があると答え

た。(6) 日頃継続的に防災に関する取り組みや学習など

の研鑽を行っているかと聞いたところ、3分の 1以上が

行っているという結果となった。このような対象者につ

いてインタビューした結果をもとにアプリケーションの

可能性や課題を議論する。

）紙のハザードマップとの比較

まず、市町村が配布している紙のハザードマップと比

較しながら、本研究のアプリケーションを考察する。

表 中の(7)-1 から(7)-3の意見は、市町村が出してい

表 消費者へのインタビュー調査の結果（その 2）

災害時にどのような被害をうけ、どのように避難をするか考えているか 内は回答者の

現居住地は吉野川沿いよりましだが、液状化が危険。徳島市内はどこに住んでも津波がくれば終わりで、住宅は全壊する。徒

歩 分程度の所にあるマンションに避難をする。

津波は地震発生から 分以降に川から来ると聞いている。土地が高く堤防があるので洪水は自宅で避難をする。

津波がくると住宅が完全に流されると思う。避難先を家族で考えているが、自宅に近いケアハウスにするか、川を渡った先に

ある小学校にするか迷う。

ハザードマップに浸水深は書かれていたが家がどんな被害をうけるかはわからない。とりあえず近いところに逃げる。

山間部に住んでいるため津波等の被害はないが、土砂災害やため池等がどのような影響があるのかよくわからない。

最近、想定にとらわれず逃げて下さいと言われているがそもそも想定のイメージがついていない。

津波が何十 か予測されているが、住宅の被害はよくわからない。

住みたい地区が ｍ位の津波と予想されているので、 階以上の家（賃貸住宅）を探した。

東日本の後、原発避難のため徳島へ、津波のないところを前提で探した。

川の近くで被害を考え土地を嵩上た。どこも浸水するので避難先が決まらずまあいいかという状況。

津波は大丈夫だが高潮の浸水域のため家を建てる前に基礎を上げるか、予算との調整を行った。

紙でみたハザードマップの地図が細かくなく、自宅の場所や着いている色が大体しかわからない。

想定は最大で見積もっているので実際にはそれほどの被害はないと思っている。

アプリケーションを見て災害対策にあたりどのような期待をもつか（可能性） 内は回答者の

＜被害・避難の必要性等の想定＞

内容的には近いものをみたことがあるので、驚きはなかった。

既存ハザードマップはおおざっぱで本当にあっているのか信じられなかったが詳しくて信頼できる。

＜避難を含めた安全性評価＞

どれくらいの時間で浸水が拡がっていくのかがイメージが湧きやすい。

浸水時間が示されたことで、浸水が遅い方の高い建物に避難することとした。

自分の命をまもることに使える。徒歩の限界が分かり自転車等の他の方法を検討することができる。

役所の のハザードマップではない、経路等の表示や、こっちが近いとか低いとかがわかる。

自分が避難した際に高さがどのように変わるのかがわかりやすかった。

避難経路の想定に、倒壊等により通れる、通れないを踏まえて考えることができる。

子どもと一緒にみて、小学校からならこう逃げるが、自宅からならどう逃げるとか、一緒に学べる。

学童での説明に使用したい。逃げなさいとはいうが、どこが危ないとか何も説明がないので。

家族で避難を考える時に統一認識をもつ。こういう時はここに逃げようとか。

＜復旧にかかる費用評価＞

復旧の際、生活を続けるために使用をすると思う。どのくらいのお金がいるのかを知っておきたい。

再建費用等も見ておけば保険に入る人も増えると思う。

＜居住地を選択するときに利用する可能性＞

住宅を建てる前には気にする。避難場所が近いかどうかを確認する。

子どもが家を建てる時の参考材料になる。

引っ越しの時にみると思う。普通のものよりも調べやすく、被害が分かるのは参考にはなる。

この情報をしっていれば家を建てていなかったかもしれない。

わかることで危機感を持てたので、万一の災害時に初動が異なってくると思う。

一人ではなかなかみても分からないので、今回のインタビューのようにどの道が安全かを相談したい。
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に対する代表的な回答を示す。(1) 対象者の居住地は徳

島県内では徳島市、阿南市をはじめ 7市町、県外では兵

庫県南あわじ市であった。美馬市以外は南海トラフによ

る津波が想定されており、いずれにおいても災害リスク

がある。(2) 家族構成について、世帯数は単身の世帯1組、

夫婦のみの世帯 1組、夫婦と子どもからなる世帯 21組で

あった。回答者は世帯毎に 1名とし、その年齢は 40歳代

11組、30歳代 9組、20歳代、50歳代、60歳代がそれぞ

れ 1組ずつであった。(3) 住宅の建築、購入の経験につい

ては半数以上があると答え、そのうち 4組は建築中であ

った。(4) ハザードマップを見たことがあるかどうかと

いう問いに対しては、4分の 3があると答えた。また、

問いに対して、すぐにはハザードマップがどのようなも

のか思い浮かばなかったが、筆者らがハザードマップを

見せると、見たことがあると回答した者もみられ、ない

と答えたのは 2 組にとどまった。(5) 被災経験があるか

どうかを聞いたところ、2割に当たる 4組があると答え

た。(6) 日頃継続的に防災に関する取り組みや学習など

の研鑽を行っているかと聞いたところ、3分の 1以上が

行っているという結果となった。このような対象者につ

いてインタビューした結果をもとにアプリケーションの

可能性や課題を議論する。

）紙のハザードマップとの比較

まず、市町村が配布している紙のハザードマップと比

較しながら、本研究のアプリケーションを考察する。

表 中の(7)-1 から(7)-3の意見は、市町村が出してい

表 消費者へのインタビュー調査の結果（その 2）

災害時にどのような被害をうけ、どのように避難をするか考えているか 内は回答者の

現居住地は吉野川沿いよりましだが、液状化が危険。徳島市内はどこに住んでも津波がくれば終わりで、住宅は全壊する。徒

歩 分程度の所にあるマンションに避難をする。

津波は地震発生から 分以降に川から来ると聞いている。土地が高く堤防があるので洪水は自宅で避難をする。

津波がくると住宅が完全に流されると思う。避難先を家族で考えているが、自宅に近いケアハウスにするか、川を渡った先に

ある小学校にするか迷う。

ハザードマップに浸水深は書かれていたが家がどんな被害をうけるかはわからない。とりあえず近いところに逃げる。

山間部に住んでいるため津波等の被害はないが、土砂災害やため池等がどのような影響があるのかよくわからない。

最近、想定にとらわれず逃げて下さいと言われているがそもそも想定のイメージがついていない。

津波が何十 か予測されているが、住宅の被害はよくわからない。

住みたい地区が ｍ位の津波と予想されているので、 階以上の家（賃貸住宅）を探した。

東日本の後、原発避難のため徳島へ、津波のないところを前提で探した。

川の近くで被害を考え土地を嵩上た。どこも浸水するので避難先が決まらずまあいいかという状況。

津波は大丈夫だが高潮の浸水域のため家を建てる前に基礎を上げるか、予算との調整を行った。

紙でみたハザードマップの地図が細かくなく、自宅の場所や着いている色が大体しかわからない。

想定は最大で見積もっているので実際にはそれほどの被害はないと思っている。

アプリケーションを見て災害対策にあたりどのような期待をもつか（可能性） 内は回答者の

＜被害・避難の必要性等の想定＞

内容的には近いものをみたことがあるので、驚きはなかった。

既存ハザードマップはおおざっぱで本当にあっているのか信じられなかったが詳しくて信頼できる。

＜避難を含めた安全性評価＞

どれくらいの時間で浸水が拡がっていくのかがイメージが湧きやすい。

浸水時間が示されたことで、浸水が遅い方の高い建物に避難することとした。

自分の命をまもることに使える。徒歩の限界が分かり自転車等の他の方法を検討することができる。

役所の のハザードマップではない、経路等の表示や、こっちが近いとか低いとかがわかる。

自分が避難した際に高さがどのように変わるのかがわかりやすかった。

避難経路の想定に、倒壊等により通れる、通れないを踏まえて考えることができる。

子どもと一緒にみて、小学校からならこう逃げるが、自宅からならどう逃げるとか、一緒に学べる。

学童での説明に使用したい。逃げなさいとはいうが、どこが危ないとか何も説明がないので。

家族で避難を考える時に統一認識をもつ。こういう時はここに逃げようとか。

＜復旧にかかる費用評価＞

復旧の際、生活を続けるために使用をすると思う。どのくらいのお金がいるのかを知っておきたい。

再建費用等も見ておけば保険に入る人も増えると思う。

＜居住地を選択するときに利用する可能性＞

住宅を建てる前には気にする。避難場所が近いかどうかを確認する。

子どもが家を建てる時の参考材料になる。

引っ越しの時にみると思う。普通のものよりも調べやすく、被害が分かるのは参考にはなる。

この情報をしっていれば家を建てていなかったかもしれない。

わかることで危機感を持てたので、万一の災害時に初動が異なってくると思う。

一人ではなかなかみても分からないので、今回のインタビューのようにどの道が安全かを相談したい。

たハザードマップを見ていた人であり、ハザードマップ

を読み取って避難場所を考えている。また、(7)-4は、避

難場所は考えているが、具体的な自宅の被害はイメージ

できていない。また、(7)-5から(7)-7の意見も同じく、ハ

ザードを読み取ることができるが、自宅がどのような被

害を受けるかはイメージできないと答えている。(7)-8か

ら(7)-11 の回答はハザードマップを読み取り、住宅に関

して何らかの対策をとったケースである。(7)-8のように

家屋の流出もありうる場所で 2階以上の家を探した危険

なケースも見受けられた。また(7)-10 のようにどこも浸

水するので同じというような意見は(7)-1でも述べられて

いるように、想定の巨大化等によってほぼ全域が浸水す

る市町に見られた。(7)-12 はハザードマップから浸水深

が読み取れない、(7)-13 は正常化の偏見とも言えるもの

であると考えられる。

）可能性

これらの既存のハザードマップに対して、試作したア

プリケーションを見た結果、どのように改善される可能

性があるかを(8)の質問の結果をもとに考察する。

被害・避難の必要性等の想定について(8)-1 の結果は、

近年公開されつつある、ウェブでのハザードマップ情報

の閲覧サイトと変わりがないという意見である。表示の

仕方自体が同一であるため、今後改良の余地があると考

えられる。(8)-2の意見は３．（１）の被害想定を見ての感

想である。従来のマップと比較して情報量が増えたこと

によって信頼感を生み出したと考えられる。

(8)-3から(8)-8については３．（２）で述べた避難を含

めた安全性評価に関する意見で、イメージが沸きやすく

なった、ダイナミックにどこから津波が来るのか、自分

がどのように避難したらどこまで行けるのか、どのよう

な高低差があるのか、通れなかったらどうするのかなど、

さまざまなことを考えられ、避難の検討の参考になるな

どの意見だった。

(8)-9から(8)-11までの意見は、夫婦と子どもからなる

世帯が答えた意見で、逃げなさいというのみではなく、

子供と一緒に考え、万が一災害時に一緒にいなかったら、

どうするのかを共有したいというものである。これも、

静的なハザードマップよりも情報量が増えている、自ら

考えられるようになっていることの表れと考えられる。

(8)-12、(8)-13は３．（３）で述べた復旧にかかる費用評

価に関する意見である。生活を続けるための費用などを

考え、また、保険に入ったりすることを考えられるので

はないかという可能性である。

(8)-14 から(8)-18 は居住地を選択するときに利用する

可能性を示している。(8)-14 は避難場所に近いところを

選ぶ、(8)-15は子の居住地を気にする、(8)-16は引っ越す

際にみる、 (8)-17はこの情報があれば建てなかった、(8)-

18は今の居住地での初動に備える、など、ハザードマッ

表 消費者へのインタビュー調査の結果（その 3）

アプリケーションを見て今後どのような機能あると良いか（課題） 内は回答者の

＜リスク情報の情報内容＞

土砂災害についても知りたい。津波が怖いので山側に家を建てたのだが、どちらが安全だったのか。

＜避難先や経路の情報内容＞

周りにどういう高さのもの（建物や高台）があるのか、一目で分かるようにしてほしい。

自宅の前の道がよく混むので、災害時の道路の交通量等を配慮したマップがみたい。

災害時に通行止めになる可能性のある道を自動で示してほしい。

ローカルな住民しかわからない、ここは浸かる、崩れるという情報を取り込めば、もっとよくなる。

地区の防災活動をしている人につながるような仕組みがあるとうれしい。

＜被災後の状況に関する情報内容＞

住宅の補償が気になる。自身が掛けている保険のデータを入力できるようにしてほしい。

ライフラインの停止状況についても予測してほしい。

＜ノウハウに関する情報内容＞

安全性が高いルートや、早いルートなど、それぞれの地域での複数のルートをカーナビのように表示してほしい。加えて防災

研究者の視点から、最も標準的な避難の方法を示してほしい。

大型犬がいるのでどうしたらよいのだろうか。ペットと避難するケースも教えてほしい。

被災後にどうしたらよいかを示してほしい。

＜情報の提供方法＞

パッとみて、あ、そうなんやで終わってしまうのが課題。面白さを加えてほしい。

パッとみて分かるようにしてほしい。 のように質問に対してマップが自動で回答してくれるのが一番分かりやす

い。

もっと手軽に。ポップがでてくれて、どうしますかという選択をできるようにしてほしい。

＜情報の利用場面＞

家を建てる前しかみないと思う。

学校教育用にして親子等に届くようにしてほしい。

と連携して、災害時に避難方向を教えてくれるとよい。

アプリに入れられたらよい。旅先だと災害がよくわからないので検索できたらよい。

ハザードマップはお店とかで張っているものを見る。紙でもこういう情報が分かるとよい。
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プでは一様に塗られていた地域においても、その中で住

む場所を選択する、備えながら住む際にアプリケーショ

ンの情報が使えうることを示している。(8)-19 の通り相

談しながら検討したいという意見もあり、より一層の災

害リスクを考慮した居住地選択や備えながら住むノウハ

ウの提供が必要だと考えられた。

以上はインタビュー調査を行った 23 組から得られた

意見であり、有効性を示すには詳細な調査が今後必要と

なるところではあるが以下のような意見が得られた。（１）

被害・避難の必要性等の想定については、宅建業者らが

考えたような消費者の購入意欲が失われるという回答は

なかった。これは、すでに住宅を所有しているも現在検

討中の方でも同様の傾向にあった。それよりもハザード

マップへの信頼性を高めるという傾向があった。（２）避

難を含めた安全性評価については、宅建業者が考えたよ

うに説得力が増すという考えを消費者の側も持つことが

示唆された。（３）復旧にかかる費用評価については、こ

れを提示することによって住宅地を変更するといった可

能性は示されなかったものの、宅建業者らが考えたよう

な消費者の意欲を失わせることはなく、復旧後の生活を

真剣に考える傾向がみられた。

）課題

次に、問い(9)の結果をもとに、試作したアプリケーシ

ョンの今後の課題を検討する。表 中の(9)-1から(9)-7は

アプリケーションが提供する情報の内容に関する意見で

あった。(9)-1は津波も洪水も来ないところに住んでいる

が、土砂災害に関する安全性を知りたいというものであ

り、土砂災害についての情報整理・提供が今後必要であ

る。

(9)-2 から(9)-4 については避難先や経路の検討材料の

不足を示しており、今後地域の情報を充実させる必要性

を示している。(9)-5は、より地域の情報を集めて共有し

たら良くなるのではないかという提案、(9)-6は回答者が

身体障がい者であり、災害時に地域と繋がりたいという

ニーズであり、このような情報の提供が地域での防災活

動を促進すると考えられた。

また、(9)-7と(9)-8については被災後の状況に関する情

報を充実してほしいという意見であった。一方、(9)-9か

ら(9)-11 のようにデータや機能のみではなく、ノウハウ

をもっと示してほしいという意見もあった。これらは、

具体的な地域の被災状況を示すと同時に、災害のリスク

を回避するノウハウや被災後に生活を早期に再建させる

方法等の情報を関連付け、充実させる必要がという意見

であると考えられる。

(9)-12から(9)-14については、情報の提供方法に関する

意見であった。(9)-12のように、そうなんだで終わるもの

ではなく、面白くしてほしいという意見もあった。単な

る情報では居住地選択の変化や備えの促進につながらな

いということと考えられる。(9)-13、(9)-14のようにもっ

と手軽に、質問と回答という対話型で進められる良いと

いう意見があった。表現方法に関するさらなる改善が必

要であると考えられる。

(9)-15から(9)-19は利用場面についての意見であっ

た。(9)-15は事前の住宅地の検討でしか使わないという

のではなく備えについてもより利用できるようにという

もの、(9)-16は学校教育で、(9)-17は災害時にリアルタ

イムで、(9)-18は旅先で（全国使えるように）、(9)-19は

折に触れて見る紙でも表現できないかという意見であっ

た。

以上のように、本研究の目的の実現のためには表現方

法、データ、知見の充実はもとより、防災教育、リアル

タイム利用、知らない土地での利用など多様な場面での

多様な利用法に応えられる情報支援が必要であるという

課題が明らかになった。

５．まとめ

本研究では、災害リスクを考慮した住宅地選択と備え

を、多様な災害リスク情報や知見を組み合わせて支援す

る仕組みを構築することを目的としアプリケーションを

試作した。現状の不動産取引における水害リスク情報活

用における課題、すなわち、そこに居住した場合の被害

や避難の必要性が分からない、避難先やルートが検討で

きない、災害の復旧費用が分からない、を起点として要

件、仕様を定め、プロトタイプを構築した。そして、こ

れが災害リスクを考慮した住宅地選択と備えにつながる

可能性と課題を宅建業者、消費者へのインタビュー調査

で明らかにした。得られた結果を以下にまとめる。

1) オープンデータや、行政から提供されたデータ、既

往研究とウェブGISを用いてアプリケーションを試作す

ることができた。使用した各手法やデータはとりあえず

のものであり、今後様々な研究成果を活用して精緻化す

る必要がある。

2) 試作したアプリケーションを宅建業者に見せて意

見を伺ったところ、消費者にとっては有益な情報が提供

されているという意見が多数であった。消費者がより災

害リスクを理解するため、災害リスクの大きい住宅地は

人気がなくなり取引に影響が出る恐れがある、一方で災

害リスクの小さい住宅地は販売促進につながると考えて

いることというものであった。復旧にかかる費用評価に

ついては、住宅地を探している消費者の意欲を失わせる

感じがするという意見が多数であった。

3) 試作したアプリケーションを消費者に見せながら、

既存のハザードマップと比較して意見を伺ったところ、

住宅を建てた際の被害、避難経路、費用がわかるように

なり、家族での避難の検討、引っ越しや子供が家を建て

るときの検討、保険に入るときの検討に使えるとの声が

あり、災害リスクを考慮した住宅地選択と備えにつなが

る可能性があると考えられた。

4) 多様な情報を入れ精緻化するとともに、ローカルな

危険箇所などの知を集約する、そのリスクの回避や被災
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プでは一様に塗られていた地域においても、その中で住

む場所を選択する、備えながら住む際にアプリケーショ

ンの情報が使えうることを示している。(8)-19 の通り相

談しながら検討したいという意見もあり、より一層の災

害リスクを考慮した居住地選択や備えながら住むノウハ

ウの提供が必要だと考えられた。

以上はインタビュー調査を行った 23 組から得られた

意見であり、有効性を示すには詳細な調査が今後必要と

なるところではあるが以下のような意見が得られた。（１）

被害・避難の必要性等の想定については、宅建業者らが

考えたような消費者の購入意欲が失われるという回答は

なかった。これは、すでに住宅を所有しているも現在検

討中の方でも同様の傾向にあった。それよりもハザード

マップへの信頼性を高めるという傾向があった。（２）避

難を含めた安全性評価については、宅建業者が考えたよ

うに説得力が増すという考えを消費者の側も持つことが

示唆された。（３）復旧にかかる費用評価については、こ

れを提示することによって住宅地を変更するといった可

能性は示されなかったものの、宅建業者らが考えたよう

な消費者の意欲を失わせることはなく、復旧後の生活を

真剣に考える傾向がみられた。

）課題

次に、問い(9)の結果をもとに、試作したアプリケーシ

ョンの今後の課題を検討する。表 中の(9)-1から(9)-7は

アプリケーションが提供する情報の内容に関する意見で

あった。(9)-1は津波も洪水も来ないところに住んでいる

が、土砂災害に関する安全性を知りたいというものであ

り、土砂災害についての情報整理・提供が今後必要であ

る。

(9)-2 から(9)-4 については避難先や経路の検討材料の

不足を示しており、今後地域の情報を充実させる必要性

を示している。(9)-5は、より地域の情報を集めて共有し

たら良くなるのではないかという提案、(9)-6は回答者が

身体障がい者であり、災害時に地域と繋がりたいという

ニーズであり、このような情報の提供が地域での防災活

動を促進すると考えられた。

また、(9)-7と(9)-8については被災後の状況に関する情

報を充実してほしいという意見であった。一方、(9)-9か

ら(9)-11 のようにデータや機能のみではなく、ノウハウ

をもっと示してほしいという意見もあった。これらは、

具体的な地域の被災状況を示すと同時に、災害のリスク

を回避するノウハウや被災後に生活を早期に再建させる

方法等の情報を関連付け、充実させる必要がという意見

であると考えられる。

(9)-12から(9)-14については、情報の提供方法に関する

意見であった。(9)-12のように、そうなんだで終わるもの

ではなく、面白くしてほしいという意見もあった。単な

る情報では居住地選択の変化や備えの促進につながらな

いということと考えられる。(9)-13、(9)-14のようにもっ

と手軽に、質問と回答という対話型で進められる良いと

いう意見があった。表現方法に関するさらなる改善が必

要であると考えられる。

(9)-15から(9)-19は利用場面についての意見であっ

た。(9)-15は事前の住宅地の検討でしか使わないという

のではなく備えについてもより利用できるようにという

もの、(9)-16は学校教育で、(9)-17は災害時にリアルタ

イムで、(9)-18は旅先で（全国使えるように）、(9)-19は

折に触れて見る紙でも表現できないかという意見であっ

た。

以上のように、本研究の目的の実現のためには表現方

法、データ、知見の充実はもとより、防災教育、リアル

タイム利用、知らない土地での利用など多様な場面での

多様な利用法に応えられる情報支援が必要であるという

課題が明らかになった。

５．まとめ

本研究では、災害リスクを考慮した住宅地選択と備え

を、多様な災害リスク情報や知見を組み合わせて支援す

る仕組みを構築することを目的としアプリケーションを

試作した。現状の不動産取引における水害リスク情報活

用における課題、すなわち、そこに居住した場合の被害

や避難の必要性が分からない、避難先やルートが検討で

きない、災害の復旧費用が分からない、を起点として要

件、仕様を定め、プロトタイプを構築した。そして、こ

れが災害リスクを考慮した住宅地選択と備えにつながる

可能性と課題を宅建業者、消費者へのインタビュー調査

で明らかにした。得られた結果を以下にまとめる。

1) オープンデータや、行政から提供されたデータ、既

往研究とウェブGISを用いてアプリケーションを試作す

ることができた。使用した各手法やデータはとりあえず

のものであり、今後様々な研究成果を活用して精緻化す

る必要がある。

2) 試作したアプリケーションを宅建業者に見せて意

見を伺ったところ、消費者にとっては有益な情報が提供

されているという意見が多数であった。消費者がより災

害リスクを理解するため、災害リスクの大きい住宅地は

人気がなくなり取引に影響が出る恐れがある、一方で災

害リスクの小さい住宅地は販売促進につながると考えて

いることというものであった。復旧にかかる費用評価に

ついては、住宅地を探している消費者の意欲を失わせる

感じがするという意見が多数であった。

3) 試作したアプリケーションを消費者に見せながら、

既存のハザードマップと比較して意見を伺ったところ、

住宅を建てた際の被害、避難経路、費用がわかるように

なり、家族での避難の検討、引っ越しや子供が家を建て

るときの検討、保険に入るときの検討に使えるとの声が

あり、災害リスクを考慮した住宅地選択と備えにつなが

る可能性があると考えられた。

4) 多様な情報を入れ精緻化するとともに、ローカルな

危険箇所などの知を集約する、そのリスクの回避や被災

後の早期の生活再建につながる専門的なノウハウや考え

方を提供する、など災害リスクを考慮して住む、備える

ための情報に求められるニーズが明らかになった。

しかしながら、上記は、多数の対象者に対してまとま

った調査ではなく、限られた数のインタビュー調査の結

果にとどまっており、これをもって本アプリケーション

が有効ということはできない。今後の課題として、アプ

リケーションの内容や操作性を向上させながら、宅建業

者、行政、消費者への提示、意見聴取、調査を繰り返し、

有効性を確保したものとなるように研究を続けていきた

い。
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ABSTRACT

In this study, a prototype web application was developed to solve the current problem of utilizing disaster risk 

information in real estate transactions (i.e., not knowing the damage to residential properties and need for evacuation, 

the evacuation sites and routes, and the cost of disaster recovery), with the aim of establishing a mechanism to support 

residential property selection and preparedness in consideration of disaster risk.

Using the prototype application, we calculated damage, evacuation needs, evacuation sites and routes, and 

recovery costs, and showed it to real estate agents and consumers, and conducted interviews. As a result, opinions 

were obtained that the availability of disaster risk information not found in existing hazard maps may lead to actions 

such as selecting land with lower disaster risk, considering building damage mitigation and evacuation, and 

considering post-disaster recovery and insurance coverage. The survey also obtained opinions that future issues 

require improved clarity, the use of local information, and know-how on how to avoid risks and take action after a 

disaster.

Keywords：：real-estate transaction, Geographic Information System, damage estimation, evacuation planning, 
restoration cost
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和文要約 

 

本稿は、避難情報に求められる 2つの特性を明らかにする。住民は、さまざまな情報源をもとに

避難に必要な判断を行っており、避難のきっかけとして、市町村が発表する避難情報だけでなく、

「呼びかけ」が有効であることは、これまでの研究から明らかになっている。避難情報の発令主体

である市町村と「呼びかけ」を行う主体である消防を対象とし、求められる情報特性について調査

したところ、主体によって異なることが示唆された。 

第一に、市町村は、避難情報発令のため、科学的・客観的・定量的な情報に基づき、俯瞰的に状

況を把握し、網羅的・即時的な情報として「正確性」のある情報が求められていると考えられた。 

第二に、「呼びかけ」を行う消防は、経験に基づき判断しながら、個別的・具体的な情報を必要と

し、視覚的・比喩的・叙述的な情報として「説得性」のある情報が求められていると考えられた。 

第三に、市町村や消防は住民避難という共通目標をもつ。「呼びかけ」を行う消防にとっては活動

目標そのものになるが、市町村にとっては避難情報を発令するという目標がその前に存在している。

この活動目標の違いが避難情報の特性の差異に関係する要因である可能性が示唆された。 

 

 

キーワード：正確性、説得性、避難情報、呼びかけ、水害 

 

 

１．はじめに 

災害から身を守る方法として「避難」の重要性は改め

て強調するまでもない。 

これまで避難率の向上を目的として、災害情報に関す

るさまざまな取り組みが行われてきた。一例として、観

測・予測精度の向上、防災気象情報（避難指示、特別警

報等）の運用見直し、観測網の強化、情報伝達手段の開

発などである。 

しかし、近年をみても平成 30 年 7 月豪雨（西日本豪

雨）、令和 2年 7月豪雨（熊本豪雨）、令和 3年 7～8月大

雨災害など多くの死者が発生しており避難の実効性を高

める取り組みの余地は依然として残っているといえよう。 

西日本豪雨災害をもとに「避難のきっかけ」に関する

調査結果が示された（中央防災会議・防災対策実行会議，

2018）。最初に避難するきっかけとして、「周辺状況の悪

化（33.5%）」、「消防や警察の呼びかけ（14.8%）」、「近所

の人の呼びかけ（9.3%）」、「家族・親族の呼びかけ（7.7%）」

という結果であった。約 3割が「呼びかけ」によって避

難を開始していた。つまり、避難情報や防災気象情報の

発表により自発的に避難行動が行われる場合がある一方

で、「呼びかけ」が避難に結びついている事実が相当程度

あると考えられる。 

それでは、「呼びかけ」においては、入手できた避難情

報をただ右から左に伝達しているだけなのだろうか。本

稿が明らかにするように、実際には必ずしもそうではな

く、「呼びかけ」を行う人は避難情報も含めた様々な情報

を独自に変換しながら活動している。「呼びかけ」が避難

行動の促進にとって効果的であるとすれば、それに必要

な情報を明らかにすることによって、より効果的な「呼

びかけ」が可能となる。そこで本稿では、避難情報の発
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令と「呼びかけ」の違いについて、それぞれ発する側が

必要としている情報特性の差異を明らかにしたい。 

ところで、あえて「呼びかけ」とカギ括弧を付けて表

現しているのは次の理由による。避難の呼びかけ自体は、

気象庁１）による防災気象情報にもその効果が期待されて

いるし、市町村による避難情報もまた当該地域にいる

人々に避難を呼びかける行為である。マスメディアも同

様である。だが、本稿における「呼びかけ」とはあくま

で “直接的・個別的”に行う行為のみを対象とする。し

たがって、市長や市町村、マスメディアは、「呼びかけ」

を行う主体に含まれていない。そのため、呼びかけを行

う主体として消防機関を対象とし、避難情報を発する主

体の市町村との間で、求められる避難情報の特性を比較

する。つまり、「呼びかけ」は「正確性」に裏付けられた

「説得性」を必要としている。というのが、本稿の主要

な結論である。 

本稿は次のように構成される。第 2章では、先行研究

から「呼びかけ」に関する実態調査をもとにした知見や

有効性などを整理し問題意識を述べる。第 3章では調査

方法、第 4章では、避難情報の発令主体「市町村」が使

用する情報に基づき情報特性を検証する。第 5章では、

2020年 7月豪雨（熊本豪雨）により球磨川の氾濫におい

て災害対応にあたった熊本県人吉下球磨消防組合消防本

部へのインタビュー調査の結果をもとに、「呼びかけ」主

体のひとつ「消防機関」が求める情報特性を検証する。

そして、第 6章では、第 4章、第 5章の結果により得ら

れた特性をもとに考察を行い、「呼びかけ」にとって有効

だと考えられる情報特性の結論を述べる。 

 

２．先行研究 

（１）「呼びかけ」の実態把握に基づく研究 

河田ほか（2005）は、避難トリガーの研究を行い、近

所のひしり声（方言で「叫び声」という意味）・家族の指

示によって避難行動をとったという、避難トリガーを明

らかにした。「呼びかけ」が避難のきっかけとなっている

ことを明らかにした点で重要な研究である。 

また、「呼びかけ」が避難を後押しした実態を調査した

研究は多い（入江 2018; 2020;高木ほか 2019; 村上ほか 

2019; 安本ほか 2020; 柿本ほか 2020）。「呼びかけ」とい

う用語が使用されていないものもあるが、「声かけ」「勧

められた」「避難勧誘」「連絡」などの用語をもって報告

されている。避難行動全体に占める避難のきっかけに与

えた割合は研究により異なるものの、「呼びかけ」が消防・

消防団・水防団、警察、自治会、家族、近所、知人によ

り行われたことを明らかにしている。また、他者からの

勧めや誘導によって、避難所等へ避難した住民が多いこ

とを明らかにした研究（諸岡ほか, 2016）や、避難情報だ

けでは必ずしも避難行動につながらないが、避難情報を

前提として、それに加えて、災害の危険性を自らのこと

として認識できた場合に、避難行動につながっている（広

島市, 2018）とするもの、さらには、何らの被害を受ける

状況になったり、避難を呼びかけられたりしても避難確

率は高くなることがわかる（入江, 2020）と結論付けたも

のもある。田中ほか（2016）は、1982年 7月長崎水害以

降に発生した大雨災害時の住民避難について取り上げた

研究を網羅的に合計 128編収集し、大雨災害時の住民避

難の阻害要因を体系的に整理した。地域の人や役場の職

員による個別での避難の呼びかけや、消防や警察の広報

車による呼びかけが、避難を開始する決め手になったと

いう事例も多く存在すると説明している。 

これらの研究から、「呼びかけ」が避難のきっかけにな

っていることが明らかにされ、多くの研究から避難行動

を促進することも示されてきた。 

（２）住民に着目した研究 

住民の災害情報取得に関する実態分析を行い住民の情

報ニーズを調査した研究では、広域的な情報はマスメデ

ィアが多く、局所的な情報は口頭伝達や電話が多いこと

を明らかにした。そして、近所からの口伝てで情報を得

た住民は、情報の入手時期は遅いが、避難率が高いとし

ている（淺田ほか，2000）。 

住民の情報取得と避難行動に関する研究では、効果的

な避難誘導においては、予測される危険な事態を避難情

報などで具体的に示すことが重要であることを示した

（片田ほか，2001）。また、意思決定の状況依存性に関す

る研究では、「避難勧誘（「呼びかけ」のこと）」の影響力

が大きいことを示し、住民避難の適切な誘導に関しては、

住民が避難の意思決定において依存する周辺状況を、最

終的に避難の決定がなされる方向に改善していくことが

必要であると説明している（片田ほか，2002）。 

地域コミュニティと水害時の避難促進要因の研究では、

近所の人や消防団等から避難の「呼びかけ」を受けた世

帯が、避難が早く、避難の割合が有意に高いことを示す

とともに、シミュレーションにより河川状況と「呼びか

け」の両方を受けることができれば、避難率が 1.4 倍程

度改善されることを試算している（柿本ほか，2013）。 

これらの研究から、住民や地域コミュニティに着目し

て、避難行動に対する情報ニーズや情報取得の特徴とと

もに、情報入手の望ましい方向性などが示されてきた。 

（３）住民に向けた情報の有効性に着目した研究 

避難情報に着目した研究も行われてきた。防災気象情

報に視点をおいた避難スイッチの研究では「一般の人が

欲しいのは微に入り細をうがった情報ではなく、『まだ大

丈夫なのか、それとも本当にアブナイのか』、次の行動に

つながるスイッチをオンオフしてくれる単純明快な情報」

と指摘し、自分が危険であるか否かといった次の行動に

つながる情報が有効であることを説明した（矢守ほか，

2018）。避難トリガーの研究では「避難情報は、被害の発

生に先駆け出される科学技術に基づく情報である。これ

に対し、住民は実体を伴う身近な情報を重視している。

このことから、科学技術情報が住民にとって身近な情報
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とともに、シミュレーションにより河川状況と「呼びか

け」の両方を受けることができれば、避難率が 1.4 倍程

度改善されることを試算している（柿本ほか，2013）。 

これらの研究から、住民や地域コミュニティに着目し

て、避難行動に対する情報ニーズや情報取得の特徴とと

もに、情報入手の望ましい方向性などが示されてきた。 

（３）住民に向けた情報の有効性に着目した研究 

避難情報に着目した研究も行われてきた。防災気象情

報に視点をおいた避難スイッチの研究では「一般の人が

欲しいのは微に入り細をうがった情報ではなく、『まだ大

丈夫なのか、それとも本当にアブナイのか』、次の行動に

つながるスイッチをオンオフしてくれる単純明快な情報」

と指摘し、自分が危険であるか否かといった次の行動に

つながる情報が有効であることを説明した（矢守ほか，

2018）。避難トリガーの研究では「避難情報は、被害の発

生に先駆け出される科学技術に基づく情報である。これ

に対し、住民は実体を伴う身近な情報を重視している。

このことから、科学技術情報が住民にとって身近な情報

 

となっていないと考えられる。」として、身近な情報とし

ていくことが有効であることを指摘した（阪本ほか，

2021）。 

マスメディアに着目した研究として、近藤ほか（2011）

は、平成 22年 2月チリ地震津波をもとに、「緊急特番が

東京のスタジオを中心に展開されていた結果、確かに災

害の全体像を鳥瞰する立場にとって有用と思われるデー

タは詳細に伝えられたが、異なる地域性のもとで避難し

なければならない地域住民を実際の行動に促すような社

会的なリアリティは構築されていなかった。」という課題

を指摘し、ローカル（地域）に根差した情報が有効であ

ることを説明した。また、「災害情報のリアリティを分解

するとコンテンツ（内容）、コンテクスト（文脈）、テク

スチャ（肌ざわり）の 3つの水準があり、テクスチャと

は『本当だ。と心に刺さること』」だという。そして、「コ

ンテンツを前提とし、文脈が伝わり、肌ざわりがあると、

リアリティが高まり人は行動を移しやすくなる。」と述べ、

性質として“テクスチャ（肌ざわり）”の有効性を示した

（近藤，2023）。 

さらに、マスメディアのアナウンスに着目した研究が

ある。話し方の明瞭性や緊迫性が高いほうが、避難行動

を喚起する効果が高く、危険性の認知を高める（小林ほ

か，2018）という話し方の検証や、インパクトのある表

現（強い口調・キーフレーズの使用）や発表情報・数値

への解釈の付加、教訓（リアルな事例）などを盛り込ん

だ呼びかけに関する検討（福本ほか，2022）などがある。 

これらの研究から、住民に向けて発信される情報に着

目しつつ、災害情報やマスメディアを対象とした研究も

行われてきた。 

以上の(1)～(3)節をふまえると、「呼びかけ」が重要な役

割を担っていると考えられるものの、その主体に注目し

た研究はこれまで行われていない。 

（４）問題意識 

 図-1は、本稿における論の展開を整理するため、避難

情報に関する住民への情報伝達の流れと先行研究の関係

を示したものである。自然災害等の現象をきっかけとし

て、住民が避難行動に至るまでの流れを示している。本

稿は、水害（洪水）をもとに調査を行ったことから現象

を水害とする。市町村は、発令主体として避難情報を発

令する（災害対策基本法（以下、「法」という。）50条）。

避難情報の発令にあたり、市町村は現象や気象庁（気象

業務法 13条等）などから通知を受ける（法 56条）。ここ

で、発見者による通報義務等（法 54条）があるが、本稿

の論点ではないため省略する。避難情報は市町村により

直接、あるいは、エリアメールや防災行政無線、マスメ

ディア等によって伝達されていく。その対象は、消防機

関・水防団、警察官・海上保安官、自治会・自主防災組

織、そして、住民である。対象それぞれにとって、自己

等の避難の判断に使用するほか、避難が求められる住民

などのために「呼びかけ」などに使用しているといえる。 

そこで、これまでの研究から、市町村がどういった基

準や判断で避難情報を出し、それを受けて「呼びかけ」

を行う主体が、どのような情報を必要としているのかと

いう検証は行われていない。本稿では、「呼びかけ」の主

体が避難情報などを何らかの形で「変換」して使用して

いるという点に問題意識がある。よって、本稿では「呼

びかけ」の主体を特に消防機関に着目し、避難情報を発

令する市町村との比較をもとに求められる避難情報の特

性の差異を明らかにする。 

 

３．調査方法 

（１）調査対象 

本稿では、調査対象を２つとした。１つ目は、避難情

報を発令する市町村である。選定の理由は、市町村は避

難情報の発令主体であるほか、「呼びかけ」を行う１つの

主体ではあるものの、本稿で扱う“直接的・個別的”に

働きかける消防機関と比較するために市町村を選定した。

２つ目は、「呼びかけ」の主体である消防機関を選定した。

選定理由は、「呼びかけ」には消防機関・水防団、警察官・

海上保安官、自治会・防災組織、家族・親戚・知人等や

マスメディアが考えられるなかで、「呼びかけ」を行うこ

とが業務として当然に期待されているためである。実際

には、災害応急対策として警戒広報により住民への「呼

びかけ」を地域住民に対して直接行っており、分析の対

象として適当である。 

（２）避難情報の発令主体「市町村」へのアンケート調

査 

避難情報を発令する市町村の調査として、アンケート

調査を行った。調査対象は、政令指定都市（20市）およ

び中核市（62 市）の合計 82 の主要都市とした。調査期

間は、2022（令和 4）年 2月 28 日～3月 18 日である。

避難情報の発令判断についてEメールにより調査を行い、

判断に使用する基準や手順、成功事例や困っていること

等を問うた。回答状況は 48市（全体 58.5%、内訳として、

政令指定都市 11市、中核市 37市）であった。表-1は、

アンケート調査の概要である。 

 

図-1 避難情報に関する住民への情報伝達の流れと先行研究

の関係 
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（３）「呼びかけ」主体である「消防機関」へのインタビ

ュー調査 

消防機関の調査として、インタビュー調査を行った。

調査対象として、熊本県人吉下球磨消防組合消防本部２）

を選定した。調査期間は、2022（令和 4）年 3月 2日～4

日である。選定理由は、令和 2年 7月豪雨において 1級

河川である球磨川が氾濫し甚大な被害を受け、緊急消防

援助隊を要請３）するレベルでの災害であり、それらの災

害対応経験があったこと、消防本部が活動記録４）を詳細

に整備していたこと、熊本県においても災害対応の振り

返り５）とする記録物が詳細に整備されていたことから、

聞き取り内容の事実関係の検証が可能なためである。 

2020（令和 2）年 7月豪雨災害の概要は、7月 3日から

7 月 31 日にかけて、日本付近に停滞した前線の影響で、

暖かく湿った空気が継続して流れ込み、日本各地で大雨

となった。特に熊本県の被害が甚大であり、人的被害は、

死者 67人、行方不明者 2人（2021年 11 月 26日時点）

となった。表-2は、氾濫した球磨川流域で最も被害が大

きかった人吉市周辺における行政と消防本部の対応およ

び防災気象情報の発表について、時系列でまとめたもの

である。 

水害の中でも球磨川氾濫における経験をもとに「意思

決定に必要な情報要素の導出」を目的とするインタビュ

ー調査を行った。対象者は、幹部消防吏員 12役職者（役

職が重複している者がいるため合計 11名）とした。警戒

広報は「住民避難」にとって重要であるが、どんな情報

を使用し、必要としているのかを問うた。表-3は、イン

タビュー調査の概要である。 

 

４．避難情報の発令主体「市町村」が使用する情報に基

づく検証 

 表-4 は、回答を得た 48 市の内、具体的に検証が可能

となる質問３および質問４への回答を行った 15市（政令

指定都市 4市、中核市 11市）について、回答内容に基づ

きその情報特性を検証し整理したものである。ここから、

以下のような傾向を指摘できる。 

（１）科学的・客観的な情報が必要 

一般に防災気象情報がもつ、科学的で客観的な情報と

いう特性に基づいて判断しているという事実を指摘でき

る。質問１から、市町村はすべてこれらの情報のうち複

数を使用して避難情報の発令判断を行っていること、そ

して、質問２から自動的な判断の有無によらず、科学的

で客観的な情報を使用しているということが指摘できる。

また、個別の回答内容をみると、A市「『令和元年東日本

台風』の際に初めて河川氾濫に係る避難情報を発令しま

したが、基準水位のみの設定で、今後の雨量の増加見込

み等の設定がなかったため、避難情報の発令の判断にあ

たり苦慮しました。そこで、…河川の種類ごとにマニュ

アルに整理することで、誰であっても避難情報発令の判

断をしやすくするための工夫をしています。」、C 市「計

画規模降雨による洪水浸水想定区域（L1）に避難情報を

発令することを基本としている。」、D市「地域防災計画

表-2 災害対応クロノロジーの概要 

 
 

表-3 大規模洪水災害対応に係るインタビュー調査概要

（人吉下球磨消防組合消防本部） 

 

 

月日(曜日) 時刻 対象 内容
17時00分 球磨村 高齢者等避難開始を発令
17時30分 人吉市 第１回災害対策本部会議
18時00分 消防本部 警戒広報開始
21時39分 人吉市 大雨警報
21時50分 人吉市 土砂災害警戒情報
22時20分 球磨村 避難勧告
22時52分 人吉市 大雨・洪水警報
23時00分 人吉市 矢岳町東間校区、大畑校区に避難勧告
02時28分 消防本部 警戒本部を設置
03時10分 球磨川 氾濫警戒情報
03時20分 球磨村 記録的短時間大雨情報（1時間110mm）
03時30分 球磨村 避難指示（緊急）
03時35分 球磨川 氾濫危険情報
03時36分 消防本部 警防本部に移行
04時00分 人吉市 避難勧告（市内全域）
04時50分 県南 16 市町村に大雨特別警報（県初）
05時00分 1町3村 避難指示（錦町・山江村・相良村・五木村）
05時15分 人吉市 避難指示（緊急）（市全域）

市長「 命を守る行動」の呼びかけ
05時30分頃 球磨川 球磨川右岸 53.4kで越水
05時55分 気象台 球磨村渡右岸で「球磨川の氾濫発生」を発表
07時20分 球磨川 球磨川右岸 56.4k で決壊（決壊延長約30m）
07時40分 胸川 胸川と球磨川合流部周辺で浸水開始
08時55分 人吉市 市長「 命を守る行動」の呼びかけ
10時00分 球磨川 球磨橋が越水、西分署が浸水

7月3日(金)

7月4日(土)

期　間 2022（令和4）年3月2日(水)～4日(金)
場　所 人吉下球磨消防組合消防本部２階会議室
方　法 対面による聞き取り

対象者

１ 消防長
２ 現消防長（令和４年１月現在）
３ 消防次長兼総務課長
４ 消防次長兼危機管理監
５ 中央消防署長
６ 人事教養課長兼総務課審議員
７ 警防課長
８ 通信情報課通信情報課長補佐
９ 中央消防署消防第１課長
10 中央消防署消防第２課長
11 中央消防署消防第３課長
12 中央消防署西分署長
（職名は２を除き2020年7月時点のもの）

表-1 市町村アンケートの調査概要 

 
 

期　間 2022（令和4）年2月28日(月)～3月18日(金)
対　象 政令指定都市（20 市）及び中核市（62 市）
方　法 Eメール

回答状況 全体48市（58.5%）（政令指定都市11市、中核市37市）

質問内容

洪水時の避難情報の判断基準について
【質問１】洪水を対象とする「避難情報の発令判断」について、どのような判断
材料をもとに「総合的に判断」していますか？該当番号を選択
　1.指定河川洪水予報、2.水位到達情報、
　3.洪水の危険度分布（洪水キキクル）、4.防災気象情報、
　5.気象警報、6.川の水位情報（河川情報センター）、
　7.民間気象情報、8.目視観測・パトロール報告、9.市管理の監視カメラ、
　10.市管理の水位観測データ
【質問２】「避難情報の発令判断」は自動的（機械的）な判断ですか？
【質問３】「自動的な判断ではない」場合、「使用する項目」を記入
【質問４】洪水に係る「避難情報の発令判断」において、「うまくいった例」、
「わかりにくいと感じていること」、「困っていること」などはありますか？
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（３）「呼びかけ」主体である「消防機関」へのインタビ

ュー調査 

消防機関の調査として、インタビュー調査を行った。

調査対象として、熊本県人吉下球磨消防組合消防本部２）

を選定した。調査期間は、2022（令和 4）年 3月 2日～4

日である。選定理由は、令和 2年 7月豪雨において 1級

河川である球磨川が氾濫し甚大な被害を受け、緊急消防

援助隊を要請３）するレベルでの災害であり、それらの災

害対応経験があったこと、消防本部が活動記録４）を詳細

に整備していたこと、熊本県においても災害対応の振り

返り５）とする記録物が詳細に整備されていたことから、

聞き取り内容の事実関係の検証が可能なためである。 

2020（令和 2）年 7月豪雨災害の概要は、7月 3日から

7 月 31 日にかけて、日本付近に停滞した前線の影響で、

暖かく湿った空気が継続して流れ込み、日本各地で大雨

となった。特に熊本県の被害が甚大であり、人的被害は、

死者 67人、行方不明者 2人（2021年 11 月 26日時点）

となった。表-2は、氾濫した球磨川流域で最も被害が大

きかった人吉市周辺における行政と消防本部の対応およ

び防災気象情報の発表について、時系列でまとめたもの

である。 

水害の中でも球磨川氾濫における経験をもとに「意思

決定に必要な情報要素の導出」を目的とするインタビュ

ー調査を行った。対象者は、幹部消防吏員 12役職者（役

職が重複している者がいるため合計 11名）とした。警戒

広報は「住民避難」にとって重要であるが、どんな情報

を使用し、必要としているのかを問うた。表-3は、イン

タビュー調査の概要である。 

 

４．避難情報の発令主体「市町村」が使用する情報に基

づく検証 

 表-4 は、回答を得た 48 市の内、具体的に検証が可能

となる質問３および質問４への回答を行った 15市（政令

指定都市 4市、中核市 11市）について、回答内容に基づ

きその情報特性を検証し整理したものである。ここから、

以下のような傾向を指摘できる。 

（１）科学的・客観的な情報が必要 

一般に防災気象情報がもつ、科学的で客観的な情報と

いう特性に基づいて判断しているという事実を指摘でき

る。質問１から、市町村はすべてこれらの情報のうち複

数を使用して避難情報の発令判断を行っていること、そ

して、質問２から自動的な判断の有無によらず、科学的

で客観的な情報を使用しているということが指摘できる。

また、個別の回答内容をみると、A市「『令和元年東日本

台風』の際に初めて河川氾濫に係る避難情報を発令しま

したが、基準水位のみの設定で、今後の雨量の増加見込

み等の設定がなかったため、避難情報の発令の判断にあ

たり苦慮しました。そこで、…河川の種類ごとにマニュ

アルに整理することで、誰であっても避難情報発令の判

断をしやすくするための工夫をしています。」、C 市「計

画規模降雨による洪水浸水想定区域（L1）に避難情報を

発令することを基本としている。」、D市「地域防災計画

表-2 災害対応クロノロジーの概要 

 
 

表-3 大規模洪水災害対応に係るインタビュー調査概要

（人吉下球磨消防組合消防本部） 

 

 

月日(曜日) 時刻 対象 内容
17時00分 球磨村 高齢者等避難開始を発令
17時30分 人吉市 第１回災害対策本部会議
18時00分 消防本部 警戒広報開始
21時39分 人吉市 大雨警報
21時50分 人吉市 土砂災害警戒情報
22時20分 球磨村 避難勧告
22時52分 人吉市 大雨・洪水警報
23時00分 人吉市 矢岳町東間校区、大畑校区に避難勧告
02時28分 消防本部 警戒本部を設置
03時10分 球磨川 氾濫警戒情報
03時20分 球磨村 記録的短時間大雨情報（1時間110mm）
03時30分 球磨村 避難指示（緊急）
03時35分 球磨川 氾濫危険情報
03時36分 消防本部 警防本部に移行
04時00分 人吉市 避難勧告（市内全域）
04時50分 県南 16 市町村に大雨特別警報（県初）
05時00分 1町3村 避難指示（錦町・山江村・相良村・五木村）
05時15分 人吉市 避難指示（緊急）（市全域）

市長「 命を守る行動」の呼びかけ
05時30分頃 球磨川 球磨川右岸 53.4kで越水
05時55分 気象台 球磨村渡右岸で「球磨川の氾濫発生」を発表
07時20分 球磨川 球磨川右岸 56.4k で決壊（決壊延長約30m）
07時40分 胸川 胸川と球磨川合流部周辺で浸水開始
08時55分 人吉市 市長「 命を守る行動」の呼びかけ
10時00分 球磨川 球磨橋が越水、西分署が浸水

7月3日(金)

7月4日(土)

期　間 2022（令和4）年3月2日(水)～4日(金)
場　所 人吉下球磨消防組合消防本部２階会議室
方　法 対面による聞き取り

対象者

１ 消防長
２ 現消防長（令和４年１月現在）
３ 消防次長兼総務課長
４ 消防次長兼危機管理監
５ 中央消防署長
６ 人事教養課長兼総務課審議員
７ 警防課長
８ 通信情報課通信情報課長補佐
９ 中央消防署消防第１課長
10 中央消防署消防第２課長
11 中央消防署消防第３課長
12 中央消防署西分署長
（職名は２を除き2020年7月時点のもの）

表-1 市町村アンケートの調査概要 

 
 

期　間 2022（令和4）年2月28日(月)～3月18日(金)
対　象 政令指定都市（20 市）及び中核市（62 市）
方　法 Eメール

回答状況 全体48市（58.5%）（政令指定都市11市、中核市37市）

質問内容

洪水時の避難情報の判断基準について
【質問１】洪水を対象とする「避難情報の発令判断」について、どのような判断
材料をもとに「総合的に判断」していますか？該当番号を選択
　1.指定河川洪水予報、2.水位到達情報、
　3.洪水の危険度分布（洪水キキクル）、4.防災気象情報、
　5.気象警報、6.川の水位情報（河川情報センター）、
　7.民間気象情報、8.目視観測・パトロール報告、9.市管理の監視カメラ、
　10.市管理の水位観測データ
【質問２】「避難情報の発令判断」は自動的（機械的）な判断ですか？
【質問３】「自動的な判断ではない」場合、「使用する項目」を記入
【質問４】洪水に係る「避難情報の発令判断」において、「うまくいった例」、
「わかりにくいと感じていること」、「困っていること」などはありますか？

 

に基づき、避難情報の発令を適切に行っている」、E市「福

祉施設などで定めている避難確保計画では、洪水警報を

避難行動開始のトリガーとしている」、F市「最大想定浸

水深及び想定浸水エリアの拡大（県による周知河川の追

加等）が段階的になされており、…避難情報発令を判断

する際の水位情報観測地点と対象エリアが大きく離れて

いるものの、他に客観的に判断する手段がない箇所があ

る。」、G市「すべてのその他河川におけて水位計の整備

がされていないことから、発令判断に苦慮することが想

定される。」、J市「中小河川で水位計が少ない河川につい

て、判断材料が少なく判断に悩むことがある。」、L市「想

定最大規模降雨による浸水想定区域図をベースに、対象

地域に避難情報を発令することとしているが、降雨量や

河川氾濫の状況によっては、洪水が小規模の場合が想定

されること。」、M市「避難情報発令の判断基準及び対象

地区を予め定めていることで、基準を超える水位となっ

た場合、迅速な情報の発令を行うことができた。一方で、

水位情報が周知されていない中小河川、水路等に関する

避難情報については、明確な基準がないため、避難情報

の発令に関する判断が難しい。」、O市「その他の河川に

おいて，気象庁のキキクルが赤色以上になっていても、

水位計がないため実際に目視観測するしかないのだが、

普段とほとんど水位が変化していない状況があること。

そのため、キキクルのみの情報でしか判断できない河川

については、避難情報の判断が難しくなっている。」とい

う記載があったからである。 

（２）演繹的・叙事的な情報が必要 

E市や F市は、科学的・客観的な情報をもとに生成さ

表-4 アンケート調査結果にもとづく市町村が活用する情報特性の検証 

 
 

科学的
客観的

演繹的
叙事的

定量的 即時的
俯瞰的
網羅的

1 A市
1,2,3,4,5
,6,7,9,10

自動ではない
・水位到達情報を基に、その後の雨量や上流
の状況等も鑑み、災害対策本部が都度判断す
るという手順にしている。

・本市では令和元年10月12日の「令和元年東日本台風」の際に初めて河川氾濫に
係る避難情報を発令しましたが、基準水位のみの設定で、今後の雨量の増加見込
み等の設定がなかったため、避難情報の発令の判断にあたり苦慮しました。
そこで、河川の種類ごとにマニュアルに整理することで、誰であっても避難情報
発令の判断をしやすくするための工夫をしています。

● ●

2 B市
1,2,3,4,5
,6,8

自動ではない
判断を支援する情報項目No.1～8に加え、今
後の降雨量や地域の特性などを考慮し、職員
がその都度判断するという手順にしている。

・洪水特別警報がない
・水防警報と洪水警報の違いがわかりにくい
・洪水危険度分布と水位計の情報が異なることがありわかりにくい
・高潮注意報･警報に対応する警戒レベルが複数ありわかりにくい
・これまで、氾濫発生情報で機械的に警戒レベル５「災害発生情報」を発表する
こととしていたが、「緊急安全確保」は切迫状態で発表可能となったため、判断
が困難になった。

● ●

3 C市
1,2,3,4,5
,7,8,9,10

自動ではない

判断を支援する情報項目はNo.1～6のとおり
だが、それに加えて、今後の雨の降り方等そ
の他の情報を勘案し避難情報等の発令を検討
している。
また、消防局によるパトロールなどの情報に
より、消防署長から個別の世帯に対して避難
情報を発令する判断もしている。

・平成30年台風第21号が接近した際に「全市の洪水浸水想定区域」に対して避難
勧告を発令しているが、その際に避難情報の発令については特に混乱はなかった
と認識している。
・避難情報の発令については、想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域（L2）
を想定することにより、避難情報等により避難行動をとっていただく対象者が大
幅に増加した。そのため、当市においては、計画規模降雨による洪水浸水想定区
域（L1）に避難情報を発令することを基本としている。
・警戒レベル５「緊急安全確保」については、河川氾濫の恐れが切迫または河川
氾濫が発生し、浸水がL1を超え、L2にまで浸水が想定される場合に発令範囲を判
断し、L1及びL2の洪水浸水想定区域に対して発令することにしている

● ●

4 D市 2,8,9,10 自動 －
・地域防災計画に基づき、避難情報の発令を適切に行っているため、特に問題は
なし

●

5 E市
1,2,3,4,5
,6,7,8,9,
10

自動ではない

判断を支援する情報項目はNo.1～10のとおり
だが、それに加え、その後の降雨量予測や河
川水位の上昇スピードなどを基にその都度職
員がその都度判断する手順となっている。

・福祉施設などで定めている避難確保計画では、洪水警報を避難行動開始のトリ
ガーとしているため、「この程度の雨で洪水警報なのか、避難について判断に迷
う」との問い合わせがあった。

● ●

6 F市
1,2,3,4,5
,6,7,8,9,
10

自動ではない

河川の水位の状況を基本に、今後の水位上昇
予測等について、判断を支援する情報項目は
№1～№10の情報等を踏まえ、総合的に判断
するという手順。

・最大想定浸水深及び想定浸水エリアの拡大（県による周知河川の追加等）が段
階的になされており、避難情報の発令エリアに変動が生じている状況が続いてお
り、避難情報発令を判断する際の水位情報観測地点と対象エリアが大きく離れて
いるものの、他に客観的に判断する手段がない箇所がある。

● ●

7 G市
2,3,4,5,6
,8

自動ではない
気象予報や河川水位等の情報、河川巡視等か
らの報告を含めて、総合的に判断する。

・その他河川における避難情報の発令実績はないが、すべてのその他河川におい
て水位計の整備がされていないことから、発令判断に苦慮することが想定され
る。

● ●

8 H市
1,2,3,4,5
,6,7,8,9,
10

自動ではない

判断を支援する情報項目はNo.1～6のとおり
だが、それに加えて職員がその都度判断する
という手順にしている。（例：No.8による河
川監視カメラ等により水位上昇を受けて判断
するなど）

・台風など事前に接近及び被害が想定されるような事象では避難判断を順序立て
て発令がしやすいが、ゲリラ豪雨など突発的な事象の場合には対応が難しい。
（高齢者等避難の発令は、突発的な事象の場合では特に困難とされる。）
例として、本市の「〇〇川」（水位周知河川・県管理）ではゲリラ豪雨等の場
合、降雨の状況次第では約10分で水位が2ｍ近く上昇したり、すぐに水位が減少
したりするなど、水位増減が激しく、避難情報の発令判断が難しいことが挙げら
れる。

● ●

9 I市
1,2,3,4,5
,6,9

自動ではない
判断を支援する情報項目はNo.1～6のとおり
だが、それに加えてその都度職員が総合的に
判断するようにしている。

・当市は面積も広いため、どの範囲まで避難所開設するといった判断ができれば
いいが、現状は全ての避難所を同時に開設している。その部分の開設基準が今後
の課題であるといえる。

● ● ●

10 J市
1,2,3,4,5
,6,7,8

自動ではない
判断を支援する情報項目はNo.1～6のとおり
だが、それに加えてその都度職員が総合的に
判断するようにしている。

・中小河川で水位計が少ない河川について、判断材料が少なく判断に悩むことが
ある。
・予測できない降雨があった場合、避難情報を発令するタイミングが遅れる場合
がある。

● ●

11 K市
1,2,3,4,5
,6,8

自動ではない
判断を支援する情報項目はNo.1～6、８のと
おりだが、降雨等の状況により、その都度職
員が総合的に判断するようにしている。

・その他の河川で洪水危険度分布を活用する場合、すべての河川が対象となって
いないため、情報を一元的に把握できない

● ●

12 L市
1,2,3,4,5
,6,7,9

自動ではない
判断を支援する情報項目はNo.1～6のとおり
だが、それに加えて職員がその都度判断する
という手順にしている。

・想定最大規模降雨による浸水想定区域図をベースに、対象地域に避難情報を発
令することとしているが、降雨量や河川氾濫の状況によっては、洪水が小規模の
場合が想定されること。

● ●

13 M市
1,2,3,4,5
,6,7,8

自動ではない
Ａ４ 判断を支援する情報項目はNo.1～6のと
おりだが、気象情報や河川の水位情報等から
総合考量して、避難情報を発令している。

・避難情報発令の判断基準及び対象地区を予め定めていることで、基準を超える
水位となった場合、迅速な情報の発令を行うことができた。一方で、水位情報が
周知されていない中小河川、水路等に関する避難情報については、明確な基準が
ないため、避難情報の発令に関する判断が難しい。

● ●

14 N市
1,2,3,4,5
,6,7,8,9

自動ではない 判断材料を分析して、都度判断
・中小河川や比較的小規模な水位周知河川は急激な水位上昇が見込まれるため避
難情報の発令が間に合わない恐れがある。

● ●

15 O市
1,2,3,4,5
,6,7,8,9,
10

自動ではない

判断を支援する項目はＱ１のとおりだが，そ
れに加えて職員がその都度判断する。判断材
料の例として，呉市は下流域に位置するた
め，河川の上流域での今後の降雨状況等を考
慮している。

・うまくいっている例…ダム管理事務所との日頃からの情報交換
・困っていること1…その他の河川において，気象庁のキキクルが赤色以上に
なっていても，水位計がないため実際に目視観測するしかないのだが，普段とほ
とんど水位が変化していない状況があること。そのため，キキクルのみの情報で
しか判断できない河川については，避難情報の判断が難しくなっている。
・困っていること2…河川に関する情報については，土砂災害に関する情報と比
べ，国土交通省や〇〇県の情報等が一元的に管理されておらず，必要な情報を得
るのに時間を要してしまい，結果的に状況判断が遅れるのではないかと懸念して
いる。

● ●

番号 市 質問１ 質問２ 質問３ 質問４
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れる防災気象情報等をある種の全体へと適用している。

E市や F市の実情から、基準設定の精緻化に課題を抱え

ていることや、観測体制の整備が十分ではないことが背

景にあると考えられ、警報や他の地域の観測情報を判断

に使用しているという、演繹的、あるいは、起こった事

実をもとに判断に使用しているという叙事的な性質も指

摘できる。 

（３）定量的な情報が必要 

定量的な情報をもとに状況を判断しているという事実

を指摘できる。具体的には、I市「当市は面積も広いため、

どの範囲まで避難所開設するといった判断ができればい

いが、現状は全ての避難所を同時に開設している。」のほ

かA市、M市、O市という記載があったからである。前

節(1)科学的・客観的な特性にも重複する部分は当然あり、

明確に区分することが難しいものもあるが、避難情報の

発令判断において定量的な基準を設けている、あるいは、

設けることを期待していると考えられる。 

（４）即時的な情報が必要 

即時的な情報を必要としているという事実を指摘でき

る。具体的には、B 市「洪水危険度分布と水位計の情報

が異なることがありわかりにくい」、H市「ゲリラ豪雨な

ど突発的な事象の場合には対応が難しい。（高齢者等避難

の発令は、突発的な事象の場合では特に困難とされる。）

本市の『〇〇川』（水位周知河川・県管理）ではゲリラ豪

雨等の場合、降雨の状況次第では約 10分で水位が 2ｍ近

く上昇したり、すぐに水位が減少したりするなど、水位

増減が激しく、避難情報の発令判断が難しいことが挙げ

られる。」、J市「予測できない降雨があった場合、避難情

報を発令するタイミングが遅れる場合がある。」、N市「中

小河川や比較的小規模な水位周知河川は急激な水位上昇

が見込まれるため避難情報の発令が間に合わない恐れが

ある。」という記載があったからである。 

（５）俯瞰的・網羅的な情報が必要 

 俯瞰的な情報を必要としているという事実を指摘でき

る。具体的には、K市「その他の河川で洪水危険度分布

を活用する場合、すべての河川が対象となっていないた

め、情報を一元的に把握できない」のほかG市の記載が

あったからである。また、C市、G市、I市、K市、L市

から、網羅的に避難の基準設定を行っている、網羅的に

ならざるを得ない、あるいは、網羅的に把握したいとい

う要素も確認された。 

 

５．「呼びかけ」主体のひとつ「消防機関」が求める情報

の検証 

インタビュー調査から、全部で 12役職（役職が重複し

ている者がいるため合計 11名）に聞き取りを行い、10名

から分析が可能となる発言を抽出することができた。 

 表-5は、具体的に検証が可能となる発言に基づきその

情報特性を検証し整理したものである。 

（１）経験的・主観的な判断や情報 

過去に起こった出来事や経験に基づく活動を行ってい

るという事実を指摘できる。C氏「これまでにない速さ」

や「今まで経験したことがないような（水位の）上昇」

や、G氏「洪水になっていて浸かるところはいつも大体

決まっています。」という発言があったからである。また、

災害を引き起こす現象の捉え方として、C 氏「これまで

にない速さ」や「どうなるか予想がつかない状況」とい

う発言から、主観的な判断尺度が含まれている可能性を

指摘できる。そしてこれらは、災害に進む前段階におい

て、経験則に基づいて状況を判断しているという見方も

指摘できるだろう。 

（２）個別的・具体的な情報が必要 

個別的で具体的な情報を求めているという事実を指摘

できる。一例として、B 氏「どこにどういう被害がどの

程度で起こっているか」、E氏「どこで越水するのかとい

うその予測も欲しい。」という発言があったからである。

他にも、C氏、D氏、F氏、G氏、H氏、I氏および J氏

の発言から、地域や地点といった場所、時間、状況・被

害の程度、予測に関して、個別的で具体的な情報を確認

している、あるいは、求めているといえる。 

（３）叙述的・視覚的・帰納的な情報が必要 

個別的・具体的な情報を積み上げることで現状を把握

していることも指摘できる。一例として、G氏「河川の

水位状況をパソコンで見ていまして、見たのは水位です。

水位の 10分ごとに発表されるデータを見ていました。」

などの発言があったからである。管内で起こっている状

況を、現状で使用できる手段を駆使して、具体的な変化

として追いながら現状把握に努めているといえる。加え

て、E氏「台風の予測進路とかは 1日前とか半日前とか

やがて上陸しますよという流れの中で、我々も構えます

し住民の方々も早期避難を早め早めにされるんです。線

状降水帯が台風の予想のようにいち早くできたら我々も

ありがたいです。」という発言があった。つまり、G氏や

E 氏の発言から、現状把握だけでなく予測も含めて時系

列的で段階的な情報や、迫りくる危機の展開に関連する

情報を求めているという見方ができ、順を追って状況の

変化をとらえたいとする叙述的な特性をあらわしている

と考えられる。 

さらに、現状把握には、視覚的な情報を重要視してい

ることも指摘できる。H氏「（カメラ画像による）結局目

でみないとわからない。本来は目で見て確認したい。」、I

氏「災害時に防犯カメラのような状況把握ができるよう

なシステムになれば助かるんです。災害用モニター的な

もの。」という事実からあるからである。個別的・具体的

な情報の中には、視覚的に重要な情報も含まれているこ

とが考えられる。この事実を補強する発言として、F 氏

「球磨川のライブカメラで水位が上がっていくのを見れ

るのですが、ある時間から見れなくなるという事案が発

生しているんです。」がある。現状として、時間帯や危機
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れる防災気象情報等をある種の全体へと適用している。

E市や F市の実情から、基準設定の精緻化に課題を抱え

ていることや、観測体制の整備が十分ではないことが背

景にあると考えられ、警報や他の地域の観測情報を判断

に使用しているという、演繹的、あるいは、起こった事

実をもとに判断に使用しているという叙事的な性質も指

摘できる。 

（３）定量的な情報が必要 

定量的な情報をもとに状況を判断しているという事実

を指摘できる。具体的には、I市「当市は面積も広いため、

どの範囲まで避難所開設するといった判断ができればい

いが、現状は全ての避難所を同時に開設している。」のほ

かA市、M市、O市という記載があったからである。前

節(1)科学的・客観的な特性にも重複する部分は当然あり、

明確に区分することが難しいものもあるが、避難情報の

発令判断において定量的な基準を設けている、あるいは、

設けることを期待していると考えられる。 

（４）即時的な情報が必要 

即時的な情報を必要としているという事実を指摘でき

る。具体的には、B 市「洪水危険度分布と水位計の情報

が異なることがありわかりにくい」、H市「ゲリラ豪雨な

ど突発的な事象の場合には対応が難しい。（高齢者等避難

の発令は、突発的な事象の場合では特に困難とされる。）

本市の『〇〇川』（水位周知河川・県管理）ではゲリラ豪

雨等の場合、降雨の状況次第では約 10分で水位が 2ｍ近

く上昇したり、すぐに水位が減少したりするなど、水位

増減が激しく、避難情報の発令判断が難しいことが挙げ

られる。」、J市「予測できない降雨があった場合、避難情

報を発令するタイミングが遅れる場合がある。」、N市「中

小河川や比較的小規模な水位周知河川は急激な水位上昇

が見込まれるため避難情報の発令が間に合わない恐れが

ある。」という記載があったからである。 

（５）俯瞰的・網羅的な情報が必要 

 俯瞰的な情報を必要としているという事実を指摘でき

る。具体的には、K市「その他の河川で洪水危険度分布

を活用する場合、すべての河川が対象となっていないた

め、情報を一元的に把握できない」のほかG市の記載が

あったからである。また、C市、G市、I市、K市、L市

から、網羅的に避難の基準設定を行っている、網羅的に

ならざるを得ない、あるいは、網羅的に把握したいとい

う要素も確認された。 

 

５．「呼びかけ」主体のひとつ「消防機関」が求める情報

の検証 

インタビュー調査から、全部で 12役職（役職が重複し

ている者がいるため合計 11名）に聞き取りを行い、10名

から分析が可能となる発言を抽出することができた。 

 表-5は、具体的に検証が可能となる発言に基づきその

情報特性を検証し整理したものである。 

（１）経験的・主観的な判断や情報 

過去に起こった出来事や経験に基づく活動を行ってい

るという事実を指摘できる。C氏「これまでにない速さ」

や「今まで経験したことがないような（水位の）上昇」

や、G氏「洪水になっていて浸かるところはいつも大体

決まっています。」という発言があったからである。また、

災害を引き起こす現象の捉え方として、C 氏「これまで

にない速さ」や「どうなるか予想がつかない状況」とい

う発言から、主観的な判断尺度が含まれている可能性を

指摘できる。そしてこれらは、災害に進む前段階におい

て、経験則に基づいて状況を判断しているという見方も

指摘できるだろう。 

（２）個別的・具体的な情報が必要 

個別的で具体的な情報を求めているという事実を指摘

できる。一例として、B 氏「どこにどういう被害がどの

程度で起こっているか」、E氏「どこで越水するのかとい

うその予測も欲しい。」という発言があったからである。

他にも、C氏、D氏、F氏、G氏、H氏、I氏および J氏

の発言から、地域や地点といった場所、時間、状況・被

害の程度、予測に関して、個別的で具体的な情報を確認

している、あるいは、求めているといえる。 

（３）叙述的・視覚的・帰納的な情報が必要 

個別的・具体的な情報を積み上げることで現状を把握

していることも指摘できる。一例として、G氏「河川の

水位状況をパソコンで見ていまして、見たのは水位です。

水位の 10分ごとに発表されるデータを見ていました。」

などの発言があったからである。管内で起こっている状

況を、現状で使用できる手段を駆使して、具体的な変化

として追いながら現状把握に努めているといえる。加え

て、E氏「台風の予測進路とかは 1日前とか半日前とか

やがて上陸しますよという流れの中で、我々も構えます

し住民の方々も早期避難を早め早めにされるんです。線

状降水帯が台風の予想のようにいち早くできたら我々も

ありがたいです。」という発言があった。つまり、G氏や

E 氏の発言から、現状把握だけでなく予測も含めて時系

列的で段階的な情報や、迫りくる危機の展開に関連する

情報を求めているという見方ができ、順を追って状況の

変化をとらえたいとする叙述的な特性をあらわしている

と考えられる。 

さらに、現状把握には、視覚的な情報を重要視してい

ることも指摘できる。H氏「（カメラ画像による）結局目

でみないとわからない。本来は目で見て確認したい。」、I

氏「災害時に防犯カメラのような状況把握ができるよう

なシステムになれば助かるんです。災害用モニター的な

もの。」という事実からあるからである。個別的・具体的

な情報の中には、視覚的に重要な情報も含まれているこ

とが考えられる。この事実を補強する発言として、F 氏

「球磨川のライブカメラで水位が上がっていくのを見れ

るのですが、ある時間から見れなくなるという事案が発

生しているんです。」がある。現状として、時間帯や危機

 

が切迫したときなどにライブカメラが見れなくなること

や、機能しなくなることが問題点として指摘されていた。 

これらの発言から、個別的で具体的な各種情報を積み

上げることによって、消防機関は活動のために使用して

いることがわかる。つまり、活動の判断のために各種情

報を帰納的に使用してという見方も考えられる。 

（４）比喩的に伝えるための情報は有効 

調査者は、インタビュー対象者に資料提供６）を行った。

これは、たとえそれが現前していなくても迫り来る危機

として人々に行動を促すような「社会的なリアリティ」

（近藤ほか，2011）を構築する情報として、消防機関の

任務である警戒広報においてどのような意味をもってく

るのか確認することを目的として提供した。他方でこの

資料は、発災後に解析された内容であったことから、事

前に情報として入手できない性質のものであったことは

調査対象者に説明している。資料の概要は、「発災当時、

日本上空にはアマゾン川流域の 2倍の水量に相当する水

蒸気が入り込んでいた」というものである。これをもと

に、比喩的な情報は有効であると認識している事実を指

摘できる。A 氏「そういうのがあれば、とにかく早くほ

しい。ものすごい情報です。」などの発言があったからで

ある。比喩的な情報が、実を言うと事態の深刻さを裏付

ける情報として、鬼気迫るものを住民に伝えてくれると

いった価値がある。そういった可能性が示唆された。 

 

６．「呼びかけ」にとって有効だと考えられる情報特性の

考察 

（１）主体間による目標の相違 

避難情報の伝達過程として、図-1「避難情報に関する

住民への情報伝達の流れ」を示した。市町村と消防機関

には「住民避難」という共通目標が存在するといえる。 

ここで、消防機関をみてみる。共通目標「住民避難」

が活動目標“そのもの”という位置づけになり、呼びか

け、声かけ、避難勧誘、避難誘導といった住民避難を達

表-5 インタビュー調査結果にもとづく情報特性の検証 

 

 

経験的
主観的

個別的
具体的

叙述的
視覚的
帰納的

比喩的

気象情報の先取り、紙ベースだけではなくて、気象庁の実際の見解とか、生の声、そういったものが何か、あの時にあればもっと違っていたのかなと。 ●

（調査者による資料提供を受けて
３）
）そういった情報があれば、そういった情報を逆に市民の方にその情報を与えてやれば、もっと全然違った形になる

んですよ。そういうのがあれば、とにかく早くほしい。（これって災害対応機関だけでなく、住民も動かすか。警戒広報はどうか。という質問に）、動きま
す。行きます。もちろんです。ものすごい情報です。

●

（水蒸気の場所が多少ずれても、九州の南側だとしても。）全然かまいません。ほしいです。そういった情報がほんと前もって入ってくれば、さきほども
言いましたように、私たちの構え方もぜんぜん違うような態勢になっていますし、それをまた地域住民の方にこういう状況になってますからって言って
やれば、地域の方もぜんぜんその構え方が違うと思うんです。

●

（質問者「受止めの警戒心はあがりますか」）はい。警戒広報でどういうふうに危機感を伝えるか。どういう言葉が良いのだろうか、なかなか見つからな
いんです。こういう情報はたいへん重要なキーワードになります。

●

（質問者「このアマゾン川のワードは大きいですか」）大きいです。今私は地域防災官として役所の方にいて、避難情報とか、神経使ってピリピリしてる
んですけども、まさにその情報っていうのは市にとってもありがたいし、市もどういうキーワードで防災無線に流そうか、ただ単に「高齢者は避難してく
ださい」とか「避難指示を出しましたから避難してください」じゃなくて、そこに、なんで避難しないといけないのかって、「大きいこういうデータが情報があ
りますから、とにかく危ないですから高齢者は早く避難してください、避難指示を出しました」とか、そういった言い方になってくるのかな。こんな情報が
あれば。ただ単に今の避難情報で防災無線で「高齢者避難が今かかりました避難してください」「避難指示が出ました。避難してください。」では全然住
民には響かないんです、危機感というのが。そこがずっと私も消防にいた時からそれが課題で、どのようにしたら伝わるんだろう。どのようにしたら住
民の皆さんとの溝が狭まるんだろうね。埋まるんだろう。ってずっと考えていた。その情報はまさにですよ。最初にその情報が欲しかった。

●

（質問者「こういうちょっと的外れかなと思うような話でも、こういうことが念頭にあるのとないのとでは構え方は変わる。こういった情報は早くあっていい
でしょうか」）私はそう思います。

● ●

B氏 男性 消防司令長
50歳代
後半

・どこにどういう被害がどの程度で起こっているかということがリアルタイムにそういう情報があれば、すぐわかれば。なかなかそれが情報収集が難し
かった、各市町村にしてもそれが難しかったんだろうと思います。

● ●

・登庁して、2時過ぎ頃からの増水の速さがこれまでにない速さでした。 ● ●
・当時は、水位の情報は国交省の川の水位情報ですね。それを利用して見ています。 ● ●
・どうなるか予想がつかない状況で、今まで経験したことがないような（水位の）上昇でした。 ● ●

D氏 男性 消防司令長
50歳代
前半 （情報収集のツールは）県内、管内の気象情報がメールで入ってくるようにはしています。 ● ●

・線状降水帯が発生しましたが、その予測がですね、線状降水帯が発生する３時間とか、５時間前に、もしそれが仮にできたら、結果的に今回は起
こってから『線状降水帯でした』ということでしたから、これからは予測ができるような流れになると聞いていますが、線状降水帯をいち早く予測できるシ
ステムを構築していただきたい。それによって、住民の早期避難にもつながると思います。

● ●

・例えばですけど、台風の予測進路とかは1日前とか半日前とかやがて上陸しますよという流れの中で、我々も構えますし住民の方々も早期避難を早
め早めにされるんです。線状降水帯が台風の予想のようにいち早くできたら我々もありがたいです。

●

・今まで時間雨量とか、球磨川にあるポイントの河川水位で参集のタイミングを考えていたんですけども、それだけではなく球磨川がどこで越水するの
かというその予測も欲しい。

●

・ダムの放流がありましたけど、放流によって越水するスピードも違ってきますので、緊急放流という情報（把握・共有のため）のツールも欲しい。 ● ●
・普段活用しているのが、インターネット上の水位です。球磨川の水位情報をみています。 ● ●

F氏 男性 消防司令
40歳代
後半

（河川や気象情報の収集に役立つ端末はありますか？）球磨川のライブカメラで水位が上がっていくのを見れるのですが、ある時間から見れなくなる
という事案が発生しているんです。

● ●

・河川の水位状況をパソコンで見ていまして、見たのは水位です。水位の10分ごとに発表されるデータを見ていました。 ● ●
・インターネットで『川の水位情報』（国土交通省提供）をみて、ライブカメラと水位の情報を見て把握していました。 ● ●
・入手する手段は、インターネットとテレビです。 ● ●
・ライブカメラは夜間はほとんど見えないです。ほとんどは水位の情報を見ていました。 ● ●
・確実にここはどれくらい増水するという予想があると良いです。 ●
・球磨村あたりは何回も洪水になっていて浸かるところはいつも大体決まっています。ただ人吉で浸かるほどのことはなかったように思います。どこか
ら浸かってくるどこから入ってくるということはわからない。

●

・目の前に球磨川があるという家で、水が後ろから来たという話も聞いています。予想もしない方向からきたと。思ったところと違うところから水がきた
ということがありました。

●

（国土交通省「川の防災情報『川の水位情報』」『河川カメラ』をもとに）河川の状況はみることができますが、夜間には暗くてわからない、照明が当たっ
ていてもピンポイントでしか映らない。河川のどこまで（水位が上がってきているの）かがわからないんです。目に見えて上昇しているのが確認できるの
であれば。

● ●

・何種類か（情報源となるサイトが）あるので、あっち見こっち見しながら、それらをみています。 ● ●
・私たちの対応策と言いますか招集基準として、市内の水位を基準にしているんです。…（カメラ画像による）結局目でみないとわからない。本来は目
で見て確認したい。

● ●

I氏 男性 消防司令
50歳代
前半 ・災害時に防犯カメラのような状況把握ができるようなシステムになれば助かるんです。災害用モニター的なもの。 ● ●

J氏 男性 消防司令
40歳代
後半 ・ピンポイントでの早い段階での天気予報を直接とれるようになると良いのかなと思います。 ● ●

G氏 男性 消防司令
50歳代
前半

H氏 男性 消防司令
50歳代
前半

C氏 男性 消防司令長
50歳代
後半

E氏 男性 消防司令
40歳代
後半

情報の性質

A氏 男性 消防監
60歳代
前半

回答者 性別 階級 年齢 発言内容
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成するための現場活動が直接行われる。 

他方で、市町村は、共通目標「住民避難」を達成すべ

く、その責務として避難情報の発令等を行わなければな

らない。したがって、市町村にとっては避難情報を発令

するという目標がその前に存在している。 

つまり、市町村と消防機関では、行政機関として同じ

立場にあるものの、異なる目標が存在している。これは、

実施主体（法 58，60条）による違いといえる。したがっ

て、目標に相違があるのだからこそ、厳密には必要とす

る避難情報には差異が存在していることを次節以降で説

明する。 

（２）避難情報の発令に求められる情報特性としての「正

確性」 

第 4章の避難情報の発令判断における市町村アンケー

ト結果から、主要都市から得られた市町村が求める情報

として、「科学的」、「客観的」、「俯瞰的」、「叙事的」、「定

量的」、「即時的」、「演繹的」、「網羅的」といったキーワ

ードで特徴づけることができると考えられる。 

市町村は、住民を災害から保護するため避難情報の発

令を行う。避難情報の発令を適切に行うべく判断基準が

設けられてきた。その情報特性は、基準に使用されると

いう意味において、総じて「正確性」（広辞苑によれば確

実さの程度という意）のあるものに一致するのではない

だろうか。市町村の情報要求は、いわゆる、社会的要請

というかたちで、科学技術の進展に伴うこれまでの避難

情報の高度化と軌を一にしてきたと考えられる。 

（３）呼びかけに求められる情報特性としての「説得性」 

第 5章の消防本部を対象としたインタビュー調査の結

果から、「呼びかけ」の主体のひとつである消防機関が求

める情報として、「経験的」、「主観的」、「個別的」、「叙述

的」、「具体的」、「視覚的」、「帰納的」、「比喩的」という

キーワードで特徴づけることができると考えられる。 

消防機関は、住民を災害から直接的に保護することが

役割になる。市町村と消防機関が共通目標としている「住

民避難」は、消防機関にとって「活動目標」そのものに

なり、住民には危機感を自分事として受け止めてもらう

必要がある。警戒広報において「呼びかけ」を行い住民

になんとかして避難行動へとつなげてもらいたい。した

がって、消防機関の「呼びかけ」の特性として、総じて

「説得性」７）のあるものに一致すると考えられる。 

（４）避難情報に求められる「正確性」と「説得性」の

２つの特性 

避難情報に求められる特性は、市町村にみられた「正

確性」のあるものと、消防機関にみられた「説得性」の

あるものという 2分類が示唆された。表-6は、避難情報

の特性における検証に基づいた情報の性質と調査で確認

された主な情報源をまとめたもので、本稿において仮説

的に整理したものである。 

「正確性」という情報特性に基づけば、防災気象情報、

川の水位情報、浸水想定区域等があり、これらは、市町

村が避難情報の発令を適時適切に行うために基準や判断

材料として使用されてきたものとして、これまで高度化

が行われてきたものと一致しているといえるだろう。 

「説得性」という情報特性に基づけば、避難情報、川

の水位情報、河川カメラ等があり、消防機関において活

用されている情報が該当する。ここで、一見すると、正

確性のある情報が求められているという見方もできるが、

ここで留意すべきは、高度化が進んだ専門的な内容を含

む「正確性」のある情報を、消防機関は住民に態度を変

容してもらうために「説得性」を持たせた内容へと変換

（A氏の言う「住民との溝を埋める」作業）させている

のではないだろうか。 

一例として、「水位予測」をみてみる。市町村は「避難

判断基準と照合するため」水位の情報を必要とする。他

方で、消防機関は「安全かつ説得性をもって避難を促す

ため」に必要となる。そのため、市町村は「いつ発令す

るか」に関心があり、その判断の多くは個別よりも全体

を俯瞰し、確度の高い情報を求めている。消防機関は「住

民にどう逃げてもらうか」に関心があり、すでに整備さ

れた生成情報を主観に落とし込んでいくと考えられる。

いわゆる、住民へ説明するために既存の避難情報を説得

力あるものへと変換したのちに活用していることになる。 

つまり、高度化された情報が避難のきっかけとして直

感的に住民へ届かないのは、この説得性ある内容へと変

換する部分に要因があると考えられる。阪本ほか（2021）

はその点について、「科学技術に基づく避難情報が、身近

な情報となっていない人」がいることを指摘し、「情報の

理解を深める『場』を行政・専門家と住民とが協働して

形成」する方策を提案している。そのため、消防機関は、

水位予測を当該箇所に存在している危機の説明用として

使用すると考えられる。したがって、「水位予測」という

同じ表現だとしても、市町村と消防機関ではまったく異

なった情報特性を求めているということが考えられる。 

 

７．まとめ 

 避難のきっかけとして「呼びかけ」が避難に結びつい

表-6 調査に基づく避難情報の特性別にみる情報の性質と情報源 

 
 

避難情報の特性 検証に基づく情報の性質 調査で確認された主な情報源

正確性
科学的、客観的、俯瞰的、叙事的
定量的、即時的、演繹的、網羅的

指定河川洪水予報、水位到達情報、洪水の危険度分布（洪水キキクル）、防災気象情報、
気象警報、川の水位情報、流域雨量指数、土壌雨量指数、浸水想定区域、洪水ハザードマップ、
目視観測・パトロール報告、監視カメラ

説得性
経験的、主観的、個別的、叙述的
具体的、視覚的、帰納的、比喩的

避難情報、川の水位情報、水位予測、河川カメラ、目視情報、浸水予測、比喩的表現、
気象官署の見解・生の声
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ている事実が相当程度あることがこれまでの研究からわ

かってきた。避難率を高め、立ち退き避難に有効という

ものである。他方で、住民へ直接「呼びかけ」を行う主

体に着目した研究は行われていなかった。「呼びかけ」を

行う者にとって求められる情報の高度化は、現実には進

んでこなかったと考えられる。 

本稿では、避難情報の発令と「呼びかけ」との間にお

いて、判断材料としている情報の特性にみられる差異を

明らかにすることを目的に、市町村と消防機関に着目し、

求められる避難情報の性質を検証した。避難情報の発令

には「正確性」があるもの、そして、「呼びかけ」には「説

得性」があるものという 2 つの特性が示唆された。避難

情報は、避難行動を促進させるためのコミュニケーショ

ンであり、したがってそこには説得コミュニケーション

の側面がある（中村，2021）との考えもあり、本研究の

結果を支持しているのではないだろうか。 

これまでの避難情報の高度化の背景として、“見逃し・

空振りを避けたい”という市町村の心理的な背景も絡ん

でいることは推察できる。避難情報の発令の有無が、後

になって問われることがしばしば起こっているからだ。

そのため、避難情報を発令することによって、避難の有

無の責任を住民に転嫁することができる。その意味にお

いても、社会的な要請という点から正確性のある情報を

求めてきたといえるのかもしれない。 

その一方で消防機関は、「正確性」のある情報を使用し、

「説得性」あるものへと変換する役割を担っている可能

性が指摘できた。そして、「正確性」を向上させるために

科学技術が発達してきたものの、「説得性」については現

場任せになっており、それゆえに「呼びかけ」を行う者

にとって変換の必要性がこれまで増大してき可能性があ

る。 

本研究では「呼びかけ」に関してその緒に就いた段階

であり、図-1で示すように「呼びかけ」を行う主体はさ

まざまであることから、普遍的な特性にまで踏み込んで

論ずるためには今後さらに研究を発展させていく必要が

ある。本研究では、避難情報と「呼びかけ」に必要な情

報にみられる差異を検証したが、どういった情報が説得

性のある情報なのか、さらに研究する必要がある。加え

て、説得性のある情報をどう提供するかといった研究も

重要である。 

 

謝辞：本研究で用いたデータは、国立研究開発法人防災

科学技術研究所が公募した「災害レジリエンス向上のた

めの社会的期待発見研究（令和 3 年度）」の採択課題
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補注 
1)  気象庁は、防災気象情報を「『注意報』、『警報』、さらに、

『特別警報』を発表して注意や警戒を呼びかけます。」と解

説するとともに、「警報や注意報に先立って現象を予告し、

注意を呼びかける」役割があると説明している。 

2) 人吉下球磨消防組合消防本部は、構成市町村が熊本県人吉

市、錦町、相良村、五木村、山江村、球磨村の 1 市1 町4 村

とする広域消防である。そのため、表-2 においては、警報

等の発令内容に対してその対象に該当する市町村の記載が

含まれている。 

3) 緊急消防援助隊の応援等の要請等に関する要綱（消防広第3

5 号，平成 31 年 3 月 8 日）の別紙１によると、被災地の属

する都道府県の知事は、大規模災害又は特殊災害が発生し、

災害の状況及び当該都道府県内の消防力を考慮して緊急消

防援助隊の応援等が必要な非常事態であると判断した場合

は、長官に対して、緊急消防援助隊の応援等の要請を行うと

している。 

4) 人吉下球磨消防組合消防本部（熊本県）は、令和 2 年 7 月

豪雨における災害対応について、「令和2 年7 月豪雨活動記

録誌～Firefighting Activities Record～」として詳細に取りま

とめ発刊した（令和3 年4 月発刊）。 

5) 熊本県は、「令和 2 年 7 月豪雨における災害対応の振り返

り」として活動内容を詳細に整備し、ホームページ上におい

て発表した（2021 年7 月9 日確認）。本稿の執筆時には、「コ

ロナ禍に発生した災害対応 令和2年7月豪雨―熊本県はい

かに動いたか」（ぎょうせい，2021 年 12 月）として出版さ

れている。 

6) 発災12 日後、朝日新聞デジタルが報じた。発災当時、「『運

ばれた水蒸気を水に換算すると毎秒約 40 万立方メートル。

アマゾン川の約2 倍に相当する大気の川だ』とし、『筑波大

の釜江陽一助教（気象学）は気象庁の水蒸気データから、熊

本県の球磨川が氾濫（はんらん）した4 日午前3 時ごろ、日

本上空に長さ 3 千キロ、幅 600 キロにわたる帯状の大気の

流れができていたと分析した。』」という内容を質問者はイ

ンタビュー対象者に提示した，https://www.asahi.com/articles/

ASN7H7F6MN7CULBJ003.html（2020 年7 月16 日確認）． 

7) 「説得」を土田（1989）は、「特に言語によって他者の態度

を特定の方向に変容させようとする試み」と説明している。 
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ABSTRACT 
 

This paper identifies two characteristics expected of evacuation information. Residents make decisions necessary 

for evacuation from various information sources. Past studies have shown that not only evacuation information 

released by municipalities, but also calls for evacuation are very effective in triggering evacuation. We investigated 

the characteristics of information required by municipalities, which are the entities that issue evacuation information, 

and fire departments, which are the organizations that call for evacuation. The results suggest that the characteristics 

of the information required differ depending on the organization. 

First, municipalities were considered to require "accurate" information such as comprehensive and immediate 

information based on scientific, objective, and quantitative information to grasp the situation from a bird's eye view in 

order to issue evacuation information. 

Second, firefighters were considered to be seeking "persuasiveness" information such as individual, specific, 

visual, figurative, and descriptive information in their "call for action" while also using it to make judgments based on 

their experience. 

Third, municipalities and fire departments have a common goal of evacuating residents. For firefighters who call 

for evacuation, this is the activity goal itself, but for municipalities, the goal of issuing evacuation information exists 

before that. It was suggested that this difference in activity goals may be a factor related to differences in the 

characteristics of evacuation information. 

 

 

Keywords：：Accuracy , Persuasiveness, Evacuation Information, Call for Evacuation, Floods 
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学会誌編集委員会関連規定及び投稿に関する規程 
 

１ 学会誌編集委員会運営細則 

（通則） 
第1条 本運営細則は、日本災害情報学会運営規程（以

下、「学会運営規程」という）第１２条（５）及び第

13条（５）に規定された学会誌編集委員会の運営につ

いて、学会運営規程第22条第１項に基づく運営細則と

して定められたものである。学会誌編集委員会の運営

については、学会運営規程第14条から第16条及び第

22条によるほか、この細則によるものとする。 
 

（組織及び構成） 
第２条 本委員会には、委員長（１名）、副委員長（１名）

および幹事（若干名）を置き、委員長、副委員長及び

幹事を含め委員は１５名程度とする。 
 ２ 委員長は、正会員より会長が指名し、理事会の承

認を得る。 
  ３ 副委員長、幹事、委員は、委員長が正会員より指

名し、理事会の承認を得る。 
４ 本委員会に事務局長の出席を求めることができる。 

 

（所掌事務） 
第３条 本委員会の所掌事務は、会則第４条の趣旨に則

り災害情報に関する論文、調査報告、事例紹介等の発

表の場として学会誌「災害情報」を編集・刊行し、災

害情報研究の向上と発展に資するとともに、広く災害

情報の社会的重要性を喚起することである。 
 

(小委員会の設置) 
第４条 学会誌の編集・刊行に関連する事項を協議する

ために、本委員会に小委員会を設置することができる。 
 

(本運営細則等の改廃) 
第５条 本委員会の運営を円滑に行うために定める内規

等を除き、本運営細則及び本委員会の所掌事務に係る

規則等の改廃は、本委員会の議を経て理事会の承認を

得なければならない。 
 

付 則 
本運営細則は、平成14年9月1日から施行する。 
本運営細則の改正は、平成25年10月27日から施行する。 
本運営細則の改正は、平成26年10月26日から施行する。 
 

２ 投稿規定 

 
１．論文 
 論文の内容は、防災・災害情報に新たな貢献が期待で

きるもので、結論の導出過程が適切であるものとする。

なお防災および災害情報に新たな貢献ができるものであ

れば、従来の学術論文の体裁にとらわれず、下記の内容

に該当するものも論文の対象とする。 
・災害情報に関する理論的・実証的な研究成果で，対象

の開拓，新しい点・手法の導入，従来手法の統合化など

によって明確な結論を得たオリジナリティの高いもの。 
・災害情報に関する理論的・実証的な研究成果で，有用

な結果を得たもの。 
・調査報告（災害情報に関わる調査結果を，客観的に報

告したもの） 
・事例紹介（災害情報に関わる様々な取り組み，事例に

ついて紹介したもの） 
 
２．投稿者 
投稿は本会会員に限る。ただし，本会の依頼した原稿の

場合はその限りではない。 
 
３．投稿 
(1)投稿原稿は，原則として他雑誌において未発表でかつ

査読中にないものとする． 
(2)会員は投稿規定に基づき、投稿原稿（和文および英文

の要約を含む）のコピー３部および電子記録媒体（Ｃ

Ｄ等）に，必要事項を記入した申し込みフォーマット

を添えて本会編集委員会宛に提出する。また、メール

で学会宛に論文を送付する。 
(3)投稿原稿は随時受け付け，学会誌刊行予定日の６ヶ月

前に締め切り，編集作業を開始する． 
 
４．投稿原稿の区分 
 論文は、査読論文、特集論文、報告（調査団報告など）

からなる。 
 
５．査読及び編集 
(1)投稿原稿は，編集委員会の定める編集規定に従って，

掲載の可否を決定する。 
(2)初校校正は著者が自らの責任で行う。なお，校正は誤

字・脱字等の編集にかかわる修正のみとし，内容にか

かわる変更は再査読の対象とする。 
(3)カラーページの印刷には対応しない。 
(4)掲載著作物の別刷り印刷には対応しない。 
 
 

災害情報　No.22-1  2024138



 
 

232                                    災害情報 No.17 2019  

学会誌編集委員会関連規定及び投稿に関する規程 
 

１ 学会誌編集委員会運営細則 

（通則） 
第1条 本運営細則は、日本災害情報学会運営規程（以

下、「学会運営規程」という）第１２条（５）及び第

13条（５）に規定された学会誌編集委員会の運営につ

いて、学会運営規程第22条第１項に基づく運営細則と

して定められたものである。学会誌編集委員会の運営

については、学会運営規程第14条から第16条及び第

22条によるほか、この細則によるものとする。 
 

（組織及び構成） 
第２条 本委員会には、委員長（１名）、副委員長（１名）

および幹事（若干名）を置き、委員長、副委員長及び

幹事を含め委員は１５名程度とする。 
 ２ 委員長は、正会員より会長が指名し、理事会の承

認を得る。 
  ３ 副委員長、幹事、委員は、委員長が正会員より指

名し、理事会の承認を得る。 
４ 本委員会に事務局長の出席を求めることができる。 

 

（所掌事務） 
第３条 本委員会の所掌事務は、会則第４条の趣旨に則

り災害情報に関する論文、調査報告、事例紹介等の発

表の場として学会誌「災害情報」を編集・刊行し、災

害情報研究の向上と発展に資するとともに、広く災害

情報の社会的重要性を喚起することである。 
 

(小委員会の設置) 
第４条 学会誌の編集・刊行に関連する事項を協議する

ために、本委員会に小委員会を設置することができる。 
 

(本運営細則等の改廃) 
第５条 本委員会の運営を円滑に行うために定める内規

等を除き、本運営細則及び本委員会の所掌事務に係る

規則等の改廃は、本委員会の議を経て理事会の承認を

得なければならない。 
 

付 則 
本運営細則は、平成14年9月1日から施行する。 
本運営細則の改正は、平成25年10月27日から施行する。 
本運営細則の改正は、平成26年10月26日から施行する。 
 

２ 投稿規定 

 
１．論文 
 論文の内容は、防災・災害情報に新たな貢献が期待で

きるもので、結論の導出過程が適切であるものとする。

なお防災および災害情報に新たな貢献ができるものであ

れば、従来の学術論文の体裁にとらわれず、下記の内容

に該当するものも論文の対象とする。 
・災害情報に関する理論的・実証的な研究成果で，対象

の開拓，新しい点・手法の導入，従来手法の統合化など

によって明確な結論を得たオリジナリティの高いもの。 
・災害情報に関する理論的・実証的な研究成果で，有用

な結果を得たもの。 
・調査報告（災害情報に関わる調査結果を，客観的に報

告したもの） 
・事例紹介（災害情報に関わる様々な取り組み，事例に

ついて紹介したもの） 
 
２．投稿者 
投稿は本会会員に限る。ただし，本会の依頼した原稿の

場合はその限りではない。 
 
３．投稿 
(1)投稿原稿は，原則として他雑誌において未発表でかつ

査読中にないものとする． 
(2)会員は投稿規定に基づき、投稿原稿（和文および英文

の要約を含む）のコピー３部および電子記録媒体（Ｃ

Ｄ等）に，必要事項を記入した申し込みフォーマット

を添えて本会編集委員会宛に提出する。また、メール

で学会宛に論文を送付する。 
(3)投稿原稿は随時受け付け，学会誌刊行予定日の６ヶ月

前に締め切り，編集作業を開始する． 
 
４．投稿原稿の区分 
 論文は、査読論文、特集論文、報告（調査団報告など）

からなる。 
 
５．査読及び編集 
(1)投稿原稿は，編集委員会の定める編集規定に従って，

掲載の可否を決定する。 
(2)初校校正は著者が自らの責任で行う。なお，校正は誤

字・脱字等の編集にかかわる修正のみとし，内容にか

かわる変更は再査読の対象とする。 
(3)カラーページの印刷には対応しない。 
(4)掲載著作物の別刷り印刷には対応しない。 
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６．著作権 
 本学会はその学会誌の編集著作権を持つ．本学会誌掲

載の著作物の著作権は当該著者がもつ．なお著者が自ら

の用途のために本学会誌掲載論文の掲載論文等を他の著

作物（主として書籍など）に転載する場合にはその旨を

著作物に明記することとする． 
 
 

３ 編集規程 

 

１．査読 
(1)編集委員会は、各投稿原稿について、学会員の中から

論文については３名の査読員を選び、別紙書式により査

読を依頼する。ただし、必要に応じて学会員以外に査読

を依頼することができる。 
(2)査読結果は、下記の評価区分で表記する。 
Ａ－－－掲載可 
Ｂ－－－部分的な修正をすれば掲載可 
Ｃ－－－大幅な修正をすれば掲載の可能性がある 
Ｄ－－－掲載不可 
(3)審査はシングルブラインドで行う。投稿論文の採否は

編集委員会で決定する。必要に応じて原稿の一部改正、

訂正または削除を求めることもある。 
(4)編集委員からの所定回数の督促にもかかわらず、査読

員が査読結果を提出しない場合には、編集委員会は査読

員を変更することができる。 
(5)査読結果が相違した場合については、編集委員会で検

討する。また、その措置にあたって、編集委員会は査読

員から意見を求めることができる。 
 
２．原稿修正 
(1)査読が終了次第、編集委員会は査読結果に基づいて、

掲載の可否、査読員のコメントおよび原稿修正期間の指

示等を投稿者に通知する。 
(2)原稿修正期間については、１ヶ月を標準とする。 
(3)修正原稿掲載の可否は、原則として、編集委員会が最

終判定する。 
(4)編集委員会は最終判定終了次第、前条に従って、投稿

者に結果を通知する。 
 
３．依頼原稿等 
(1)依頼原稿は本会の編集委員会が依頼した原稿であり，

投稿規定に準ずるものとする。 
(2)学会大会における会長講演・記念講演等および学会が

行うシンポジウム・講演会等の報告は、これを掲載する

ことができる。 
 
(3)依頼原稿，シンポジウム報告等の掲載可否は、編集委

員会が判定する。 

 
４．編集委員 
 編集委員は、編集委員会の会議に出席し、編集および

審査に関する事項を審議し、次の編集の実務を行う。 
(1)学会誌各号の目次の決定 
(2)特集の企画、依頼 
(3)学会活動報告の編集 
(4)編集後記の執筆 
(5)投稿原稿の審査に関する諸措置 
(6)編集委員会規程、同施行細則および編集規程・投稿規

定・執筆要領の点検と改正 
(7)その他 
 
 

４ 執筆要領 

 
１． 言語  
投稿原稿は和文に限る。 
 
２． 原稿の形式と分量 
論文の分量は 20,000 字以内（10 頁以内）とする。分量

計算はすべて文字数を単位とする。文字数には題名、

著者名、所属、和文要約、図表、注、参考文献すべ

てを含む。英文要約は含めない。図表の文字数は面

積相当とする。編集委員会が指定した場合はこの限

りではない。 
 
３． 所属 
所属は原則１箇所のみ記載する。掲載時の所属が投稿時

の所属と変わった場合、投稿時の所属のみを記載す

る。著者の肩書きは記載しない。 
 
４． 要約、キーワード 
論文は、題名、著者名、所属、メールアドレス、英文タ

イトル、英文著者名、所属、英文要約、英文キーワ

ードを添付すること。 
(1) 表題紙には、題名の全文、著者名、所属のみを記す。 
(2) 和文要約は、600 字以内のものを本文の前に添付す

る。 
(3) 英文要約は、130 ワード以内のものを本文の後に添

付する。 
(4) キーワードは日本語・英語各５語以内で、要約の後

に各々記載する。 
 
 
５． 原稿フォーマット 
原稿作成にあたっては、学会ホームページにある投稿論

文フォーマットを用いること。 
MS明朝10pt、英数字はTimes New Roman10pt、25

災害情報　No.22-1  2024 139



 
 

234                                    災害情報 No.17 2019  

文字（字送り 9.25pt）、50 行（行送り 14.25pt）で

作成し、余白上 20mm、下 25mm、左 20mm、右

20mm、ヘッダー10mm、フッター10mm、奇数/
偶数ページ別指定で作成し、ヘッダーに論文種別を、

頁番号をセンタリングで記載する。 
 
６． 原稿の書式 
(1) 題名 題名は20pt、センタリングすること。 
(2) 氏名 氏名はスペースを空けない 
(3) 本文 本文はMS 明朝 10pt、英数字はTimes New 

Roman10ptを用いてください。「（ ）」は原則、全

角を用いる。 
 
(4) 章題、節題、表題、図題 原則 MS ゴシック 10pt

を用いてください。 
(5) 題名 副題の前後には「―（ダッシュ）」をつける「～

（波型）」「‐（ハイフン）」「－（マイナス）」は用い

ないこと 
(6) 図表 図表は鮮明なものを用いること。図表はそれ

ぞれ１から順に番号を打ち、本文中の該当箇所で引

用すること。写真は図として掲載する。著作権者の

了解を得ることなく、他者の図版を転用してはなら

ない。 
(7) 段組 原稿はＡ４版の用紙を使って、25字×50行の

2段組で印字する。 
(8) 注釈 注と文献リストを別々にする。注は、本文中

の該当箇所の右肩に上付き文字で1)から順に番号を

打ち、注自体は本文の後にまとめて記載すること。

文献・資料類は基本、参照文献に記載すること。注

釈に記載しても参照文献に記載すること 
(9) 挙示 参考文献の本文における挙示は、著者名（発

行年）または（著者名，発行年）、もしくは著者名（発

行年：ページ数）または、（著者名，発行年：ページ

数）とする。 
本文中での文献の引用は，以下を参考にする。 
（ア）･･････例えば阿部（1991）のように， 
（イ）･･････これらの研究（Abe et al., 1987a；Abe et al., 

1987b；廣井，1999）によれば、、、。 
(10) 文献 参照文献は、著者名（発行年）題名，出版社

（欧文の場合はその前に出版社 所在地 都市名を併

記）の順に記載すること。性と名の間はあけないこ

と。論文の引用としての「 」、文献の引用としての

『 』は用いないこと。欧文の書名はイタリック体

にすること。著者が複数いる場合には、「・（中点）」

でつなげる。参照文献において著者名は省略しない

（本文ではこの限りではない）。参照文献リストは、

アルファベット順もしくは 50 音順で記載。同一著

者のものは発表年代順に並べる。 
(11) ホームページ 参照したホームページは、原則参考

文献に記載し、著者（ホームページの所有者等）、タ

イトル（参照年月日：○○○○年○月○日）とURL
を明記する。URL のハイパーリンク（下線）は外

すこと。リンク切れの場合は「入手先 URL（現在

参照不可）」と記入する。サイトがリンク切れとなっ

た場合でも，読者・差読者からの質問に対応できる

よう，当該画面が保存されているものであること。 
(12) オンラインジャーナル、ネット上の論文 原則文献

の記述方法を行った後に、URL を記載する。URL
の下線は外すこと。参照年月日は不要。 
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文字（字送り 9.25pt）、50 行（行送り 14.25pt）で

作成し、余白上 20mm、下 25mm、左 20mm、右

20mm、ヘッダー10mm、フッター10mm、奇数/
偶数ページ別指定で作成し、ヘッダーに論文種別を、

頁番号をセンタリングで記載する。 
 
６． 原稿の書式 
(1) 題名 題名は20pt、センタリングすること。 
(2) 氏名 氏名はスペースを空けない 
(3) 本文 本文はMS 明朝 10pt、英数字はTimes New 

Roman10ptを用いてください。「（ ）」は原則、全

角を用いる。 
 
(4) 章題、節題、表題、図題 原則 MS ゴシック 10pt

を用いてください。 
(5) 題名 副題の前後には「―（ダッシュ）」をつける「～

（波型）」「‐（ハイフン）」「－（マイナス）」は用い

ないこと 
(6) 図表 図表は鮮明なものを用いること。図表はそれ

ぞれ１から順に番号を打ち、本文中の該当箇所で引

用すること。写真は図として掲載する。著作権者の

了解を得ることなく、他者の図版を転用してはなら

ない。 
(7) 段組 原稿はＡ４版の用紙を使って、25字×50行の

2段組で印字する。 
(8) 注釈 注と文献リストを別々にする。注は、本文中

の該当箇所の右肩に上付き文字で1)から順に番号を

打ち、注自体は本文の後にまとめて記載すること。

文献・資料類は基本、参照文献に記載すること。注

釈に記載しても参照文献に記載すること 
(9) 挙示 参考文献の本文における挙示は、著者名（発

行年）または（著者名，発行年）、もしくは著者名（発

行年：ページ数）または、（著者名，発行年：ページ

数）とする。 
本文中での文献の引用は，以下を参考にする。 
（ア）･･････例えば阿部（1991）のように， 
（イ）･･････これらの研究（Abe et al., 1987a；Abe et al., 

1987b；廣井，1999）によれば、、、。 
(10) 文献 参照文献は、著者名（発行年）題名，出版社

（欧文の場合はその前に出版社 所在地 都市名を併

記）の順に記載すること。性と名の間はあけないこ

と。論文の引用としての「 」、文献の引用としての

『 』は用いないこと。欧文の書名はイタリック体

にすること。著者が複数いる場合には、「・（中点）」

でつなげる。参照文献において著者名は省略しない

（本文ではこの限りではない）。参照文献リストは、

アルファベット順もしくは 50 音順で記載。同一著

者のものは発表年代順に並べる。 
(11) ホームページ 参照したホームページは、原則参考

文献に記載し、著者（ホームページの所有者等）、タ

イトル（参照年月日：○○○○年○月○日）とURL
を明記する。URL のハイパーリンク（下線）は外

すこと。リンク切れの場合は「入手先 URL（現在

参照不可）」と記入する。サイトがリンク切れとなっ

た場合でも，読者・差読者からの質問に対応できる

よう，当該画面が保存されているものであること。 
(12) オンラインジャーナル、ネット上の論文 原則文献

の記述方法を行った後に、URL を記載する。URL
の下線は外すこと。参照年月日は不要。 
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